
令和８年１０月１６日  

 

戸田市長 菅原 文仁 様 

 

 

戸田市外部評価委員会  

委員長 佐藤 徹  

 

戸田市の行政評価の推進に係る事項について（答申） 

 

令和８年４月１７日付け戸共企第３９号にて、本委員会に諮問のありまし

た市が実施した行政評価の評価及び行政評価制度の改善について、慎重に審

議した結果、下記のとおり答申します。 

 

記 

 

本委員会では、戸田市第５次総合振興計画に掲げられた諸施策のうち６施策

を外部評価の対象とし、「施策の目的達成のため、施策（内部）評価は適切に実

行されているか」という観点から多角的に評価を行いました。 

市が実施した行政評価の再評価及び行政評価制度の改善について、各委員の

詳細な意見を別紙「令和８年度戸田市外部評価委員会の評価結果」のとおりまと

めました。 

つきましては、答申内容を十分留意の上、施策・事業及び評価指標等を改善す

るとともに、これまで以上に効果的・効率的な行財政運営が推進されることを期

待します。 



 

 

別紙 

 

 

 

 

 

 

令和８年度戸田市外部評価委員会の評価結果 
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１ 令和８年度戸田市外部評価委員会の評価概要 

（１）令和８年度戸田市外部評価対象施策 

令和８年度戸田市外部評価委員会（以下「委員会」という。）では、戸田市第５次総合振興計

画の施策から６施策を評価対象施策とし、外部の視点から評価を行いました。 

【選定方法について】 

  ・３２施策の中から、事前に各委員が３施策ずつ選び、回答の多い施策を評価対象候補として

挙げ、対象施策の３施策を選定した。 

  ・残りの３施策は、戸田市第５次総合振興計画における基本目標等のバランスを考慮した上で、

市長が選定した。 
 

施策番号 施策名 中心となる部局 選定 

２ 乳幼児期の保育・教育の充実 こども健やか部 市長 

６ 芸術文化活動の推進 市民生活部 市長 

１３ 生活困窮者支援の充実 健康福祉部 外部評価委員会 

１４ 障がい福祉環境の整備・充実 健康福祉部 市長 

２４ 公共交通が利用しやすい環境の整備・推進 都市整備部 外部評価委員会 

２９ 多様な働き方への支援・充実 環境経済部 外部評価委員会 

（２）委員会の開催スケジュール 

委員会は、市が行った施策評価に対して、関連部局へのヒアリングを実施した上で、各委員

の視点により評価を行った後、委員会の評価として取りまとめを行いました。 
 

会議名 開催日程・内容 

第１回戸田市外部評価委員会 
令和８年４月１７日（金） 

午前１１時から正午まで（委嘱・概要説明） 

第２回戸田市外部評価委員会 
令和８年５月２１日（木） 

午前１０時から正午まで（評価施策の選定等） 

第３回戸田市外部評価委員会 
令和８年６月２５日（木） 

午前９時から正午まで（施策事前説明） 

第４回戸田市外部評価委員会 
令和８年８月６日（木） 

午前１０時～午後４時３０分（ヒアリング①） 

第５回戸田市外部評価委員会 
令和８年８月７日（金） 

午前１０時～午後４時３０分（ヒアリング②） 

第６回戸田市外部評価委員会 
令和８年９月１５日（火） 

午前１０時から１１時まで（報告書・答申準備） 

第７回戸田市外部評価委員会 
令和８年１０月１６日（金） 

午前１０時３０分から１１時３０分まで（市長への答申） 

第８回戸田市外部評価委員会 
令和９年１月２９日（金） 

午前１０時から１１時まで（答申の対応状況報告） 
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（３）評価方法 

委員会では、行政が実施した令和８年度行政評価（内部評価）について、第４回及び第５回

委員会のヒアリングにおいて、以下の資料を参考に担当部局から施策の説明や質疑応答を行い

ました。 
 

評価資料 ヒアリング項目・時間配分（目安） 

〇外部評価シート 

〇施策評価シート、事務事業評価シート 

〇事前質問・回答 

〇ロジック・モデルシート(令和６年度版) 

〇その他補助資料 

〇施策概要説明及び事前質問への回答(20分) 

〇各委員からの質疑(70分) 

 (1)事務事業の妥当性  

 (2)施策指標の妥当性  (1)＋(2)で 40分 

 (3)資源の方向性            20分 

 (4)その他                 10分 

（４）評価のポイント 

「施策の目的達成のため、施策（内部）評価は適切に実行されているか。」という観点から、

以下の評価項目やポイントを基に評価を行いました。 
 
項目 内容 ポイント 判断区分 

①事務事業

の妥当性 

この施策を構成する

事務事業は妥当であ

るか？ 

●次の内容を踏まえて妥当であるか。 

（ア）施策と、達成するための手段である事務事業が、目的・手

段の関係になっているか 

（イ）施策内で優先度がついているか。 

（ウ）不足している事務事業（手段）はないか。 

（エ）縮小・休止・廃止を検討すべき事業はないか。 

●上記判断に当たっては、施策評価シート「５.事務事業の検討」

内「事務事業評価の結果」に記載されている「事業の方向性」や

「施策への貢献度」などの内部評価結果等も参考にする。 

Ａ 妥当である 

Ｂ 改善（小） 

Ｃ 改善（大） 

Ｄ 縮小・ 

休止・廃止 

②施策指標

の妥当性 

施策の進捗を測る指

標の設定は妥当であ

るか？ 

●施策評価シート「３．施策の指標における成果（主な指標）」

が、施策の目的の達成状況を測る指標となっているか。ロジッ

ク・モデルシート等にて確認 

●内部評価における評価の根拠となる、施策「進捗状況」と事務

事業「目標達成状況」の説明内容等を参考とする。 

Ａ 妥当である 

Ｂ 改善（小） 

Ｃ 改善（大） 

③資源の 

方向性 

今後、この施策の資

源（人員・予算）の方

向性は？ 

●施策の目的の達成に向け、施策評価シート「３．施策の指標

における成果（主な指標）」や「〇結果と今後の方向性」の内部

評価結果等を踏まえて、妥当かを判断する。 

【判断区分の評価例】 

・予定どおり→維持、 遅れている→増加 

・この事業をもっと進めるべき→増加 

・ここまで資源を投じなくても目標達成できるのでは→縮小等 

↑ 増加 

→ 維持 

↓ 縮小 
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２ 各施策の評価結果 

（１）外部評価委員会における評価結果一覧 

市が実施した行政評価（内部評価）に対して、事務事業の妥当性、施策指標の妥当性、

資源の方向性（予算・人員）の観点から各委員が多角的に評価したのち、合議により外

部評価委員会における評価として、下表のとおりまとめました。 

 

〇評価結果一覧【施策別】 

施策 

番号 
施策名 

外部評価項目 

事務事業の 

妥当性 

施策指標の 

妥当性 

資源の方向性 

（予算） 

資源の方向性 

（人員） 

施策２ 乳幼児期の保育・教育の充実 A妥当である B 改善（小） ↑ 増加 → 維持 

施策６ 芸術文化活動の推進 B 改善（小） B 改善（小） → 維持 → 維持 

施策１３ 生活困窮者支援の充実 B 改善（小） B 改善（小） ↑ 増加 ↑ 増加 

施策１４ 障がい福祉環境の整備・充実 A妥当である B 改善（小） → 維持 → 維持 

施策２４ 
公共交通が利用しやすい環境

の整備・推進 
A妥当である B 改善（小） ↑ 増加 → 維持 

施策２９ 多様な働き方への支援・充実 B 改善（小） B 改善（小） → 維持 → 維持 

 

〇評価結果一覧【評価項目別】 

  A 妥当である B 改善（小） C 改善（大） Ｄ 縮小・休止・廃止 

事務事業の妥当性 ３件 ３件 ０件 ０件 

施策指標の妥当性 ０件 ６件 ０件  

 ↑ 増加 → 維持 ↓ 縮小 

資源の方向性 

（予算） 
３件 ３件 ０件 

資源の方向性 

（人員） 
１件 ５件 ０件 
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（２）施策２ ※中心となる部局：こども健やか部 
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施策２ ①事務事業の妥当性 委員会の評価 A 妥当である 

各委員の 

評価結果 

Ａ 妥当である Ｂ 改善（小） Ｃ 改善（大） Ｄ 縮小・休止・廃止 

４件 ３件 ０件 ０件 

外部評価委員の意見 

【A妥当である】 

① 特段問題に無いものと考えます。 

② 保育士を対象とした研修や ICT 化（午睡センサー等）の導入、保育コンシェルジュによる相談支援など、安心して子どもを預けられ

る環境整備は着実に進められている。昭和 40 年代建設の公立保育園の建て替えや今後のあり方については、中長期的な視点で

計画を進めてほしい。 

③ 各施設、関係機関の横のつながりが構築され連携した取組が勧められていることは素晴らしい。 

④ ・施策とその達成経向けた事務事業は、目的・手段の関係になっている。 

・実施計画として優先度の高い事業である。 

・不足している事務事業や、休廃止すべき事業はないと思える。 

【B改善（小）】 

⑤ おおむね妥当である。保育コンシェルジュによる相談・情報提供、事業者間連携、幼保小間の継続的な情報共有・引継ぎ等につい

ては、どの事務事業が中心的に担い、どの活動・成果を目標としているのかが、給付・補助・施設運営に関する事務事業との関係も

含めて必ずしも明瞭ではない。 

⑥ 休止・廃止すべき事象は見当たらない。新たな施策展開として教育委員会との協働での領域が発生しているため、ロジックモデルシー

トの幼保小連携の取組みでは整理・修正が必要ではないか。 

⑦ おおむね妥当であるが、中間成果の「選ばれる施設となる」は市民目線ではないので変更したほうがいい。 

 

施策２ ②施策指標の妥当性 委員会の評価 Ｂ 改善（小） 

各委員の 

評価結果 

Ａ 妥当である Ｂ 改善（小） Ｃ 改善（大） 

２件 ４件 １件 

外部評価委員の意見 

【A妥当である】 

① 保育所の定員や申込数などの基本的な数値は適切に管理されている。今後は、研修を受けた保育士が現場でどのように知識を活

かせたかなど、保育の「質」の向上を測れる目標を設定できるとさらに良い。 

② 今後もより充実した保育、教育の実現に繋げて頂きたい。 

【B改善（小）】 

③ 保育サービスに従事する人員の質の評価は大変難しい課題である。保育措置費算定での処遇加算（資格やベテラン度）の根拠

数値により、業務統計としての従事する人員の外形的状況が計測可能であれば、それらの集計と推移の点検を以て質の評価として

把握すべきではないか。 

④ 保育サービスの質（例：定量的に測る指標として保育園等に預けた方の満足度が考えられます。）についても含めて頂くとより良い

指標管理になると考えます。 

⑤ 指標の「保育の無償化対象施設数」とするより、保育内容に関してわかりやすい指標を考えたほうがいい。 

⑥ ・保育の量、幼児教育の向上・充実に対する施設の量的指標等はおおむね妥当と思われる。 

・施策に掲げている「保育の質」という意味での指標が見当たらず、その点は改善が必要では。 

・待機児童数ゼロ目標設定は妥当だが、そろそろ、フェーズを一段階上げて、例えば利用者の第1〜3希望保育園への入所率など、

希望の保育園に入れるという目標設定を、一段高いレベル目標に設定しても良い時期では。 
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・第 3 の目標最終成果である「乳幼児期から小学校（中学校）までの切れ目ない支援の充実というのは、カリキュラム実施の施設

数は、活動数評価・アウトプットであると思う。カリキュラム実施施設数が目的ではなく、切れ目ない支援を通じて、例えば小学校 1年

次の不登校数の減少や個別相談数の減少、または保護者の満足度など、アウトカム指標が必要となるのではないかと思った。 

【Ｃ改善（大）】 

⑦ 施策の目的に照らせば、成果は、保護者及びこどもが、多様な保育・教育ニーズや個別の事情に応じ、必要なサービスを安心して利

用できるとともに、質の高い保育・教育及び就学への切れ目ない支援を受けられている状態として捉えるべきである。 

「待機児童数」は、保育サービスの量的確保を示す重要な成果指標であるが、待機児童数だけでは、保留児童の状況、希望する

施設・サービスを利用できているか、多様な保育ニーズへの対応状況、保護者が認識する保育の質までは把握できない。 

また、「幼児教育・保育の無償化対象施設数」及び「小学校への接続カリキュラム実施施設数」は、制度の対象となる供給基盤又

は取組の実施状況を示す指標であり、利用者やこどもに生じた成果を直接測るものではない。特に、接続カリキュラムの実施施設数

のみでは、幼保小の連携が実質的に機能し、こどもが円滑に小学校生活へ移行できているかを評価することは難しい。 

このため、現行の指標体系は供給体制・実施量に偏りがあり、施策目的の達成状況を十分に測るには不十分である。待機児童数

を維持しつつ、保留理由を含む希望する保育サービスの利用可能性、保護者の相談・情報提供及び保育の質に対する評価、保育

士の確保・定着、幼保小連携・就学移行の実効性を把握する成果指標を組み合わせることが望まれる。 

 

施策２ ③資源の方向性（予算） 委員会の評価 ↑ 増加 

各委員の 

評価結果 

↑ 増加 → 維持 ↓ 縮小 

４件 ３件 ０件 

外部評価委員の意見 

【↑増加】 

① 人手不足社会において人事院勧告による地域区分の広域化が行われても、その水準はインフレしてゆくと見込まれる。人材の獲得

競争で競合する都内自治体が基準価格を引き上げて行く流れは止められない。それに競合するため、各種独自加算は拡大せざる

を得ないのではないか。 

② 近隣自治体との給与格差に伴う保育士の流出を防ぐため、市独自の「保育士応援手当」など必要な支援予算は確保すべきであ

る。 

③ AI システムの導入、充実した業務効率化を図るため、必要な予算を確保するために増額して頂きたい。 

④ 昨今の初任給相場の上昇などの民間企業のトレンドを考えると、他の産業との比較の中での保育の質確保というためにも、近隣市

町村に先駆けて、独自手当を用意して保育人材の定着確保をはかるなどの積極的な施策があってもよいのではと思う。 

【→維持】 

⑤ 待機児童は令和 7年度の 18人から令和 8年度には解消しており、受入枠の一律拡大を目的とする増額の必要性は明確ではな

い。一方、保育士確保・定着、保育の質・安全の確保、医療的ケア児等への対応、施設維持管理は継続課題であるため、予算の

縮小は適当でない。既存予算を需要・効果に応じて重点化すべきである。 

⑥ 将来的な物価上昇により予算の引き上げは考えますが、現状の記載内容については違和感ございません。 

⑦ 将来的には増加するがすぐには必要なければ維持。 
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施策２ ③資源の方向性（人員） 委員会の評価 → 維持 

各委員の 

評価結果 

↑ 増加 → 維持 ↓ 縮小 

２件 ５件 ０件 

外部評価委員の意見 

【↑増加】 

① 担当課自身が、施設増加に伴う指導監査・補助業務、無償化対応、制度・保育現場業務の複雑化による業務量増加を認識し

ている。保育の質保証、人材定着、幼保小連携を実効的に進めるには、定型事務だけでなく、専門的支援・関係機関調整を担う

体制の強化が必要である。 

② 相談対応を担うコンシェルジュの配置や、質の高い保育を維持するための現場サポート体制の維持・強化が必要である。 

【→維持】 

③ 市役所が直接所管する公立保育園の増設または廃止は予定されていないため維持で妥当であろう。 

④ 資源の方向性に違和感ございません。 

⑤ 現状で足りているのなら維持。 

⑥ 安心した保育人員を継続してほしい。 

⑦ 人件費上昇分を除くと、人数では現状どおりが妥当では。 

 

施策２ ④外部評価委員のコメント 

① 基本計画の取組方針ごとに事務事業の役割分担と成果との対応関係を整理し、施策全体として進捗管理できる構成とすることが

望まれる。 

② IT化に伴う内容（例：保育士の人手不足に対応するために、各園の保育士の稼働状況などを見える化し、園間での保育士のリソ

ースを相互活用する等）を今後ロジックモデルに含めて頂く事を検討頂ければ幸いです。 

③ 近隣自治体との手当格差による保育士の離職・流出を防ぐため、手当の支給をはじめとする人材確保対策にしっかりと取り組んでほ

しい。また、各保育園の特色や食育の取り組みなどを、保護者に分かりやすく伝える情報発信の強化も期待する。 

④ 保育現場の負担軽減と、より質の高い保育・教育の実現、さらなる保護者との情報共有や理解協力を得るためにも AIシステムの導

入は必要であると考える。業務の効率化、保護者との連携強化を繋げてほしい。 

⑤ 乳幼児期の保育・教育の充実というのは、子育てしやすい街という戸田のブランディングの中心であり、充実もしており市民の満足度

は高いと思うが、引き続き現在の取り組みをサービスの質を下げることなく、維持向上していってほしい。 

資源投入の方向性欄にも記入したが、保育人材の確保や離職防止へ向け、付帯業務の削減・効率化は意識して進めていくべき。

手書き→デジタルツール活用。預ける親の負担軽減にもつながり、満足度向上という質の確保向上にに寄与すると思われる。 

またせっかく戸田市で大変評価されている小学校教育で ICT 活用が積極的になされているノウハウを、ぜひ幼児の保育へも活かして

いけば、より小学校への切れ目ない連携にもつながるのではないかと期待している。（幼児にデジタルツールを使わせるということではな

く、先生方の業務削減やこどもの情報共有への活用） 

またノウハウを持つ専門家などとの協議が必要だとは思うが、増えていくカスハラへの対策（モンスターペアレンツ対策）への対応を、市

としても積極的に対応していただけると、保育士を守ることにもなると思う。例えば、市として毅然とした一定の宣言実施、専門家（保

護者対策に強い弁護士との提携等）を行ったりしてはどうか。実際の現場対応へのバックアップだけでなく、抑止力効果にもなるので

は。 
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（３）施策６ ※中心となる部局：市民生活部 
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施策６ ①事務事業の妥当性 委員会の評価 B 改善（小） 

各委員の 

評価結果 

Ａ 妥当である Ｂ 改善（小） Ｃ 改善（大） Ｄ 縮小・休止・廃止 

１件 ５件 １件 ０件 

外部評価委員の意見 

【A妥当である】 

① 市民音楽祭や美術展、文化財マップの作成など、地域文化に触れる機会の提供は定着して行われている。今後は、新しく制定され

た条例や計画に合わせて、地元のアーティスト情報や各種イベント情報が分かりやすく届く情報の一元化を進めてほしい。 

【B改善（小）】 

② 事務事業群はおおむね妥当である。一方、学校・企業への広報、参加者から文化団体への橋渡し、新たなコミュニティ形成、利用

者ニーズの把握、子ども・親子への重点的な働きかけ及び文化財保護への市民参画については、中心となる事業、活動及び成果が

明確に位置付けられていない。市民の関心の低さ及び活動団体の高齢化・会員減少という課題に対応するため、既存事業を単発

の鑑賞・参加機会の提供にとどめず、継続的な活動・団体参加につなげる機能を明確化すべきである。 

③ ・芸術文化振興事業については、文化活動団体の支援に重きを置いておられますが、個人についても事業内容に明記頂いた方が望

ましいと考えております。 

・文化財保護事業で実施されている研修事業については、実施内容については妥当と考えますが、講座の受講者数について改善の

余地が多いものと考えます。 

④ 戸田市ならではのアピールポイントを探す、あるいは作り出す事業があってもいい。 

⑤ 芸術文化の促進目的としては評価できるものの、新たなる取組や波及効果が十分に示されているとは言い難い。 

⑥ ・施策とその達成経向けた事務事業は、おおむね目的・手段の関係になっている。 

・実施計画として優先度の高い事業である。 

・休廃止すべき事業はないと思える。 

・市民の芸術文化に対する興味関心を増すには、少し文化会館の指定管理者にお任せ姿勢が感じられ、主体的に行うべき事業

（例えば場所は別にして、積極的に市が主体的に実施すべき事業等を再検討していただけると市民としては嬉しい。 

【C改善(大)】 

⑦ 評価対象年度では新たな根拠条例（文化芸術推進条例）で「教育・子育て・健康・福祉・産業・観光・環境等の分野において文

化芸術を活用」と定められて当該条例の下での取り組みが始まっていた。商店街活性化事業等での文化芸術支援や文化芸術活

動へのアクセス向上、子育て団体活動支援の中での文化芸術へのアクセス向上というような領域横断を図る政策マネジメントの活動

が組み込まれていなかった。 
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施策６ ②施策指標の妥当性 委員会の評価 Ｂ 改善（小） 

各委員の 

評価結果 

Ａ 妥当である Ｂ 改善（小） Ｃ 改善（大） 

１件 ４件 ２件 

外部評価委員の意見 

【A妥当である】 

① イベントの参加者数などは適切に把握されている。今後は市民が「戸田市の文化芸術に親しめているか」「満足しているか」という実感

が捉えられるような数値も参考にできると良い。 

【B改善（小）】 

② 市の文化財の認知度は当初値と R7 でのデータ参照先が異なるとご説明頂いております。データの取得容易性等も背景にあると理

解しておりますが、例えば市独自でのアンケート調査を活用する等として年度ごとにモニタリングするための参照先のデータを統一する

事が望ましいと考えます。 

③ 指標だけ見ると指定管理業務や市が主催の文化活動の参加者数・鑑賞者数となっているので市民全体の文化活動者がどのくらい

いるかがわからない。文化活動団体数なども取り入れていいのではないか。 

④ 芸術文化においては目標値がほぼ達成しているものの、文化財の認知度が伸び悩んでいるため。 

⑤ 市民の芸術文化に対する興味関心を図る指標としては、来場者・参加者数といったアウトプットではなく、行動変容まで考えたアウト

カムの指標をもつべきでは。 

【C改善(大)】 

⑥ 現行指標のうち、文化財の認知度は施策における成果を測定する指標としては妥当であるが、それ以外の指標は、事業レベルの成

果指標であり、本施策における成果を測定する指標としてはふさわしくない。 

⑦ 公演回数など指定管理者と市役所との協定で拘束される活動量（生産物）よりも施策レベルでのアウトカムを見るべきではないか。

施策の到達目標として「コミュニティ形成支援を目指す」というのであれば法人・任意団体登録数の推移を見て、それを増やす方向と

する、というような改良が考えられる。 

 

施策６ ③資源の方向性（予算） 委員会の評価 → 維持 

各委員の 

評価結果 

↑ 増加 → 維持 ↓ 縮小 

２件 ５件 ０件 

外部評価委員の意見 

【↑増加】 

① 文化事業の推進や文化財保護については今後予算が必要になる事が予想されるので増加。 

② 対応策として予定されている情報の一元管理やアーティストバンクといった基盤整備は進めながらも、さらに市民の興味関心を高める

ための施策を行うには、新しい人員または他との協業といった検討が必要では。 

【→維持】 

③ 現時点では、総額の増額より、既存予算の再配分・重点化が妥当である。 

④ 新しい分野別計画が開始されているが大幅な新規財政支出を伴うものではないと思わるため。 

⑤ 特段記載内容に違和感ございません。 

⑥ 文化会館の活用など既存の予算規模を維持しつつ、情報の集約や文化財の周知など効果的な取り組みへ配分のメリハリをつけてほ

しい。 

⑦ 今後、文化芸術情報の一元化やアーティストバンクの創設、運営に期待します。 
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施策６ ③資源の方向性（人員） 委員会の評価 → 維持 

各委員の 

評価結果 

↑ 増加 → 維持 ↓ 縮小 

０件 ７件 ０件 

外部評価委員の意見 

【→維持】 

① 現段階では一律の増員より、既存人員の役割を、情報発信、参加促進、団体連携、文化財活用及び成果把握へ重点化すること

が適当である。 

② 新しい分野別計画の下で事業が開始されたが大きく業務量が変化するようには見えないため。 

③ 資源の方向性に違和感ございません。 

④ 担当部署が中心となり、まちづくりや商店街のイベント等とも横断的に連携できるよう、効率的な業務推進に期待する。 

⑤ 新事業をはじめる時は増加だが、現状は維持で妥当。 

⑥ 限られた人員のなかで、新たなる発想を期待します。 

⑦ 担当部門の人員増強ではなく、民間や学校などとの連携で、より効果的な文化芸術振興へ向けてのアイデアが実現できると思う。 

 

施策６ ④外部評価委員のコメント 

① 文化財認知度を市民意識調査において具体例の提示無く「一行設問」で問うのは技術的に難しいのではないか。 

② 全体的に指標関係では情報取得の現実性を優先され施策と若干相違されている点があると認識しております。他の市での実施状

況等も調査・参考にされるとより良いものになると考えております。 

③ 戸田市らしさのある文化芸術を盛り上げるため、商店街や地域のイベントと連携した取り組みを増やしてほしい。また、市内の文化活

動やイベントの情報が市民や若年層に届くよう、ウェブサイトや SNS等での情報発信を整理・充実させてほしい。 

④ 戸田市の特色を早急に何か 1つでも決めて、そこを全面に出し全ての事業で取り入れて宣伝していってもいいと思う。例として、駅など

に花火を感じさせるような装飾をしたり、ストリートピアノを 3駅全てに設置するなど。 

⑤ 今後、同一の委託業者からの提案のみでは十分な促進につながらない可能性がある場合は、更新前に複数の業者と相見積もりな

どをとるなど、比較検討を行っても良いのではないかと提案する。 

⑥ 文化芸術に関する振興については、少し文化会館の指定管理者に任せっきりで、戸田市としてどういった芸術文化を振興していくべき

かが、失礼ながらあまり見えてこない。こういった取り組みが活発な例えば横浜市や川崎市、または”らきすた”などアニメコンテンツを売り

に効果を出している（と見える）久喜市、秩父、所沢などの取り組みを研究し、もう少し顔の見える「戸田市の芸術文化」を根本か

ら検討してみては。 

もともとは、キッズミュージカルが核になり、子どもつながりから親、近所の人、親戚、友人などが文化会館に足を運んだりと、子育てに優

しい街として謳っている戸田市にふさわしいイベントを身近に感じる機会があった。継続は難しいということなので、改めて、新しいコンテ

ンツを、市民・専門家を交えて議論から始めてはいかがでしょうか。 

ボートコースでの音や映像投影、アニメ・コスプレ等とのコラボレーション、道満を使った冬の花火、フードカー集積して市内飲食店とも

連携した名物食を用意した食べ歩きイベントなど、クラシック音楽だけでなく、さまざまな角度からエンターテイメントや芸術を考えてみて

は。 

多くの小さなことを地道に行うことも大事ですが、この分野は、打ち上げ花火的に、象徴となるような大きなイベントを一つでも成功でき

れば、それが「戸田市の文化の顔」になれるのではと思います。 
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（４）施策１３ ※中心となる部局：健康福祉部 
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施策１３ ①事務事業の妥当性 委員会の評価 Ｂ 改善（小） 

各委員の 

評価結果 

Ａ 妥当である Ｂ 改善（小） Ｃ 改善（大） Ｄ 縮小・休止・廃止 

３件 ４件 ０件 ０件 

外部評価委員の意見 

【A妥当である】 

① 生活保護や自立支援、子どもの学習支援など、困窮者に対する基本的な支援の仕組みはしっかりと機能している。ケースワーカーが

1人で多くの世帯（約 100世帯）を担当し負担が大きいと見受けられるため、事務作業の効率化を進めて現場の負担を軽減して

ほしい。 

② ケースワーカーの負担軽減を図るとともに一人ひとりの状況に応じたきめ細かな相談支援を安定させ、一人でも多くの方の自立した生

活を送れるようさらなる支援の強化を願いたい。 

③ ・施策とその達成へ向けた事務事業は、目的・手段の関係になっている。 

・実施計画として優先度の高い事業である。 

・不足している事務事業や、休廃止すべき事業はないと思える。 

【B改善（小）】 

④ 事業群はおおむね妥当である。一方、就労困難者の社会的・日常生活的自立、貧困の連鎖を断つ学習・進学支援、医療・介護

扶助の適正化について、中心事業と成果管理の対応が十分に明確ではない。 

⑤ 健康支援・学習支援の重要度の比重が上がることを見据え、それに合わせて事業実施における重点度合の比重を変更（調整）し

てゆく工夫を要するのではないか。 

⑥ 中間成果の「安定した生活を送れるようになる」には就労や経済的な支援以外にも健康管理を積極的に取り組む・健康について正

しい知識をアップデートできるようにすることも含まれると考えます。健康管理についてもロジックモデルに含めて頂く事をご検討いただけ

れば幸いです。 

⑦ 「学習支援」についてロジックシートへの記載がないので取り組んでいる事業なら組み込むべき。 
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施策１３ ②施策指標の妥当性 委員会の評価 Ｂ 改善（小） 

各委員の 

評価結果 

Ａ 妥当である Ｂ 改善（小） Ｃ 改善（大） 

２件 ３件 ２件 

外部評価委員の意見 

【A妥当である】 

① 受給者数などの基本的な数値は把握されている。今後は生活保護に至る前の段階で「どれくらい自立につながったか」など、支援の

実効性が分かる指標があるとより良い。 

② 施策の指標における成果は、達成状況の指標として妥当と考える。 

【B改善（小）】 

③ 施策の主な指標について広い視点でより設定されると良いと考えます。 

④ 指標に生活保護受給者数もあると全体像が見えてくる。 

⑤ 生活困窮者の自立支援については目標値に対して達成値が十分に達しておらず目標を達成していない状況である。そのため、課題

の検証し支援体制や取組内容のさらなる強化を図る必要がある。 

【C改善（大）】 

⑥ 現行 2指標は、いずれも事業の成果指標となっており、施策における成果を測定するための指標にはなっていない。 

⑦ いわゆる「水際作戦」を発動させてしまう誘因となってはいけないので、***％以下に抑制するというような目標を設定するのは避ける

べきだが、生活保護受給者数とその比率の推移のような社会全体の動向を示すものを用いたほうが施策のアウトカム測定としてはふ

さわしいのではないか。 

 

施策１３ ③資源の方向性（予算） 委員会の評価 ↑ 増加 

各委員の 

評価結果 

↑ 増加 → 維持 ↓ 縮小 

４件 ３件 ０件 

外部評価委員の意見 

【↑増加】 

① 事務費総額、人件費総額ともにR08年度よりR09年度以降減少している背景については戸田市内の予算上の問題とご説明頂い

ております。 

② 生活費の給付にとどまらず、病気予防により将来の医療費を抑える取り組みなど、先を見越した施策への予算確保が必要である。 

③ 高齢化や物価高騰の影響を鑑みると増加。 

④ AI システムの導入にあたっては、導入費用、保守費用が必要となるため、必要に応じた予算を増額すべきと考える。 

【→維持】 

⑤ 扶助費などは増加基調にあると考えられるが、できるかぎり現行の予算規模で対処するよう取り組む必要がある。 

⑥ 最も財政出に影響を当たる要素である給付費の動向は、戸田市全体の人口推移（予測値）から算出されてすでに予算計画が組

まれているため。 

⑦ 物価上昇の時節柄、必要な補助額などが増えるとは予想されるが、一方で、対象者減へ向けて取り組むべきで、予算は維持でよい

のでは。 
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施策１３ ③資源の方向性（人員） 委員会の評価 ↑ 増加 

各委員の 

評価結果 

↑ 増加 → 維持 ↓ 縮小 

５件 ２件 ０件 

外部評価委員の意見 

【↑増加】 

① 社会福祉法の人員配置基準に照らした現状配置実績と基準値の乖離、そして、市における人口の拡大の高齢化の中では、増員

が望ましいのではないか。 

② 事務費総額、人件費総額ともにR08年度よりR09年度以降減少している背景については戸田市内の予算上の問題とご説明頂い

ております。特に人件費については、「増員が不足している状況」と記載されつつ人件費が減少傾向にある事は内容の見直し（予算

増額）が必須の状況と考えます。 

③ 現場で対応するケースワーカーの過重負担を解消するため、バックアップを含めた手厚い人員体制を整えてほしい。 

④ 生活困窮者は増加していてケースワーカーが不足していることもあり増加とする。 

⑤ ケースワーカーの定員が不足しているという件は課題であり、早急な手当へ向けて、従前以上に努力すべき。 

【→維持】 

⑥ ただし、相談内容の多様化、就労困難者の増加、子どもの貧困対策及び医療・健康管理支援の必要性を踏まえ、柔軟に対応す

る必要がある。 

⑦ AI システムの導入により業務と効率化が図られるため、現行の人員体制で維持したまま対応できると考えられる。 

 

施策１３ ④外部評価委員のコメント 

① 業務委託先企業・団体との価格交渉の動向によっては予定を上回る予算拡大が求められる可能性があるのではないか。 

② DX化に伴う事業事務の効果的効率的な取り組みの検討もいただければ幸いです。 

民間では採算性の観点から実施が難しい事業のため、効果的に活用頂きたい。 

③ 現場職員の負担軽減を図るため、タブレット等の IT機器導入により事務作業を省力化し、相談業務に集中できる環境を整えてほし

い。また、人工透析予防などの健康管理支援を通じて将来の医療費を抑制する取り組みは非常に有意義であるため、着実に推進

されたい。 

④ AI システムの一元化により、生活困窮者支援に関連する部署間の情報共有や対象者の把握が容易になることが期待するため、施

策の必要性や予算措置についても説明、正当化しやすくなると考える。こうした効果を踏まえ、可能な限り早期の AI システム導入を

お願いしたい。 

⑤ 貧困の連鎖は避けなければならないが、一方で、特別扱いすることで、周りの子ども・家庭との断絶を生むリスクもあり得ると思う。場

合によっては、「学習教室」などの小中学生対象の教育支援については、ひとり親・母子家庭に限らず、さまざまな家庭が利用できる

ように広げて行くことも必要ではないか。 
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（５）施策１４ ※中心となる部局：健康福祉部 
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施策１４ ①事務事業の妥当性 委員会の評価 A 妥当である 

各委員の 

評価結果 

Ａ 妥当である Ｂ 改善（小） Ｃ 改善（大） Ｄ 縮小・休止・廃止 

４件 ３件 ０件 ０件 

外部評価委員の意見 

【A妥当である】 

① 相談窓口の運営や学校での特別支援教育など、障害のある方が地域で安心して生活できる環境づくりは概ね適切に行われている。

障害への理解を深める小中学校等への出前講座は、子どもたちの教育のためにもさらなる機会の拡大を図ってほしい。 

② おおむね妥当である。 

③ 利用者が安心して生活できる環境整備や支援体制の充実に尽力している。 

④ ・施策とその達成経向けた事務事業は、目的・手段の関係になっている。 

・実施計画として優先度の高い事業である。 

・不足している事務事業や、休廃止すべき事業はないと思える。 

【B改善（小）】 

⑤ おおむね妥当であるが、相談支援の担い手確保・事業所周知、企業開拓・就労定着、就学相談の専門的人員配置について、事

業単位での目的・活動・成果が明確でなく、横断的な管理が弱い。 

⑥ 施策の目的では「社会のあらゆる活動に主体的に参加できるように」という枠組みが設定されている。実施されている事業では経済活

動領域での就業支援や企業への働きかけがあり、教育領域もカバーされている。しかし、政治参加の領域がない。 

⑦ 事業事務については主に就労支援の観点から設計されておりますが、就労後の定着についても含めることが望ましいと考えます。（当

然まずは就労して頂く事が必要ですが、継続して自走して働いて頂けることがより望ましい目標になると考えるためです。） 

 

施策１４ ②施策指標の妥当性 委員会の評価 Ｂ 改善（小） 

各委員の 

評価結果 

Ａ 妥当である Ｂ 改善（小） Ｃ 改善（大） 

３件 ３件 １件 

外部評価委員の意見 

【A妥当である】 

① 計画上の各種数値は設定されているが、市民や地域事業者が「バリアフリーや思いやりの精神がどれくらい定着したか」を実感できる

分かりやすい目標を設定することが望ましい。 

② おおむね妥当である。 

③ 今後も一人ひとりのニーズに寄り添った支援・充実を願いたい。 

【B改善（小）】 

④ 障がいを理由とする差別のない共生社会条例の認知度を無作為抽出型調査による世論調査で測定する工夫が必要ではないか。 

市の政策決定への障がい者の参加を測る方法としては審議会における障がい者参加を測定する方法も考えられる。 

⑤ 参加型講座については実施形態の見直し（例：対象を小学校以外も含める）等をご検討頂ければ幸いです。 

⑥ ・障害者への支援、相談業務としての指標は問題ないと思う。 

・一方で、周り（市民）の障害者への理解促進というのは、講座受講者だけでなく、広く市民の理解を得ることが重要と思われ、市

民意識調査などでの指標を入れるべきではないか。 

【C改善（大）】 

⑦ 現行指標は、事業レベルの指標であるとともに、利用量・活動量に関する指標が中心である。政策における成果を測定するアウトカ

ム指標とは言い難い。この施策ではどのような姿や状態を目指しているかを確認した上で、それを測定するのに適切な評価指標の設

定が望まれる。 
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施策１４ ③資源の方向性（予算） 委員会の評価 → 維持 

各委員の 

評価結果 

↑ 増加 → 維持 ↓ 縮小 

３件 ４件 ０件 

外部評価委員の意見 

【↑増加】 

① 障害福祉サービスの需要増への対応を継続しつつ、相談支援、就労定着、発達・就学相談等の未充足機能を強化する必要があ

る。ただし、給付費の自然増を追認するのではなく、利用実績・ニーズ・効果を検証し、相談・定着・連携機能へ重点配分すべきであ

る。 

② 精神障害に関する相談や手帳所持者が増加している現状を踏まえ、必要な給付費や施設の改修費用などは将来を見据えて確保

する必要がある。 

③ 利用者増加により予算も増加。 

【→維持】 

④ 最も財政出に影響を当たる要素である給付費の動向は、戸田市全体の人口推移（予測値）から算出されてすでに予算計画が組

まれているため。 

⑤ 民間では採算性の観点から実施が難しい事業のため、効果的に活用頂きたい。 

⑥ 今後も現状の水準を維持しながら、さらなる支援の充実を期待する。 

⑦ 現在の予定どおりでよいのでは。 

 

施策１４ ③資源の方向性（人員） 委員会の評価 → 維持 

各委員の 

評価結果 

↑ 増加 → 維持 ↓ 縮小 

１件 ６件 ０件 

外部評価委員の意見 

【↑増加】 

① 相談内容が多様化・複雑化しているため、専門知識を持つ相談員や現場支援スタッフの体制維持・強化を求めたい。 

【→維持】 

② 相談者数増が見込まれるが、人員に関しては、事務事業の整理・再構築や業務の効率化などにより、現有の人員で対応できるもの

と思われる。 

③ 指定管理者によるサービス供給を柱とする枠組みであるため従事者数は維持で妥当であろう。 

④ 資源の方向性に違和感ございません。 

⑤ 効率化をはかるとなっているので維持。 

⑥ 目標値を概ね達成している。 

⑦ 現在の予定どおりでよいのでは。 
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施策１４ ④外部評価委員のコメント 

① 公職選挙法に基づく投票所での運営対応向上は選挙管理委員会の所管のため組織間調整が必要だが「社会のあらゆる活動」と

いう枠組みを設定している以上、参政権領域もロジックモデル上に組み込むが適切ではないか。 

② 特段ございません。 

③ 障害理解を深める出前講座は非常に良い取り組みであるため、教育委員会や各学校と連携を密にし、より多くの児童・生徒が体験

できるよう調整されたい。また、増加傾向にある精神障害者への相談支援の強化や、老朽化した福祉施設の計画的な改修を進め

てほしい。 

④ 障害者の理解促進、就労につながるためにも支援をさらなる充実させるとともに、本人だけではなくご家族の理解や協力も十分に得

ながら一人ひとりの状況に応じたきめ細かな支援を進めて頂きたい。 

⑤ 全体に、施策実現に向けて、必要な事業を実施できていると思える、また郷土博物館での障害者アート展を実施するなどの個別施

策も評価できる。一方で、ヘラルボニーへの評価や、障害者ドットコムなどの事例を考えても、これまでの障害者福祉から一歩進んだ

質の高い支援のあり方も増えてきている。広く市民に障害者への理解促進を促すようなカジュアルなイベントのあり方などの知恵も、民

間などとの取り組みも含めて、検討していってほしい。 

 



24 

（６）施策２４ ※中心となる部局：都市整備部 
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施策２４ ①事務事業の妥当性 委員会の評価 Ａ 妥当である 

各委員の 

評価結果 

Ａ 妥当である Ｂ 改善（小） Ｃ 改善（大） Ｄ 縮小・休止・廃止 

５件 ２件 ０件 ０件 

外部評価委員の意見 

【A妥当である】 

① 特に問題ないであろう。 

② コミュニティバスについては、他民間企業（運送会社、タクシー会社等）ともビジネス上のカニバリ状態にない事が理解できました。 

③ おおむね妥当である。 

④ 公共交通を利用しやすい環境の整備・推進に尽力していることに評価できる。 

⑤ ・施策とその達成経向けた事務事業は、目的・手段の関係になっている。 

・実施計画として優先度の高い事業である。 

・不足している事務事業や、休廃止すべき事業はないと思える。 

【B改善（小）】 

⑥ おおむね妥当であるが、路線バスと tocoバスの役割分担・再編、交通不便地域や移動制約者への対応、JRへの要望の成果管理

について、事業間の役割分担と検証の仕組みをより明確にする必要がある。 

⑦ 駅ホームドア設置への働きかけや、コミュニティバスへのキャッシュレス決済導入など利便性向上への取り組みは評価できる。ただし、バ

スの利用者が若年・子育て世代に偏っており、交通不便地域（笹目・美女木等）の高齢者が利用しにくい側面があるため、ルート

や運行時間帯等の見直しが必要である。 

 

施策２４ ②施策指標の妥当性 委員会の評価 Ｂ 改善（小） 

各委員の 

評価結果 

Ａ 妥当である Ｂ 改善（小） Ｃ 改善（大） 

４件 ２件 １件 

外部評価委員の意見 

【A妥当である】 

① 特に問題ないであろう。 

② 適切に設定されているものと考えます。 

③ 「バスのカバー圏域率（98%）」という指標は設定されているが、運行本数が少ない地域の存在も考慮し、実際の移動利便性や

「高齢者の使いやすさ」に配慮した視点も取り入れてほしい。 

④ おおむね妥当である。 

【B改善（小）】 

⑤ 利用状況や取組の成果等の見える化が十分に実現出来ていない点を今後は、より分かりやすい情報発信や成果の可視化に取り

組み頂きたい。 

⑥ ・公共交通機関の利便性と大きくくくってしまうだけだと、その中のどの交通機関が満足度が高いか低いかが見えにくいのではないか。例

えば路線バス、toco バスで満足度調査を分けては。 

・駅前等の公共の場所での安全性や快適性の指標は、自転車駐車場の満車回数だけでよいのか。例えば戸田駅前から T フロント

への横断歩道は、警察の継続的な取り締まりのおかげで、一時停止車両が激増して、安全に横断できるようになった。そういった、JR

や商業施設、関連企業等との連携による取り組みを、市としても指標化してもよいのでは。 

【C改善（大）】 

⑦ toco バスの年間利用者数は「快適に移動できる」かどうかを評価することができず、施策評価指標としては適当ではない。また、路線

バスと toco バスの役割分担・再編、交通不便地域や移動制約者への対応などについて、事業間の役割分担と検証の仕組みをより

明確にする必要がある。 
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施策２４ ③資源の方向性（予算） 委員会の評価 ↑ 増加 

各委員の 

評価結果 

↑ 増加 → 維持 ↓ 縮小 

４件 ３件 ０件 

外部評価委員の意見 

【↑増加】 

① JR 駅へのホームドア設置に係る市負担金や、老朽化したコミュニティバス車両の更新、運行ルート見直しのための調査予算などの確

保が必要である。 

② ホームドア設置の費用や利便性を更に良くするためには、予算増加が必要。 

③ バス・コミュニティバスの安定した取り組みをして頂きたい。 

④ 総合振興計画の後期基本計画策定時の委員会時も、公共交通機関への委員の関心が最も高かった。これから高齢化が進むこと

を考えると、高齢者・交通弱者への対応含め、一定の予算増を行いながら取り組みをすべき。 

【→維持】 

⑤ 総合的に考えて、増額・縮小は適当でない。 

⑥ 令和 9 年のホームドア工事、コミュニティバス関係計画でのコンサルタント事業者委託などでは、施工単価の上昇がリスク要因である

が、外部評価に当たっての物価上昇分の考慮についての規定を踏まえ、予定通りと考える。 

⑦ 特に予算がかかると感じられるコミュニティバスの入れ替えについても、耐用年数に沿って計画的に進められていることが確認できまし

た。 

 

施策２４ ③資源の方向性（人員) 委員会の評価 → 維持 

各委員の 

評価結果 

↑ 増加 → 維持 ↓ 縮小 

３件 ４件 ０件 

外部評価委員の意見 

【↑増加】 

① 運行事業者との協議やドライバー不足問題への対応など課題が多岐にわたるため、担当部署の推進体制を維持・強化する必要が

ある。 

② 維持でいければいいが、コミュニティバスの運行の見直し等を考えると増加したほうが現実的。 

③ 運転手の確保、増員に取り組んでほしい。 

【→維持】 

④ 現時点では既存体制を維持することが適当である。 

⑤ 維持で妥当である。 

⑥ 資源の方向性に違和感ございません。 

⑦ 人件費上昇分を除くと、人数では現状どおりが妥当では。 
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施策２４ ④外部評価委員のコメント 

① 特に運送業界については、トラックドライバーの人手不足に対応するためにコミュニティバスと協業している他事例があると認識しており

ます。併せて、隣接区域（川口市等）とも共同してドライバーの不足に対応する（例：戸田市と川口市でドライバーを相互活用す

る等）ことも今後の事業事務展開では有用であると考えます。上記のような取り組みについても先進事例を基に戸田市でご検討い

ただければ幸いです。 

② コミュニティバスについては、移動や買い物が不便な地域住民や高齢者がより利用しやすくなるよう、ルートや時間帯の再構築を早期

に進めてほしい。また、駅利用者の安全確保に向け、JR駅ホームドアの早期設置に向けて粘り強い働きかけを継続されたい。 

③ コミュニティバスの利便性向上のために停留所設置拡充を進めて頂きたい。（スーパーマーケット・クリニック・ドラックストア）日常生活

に必要な施設も増やしてほしい。また、可能であれば停留所を待つ利用者に対して、現在バスが何処を走行中で、あと何分で停留

所に到着するのかリアルタイムで確認できると利用しやすい。運行状況の見える化を進めて頂きたい。特に高齢者や子供連れにとって

は、待ち時間の不安を軽減し安心して利用できる環境つくりに繋がる。 

④ 前述のように、市内の公共交通機関への市民の関心は高く、優先度の高い事業だと思う。カーボンニュートラルなどの環境への負荷

減への取り組みを考えると、より、自家用車中心から、公共交通機関と自転車・ウォーキングなどへのシフトが必要と思われる。 

・「戸田市地域公共交通計画」「戸田市地域公共交通協議会」がどのように定められ、進めるのか理解できていない中で申し訳ない

が、その進捗に関しては、市民などの意見を反映しながら取り組んでほしい。 

・環境への負荷減へ向け、tocoバスのハイブリット化やEV化などを、積極的に検討するとともに、自転車活用へ向けて、駐輪場対策

だけでなく、サイクル道路整備（サイクル道路分離）なども、関係部署と一体となりながら取り組み、自転車と人と車が共存できる街

としていってほしい。 

・事前質問に記入したが、高齢者・交通弱者（車を運転できない層）への補助が、子育て世帯への配慮と比べると、十分とはいえ

ないと思う。（免許返納時のバス回数券配布などはとても良い施策だと思う）。例えば東京都のシニアパスのように、一定の年会費

で後期高齢者は toco バス乗り放題、といった仕組みを作ることは、交通弱者への配慮以外にも、例えばシニアの気軽な外出を手助

けすることで、健康寿命をあげ、医療費の削減や健康維持、いきがい確保など、多くのメリットがあると思う。そういった関係各部署をま

たいだ施策も検討していってほしい。 

・toco バスの高齢者の利用が少ない理由として、運行ダイヤがずれる前提で考えると、バス停に 木陰などの日陰がない、座れる椅

子がないなどの事情も聞いている。椅子などは、大型ごみなどで出た椅子の有効活用などもあり得ると思う。こういった運行ルート、ダイ

ヤだけではなく、バス停周りの環境整備なども併せて検討していってほしい。 
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（７）施策２９ ※中心となる部局：環境経済部 
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施策２９ ①事務事業の妥当性 委員会の評価 B 改善（小） 

各委員の 

評価結果 

Ａ 妥当である Ｂ 改善（小） Ｃ 改善（大） Ｄ 縮小・休止・廃止 

３件 ４件 ０件 ０件 

外部評価委員の意見 

【A妥当である】 

① ハローワーク（厚生労働省）・県労働局との連携に基づく事務事業の構成・内容は妥当であろう。 

② 施策No30 とリンクしているものと理解致しました。例えばロジックモデルに記載されている「起業につながる」も「継続して事業活動がで

きる」(起業しても失敗する事例が多いため)があるべき目標と考えられますが、No29、No30 の施策を俯瞰して見れば上記懸念点

もクリアになるとご説明があり、合理性があると判断したため、上記 A判断にしております。 

③ 起業支援センターの設置や創業支援セミナー、ふるさとハローワークでの求職支援など、商工会等とも連携した手厚い創業・就労支

援が展開されている。今後は起業支援センターから巣立った事業者が地元企業として根付き、持続的に成長できるよう、創業後の

伴走支援や商工会とのさらなる連携強化を求めたい。 

【B改善（小）】 

④ おおむね妥当である。一方、女性、若者、高齢者、障がい者、外国人ごとのニーズ把握、関連部署間の支援調整、就職後の定着

支援、起業後の伴走支援を横断的に担う機能が明確ではない。 

⑤ 事務事業としてはおおむね妥当だと思うが、多様な働き方がどのような事をさすのかわかりやすい内容もほしい。 

⑥ 施策としては妥当であるが一方で実際の支援がスムーズに行われていないようにも見受けられたため、現場の課題や利用者の声を把

握し、支援体制や事務手続きの改善を進める必要があると判断しました。 

⑦ ②の施策指標の妥当性欄にも記載したとおり、施策に対する評価指標が不足しているので、事務事業についても、一部不足がある

と思う。対象者ごとに何を成果指標にするかを見ていくと、例えばキャリア中断者への再就職支援など、男女共同参画計画担当部門

などとも連携しながら、不足している事業の追加を検討してほしい。 

 

施策２９ ②施策指標の妥当性 委員会の評価 B 改善（小） 

各委員の 

評価結果 

Ａ 妥当である Ｂ 改善（小） Ｃ 改善（大） 

１件 ５件 １件 

外部評価委員の意見 

【A妥当である】 

① 就職決定件数や創業件数など、成果が分かりやすい目標数値で管理されている点は評価できる。 

【B改善（小）】 

② 総合振興計画後期基本計画への移行において既に創業者数への指標改変が行われているが、評価対象年度の実施内容としては

修正すべきと判断される。 

③ 創業比率については直近データが入手できていないため、別の指標で管理する事もご検討いただければ幸いです。 

④ 5年に 1度しか結果が出ないものを指標にしても見直しや改善に繋がりにくいのであまりふさわしくないと思う。市で毎年調査できるよう

な男女比や年齢別の人数などわかりやすいものを入れるべき。 

⑤ 一定程度の評価できるものの、女性・若者に対する具体的な支援・取組の記載が不十分なため。 

⑥ ・施策に掲げた内容に対し、「多様な働き方」「女性や若者、高齢者、障害者、外国人など…」に対しての成果指標が、不足してい

るので、改善が必要と思われる。 

 例１：多様な働き方：起業だけでなく、例えば短時間勤務やリモート勤務、子育てや介護等によるキャリア中断後の再就職支援

などの指標があってもよいのでは。 

 例２：女性や若者…：あえて対象者を列記したのであれば、その対象ごとに、達成度を測る指標をもつべきでは。 
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・すでに対応すると伺ってはいるものの…経済センサス調査を使わないで済む指標化を。 

【C改善(大)】 

⑦ 市内事業所の従業者数、創業比率は、当該施策における成果指標としてではなく、参考指標として設定する意義がある。また、多

様な働き方実践企業数では、対象者別の就労機会、就職・定着、キャリア形成などが図れない。 

 

施策２９ ③資源の方向性（予算） 委員会の評価 → 維持 

各委員の 

評価結果 

↑ 増加 → 維持 ↓ 縮小 

３件 ４件 ０件 

外部評価委員の意見 

【↑増加】 

① 若者の定住および市内企業への就職を促進する「奨学金返済サポート事業」の新規導入や、起業支援センター等の環境整備・充

実に向け、必要な予算を確保すべきである。 

② 奨学金返済サポートの実施などのためには予算は増加が必要。 

③ 奨学金返済の負担については、社会課題にもなっており、サポート補助金は必要な措置だと思うので、その分の予算増加は理解でき

る。 

【→維持】 

④ 現時点では総額の一律増額より、対象者別の支援到達状況と就職・定着・創業後の成果を把握し、既存資源を重点化することが

適当である。 

⑤ 新規事業である奨学金返済サポート補助金については同水準で進行するとして予定通りと考えた。 

⑥ 資源の方向性に違和感ございません。 

⑦ 関係部署、支援機関との横の連携継続を引き続き強化をして頂きたい。 

 

施策２９ ③資源の方向性（人員） 委員会の評価 → 維持 

各委員の 

評価結果 

↑ 増加 → 維持 ↓ 縮小 

１件 ６件 ０件 

外部評価委員の意見 

【→維持】 

① 商工会や関係機関、市内事業者との密な連携を図り、起業家の育成や就労支援を強力に推進するため、担当部署の体制維持・

充実が必要である。 

【→維持】 

② 増員・減員の必要性が小さく、現有の人員で対応することが期待される。 

③ 人員を急遽拡大させなければならない要素は見当たらなかった。 

④ 資源の方向性に違和感ございません。 

⑤ 現状維持で妥当。 

⑥ 引き続き、関連部署・支援機関との連携で進めて頂きたい。 

⑦ 指標を丁寧に見直せば、人員は維持の方向でよいのでは。 
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施策２９ ④外部評価委員のコメント 

① 奨学金の施策の事後効果（例：市内での定着率）もモニタリング頂くと望ましいと考えます。 

② 起業支援センター等を活用した創業支援は非常に効果的であるため、立ち上げ期だけでなく、創業後も市内で事業を拡大・定着で

きるよう、商工会とも一体となったフォローアップ体制を拡充してほしい。また、新たに始まる奨学金返済支援制度を通じて、地元企業

への優秀な若手人材の入社・定着が進むことに大いに期待している。 

③ 対象者ごとの支援内容や優先順位・実施体制を明確にした上で実現可能な取組を進めて頂きたい。 

④ ・創業支援は一定の取り組みをしていると思うが、創業に限らない雇用のミスマッチ、例えば女性（特にキャリア中断のある女性などの

再就職支援）や高齢者（シルバー人材センター以外での職場確保）、障害者、外国人などの雇用促進などに関し、ハローワーク

や商工会議所などと連携しながら、積極的な取り組みをしてほしい。 

・また市内企業の採用者確保ということでは、高卒者の採用増へ向け、例えば一人一社制度を自治体として併願可能に見直す自

治体も出ていると聞いた。このような取り組みを、戸田市でも積極的に取り入れてはどうか。さらにフラッシュアイデアだが、近隣市と組ん

で、東京都に負けない家賃の安い埼玉県南部地域合同の就職相談会を行うなどの取り組みも、検討してはどうか。 
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３ 行政評価制度の改善等に関すること 

委員会を通じて、各委員が気になった点や行政評価制度に係る改善点等は、次の表のとお

りです。 

 

項目 内容 

行政評価制度について 

※施策・事務事業、 

制度全般に関すること 

今年度は、前年度（令和 7年度）の実績評価に対する外部評価を実施した。令和 7年度

は前期基本計画の最終年度である。後期基本計画の策定作業は令和 7 年度に行われ、す

でに令和 8 年度から開始した後期基本計画が実施段階に移行している。基本計画の改定期

における実績評価の反映先を考慮すると、とくに「施策指標の妥当性」に関する評価結果につ

いては反映する先を失い、宙に浮いてしまうおそれがある。この点は、次期総合計画改定におけ

る今後の課題ではないだろうか。 

ロジックモデルは、施策と事業の関係を説明する資料としては定着してきたと思われる（ただし、

ほとんどの説明者があらかじめ作成された原稿を読んでいたように見受けられた）。だが、施策

評価（内部評価・外部評価とも）に際しては、ロジックモデルを有効に活用されたい。ロジックモ

デルに示された「仮説」と「現実」との間のギャップはどの程度あったのか、因果ストーリーにおいて

滞っている（停滞している）部分はどこなのかといった「ボトルネック分析」へと、もう一歩進める

必要があると思われる。 

ロジックモデルに記載された事務事業名や事務事業評価シートの記載のみからは、各事務事

業において実際にどのような取組が行われているのかを十分に把握しにくい場面が見受けられ

た。質疑応答を通じて初めて、評価資料には明確に表れていない取組や工夫が行われている

ことが明らかになる場合もあった。このことは、実際の取組内容と、ロジックモデル及び事務事業

評価シートにおける事務事業の表現・整理との間に隔たりがあることを示している。評価資料の

みからでも、事務事業の具体的な内容、施策への寄与及び改善課題を一定程度把握できる

よう、事務事業の単位・名称・記載内容を含め、事業の切り出し方について検討することが望ま

れる。特に、複数の取組を包括する事務事業については、成果に結び付く主要な取組や事業

手法が把握できるよう、必要に応じて取組を区分して整理することが望まれる。 

ロジックモデルの構成要素及び各要素の整理の在り方については、今後、見直し・検討すること

が望まれる。具体的には、一般に投入（インプット）は、事務事業そのものではなく、事業を実

施するために投入される予算、人員、施設・設備、情報、時間等の資源を示すものとして整理

される。また、中間成果については、事務事業の実施によって比較的短期に生じる変化を示す

ものと、複数の事務事業の効果が相まって施策として実現を目指す変化を示すものとが混在し

ているように見受けられる。さらに、産出（アウトプット）を「活動の直接的な結果」と捉えること

自体は妥当であるが、この「直接的な結果」と言う表現が「直接成果」と類似しており、両者の

区別が分かりにくくなるおそれがある。ロジックモデルを、施策と事務事業の因果関係を共有し、

評価・改善に活用するための基盤とするためには、投入、活動、産出、中間成果及び最終成

果のそれぞれについて、定義及び相互の関係を整理し、用語を統一することが望まれる。 

ロジックモデルに設定された直接成果及び中間成果について、各成果指標の実績値をどの程

度把握しているのか、また、その把握したデータを施策・事務事業の評価や改善にどのように活

用しているのかが、プレゼンテーション及び質疑応答からは必ずしも明確ではなかった。ロジックモ

デルを実効的な評価・改善の手法として活用するためには、最終成果のみならず、直接成果及

び中間成果についても、可能な限り指標を設定し、継続的に実績を把握することが重要であ

る。その上で、成果の達成状況や因果関係上の課題を分析し、事業手法、対象者設定、実
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施体制等の見直しに結び付ける運用を明確にすることが望まれる。 

計画策定及びロジックモデルの立案時に、どのような課題認識、因果仮説及び指標設定の考

え方がなされたのかについて、十分な記録が残されていないため、当時の政策議論や設計思想

が継承されにくい状況にあることがうかがわれた（人事異動による継承にも課題がある）。今後

は、ロジックモデルの作成過程における検討内容、因果ストーリー、成果指標の設定根拠及び

前提条件を記録・共有し、担当者の異動や計画改定後も継承できる仕組みを整えることが望

まれる。 

計画策定時に設定した施策のターゲットについて、なぜそのターゲットを選択したのかという理由

が、部署内で共有されていないと思われる事象が見られました。今年度の外部評価は、総合振

興計画前期基本計画に基づいて実施された内容を対象としているため、同計画の策定プロセ

スからは相当の時間が経過しています。また、市役所の職員配置は数年単位で人事異動が行

われることを前提としているため、策定時の担当者が現在も同じ業務を担っているケースは少な

いと考えられます。人事異動によって担当者が替わり、情報が途切れることはどの組織でも起こり

得ます。そのため、こうした情報の断絶を改善する手段の一つとしてロジックモデルの共有が期待

されていたものの、期待どおりには機能しなかった、という説明も成り立ちます。一方で、ここで問

題となるターゲティングは、担当部署が持つ「常識（暗黙知）」に基づいて行われたため、決定

に至る理由が組織内で明確に言語化されず、引継ぎの対象にもならなかった可能性も考えられ

ます。 

評価対象年度の直前に、当該政策領域の根拠条例が新設され、施策の範囲が再定義され

ました。しかし、その変更が当該年度の取組に十分反映されていないと思われる事象が見られま

した。その理由として、当該施策が当初から段階的に発展させるものとして設計されており、最

初から全面的に展開することを想定していなかった可能性があります。この判断自体は妥当と考

えられます。その場合、評価対象年度を「芽を育てる段階」と位置付け、その段階に応じたロジッ

クモデルを整理することが望まれます。 

市独自の実施内容について（例：コミュニティバスの運行状況制度面）、事前に概要がわか

る資料を頂けると大変有難いです。特に戸田市以外から推薦頂いている外部評価委員につい

ては、市独自の制度面や環境面については必ずしも理解が及んでいないため事前に情報があ

ると、より市の状況に沿った対話ができると考えております。 

計画段階で是非を確認すべきことが、事業が終わってから確認するというその時間軸の考え方

になかなか理解が追いついていない。例えば、ロジックツリー＝「年度の目標とすべき施策を実行

するための事務事業が、設定されている事業で妥当かどうか」「そもそも成果に対する施策指標

の設定項目が妥当か」というのは、計画段階でチェックすべきで、今の時期では、令和 9 年度の

計画を立てるために事前確認をするべきことなのでは。令和 7年度の計画の妥当性をチェックす

るのは、令和 7 年度が始まる前に行うべきでは。今さら評価しても、令和９年度以降の設定に

しか活かせないのではとつい思ってしまいます。 

外部評価項目について 外部評価の視点である「①事務事業の妥当性」について、今一度、内容を確認しておく必要

がある。事務事業評価の妥当性では、前年度実施の事務事業構成の妥当性を事後評価す

るスキームになっているが、今年度の事業計画はすでに固まっているので、外部評価の結果をど

のように活かすべきかが曖昧ではないか。 

「その事業がしっかりと実行されているかどうか、それを担当部署がどう成果評価として捉えている

か」という実施結果、またその後の方向性「施策の資源の方向性」については令和 7年度が終

了した令和８年度の今に評価を行うことで理解ができます。 

一方で、上記を検討する上では事業費の今後の見通し（事務事業評価《事後評価シート》
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の２．事業費）に、当該年度が過去 2,3年どんな推移で執行されたのかが前年実績、前年

比等で表記されておらず、令和９年度以降にどうすべきか判断がしにくい。併せて、次年度以降

４年先まで記載がされているが、VUCA の時代にそこまで先の見通しができるものか。せいぜい

次年度から３年後くらいまでを仮設定するレベルが妥当なのではないかと感じています。 

委員会運営について 外部評価委員会の運営方法はこのままで問題ないと思います。ただ、オンライン開催になる場

合は早めにお知らせいただけるとありがたいです。オンラインは自宅で参加できますが同日に戸田

での用事が入っているときは出先でオンラインをする場所がなく別の用事の方をキャンセルすること

になります。早めに分かれば調整ができるので無理のない範囲でよろしくお願いいたします。 

その他（コメント等） 今期のメンバーは初めての方も多いのに皆様しっかりされていて話し合いもスムーズでとてもやり

やすいと思います。 

外部評価のシートに書かれたポイントについて、ようやく今回の評価実施で記入しようとした時

点になってから、理解できました。どんな視点で評価をすべきか、ヒアリングに向き合う姿勢などが

理解できないまま、事前質問などをしていたような反省があります。 
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４ 参考資料（1） 

「会議録（第４回及び第５回戸田市外部評価委員会外部評価ヒアリング）」 



- 1 - 

 

別記様式 

会 議 録  

会議の名称 
令和８年度第４回戸田市外部評価委員会 

（施策２ 乳幼児期の保育・教育の充実） 

開 催 日 時 令和８年８月６日（木）１０時３０分 ～ １１時５８分 

開 催 方 法 ５０１会議室 

出席者氏名 

委 員 長  佐藤 徹    副委員長  長野 基 

委  員  濱田 和輝   委  員  田中 治夫 

委  員  宮﨑 仁美   委  員  饗󠄀場 順子 

委  員  須永 由美子 

欠席者氏名 

（委員） 
無し 

説明のため

出席した者 

こども健やか部 鎌田次長 

保育幼稚園課  冨田課長、篠原課長、大原主幹、浅野主幹 

事 務 局 渡辺課長 石嶋主幹 藤田主任 大原主事 

議 題 

１ 外部評価委員紹介 

２ 担当部局紹介 

３ 外部評価ヒアリング 

会議の経過

及び 

会 議 結 果 

別紙のとおり 

会 議 資 料 

１ 次第及びタイムテーブル 

２ 施策評価シート及び事務事業評価シート 

３ ロジック・モデルシート 

４ 事前質問及び回答 
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（会議の経過） 

発 言 者 議題・発言内容・決定事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

長野委員 

 

担当部局 

 

 

須永委員 

 

 

担当部局 

 

 

１ 開 会 

 

２ 外部評価委員紹介 

 各委員の紹介を行った。 

 

３ 担当部局紹介 

評価対象施策担当部局の紹介を行った。 

 

４ 外部評価ヒアリング 

〇施策の概要 

 概要説明を行った。 

 

〇事務事業の妥当性、施策指標の妥当性 

概要説明の中で、文部科学省の事業に採択されたとの話があったが、施策

評価シートに掲載されているか。 

 

教育委員会において申請等の手続きを行っている。幼保小の教育プログラ

ムの内容については、保育幼稚園課と一体的に取り組んでいる。 

 

ロジック・モデルシートにも掲載されていないのか。 

 

令和７年１０月に採択されたため、補正予算にて対応した。したがって、

ロジック・モデルシートには掲載していない。 

 

事前質問と関連するが、保育の質の確保に関しては、研修会の実施回数は

成果ではないと思う。保護者の満足度等は測っていないか。 

 

総合振興計画前期基本計画では、最終成果①の指標が、質ではなく量を測

るものとなっていたため、後期基本計画では研修開催後のアンケートにより

習得度を測り、それを施策指標とした。 
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宮崎委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

宮崎委員 

 

担当部局 

 

 

 

 

 

饗󠄀場委員 

 

担当部局 

 

 

饗󠄀場委員 

 

担当部局 

 

 

 

 

濱田委員 

 

 

担当部局 

 

事前質問に関して、保育園への申込児童数が令和３年度に比べて令和４年

度は大幅に減っているが、その理由を教えてほしい。 

 

コロナ禍の影響が大きいと捉えている。こどもの数が減っているのは全国

的な傾向である一方、女性の社会進出や働き方の多様化によって、保育園に

入所したい人は増えており、申込児童数自体は長期的には横ばいである。 

 

希望の保育園に入れた割合を教えてほしい。 

 

申込時に希望する保育園について順位を付けて書いてもらっている。第１

希望から第５希望までの欄を設けているが、第４希望までしか書かない人も

いれば、第６希望以降も書く人もいる。 

希望の保育園に入れなかった人数は把握していないが、直近の入所保留児

童数は９０人であった。 

 

市内合同研修の年間開催回数を教えてほしい。 

 

年間１０回開催している。公立保育園が主催で、民間保育園も参加可能で

ある。 

 

意見交換や改善案の共有等を行っているのか。 

 

そのとおりである。心肺蘇生法などを学ぶ救命講習のような実用的な内容

から、衛生面、こどもの人権など、様々な分野をテーマとして開催している。

専門家等を招いたり、グループワークを行ったりすることで、技術や知識を

習得し、専門性を高めている。 

 

無償化対象施設の認定を一度受けた施設については、恒久的に認定がされ

た状態となるのか、それとも一定の区切りはあるのか。 

 

年 1回程度監査を実施しており、状況を確認している。もし適合しない点
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長野委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

佐藤委員長 

 

担当部局 

 

 

佐藤委員長 

 

担当部局 

 

 

佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

 

佐藤委員長 

があり、それが改善されない場合は、無償化対象施設から外れることもあり

得る。 

 

福祉領域にも共通すると思うが、質の確保を測る際、一定の資格を持った

人がどの程度配置されているかを量的に把握することがある。本施策におけ

る把握状況を教えてほしい。 

 

数字として示せるものはないが、「民間保育所事業」において、国の研修

を受講した人は、スキルアップしたものとして処遇改善を行う制度がある。 

 

処遇改善を行うにあたり、一定のスキルや資格を持った人数等のデータは

国から提供されないのか。 

 

データ自体は持っているが、可視化しておらず、推移等は把握していない。 

 

ロジック・モデルシートは令和２年度に作成したものか。 

 

第５次総合振興計画がスタートする前年の令和２年度に作成し、以降毎年

度見直ししている。 

 

令和２年度以降、事業の見直しや廃止は生じていないのか。 

 

投入に当たる事務事業の多少の増減はあり、それを受けて活動などにつな

がるロジックは修正している。 

 

産出と直接成果は似ているが、ロジック・モデルシートを作成した際、ど

のように整理して書き分けたのか。 

 

各事業が複数の成果や関係性に密接に関わっている中で、相手がどのよう

な影響を受けたのかという点を整理したが、線引きは難しい。 

 

産出の主語は行政で、直接成果の主語は市民であり、そのように整理する
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長野委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

長野委員 

 

担当部局 

 

 

濱田委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

 

とよい。 

 

ロジック・モデルシートから、公立保育園は公共施設マネジメントアクシ

ョンプランに基づいて施設管理を行っていると読み取れるが、私立保育園の

施設としての安全性はどのように担保されているか。 

 

「民間保育所事業」にて運営費を支給しており、施設の安定的な運営につ

ながっていると認識している。 

 

民間物件はどのような実態か。安全性の担保という点では、公立と私立で

同じ基準で捉えなければいけないのでないか。 

 

公立保育園は公共施設マネジメントアクションプランに基づいて安全性

を確保している。民間保育所は自ら施設を保有している場合や賃貸の場合な

ど様々であるが、自前の民間保育所に対しては修繕の補助金を支給してい

る。ただし、長期的な計画は策定していない。 

 

建物の安全性は、監査の項目に含まれているか。 

 

消防関係の設備等、一般的な保育を行う上で支障が出るような点は監査に

て指摘している。 

 

ロジック・モデルシートにて、保育の担い手不足について掲載されている

が、ＩＴで事務改善や保育士マッチングが可能であると思うが、ＩＴに関す

る研修会を今後開催する予定はあるか。 

 

公立保育園では、園と保護者の連絡手段について、紙の連絡帳から電子シ

ステムに切り替えた。また、令和７年３月から、園のお便りの電子化を実施

している。安全管理としては、乳児の安全確認のための午睡センサーを導入

し、保育士の負担軽減につながっている。 

運営費の支給については、国で電子化を進めており、令和８年度中にシス

テムが導入される予定である。 
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濱田委員 

 

 

担当部局 

 

須永委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

須永委員 

 

 

佐藤委員長 

 

 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

佐藤委員長 

 

担当部局 

 

今後、ロジック・モデルシートの活動の中に、ＩＣＴ化の推進を入れる可

能性はあるか。 

 

明示できるよう検討する。 

 

保育士の離職について、保護者とのやり取りで精神的な負担を感じるとい

う話も聞くが、そのようなケースのケアや、保育士からの相談に対応する取

組は行っているか。 

 

日頃の保護者とのやり取りについては、市内研修の中で「保護者対応」と

いうテーマで具体的な対応方法を学ぶ場を設けている。個別の困りごとにつ

いては、市役所に在籍している保育コンシェルジュが相談対応を行い、保育

士をサポートしている。 

 

クレームには毅然とした対応が必要であり、何でも聞かなければいけない

ものではない。何か指針があると対応しやすいと思う。 

 

総合振興計画上の本施策の目的として市民の多様な保育・教育ニーズに対

応するとあるが、最終成果は「行政が何をするか」になっている。しかし、

市民にとっては、「その結果どうなっているか」という点であり、それを測

る指標となっているだろうか。ニーズ調査を実施しない限りは、多様なニー

ズに応えられているか否かの現状把握ができないことになる。ニーズ調査は

行っているか。 

 

戸田市こども計画の策定に当たりアンケート調査等でニーズ調査してい

る。ニーズに合わせて見込みや市から提供できるサービスについて、計画を

策定している。 

 

アンケート調査から見えた多様なニーズを、具体的に教えてほしい。 

 

通常保育に預けたい。幼稚園に預けつつ、加えて預かり保育を利用したい
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佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

 

佐藤委員長 

 

担当部局 

 

 

 

 

佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

長野委員 

 

担当部局 

 

 

 

長野委員 

 

担当部局 

 

 

 

等のニーズがあった。 

 

多様なニーズとあるが、令和３年度以降、具体的にどのようなニーズの変

化が見られるか。 

 

特別支援保育を受けたい、医療的ケア児を預けたいというニーズが近年増

えている。 

 

それらに対する事業はあるか。 

 

公立保育園では、保育園管理運営費において、設備を整えたり、保育士や

看護師を加配したりすることで、医療的ケア児の受入れ体制を整えている。

民間保育所に対しては、保育士の加配に対し、「民間保育所事業」の中で補

助金を交付している。 

 

「保育園管理運営費」について、事業費は、過年度において増加傾向にあ

ったのか。 

 

そのとおりである。 

 

中間成果で「選ばれる施設」とあるが、競合相手に勝つということか。 

 

勝ち負けではなく、どの園も選ばれるようにという意味合いである。画一

的な保育ではなく、各園で特色のある保育を実施することで、「選ばれる施

設」を目指している。 

 

他市の民間保育園との競争ではないということか。 

 

あくまで、入りたいと思える園を市内に増やすことを目指している。つま

り、申込時に希望先として書いてもらえる園を増やす、選択肢を増やすとい

うことである。 
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佐藤委員長 

 

 

饗󠄀場委員 

 

担当部局 

 

 

 

 

饗󠄀場委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

 

長野委員 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

“選ばれる”という表現は、誤解を生むかもしれないので、“市民が預け

たい園に預けられる”という表現の方がふさわしいと思う。 

 

保育園ごとに魅力が異なるのか。 

 

自然と触れ合う機会を多く設けている、年齢層が幅広い保育士が在籍して

いるなど、保育園ごとに特色がある。質の見える化は難しいが、保育コンシ

ェルジュが各園の特色や重要事項説明書を把握しており、市民の入所相談で

適切に情報を提供している。 

 

子供が小さいと相談に行けない人もいるので、ＡＩを活用して各園の特色

がわかるようにするとよいと思う。 

 

いわゆる「保活（ホカツ）」に応えられるよう、施設見学も受け付けてい

る。実際に見てみないとわからない部分もあるので、園庭が広い、英語教育

に力を入れている、特徴的なおもちゃがある等、実態を知ってもらえるとよ

い。 

 

〇資源の方向性、その他 

無償化対象施設は認可指定を受ければ自動的に認定されるとのことだっ

たが、施策指標「幼児教育・保育の無償化対象施設数」では年度ごとに実績

の増減が見られる。改廃業に伴う増減なのであれば、それはマーケットの都

合であり、行政がコントロールできるものではないのではないか。 

 

事業者の開廃業による増減の他に、保育施設としての一定要件は満たして

いる認可外保育施設が無償化対象となり得ることもあり、影響している。 

 

公立保育園を民間に譲渡する計画はあるか。それによって投入資源は変わ

ると思う。 

 

現状そのような計画はないが、昭和４０年代に建てられた公立保育園につ

いては老朽化への対策が急務であり、建物の在り方についての検討は進めて
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長野委員 

 

担当部局 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野委員 

 

担当部局 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

田中委員 

 

 

須永委員 

 

いく必要がある。 

 

検討委員会を設置するのか。その場合、必要な資源も変わってくると思う。 

 

外部の意見も含めるか否か等、検討方法の検討を行っている状況である。 

 

人事院勧告の影響を受けない、戸田市独自の処遇改善加算について、今後

の動向や見通しを教えてほしい。 

 

公定価格に連動して増加しているが、公務員の地域手当の支給割合が、特

別区の２０％、さいたま市や蕨市の１５％と比べて、戸田市は６％と低い状

況にあり、保育士確保が難しい。 

事前質問の回答にも記載したとおり、保育士の確保・定着化推進事業とし

て、保育士に対して「とだ保育士応援手当」（月額３４，０００円）を支給

する事業者に対して補助している。 

国も地域区分の差は問題視しており、令和８年度に見直されるという情報

がある。 

 

給与水準は保育所管課だけで決められることなのか。 

 

市全体として検討する。 

 

「とだ保育士応援手当」の月額３４，０００円という金額は、どの自治体

の水準に準拠したものか。 

 

さいたま市や蕨市などの水準を参考に設定した金額である。 

 

東京都との賃金格差を是正しない限り、東京都に人材が流れていくので、

その点を意識してほしい。 

 

令和７年度までの執行額から令和８年度以降が妥当か否か判断するもの

だが、令和５年度以降の推移がわかる資料はあるか。 



- 10 - 

 

 

佐藤委員長 

 

濱田委員 

 

 

 

担当部局 

 

推移については、部局へのヒアリングを通して把握することもできる。 

 

「保育料等管理事業」の事務事業評価シートにおいて、目標達成状況とし

て「保育料収納率（公立・私立）」が、９９％を超える実績となっているの

で、事業指標の評価は「Ａ」でもよいと思う。 

 

目標を達成しており、かつ高い数値になっているのでＡ評価にするか迷っ

たが、活動①「保育料口座振替勧奨」として口座振替の割合が目標に達しな

かった点を加味して「Ｂ」とした。 

 

５ 閉 会 
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（会議の経過） 

発 言 者 議題・発言内容・決定事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

須永委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

長野委員 

 

 

 

 

 

 

 

１ 開 会 

 

２ 外部評価委員紹介 

 各委員の紹介を行った。 

 

３ 担当部局紹介 

評価対象施策担当部局の紹介を行った。 

 

４ 外部評価ヒアリング 

〇施策の概要 

 概要説明を行った。 

 

〇事務事業の妥当性、施策指標の妥当性 

高齢化や会員数の減少に伴い、芸術文化活動の担い手が減少することも考

えられるが、例えば中学校や高等学校との連携等、具体的に行っていること

があれば教えてほしい。 

 

文化芸術推進基本計画の策定時にも上がった課題である。直接的な手立て

はまだ見出せていないが、活動へのハードルを下げるべく、今まで芸術に触

れたことのない人をターゲットとして芸術に関する教室を開催したり、音楽

の分野では、文化会館において市民が発表できる場を設けたりしている。 

 

本施策が紐づいている総合振興計画の基本目標Ⅱは「創造性や豊かな心を

育むまち」である。また、戸田市文化芸術推進条例第１１条には、「市は、

教育、子育て、健康、福祉、産業、観光、環境等の分野において、文化芸術

を活用することで、課題の解決及び地域の活性化を図り、魅力あるまちづく

りの推進に取り組むものとする。」と記載されている。 

神保町の「古書店のまち」というブランドや、和菓子が有名なまちにおけ

る商店街の和菓子店を育てるなど、地域の特色を生かした取り組みがある。

商店街の活性化と芸術文化事業をシナジーさせるような枠組みはあるか。 
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担当部局 

 

 

 

 

長野委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

佐藤委員長 

 

 

 

担当部局 

 

佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

 

 

佐藤委員長 

 

 

 

長野委員 

 

例えば、子育て世代を対象としたコンサートを開催している。芸術文化の

分野に関しては他部署との連携を含めた多面的なアプローチが考えられる

が、本施策の中心部署として、文化スポーツ課が中心となって取り組みを推

進している。 

 

例えばジャズバンドの活動をしている人が店舗等で発表したい場合、使用

料を補助する制度などはあるか。商店街振興と芸術文化の掛け合わせはキー

ワードになると思う。 

 

そのような補助制度はないが、商店会でコンサートを開催したり、企業と

福祉センターが連携してベビーコンサートを開催したり、個々の連携事業は

実施している。 

 

令和７年度に戸田市文化芸術推進条例が制定されたが、制定に伴って新た

な事業が生まれたのか、それともこれまで実施してきた事業を条例に位置付

けているのか。 

 

後者である。 

 

令和８年度に策定した文化芸術推進基本計画に基づいて、新たに開始する

事業はあるか。 

 

文化芸術に関する個別の情報が収集しづらいという課題に対し、情報の一

元化を図る。また、市内に眠っている芸実家に活躍いただくべく、アーティ

ストバンクを開始する。 

 

庁内の各部署で実施している芸術文化に関する取り組みについては、文化

スポーツ課が司令塔となって、庁内委員会を立ち上げて統括等すべきではな

いか。 

 

文化会館の指定管理先は、競争入札を経て決定したのか。 
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担当部局 

 

 

 

長野委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

濱田委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

濱田委員 

 

指定管理者である戸田市文化スポーツ財団は、戸田市が指定管理者制度を

導入する前から長年に渡って安定的に文化会館の管理運営をしてきた経緯

なども踏まえ、随意契約を締結した。 

 

競争入札でも良いと思うが、なぜ戸田市文化スポーツ財団と随意契約を締

結したのか。随意契約に当たり、このような専門性を発揮してほしいという、

質の部分をどのように条件設定したのか確認したい。 

 

文化会館では以前から芸術に関する様々な取り組みを行ってきたが、当館

は、市民にとってハードルが高い点が課題であり、市民がより参加しやすい

施設にしていくことを文化会館に求めた。その上で、戸田市スポーツ財団が

これまで積み重ねてきた実績や提案が合致し、随意契約で引き続きお願いす

ることとなった。 

 

芸術作品の見せ方にどのような哲学やメッセージ性を持って発信してい

くのか。例えば、学芸員の配置等も契約に盛り込んでいるのか。 

 

利用のしやすさを高めると同時に、クラシックイベント等の開催で質の高

さを確保することで、市民の満足度を上げていく。質の担保については、契

約締結前のプレゼンテーションの中でしっかり評価した。なお、学芸員の配

置等は仕様に盛り込んでいない。 

 

事前質問に関連して、事務事業評価シート「文化財保護事業」の目標達成

状況として、「文化財に関する講座の受講者数」が令和６年度を除いて目標

に達していない。講座内容は毎年度異なるのか。 

 

幅広く参加者を募るべく、講座内容は毎年度変えている。令和７年度は２

回開催し、考古学の観点から室町時代・戦国時代の集落をテーマとした講座

と、土器の拓本に関する講座を開催した。 

 

受講対象は学生か。 
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担当部局 

 

濱田委員 

 

 

 

担当部局 

 

饗󠄀場委員 

 

担当部局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

饗󠄀場委員 

 

担当部局 

 

 

 

宮崎委員 

 

 

 

年齢に制限は設けず、幅広く募集している。 

 

幅広い層をターゲットにすることは有用である一方、年齢によっては専門

的な内容は理解できない場合もあると思う。例えば年次を絞った上で、ニー

ズに基づいた講座内容を検討することもよいのではないか。 

 

 今後の参考とさせていただく。 

 

戸田市でしか見られない貴重な文化財があれば教えてほしい。 

 

戸田市内には埼玉県指定文化財として、美女木にある美女木八幡社の銅

鐘、新曽の妙顕寺にある日蓮上人の関係の書跡（日蓮上人墨跡及び日向記）、

荒川水系の川漁で使われた漁撈
ぎょろう

用具の３つがある。いずれも地域で昔から伝

わるもので、３つ目の漁撈用具は、荒川の下流域で行われた川漁の大型の魚

を捕る際に使われていたものであり、今では作ることのできない貴重な民俗

資料である。 

また、戸田市指定文化財としては、地域の寺院や神社に伝わるものや、江

戸時代の渡船場の様子を示す文書などがある。渡船場の様子を示す文書は、

全国的にも希少なものであり、専門家の研究に活用されることもある。なお、

文化財は郷土博物館で所蔵しているものと、寺院や神社、あるいは個人で管

理されているものがある。 

 

他の自治体の文化財を直接見に行き、参考にすることもあるのか。 

 

全国には歴史や郷土資料を扱う施設が数多くあり、以前は現地に行かない

と実物を確認できなかった。しかし、現在ではインターネットで各地の文化

財等を閲覧できるサービスがあり、戸田市も参加し、活用している。 

 

以前入手した、戸田市の「広報戸田・特集号 戸田の歴史と文化」を個人

的に気に入っているが、現在もこのような冊子は発行されているか。また、

市民にはどのような方法で文化財を広めているか。 
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担当部局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮崎委員 

 

担当部局 

 

 

宮崎委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

須永委員 

 

 

教育委員会が作成した文化財地図「史ある記マップ」があり、県指定及び

市指定の文化財等を、写真と解説入りで掲載している。現在も、公共施設に

紙媒体のマップを配架しており、戸田市デジタルアーカイブで誰でも無料で

閲覧可能である。戸田市は郷土博物館と市立図書館が複合型の施設となって

おり、図書館の指定管理者と連携してデジタルアーカイブのシステムを取り

入れている 

「史ある記マップ」を活用した活動としては、ボランティア団体「戸田歴

史ガイドの会」が、市内の史跡や自然を巡るまち歩きツアーを開催している。

また、公民館や図書館の分館でも市内の文化財巡りイベントにも活用してい

る。 

 

 市内の史跡を巡りたい場合、どのようにしたら情報が得られるか。 

 

「史ある記マップ」を活用していただきたい。戸田市デジタルアーカイブ

にて無料公開しており、公共施設にマップを配架している。 

 

個人で芸術活動を行っている人もいるが、資金援助の対象は団体だけなの

か。 

 

市は、戸田市文化協会を通して、加入している団体へ補助金を分配したり、

戸田市美術展覧会実行委員会への補助を行ったりしているのみである。ま

た、市が直接助成しているわけではないが、戸田市文化会館音楽祭にて、個

人で発表する人は補助金の対象となっているはずである。 

 

豊島区で行っている漫画家個人への投資のような事業は行っていないの

か。 

 

現状は行っていない。 

 

第５次総合振興計画後期基本計画策定時の協働会議に参加した際、芸術面

においては戸田ボートのようなシンボル的なものがないという話が出たか



- 7 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

須永委員 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

と思う。以前はこどもミュージカルを開催していたが、現在は開催されてい

ない。 

面としての施策ではなく、点としての施策になっているように感じられ、

市のブランディングとして残念である。「戸田と言えば○○」というような、

戸田のイメージとなるようなコンテンツがあると良いと思う。参加する人が

限定されがちなクラシックばかりではなく、幅広い人が関心を持つエンター

テインメントで戸田が活性化されることを願う。 

 

第九コンサートは市民参加型のイベントとして、市が仕掛けたイベントで

ある。市民発生的なカルチャーがまちづくりにつながることは認識してお

り、市民発信の取り組みを支援するような事業展開は重要な視点であると考

える。 

戸田橋花火大会や戸田マラソンなどのイベントも、面ではなく点で実施し

ているように感じるので、各イベントが連携するとよいと思う。 

 

横浜市では市歌を学校で覚えさせているように、戸田市においても教育課

程で記憶に定着させるような取り組みを行っているか。 

 

県単位では「彩の国２１世紀郷土かるた」が教育課程でも活用されており、

認知度も高いが、市単位でそのようなものはない。 

市内小学校３年生及び６年生は、郷土博物館で道具の体験学習と展示見学

を行っている。しかし、小学生では「文化財」という言葉が、そのような学

習活動とリンクしにくいため、認知度の向上に寄与していない可能性もあ

る。 

 

施策指標「文化財の認知度」は目標値を大幅に下回っているが、かなり厳

しい目標設定だったのではないか。目標設定の根拠を教えてほしい。 

 

目標を設定した令和２年度時点では、生涯学習に特化したアンケートとし

て「生涯学習に関する市民意識調査」を実施しており、過去の結果や推移を

参考にして目標を設定した。「生涯学習に関する市民意識調査」を実施しな

いことになった以降は、市民生活全般を問う「市民意識調査」において同じ
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佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

佐藤委員長 

 

事務局 

 

 

 

 

宮崎委員 

 

 

担当部局 

 

 

宮崎委員 

 

担当部局 

 

佐藤委員長 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

設問項目を設けており、令和５年度及び令和７年度の実績は同調査の結果で

ある。 

 

「生涯学習に関する市民意識調査」は郵送でアンケートを実施していた

か。 

 

調査票を郵送する形で実施していた。 

 

アンケートでの設問内容に変更はあったか。 

 

変更はなく、「戸田市の文化財を知っている」という項目について、「おお

いに当てはまる／当てはまる／あまり当てはまらない／当てはまらない」の

４段階で調査を実施した。 

 

〇資源の方向性、その他 

市管理の文化財と個人管理の文化財があると思うが、個人管理をしている

人に対して補助金は支給しているか。 

 

文化財の数としては個人管理の方が多く、市指定文化財については年間１

万円、埼玉県指定文化財にては年間２万円補助している。 

 

該当する事務事業を教えてほしい。 

 

「文化財保護事業」の中で行っている。 

 

事務事業評価シートの目標達成状況の活動指標には講座開催数しか載っ

ていないので、このような補助事業の活動指標も入れるとよいと思う。 

 

戸田市文化芸術推進条例の施行や文化芸術推進基本計画策定に伴った予

算の増加はあるか。 

 

義務的な経費の増加はないが、計画の推進に当たり、政策的に予算を増や
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長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

佐藤委員長 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

佐藤委員長 

 

 

 

担当部局 

 

 

佐藤委員長 

 

 

長野委員 

 

 

 

担当部局 

すことはある。 

 

戸田市文化会館の指定管理に係る管理運営費については、光熱水費の増加

を見込んだ計画額が施策評価シートに掲載されているのか。 

 

 令和８年度に指定管理を更新した際は、近年の経費上昇を加味して予算を

計上した。 

 

戸田市文化芸術推進条例の施行や文化芸術推進基本計画策定に伴った義

務的事業の実施はないとのことであったが、新規事業は行っているのではな

いか。その場合、施策評価シートの事業費の計画額が今後も同程度であるの

は、一部の事業をスクラップしたということか。 

 

文化芸術情報の一元化やアーティストバンクの立上げを新たに行うが、今

後投入する金額の見通しが立っていない。そのため、施策評価シート上は同

規模の計画額を設定しているが、今後増額することはあり得る。 

 

前期基本計画と後期基本計画で、施策指標に変更がない。「文化財の認知

度」は妥当であると思うが、他２指標は事務事業レベルの成果指標となって

いる。後期基本計画策定の際の議論を教えてほしい。 

 

文化芸術分野として２つの事務事業があり、これらの取り組みが実施され

ることで、施策が推進されるという認識に基づき、設定した。 

 

 市民の芸術文化に対する関心を高めることが施策の目的であり、市民参加

の高低が重要な指標になると思う。 

 

前期基本計画では、新たな芸術文化活動を行うコミュニティ形成の支援や

戸田市文化会館の利用満足度を高めることが取り組みの方針に掲げられて

いたが、達成されたか否かをどのように判断したらよいか。 

 

施策評価シートには記載されていないが、戸田市文化会館の利用満足度は
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指定管理報告書で把握しており、９割以上の人が満足しているという結果が

継続的に得られている。個別の事業に関するアンケートも実施しているが、

結果はホームページ等で公表していないため、今後の課題としたい。 

コミュニティ形成については、市民参加型事業を行い、そこで新たな出会

いや活動が起こることを狙いとしており、コミュニティの形成自体にフォー

カスした事業は行っていない。 

 

５ 閉 会 
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別記様式 

会 議 録  

会議の名称 
令和８年度第５回戸田市外部評価委員会 

（施策１３ 生活困窮者支援の充実） 

開 催 日 時 令和８年８月７日（金）１３時１５分 ～ １４時２７分 

開 催 方 法 ５０１会議室 

出席者氏名 

委 員 長  佐藤 徹    副委員長  長野 基 

委  員  濱田 和輝   委  員  田中 治夫 

委  員  宮﨑 仁美   委  員  饗󠄀場 順子 

委  員  須永 由美子 

欠席者氏名 

（委員） 
無し 

説明のため

出席した者 

健康福祉部   今井参与 

生活支援課   高木課長、森島主幹 

子育て支援課  渡邉課長 

親子健やか室  工藤課長 

事 務 局 渡辺課長 石嶋主幹 藤田主任 大原主事 

議 題 

１ 外部評価委員紹介 

２ 担当部局紹介 

３ 外部評価ヒアリング 

会議の経過

及び 

会 議 結 果 

別紙のとおり 

会 議 資 料 

１ 次第及びタイムテーブル 

２ 施策評価シート及び事務事業評価シート 

３ ロジック・モデルシート 

４ 事前質問及び回答 
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（会議の経過） 

発 言 者 議題・発言内容・決定事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

饗󠄀場委員 

 

担当部局 

 

 

饗󠄀場委員 

 

担当部局 

 

 

饗󠄀場委員 

 

 

担当部局 

 

須永委員 

 

１ 開 会 

 

２ 外部評価委員紹介 

 各委員の紹介を行った。 

 

３ 担当部局紹介 

評価対象施策担当部局の紹介を行った。 

 

４ 外部評価ヒアリング 

〇施策の概要 

 概要説明を行った。 

 

〇事務事業の妥当性、施策指標の妥当性 

不正受給防止の調査はどのくらいの頻度で実施しているか。 

 

税所管課への確認は年に１回、９月頃に実施しているくらい。新規の保護

決定の際は、金融機関への調査も行っている。 

 

 車の所有についてはどのように確認しているか。 

 

原則、本人からの申告に基づいているが、所有しているという情報を得た

際には、運輸支局に照会している。 

 

保護費は毎月支給しているのに対して、調査は原則年に１回とのことだ

が、不正受給発覚前に支給した分の扱いはどうなるか。 

 

不正受給していた分については、遡って全額返還させる。 

 

施策指標「生活保護受給者の就労支援事業参加者数」について、生活保護

受給者以外の生活困窮者に関する就労支援事業への参加状況や収入増加に
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担当部局 

 

 

 

須永委員 

 

担当部局 

 

須永委員 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

田中委員 

 

 

担当部局 

 

 

田中委員 

 

担当部局 

 

 

田中委員 

 

 

ついて教えてほしい。 

 

施策指標については、生活保護受給者のみの数値としており、受給者以外

については事務事業評価シート「生活困窮者自立支援事業」に掲載されてい

る。 

 

生活困窮者と生活保護受給者は同じとして捉えてよいか。 

 

同じではない。生活困窮者の一部が生活保護受給者である。 

 

施策評価シートの「施策の展開」において、「生活保護に至る前の生活困

窮者に対して、生活困窮状態からの自立に向けた支援として、相談業務とと

もに、就労準備や家計改善に伴う支援を行う。」と記載されているが、該当

する事務事業を教えてほしい。 

 

生活保護受給者以外の生活困窮者に対する取り組みは、「生活困窮者自立

支援事業」の中で実施している。 

 

生活保護を申請した場合、親族の状況も調査すると思うが、外国籍の家族

についても調査は行っているか。 

 

国内に住民票を有している親族のみが調査対象であり、国外の親族までは

調査していない。 

 

生活保護受給者の内、外国籍のみの世帯はどのくらいの割合か。 

 

該当のデータが手元にないが、令和８年５月１日時点で、世帯主が外国籍

である世帯は４５世帯７５人である。 

 

外国籍に生活保護受給者が増加しているように感じるが、実際の状況を教

えてほしい。 
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担当部局 

 

 

濱田委員 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

 

 

 

長野委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

 

世帯主が外国籍である世帯はほぼ横ばいであり、市の人口は増加している

ため、割合としては微減となっている。 

 

施策指標「生活保護受給者の就労支援事業の参加者数」が目標に未達だっ

たことに関連して、働くよりも生活保護を受給した方が手取りが多い場合が

あり、働かないという選択をする人が一定数いると思うが、どのように捉え

ているか。 

 

生活保護に限った話ではないが、就職しても離職を繰り返す人が一定数い

る。その背景には、職種にこだわりすぎることや、自分がやりたいことと企

業側のニーズが合わないことなど、就職先とのミスマッチが生じていること

がある。生活保護を受給している場合でも、就労による収入の全てがそのま

ま保護費の減額につながるわけではなく、基礎控除等があるため、働いた分

だけ手元に残る収入が増える仕組みとなっている。そのため、まずは少しで

も働くことを勧めている。 

 

事務事業評価シート「ひとり親家庭等支援事業」の事業内容について、「ボ

ランティアによる学習の支援を行う」と記載されている。ボランティアは市

が募集しているのか。 

 

本事業は委託事業であり、委託事業者がボランティアや学習支援員を集め

ている。 

 

事務事業評価シート上、実施主体として「市による単独直営」にチェック

が入っている。 

 

学習支援の取り組みは、「ひとり親家庭等支援事業」ではなく、施策１（子

育て支援の充実）に紐づく「子どもの生活支援事業」の中で実施しており、

現状、「子どもの生活支援事業」は本施策に再掲事業としても紐づいていな

い。事務事業評価シート「子どもの生活支援事業」においては、実施主体と

して「委託」及び「協働・協力」にチェックが入っている。 
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長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

宮崎委員 

 

担当部局 

 

 

 

 

宮崎委員 

 

担当部局 

 

饗󠄀場委員 

 

担当部局 

 

事務局 

 

 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

本事業において、直営で行っている範囲と委託している範囲を教えてほし

い。 

 

市で申込みを受け付け、対象者の情報を委託先に提供し、ボランティアが

実際に学習支援を行っている。 

 

学習支援事業の概要を教えてほしい。 

 

貧困の連鎖を断ち切るために実施している取り組みである。東部地区・中

央地区・西部地区の市内３カ所で、経済的に困窮する世帯のこどもを対象に、

学力向上及び学習支援を目的として、教員のＯＢやボランティアが個別指導

を行っている。 

 

 学習支援を受けるには、事前に申し込みが必要か。 

 

 そのとおりである。 

 

具体的に対象者を教えてほしい。 

 

 生活保護受給世帯のこどもと、ひとり親世帯のこどもが対象である。 

 

施策評価シートの「施策の展開」において、学習支援事業に加えて、健康

管理支援事業という記載もあるが、こちらも事務事業としては存在しない。

あくまで健康管理を支援する取り組みを行っていると解釈していただきた

い。 

 

健康管理支援事業という事務事業は存在しないとのことだが、具体的には

どのような取り組みを行っているのか。 

 

「生活保護扶助費」の中で、受給者の健康管理を行っている。健康状態を

改善することで、医療扶助に係る支出を抑制することが目的である。 
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長野委員 

 

 

担当部局 

 

佐藤委員長 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

長野委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

佐藤委員長 

「生活保護扶助費」は、扶助費を支給する事業だと捉えていたが、健康管

理に関する取り組みも行っているということか。 

 

そのとおりである。 

 

施策評価シートの「施策の展開」において、「健康管理支援事業により、

医療扶助の適正化を推進していく。」との記載があるが、今後取り組んでい

くという理解でよいか。 

 

令和６年度から、国が示した健康管理を支援する取り組みを行ってきた

が、数年間で蓄積したノウハウを生かし、今後は健康診断の結果等から対象

者を絞った支援策も講じていきたい。 

 

令和６年度から実施していたのであれば、事務事業評価シートに記載があ

って然るべきではないか。 

 

指摘のとおりである。 

 

施策指標「生活保護受給者の就労支援事業参加者数」とあるが、これは事

業の成果ではないか。施策はマクロなレベルで捉えるべきだと考える。 

 

指摘のとおりであり、今後改善したい。 

 

事務事業評価シートには掲載されていないが、実際は実施していた取り組

みがいくつか確認されたが、その取り組み単位で事務事業化することはでき

ないか。 

 

国が定める事業に対し、市が一定割合を負担している状況であり、１つ１

つの取り組みを事務事業化した場合、予算管理等の煩雑さが増すと考えられ

るが、今後の課題としたい。 

 

大事なのは見せ方の問題である。施策評価シートや事務事業評価シートか
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担当部局 

 

 

濱田委員 

 

 

 

担当部局 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

 

 

 

饗󠄀場委員 

らでは、どのような取り組みを実施しているのかわからない点が問題であ

り、見せ方は工夫してもらいたい。 

 

今後改善する。 

 

〇資源の方向性、その他 

施策評価シートの「今後の方向性（人員）」について、ケースワーカーが

標準数に比べて不足しているため、増やしていく意向が記載されているが、

令和９年度以降の人件費が据え置きである理由を教えてほしい。 

 

人事部局に増員の要望を行うが、未確定事項のため据え置きとしている。 

 

就労できる人は就労するという概念に基づき、働き方改革の中で定年ライ

ンが６５歳から上がる可能性があるが、本施策の方針に影響はあるか。 

 

公的年金の受給開始年齢が原則６５歳であることから、受給開始に伴って

保護費が減る側面がある。今後、公的年金の受給開始年齢や就労の定年ライ

ンが引き上げられた場合は、就労指導及び年金指導に影響があると考えてい

る。 

 

ケースワーカーが標準数に比べて不足していることに関して、実務上の実

態を教えてほしい。 

 

これまでは配置人数は増えてきているが、国が定める「ケースワーカー１

人当たり８０世帯」という標準数には達していない状況である。現状、世帯

数から逆算すると、２４人のケースワーカーが必要であるが、２３人しか配

置されていない。そのうち、４名が長期休暇中であるため、実態としては、

ケースワーカー１人当たり約１００世帯を担当している。過去には、標準数

に７人不足していた時期もあり、その頃と比較すると状況は改善していると

言える。 

 

令和９年度から２年間、飲食料品の消費税率が１％になるが、保護費に影
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担当部局 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

 

長野委員 

 

 

事務局 

 

 

 

佐藤委員長 

 

事務局 

 

 

 

佐藤委員長 

 

担当部局 

 

 

 

響はあるか。 

 

生活扶助基準は国が定めているが、現時点で通知はない。 

 

業務用ＡＩの導入により、担当者間の齟齬の解消や、資産差し押さえの効

率化を図っている自治体もあるが、戸田市の状況を教えてほしい。 

 

生活保護の担当職員やケースワーカーが実務で活用する代表的な書籍と

して、分厚いものが４冊ある。これらの膨大な法令や「生活保護手帳」など

の通知文書から、職員の質問に対して最適な回答を提示するＡＩシステムの

導入を検討している。システムの導入により、これまで手作業で行っていた

業務について、大幅な事務の効率化が図れると考えている。 

 

資源の方向性の評価に際し、ＡＩ・ＤＸに係る投入分はどう考えたらよい

か。 

 

政策的経費であり、複数年先を見通せないこともある。突発的に決定され

ることが多く、タイミング的に施策評価シートへ反映することが難しいた

め、記載されている内容のみで評価してほしい。 

 

ＡＩ・ＤＸに係る投入分は考慮しなくてよいということか。 

 

評価に当たっては考慮しなくてよい。なお、そのような分野に投入をすべ

きというご意見を委員からいただいた場合は、担当部局で投入について検討

することになるので、ぜひ意見を賜りたい。 

 

ＡＩ・ＤＸ分野における先進事例を教えてほしい。 

 

県内では少なくとも４つの自治体が先述のシステムを導入しており、電話

にて効果等を確認した。その結果、システムの導入により、ケースワーカー

だけではなく、ケースワーカー（現業員）の指導や監督、業務管理を行う査

察指導員（スーパーバイザー）の業務効率化も図れていると確認した。短縮
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佐藤委員長 

 

担当部局 

できた時間は、十分に確保できていなかった受給者とのやり取りに充てるこ

とができているそうである。 

 

 費用感を教えてほしい。 

 

 自治体の規模にもよるが、おおむね月額２０万円から３０万円と聞いてい

る。 

 

５ 閉 会 
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欠席者氏名 

（委員） 
無し 
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健康福祉部 清水次長 

障害福祉課 長友課長、金田主幹、小島主幹 

教育政策室 片境室長、田野課長、菊地主幹 

事 務 局 渡辺課長 石嶋主幹 藤田主任 大原主事 

議 題 

１ 外部評価委員紹介 

２ 担当部局紹介 

３ 外部評価ヒアリング 

会議の経過

及び 

会 議 結 果 

別紙のとおり 

会 議 資 料 

１ 次第及びタイムテーブル 

２ 施策評価シート及び事務事業評価シート 

３ ロジック・モデルシート 

４ 事前質問及び回答 
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（会議の経過） 

発 言 者 議題・発言内容・決定事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

濱田委員 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

濱田委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

長野委員 

 

 

２ 外部評価委員紹介 

 各委員の紹介を行った。 

 

３ 担当部局紹介 

評価対象施策担当部局の紹介を行った。 

 

４ 外部評価ヒアリング 

〇施策の概要 

 概要説明を行った。 

 

〇事務事業の妥当性、施策指標の妥当性 

 施策指標「障がい者（児）が相談支援専門員によるサービスの利用支援等

を受けた数」が増加傾向にあることに関連して、異なる人から同様の質問を

受けることがあると思うが、質問のリスト化やナレッジの共有は行っている

か。標準的な回答を共有することによって、効率化が図れると思う。 

 

相談支援専門員が集う相談支援連絡会を定期的に開催し、事案の共有を行

ったり、基幹相談支援センターが各相談支援事業所のフォローを行ったりし

ている。市役所障害福祉課内では、一般的な事柄の共有を行っている。 

 

相談記録については、紙や電子媒体等、いつでも誰でも確認できるように

なっているか。 

 

口頭での共有に加えて、システム上に記録を残すことで、過去の状況は把

握できるようにはしている。一方で、多様なニーズがあることから、画一的

に答えればよいというわけではないと認識している。 

 

事前質問にも関連するが、「心のバリアフリー」の対象範囲を教えてほし

い。 

 



- 3 - 

 

担当部局 

 

 

長野委員 

 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

長野委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

市内在住・在勤者に、障害とは何かを広く理解してもらう、ソフト面での

バリアフリーを推進する取り組みである。 

 

 「心のバリアフリー」は、制度やシステムなど社会インフラの部分は関係

ないということか。条例や要綱制定など、行政だからこそ対応可能な点を意

識していると認識していた。例えば、以前の薬剤師法では、聴覚障害者は薬

剤師免許を取得できない欠格条項があったが、そのような制度面でのバリア

の解消も含んでいるのか。 

 

制度面は対応していないが、共生社会の実現に向けた条例を制定するな

ど、障害のある人に対する理解や配慮を広げるための取り組みは実施してい

る。 

 

 ロジック・モデルシートの中間成果欄に「障害者の日常生活における不安

の一部が解消される」とあるが、一部としている理由を教えてほしい。 

 

あくまで本施策の分野内における一部という意味合いで用いている。具体

的には、医療費給付事業及び障害者施設事業からつながる中間成果として、

その分野での不安は解消されるという意味合いである。 

 

 ロジック・モデルシートにおいて、中間成果から施策指標につながる矢印

は、シート上に表されているとおり、一部の中間成果しか寄与していないと

いう解釈でよいか。 

 

 一部の中間成果が特定の施策指標につながるのではなく、すべての中間成

果が１つの最終成果につながると理解していただきたい。 

 

 福祉分野は新しい法律が次々と制定されており、ロジック・モデルシート

のアップデート等施策への反映が必要ではないか。 

 

 手話施策推進法、高次脳機能障害者支援法が制定された。また、来年度は

医療的ケア児支援法の改正を控えている。これらは各事務事業の中で取り組
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須永委員 
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須永委員 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

担当部局 

みを実施することで、「心のバリアフリー」をより一層推進している。 

 

施策指標「障がい者（児）が相談支援専門員によるサービスの利用支援等

を受けた数」及び「障がい者に対する就労支援サービス件数」は増加傾向に

ある一方、「障がい者（児）への理解促進を深めた人数」は目標値に遠く及

んでいない。講座の開催回数が足りていないのか、参加希望者が少ないのか、

原因を教えてほしい。 

 

 増加傾向にある２つの施策指標については、精神障害者が増加しているこ

と、それに伴い、福祉的就労が増えており、対応する事業所の数も増加して

いることが主な要因である。 

「障がい者（児）への理解促進を深めた人数」については、出前講座の受

講者数を指しており、前期計画の初めはコロナ禍で実施が少なかった側面が

ある。なお、今回記載の出前講座は市から学校側に提案し、依頼があった学

校において実施したものである。 

 

障害福祉課が教育委員会と連携すれば解消できるのではないか。 

 

教育委員会と障害福祉課は連携をしているが、各学校の中で行う教育課程

は、各学校長が編成をしている。働きかけはしているものの、年度によって

実施状況は異なるのが実状である。 

 

目標に到達している年度と到達していない年度があるのであれば理解で

きるが、実際の結果はそうなっていない。各学校の優先順位の関係で実施で

きていないのであれば、例えば、学校のカリキュラムに組み込む等はできな

いものなのか。 

 

カリキュラムは学校ごとに異なる。学校では、障害者理解の重要性を認識

しているが、他分野にも取り組むべきことが多くある中で、各学校が年度ご

とに実施を決めている。 

  

今後は学校に限らず、地域の幅広い分野に対して出前講座の実施を働きか
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饗󠄀場委員 

 

担当部局 

 

 

饗󠄀場委員 

 

担当部局 

 

佐藤委員長 

 

 

けることで、障害理解の促進に努めていきたい。 

 

戸田市は教育分野が先進的と有名である。障害者への理解促進についてＤ

ＸやＡＩのコンテンツを活用してはどうか。 

 

 施策指標「障がい者（児）が相談支援専門員によるサービスの利用支援等

を受けた数」と「障がい者に対する就労支援サービス件数」は、重複してい

る人はいるか。 

 

「障がい者（児）が相談支援専門員によるサービスの利用支援等を受けた

数」はサービス受給者数であるが、就労支援サービスは利用せず、在宅サー

ビスを利用する人などもいるので、一部重複している。 

 

障害者の全体数を教えてほしい。 

 

 障害者手帳所持者数の推移としては、身体障害者手帳は年度によってばら

つきはあるがほぼ横ばいであり、療育手帳は微増傾向にある。一方、精神障

害者保健福祉手帳は 1年で約１０％増加しており、令和６年度末は１，３９

１名であったのに対し、令和７年度末時点では１，５９８名に増加した。 

 

 市内の小中学校のうち、特別支援学級のある学校数を教えてほしい。 

 

 市内には小学校が１２校、中学校が６校あり、すべての学校で特別支援学

級を設けている。 

 

特別支援学級と通常学級の児童・生徒同士の交流はあるか。 

 

 個々の状況に応じて、科目や授業内容を決めて交流を図っている。 

 

総合振興計画において、施策の目的として「社会のあらゆる活動に主体的

に参加できる」とあるが、ロジック・モデルシートの最終成果には書かれて

いない。総合振興計画の方が一歩前進している内容であると思うが、どのよ
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担当部局 

 

 

 

 

佐藤委員長 

 

うな議論を経て、最終成果を設定したのか教えてほしい。 

 

当時の経緯は認識できていない。主体的というのは、自らの選択・決定に

基づいて行動できることであり、これによって日常・社会生活を送れるよう

な状況になるということを、ロジック・モデルシート上の最終成果には記載

していると認識している。 

 

施策指標は、個別計画の指標を適用しているか。 

 

そのとおりであるが、障がい者総合計画は６年ごとに策定しており、個別

の見込み値は３年ごとに見直している。施策指標は、令和２年度に策定した

総合振興計画策定の際の障がい者総合計画上での数値を転用している。 

 

施策指標「障がい者（児）が相談支援専門員によるサービスの利用支援等

を受けた数」と「障がい者に対する就労支援サービス件数」は、事業レベル

のアウトプットではないか。施策指標の設定に関して、当時どのような議論

がされたか確認したい。 

 

当時の設定に至る経緯は確認できていない。 

 

選挙の投票会場における障害者に関するトラブルが報道されることがあ

る。選挙権は憲法で保障された重要な権利であるが、どのように対応してい

るか確認したい。例えば、狛江市では、障がいのある人が快適に投票できる

ような支援を講じている。 

 

選挙事務においては、障害者対応を含めた従事者向けマニュアルを整備し

ており、配慮すべき事項については従事職員に対して事前に周知されてい

る。それに当たり、選挙管理委員会事務局から障害福祉課に相談がくること

もある。 

 

「戸田市障がいを理由とする差別のない共生社会づくり条例」の認知度を

教えてほしい。 
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佐藤委員長 

 

担当部局 

 

数値では測っていないが、サービス利用者が増えているという点では認知

度が高まっていると認識している。 

 

〇資源の方向性、その他 

事業費の増減について、減少するものと、法改正を踏まえて増加するもの

の両方があると思うが、相殺できているか。 

 

増加額が減少額を大幅に上回っており、事業費ベースで言えば増えてい

る。増加分については、法改正による部分より、利用者の増加の影響が大き

い。 

 

法改正に伴って現金給付を行うことはあまりないということか。 

 

そのとおりである。 

 

 施設の再整備について、見通しを教えてほしい。 

 

障害福祉課で所管している施設としては、戸田市立心身障害者福祉センタ

ーと３箇所の福祉作業所の計４施設である。戸田市立心身障害者福祉センタ

ーは令和１０年度以降に改修を予定しているが、具体的な数値が確定してい

ないため、計画額には反映していない。 

 

 障害福祉サービスの利用者数の増加に伴う事業費の増加はどのように対

応するつもりか。 

 

就労支援サービス及び相談支援サービスは法定サービスであることから、

利用者が増えると、その分事業費が増えることは致し方ないと思う。 

 

医療費の一部を削減したことで、事業費全体の増加分を相殺できるか。 

 

本施策を持続可能にしていくための１つとして、「重度心身障害者医療費
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長野委員 

 

担当部局 

 

 

 

須永委員 

 

担当部局 

 

 

長野委員 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

支給事業」について、埼玉県の補助対象外となって以降、市単独制度として

助成してきた入院時の食事療養標準負担額等の助成を廃止した。しかし、こ

のことに伴う事業費減少額は２，０００万程度であり、介護給付費は１年で

約３億円増加していることから、相殺は出来ていない状況である。なお、令

和１０年度以降に予定している戸田市立心身障害者福祉センターの改修に

ついては、数億円規模になる見通しである。 

 

障害福祉分野における、国・県・市の財源負担割合を教えてほしい。 

 

基本的には国が２分の１、県が４分の１、市が４分の１である。したがっ

て、１年で約３億円増加している分の内訳としては、国が１．５億円、県と

市がそれぞれ７，５００万円である。 

 

外国籍の障害者はサービス利用対象か。 

 

国籍を問わず、住民登録があればサービスは利用できる。利用人数はそこ

まで多くないが、外国籍の障害児は増加傾向にある。 

 

総合振興計画にて、「企業への積極的な働きかけを行う」にアンダーライ

ンが付してあり、市として重要な点と捉えていると思うが、具体的な取り組

み内容やデータがあれば教えてほしい。 

 

 総合振興計画にてアンダーラインが付してある部分は、協働会議で出され

た意見である。協働会議とは、第５次総合振興計画策定に当たり、様々な視

点から未来のまちづくりの方向性等について協議し、市長に提言することを

目的として、公募市民・団体推薦市民・市議会議員・市職員など、様々な立

場にある委員で構成された会議体である。市として重視しているという点に

間違いはない。 

 

戸田市障害者就労支援センターにて就労希望者と企業とのマッチングを

行っている。また、障害者を雇用している企業やハローワークの関係者が集

う就労推進部会を設置し、情報共有を行い、障害者の雇用を促進している。 
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担当部局 

 

 

田中委員 

 

 

「企業への積極的な働きかけ」を測る指標としては、企業側に障害者の雇

用を持ちかけたアウトリーチの件数なのか、それとも施策指標「障がい者に

対する就労支援サービス件数」のどちらで読み取るべきか。 

 

どちらも重要であると認識している。まずは就労支援サービスを利用して

もらい、その結果として一般就労につながるか、福祉的就労が適当か等、検

討することになる。 

 

 該当する事務事業を教えてほしい。 

 

「障害者施設事業」において、戸田市立福祉作業所かがやきに就労支援セ

ンターを設置している。給付の観点では「自立支援給付事業」が該当する。 

 

企業への訪問件数等のデータはあるか。また、企業への働きかけについて、

訪問回数等の客観的な数値は把握しているか。 

 

委託先からの報告は受けているが、手元にはデータがない。 

 

就業支援に関する金銭的援助の範囲を教えてほしい。 

 

支給決定した範囲であり、福祉作業所であれば作業に従事している限り支

給する。企業との雇用契約に基づく一般就労については、就労定着支援サー

ビスを利用する場合は、事業所側に給付費を支給する。 

 

 就労に当たり、家族の協力はあるか。 

 

家族の協力はケースバイケースであり、例えば事業所への送迎はサービス

対象外のため、家族が行っている場合もある。 

 

障害者の就労定着が非常に難しいという話を関係者からよく耳にする。 
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田中委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

田中委員 

 

 

担当部局 

同じ認識である。逆に言うと、同じ場所で長く就労することが難しいため、

このような福祉サービスがあると言える。就労定着支援としては、利用者と

企業側の双方にアプローチをし、適切なサポートを行っている。 

 

埼玉県立戸田かけはし高等特別支援学校では、マンツーマンに近い形で指

導をしている。市としてはどのような支援を行っているか。 

 

１８歳までは児童福祉法が適用され、１８歳を超えると障害者総合支援法

の対象となる。したがって、高校を卒業するタイミングで、福祉的就労や生

活介護など、いずれを選択するかについては、市が保護者や学校へのフォロ

ーを行っている。 

  

埼玉県立戸田かけはし高等特別支援学校の体育館はクーラーが設置され

ていないそうである。戸田市立の学校の体育館には設置されているか。 

 

全学校に完備されている。 

 

５ 閉 会 
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（会議の経過） 

発 言 者 議題・発言内容・決定事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

田中委員 

 

担当部局 

 

 

田中委員 

 

 

担当部局 

 

 

長野委員 

 

 

 

担当部局 

 

１ 開 会 

 

２ 外部評価委員紹介 

 各委員の紹介を行った。 

 

３ 担当部局紹介 

評価対象施策担当部局の紹介を行った。 

 

４ 外部評価ヒアリング 

〇施策の概要 

 概要説明を行った。 

 

〇事務事業の妥当性、施策指標の妥当性 

ＪＲの駅ホームドア設置に当たり、市の負担割合を確認したい。 

 

国が定める補助制度に基づき、事業者、国、自治体がそれぞれ３分の

１ずつ負担することとなっている。 

 

自転車が盗難された後、放置自転車として撤去された場合も、引き取

り時に撤去料を支払う必要があるか。 

 

撤去より前に警察へ被害届が出されている場合は、撤去料はかからず

引き取ることができる。 

 

事務事業評価シート「交通対策事務費」の目標達成状況について、活

動指標「ＪＲ東日本大宮支社への要望事項」は、要望が実現した件数、

要望をした件数のどちらか。 

 

ＪＲ東日本大宮支社と直接交渉した回数である。交渉の結果、実現に

至らない要望もある。 
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施策評価シートの「今後の方向性（予算）」には、「令和９年度からＪ

Ｒ埼京線各駅へのホームドア整備が実施される」との記載があるが、事

前質問への回答には、ＪＲ東日本大宮支社へ要望中であるとの記載があ

るため、実状を確認したい。 

 

令和７年度にＪＲ東日本大宮支社からホームドア設置の方向性が示

されたので、道筋が付いたと捉えている。実際には、令和８年度から令

和９年度にかけて整備を進めると聞いている。契約等の事務は令和８年

度から発生し、補助金の支出は精算払いのタイミングになるため、令和

９年度予算で対応する見込みである。 

 

タクシー事業者とコミュニティバスの競合関係を教えてほしい。 

 

コミュニティバスは路線バスを補完する役割を担っており、路線バス

を運行する国際興業株式会社及びタクシー事業者である埼京タクシー

株式会社と運行協定を締結し、両事業者にご協力をいただいている。こ

うしたことから、競合関係はないものと認識している。 

 

事務事業評価シート「コミュニティバス運行事業」の目標達成状況に

ついて、利用人数は目標を上回る数値で推移している一方、運行収支は

赤字となっていることについての市の見解を教えてほしい。 

 

コミュニティバスは路線バスを補完する役割を担っているため、採算

性が低い地域も運行せざるを得ない。令和８年３月に策定した戸田市地

域公共交通計画に基づき、今後運行体制の見直しや運賃改定を検討する

予定である。 

 

コミュニティバスの運行状況をアプリで確認することは可能か。 

 

全５循環のうち、埼京タクシー株式会社が運行している美笹循環を除

いてバスロケーションシステムを導入しており、ホームページから運行
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須永委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

長野委員 

 

担当部局 

 

 

 

 

 

 

 

長野委員 

 

担当部局 

 

須永委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

状況をリアルタイムで確認できる。美笹循環についても別のシステムに

なるが、令和８年９月からバスロケーションシステムを導入する予定で

ある。 

 

コミュニティバス利用に当たり、わかりやすいパンフレットなどは作

成しているか。 

 

時刻表や路線図は市ホームページに掲載しており、これらを印刷した

ものを公共施設等に配架している。周知方法は今後も検討していきた

い。 

 

複数の自治体が合同で補助すれば維持できる路線はあるか。 

 

戸田市内から西川口駅間を運行する西川６１系統（下笹目～西川口駅

西口）及び西川６２系統（北戸田駅～西川口駅西口）の２路線について、

赤字分を補助してきたが、このうち西川６１系統は運転手不足により運

行維持が困難となり、令和６年３月３１日をもって廃止された。コロナ

禍前の乗降者数の水準まで回復している路線と回復していない路線が

あり、今後、新たに廃止が検討される路線が生じた場合には、複数の自

治体による運行補助等を検討していきたい。 

 

該当する事務事業を教えてほしい。 

 

「交通対策事務費」で実施している。 

 

ＪＲ東日本大宮支社に対しては、ホームドア設置に加えて、終電時間

後ろ倒しも要望していると思うが、状況を教えてほしい。 

 

数年前から引き続き要望しているが、実現していない状況である。Ｊ

Ｒ東日本大宮支社に対しては、ホームドア設置、終電時間延長、戸田公

園駅への通勤快速停車の３つを主に要望している。 
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須永委員 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

宮崎委員 

 

 

担当部局 

 

宮崎委員 

 

担当部局 

 

 

佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

佐藤委員長 

 

担当部局 

 

 

佐藤委員長 

 

 

コミュニティバスの利用者のうち、２０歳から３９歳が６割を占めて

いることについて、車を運転できない高齢者をカバーできていないので

はないか。路線に原因があるのか、高齢者向けの補助がないので費用的

な問題があると捉えているか確認したい。 

 

高齢者や障害者への支援は福祉施策に関係してくる。コミュニティバ

スの運行体制見直しの中で、利便性の向上を検討していく。 

 

シェアサイクルの自転車管理はどのように行っているか。以前、家族

が他自治体でシェアサイクルを利用した際、タイヤがパンクしていたこ

とがあった。 

 

シェアサイクルの運営事業者が管理しており、市は関与していない。 

 

シェアサイクルに関して市が行っている補助を教えてほしい。 

 

公有地へのシェアサイクルポートの設置は、使用料を全額免除してい

る。 

 

総合振興計画前期基本計画中、ロジック・モデルシートに変更はあっ

たか。 

 

微修正は行っているが、大幅には変更していない。 

 

事務事業の加除はあったか。 

 

総合振興計画前期基本計画中、事務事業の加除や統廃合は行っていな

い。 

 

施策指標「公共交通機関の利便性向上の満足度」について、総合振興

計画前期基本計画中、上昇傾向にあり、特に令和３年度（３１．４％）

から令和５年度（４３．１％）にかけて大幅に上昇した。市として、こ
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担当部局 

 

 

 

 

佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

 

 

佐藤委員長 

 

担当部局 

 

佐藤委員長 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

 

の結果をどのように受け止めているか。 

 

令和５年度は、コロナ禍の収束に伴い、市民活動が回復した年度と言

える。公共交通機関を利用して外出ができるようになったことへの影響

などが反映されたものではないかと考える。また、令和４年３月からシ

ェアサイクルを導入した影響もあると捉えている。 

 

「公共交通機関の利便性向上の満足度」向上のために注力した取り組

みを教えてほしい。 

 

令和５年１１月に、美笹循環を除いてコミュニティバスのキャッシュ

レス化を導入し、利用者の約５８％がキャッシュレス決済を利用してい

る。また、ノンステップバスの導入によるバリアフリー化を推進した。 

 

運行本数や路線の増加などは行っていないか。 

 

路線を一部見直したが、本数の増減はない。 

 

令和２年度の段階で、「公共交通機関の利便性向上の満足度」向上の

ために戦略的にシェアサイクルやキャッシュレス決済を導入したのか、

それとも結果的に満足度が向上したのか。 

 

後者である。キャッシュレス化は従前より市民から要望があり、令和

５年１１月にようやく導入した経緯がある。令和２年度の時点では、キ

ャッシュレス決済の導入の見通しは立っていなかったと思われる。 

 

戸田市地域公共交通計画は新規に策定したのか、それとも以前からあ

る計画を改定したのか。 

 

平成３１年に戸田市都市交通マスタープランを策定したが、その内容

を大幅に刷新して戸田市地域公共交通計画を策定したため、新規に近い

ものとなっている。 
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饗󠄀場委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

田中委員 

 

担当部局 

 

 

須永委員 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

 

佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

 

高齢者がコミュニティバスを利用するきっかけをつくるため、例えば

１日乗り放題のカードを配布し、その後は利用者自身がチャージして利

用するような仕組みを検討してはどうか。 

 

１日乗車券は２００円、回数券は１１枚綴りを１，０００円で販売し

ている。 

 

路線バスからの乗り継ぎは可能か。 

 

「戸田公園駅」、「下笹目」、「北戸田駅」で路線バスからコミュニティ

バスに無料で乗り継ぐことができる。 

 

子育て世代の人は利用しているが、高齢者にはあまり知られていない

イメージがある。市ホームページだけではなく、高齢者が集うイベント

や戸田市将棋連盟の活動場所等で周知することによって、普段インター

ネットを閲覧しない人にも周知できると思う。 

 

運転免許証を返納した場合、２，０００円分の乗車券を配布しており、

コミュニティバス利用のきっかけになることを期待している。 

 

本施策にはカーボンニュートラルや地球温暖化の観点もあると思う

が、環境部門が関係課として載っていない。実態を教えてほしい。 

 

環境への配慮という点で電気自動車への切り替えも考えられるが、現

路線の運行を賄える性能を有した電気自動車がなく、導入は難しい。 

 

マイカーから公共交通機関へシフトするような啓発を行う観点で、環

境部局との連携が考えられるのではないか。 

 

戸田市バイシクルシティ推進プラン（自転車活用推進計画）にて、自

転車の利用を促す取り組みは行っている。 
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佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

長野委員 

 

担当部局 

 

 

 

長野委員 

 

担当部局 

 

 

 

 

長野委員 

 

 

担当部局 

 

 

戸田市地域公共交通計画において、環境への配慮に関する内容は盛り

込まれていないのか。 

 

 路線バスについて、電気自動車への導入を検討・推進することが盛り

込まれている。 

 

〇資源の方向性、その他 

施策評価シート上の「今後の方向性（人員）」において、「コミュニテ

ィバスの運行体制を見直す」とあるが、見直すことは決定しているのか。 

 

既に見直すこと自体は決定しており、戸田市地域公共交通計画に明記

している。 

 

見直しの内容を教えてほしい。 

 

運行ルート、ダイヤ、運賃を見直す予定である。運賃については、平

成１３年から現在まで１００円で据え置いてきたが、戸田市地域公共交

通協議会にて検討する予定である。 

 

一定の距離に駅やバス停などがない地域が多いということか。 

 

駅から８００ｍ、バス停から３００ｍ圏内を公共交通カバー圏域とし

ており、戸田市は全人口の９８％をカバーしている。ただし、美女木地

区や笹目地区など、１日あたりのコミュニティバス運行本数が少ない点

を不便と感じる状況があり、改善する必要があると認識している。 

 

運行ルートと運行本数を変更すると、補助金の投入量も変わるのでは

ないか。 

 

補助金や利用料金に影響はあると考えている。路線バスを補完する役

割を担っているコミュニティバスが、運賃収入のみで収支を保つのは非
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濱田委員 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

濱田委員 

 

担当部局 

 

 

佐藤委員長 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

 

 

濱田委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

現実的であり、公費投入はやむを得ないと認識している。 

 

事務事業評価シート「コミュニティバス運行事業」の「事業の見直し・

行財政改革の取組内容」において、「バス車両の経年劣化による交通サ

ービスの持続性の低下を防ぐ」との記載がある。経年劣化の判断基準を

教えてほしい。 

 

走行距離が４０万ｋｍ以上、または走行年数が１１年以上の場合を入

れ替え対象としている。 

 

現在導入している車両の状況を教えてほしい。 

 

令和８年度に２台、令和９年度に 1台、令和１０年度に１台更新予定

である。 

 

施策評価シート上の「今後の方向性（人員）」において、「コミュニテ

ィバスの運行体制を見直すため、現行の人員体制を維持していく必要が

ある」との記載があるが、解説してほしい。 

 

事務事業評価シートには掲載していないが、「コミュニティバス運行

事業」の中で、令和９年度から令和１０年度にかけてコミュニティバス

運行体制の見直しを考えており、委託事業による実証運行等を計画して

いる。金額が確定していないため、令和９年度以降の計画額は据え置き

としている。 

 

事務事業評価シート「自転車駐車場管理事業」について、賃借料が上

がった場合、事業費も上がると考えられるが、利用料金に価格転嫁され

るのか。 

 

指定管理者が利用料金を決定しているが、賃借料の上昇分を利用料金

に反映させることは考えていない。なお、令和８年度中に、一部の自転

車駐車場で利用料金の改定を実施した。 
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饗󠄀場委員 

 

担当部局 

 

改定した市立自転車駐車場の利用料金を教えてほしい。 

 

一時利用の場合、１時間無料、９時間まで１００円、９時間以上１５

０円である。定期利用は、市内在住者は月額１，９００円、市外在住者

は月額３，０８０円である。 

 

５ 閉 会 
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（会議の経過） 

発 言 者 議題・発言内容・決定事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部局 

 

 

宮崎委員 

 

 

担当部局 

 

 

 

長野委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

濱田委員 

 

１ 開 会 

 

２ 外部評価委員紹介 

 各委員の紹介を行った。 

 

３ 担当部局紹介 

評価対象施策担当部局の紹介を行った。 

 

４ 外部評価ヒアリング 

〇施策の概要 

 概要説明を行った。 

 

〇事務事業の妥当性、施策指標の妥当性 

施策指標「多様な働き方実践企業数」に関連して、多様な働き方実践企

業の概要を教えてほしい。 

 

多様な働き方実践企業認定制度は、多様で柔軟な働き方を実践している

企業等を埼玉県が認定する制度である。テレワーク制度やフレックスタイ

ム制度の導入など、働き方改革を行っている企業が対象となる。 

 

多様な働き方には福祉的就労や短時間勤務なども含まれると思うが、労

働者協同組合法に基づく働き方も、本施策の対象範囲に含まれるか教えて

ほしい。 

 

人に焦点を当てた施策であるため、労働組合は主な対象とはしていな

い。あくまで、働き手がどのような働き方を選べるかという点が本施策の

主眼である。 

 

事前質問に関連して、中間成果「市内での起業につながる」というのは

スタートアップ支援の目標として弱いのではないか。起業の後押しだけで
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担当部局 

 

 

 

 

 

饗󠄀場委員 

 

担当部局 

 

 

 

田中委員 

 

 

 

 

 

 

須永委員 

 

 

担当部局 

 

饗󠄀場委員 

 

担当部局 

 

 

はなく、その後、事業が軌道に乗ったかのモニタリングも重要であると思

うが、本施策の中で実施しているか。 

 

継続して事業活動できるという点は大変重要であるが、継続的なモニタ

リングは行っていない。現在、施策２９「多様な働き方の支援・充実」の

中で、事務事業のアウトプットとしてセミナーの開催数、施策のアウトカ

ム指標として実際の創業数を掲げている。起業後のフォローについては、

課題として今後検討する。 

 

高齢者の定義及び人数を教えてほしい。 

 

６５歳以上を高齢者として定義しており、令和７年１月１日時点で、戸

田市内には高齢者が２４，０３８人いる。なお、労働の観点で、年齢に上

限は設けていない。 

 

求人募集や採用における年齢制限は、法律により原則として禁止されて

いる。 

 求人という観点では他にも課題があり、埼玉県と東京都の間には賃金水

準に地域間格差がある。また、身近な小売店等でも高い時給で募集が行わ

れるなど、市内の事業所における人材確保は非常に厳しい状況にある。特

に学生等の若い世代は、より条件の良い都内へ流出しやすい傾向にある。 

 

施策指標「市内事業所の従業者数」には、短時間勤務者やフリーランス

の人も含まれるか。 

 

含まれる。 

 

外国人の就労支援はどのようになっているか。 

 

外国人就労はかなり専門的な分野であるため、埼玉労働局と協定を結ん

でいて、相談があった場合はハローワークにつなぐ運用をしており、市で

は特段実施していない。 
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須永委員 

 

 

担当部局 

 

 

濱田委員 

 

 

 

担当部局 

 

 

 

濱田委員 

 

 

担当部局 

 

佐藤委員長 

 

担当部局 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐藤委員長 

 

ロジック・モデルシートの産出「労働団体の活動が継続的に行うことが

できる」とあるが、戸田市内にある労働組合を教えてほしい。 

 

「戸田地区労働組合協議会（戸田地区労）」と「連合埼玉 川口・戸田・

蕨地域協議会」の２団体に助成している。 

 

労働流動性の高い昨今、あえて退職金を設けずに、代わりに給料をアッ

プしているスタートアップ企業もある。そのような中、退職金制度の確立

を支援することを福利厚生の充実と捉えている背景を教えてほしい。 

 

以前は戸田市独自の退職金支援制度があったが、それを廃止し、国の中

退共に上乗せする補助制度とした経緯があり、事業者支援につながると捉

えており、継続している。 

 

退職金ではなく給料に上乗せする形で補助する方法もあるかと思うが、

変更する予定はあるか。 

 

現時点では、現行の取り組みを継続する予定である。 

 

前期基本計画の施策指標を決定した際の政策的議論を教えてほしい。 

 

前期基本計画決定時の政策的議論の経過は、把握できていない。ただ、

前期基本計画で掲げていた「多様な働き方実践企業数」及び「創業比率」

は、施策指標としては率直にふさわしくなかったという反省がある。後期

基本計画では、アウトプットではなくアウトカムを施策指標として掲げ

た。具体的には、相談支援や就職支援セミナーを行った結果として、「戸

田市ふるさとハローワークの就職決定数」を施策指標とした。また、「創

業比率」については、経済センサス及びＲＥＳＡＳでは確認できなくなっ

てしまったため、後期基本計画では把握可能な「創業者数」に変更した。 

 

 既に後期基本計画がスタートしており、新しい施策指標が決定している
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担当部局 

 

 

 

長野委員 

 

 

 

担当部局 

 

タイミングではあるが、確認したい。 

前期基本計画と後期基本計画を見比べると、「市内事業所の従業者数」

だけは継続している施策指標である。ロジック・モデルシート上の最終成

果「多様な働き方を選択することが可能となる状態」は、シンプルでわか

りやすいが、多様な働き方が選択可能かを測る指標として、適当と言える

だろうか。基本的なデータとして参考にはなるが、別のアウトカム指標の

方が適切であったと思う。 

 

後期基本計画策定時に苦慮しながら施策指標を設定した。例えば、「労

働力率」とすることも検討したが、国勢調査の結果でしか測れないため、

５年に１度しか実績を出せないことから断念した。本施策では市内事業者

への支援も行っており、継続的に数値を追跡できるという点から、「市内

事業所の従業者数」は残置した。 

 

ロジック・モデルシート上の最終成果「多様な働き方を選択することが

可能となる状態」の主語は住民か。 

 

そのとおりである。 

 

総合振興計画の施策の目的として、キャリア形成の実現について言及さ

れているが、該当する事務事業を教えてほしい。 

 

「労働対策事業」の中で、未就労者の就労支援を実施している。キャリ

ア形成は、今働いている人のステップアップという意味合いではなく、未

就労者に対する就職支援やキャリアデザインを指す。 

 

本施策では女性や若者もターゲットにしているが、個別の効果はわから

ないという状況になっている。効果がわからない分野に対して、どのよう

にリソースを配分する設計としたのか、その理由を教えてほしい。 

 

女性や高齢者等、就職に苦慮している層に支援を行うという意味で施策

の目的に例示したが、個別の効果までは把握していない。 
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担当部局 

 

須永委員 

 

担当部局 

 

法人住民税の均等割を払い始めた事業者の数を確認することで、変化を

捉えることはできないか。 

 

そのようなデータの抽出はしていないのが現状である。就労支援自体

は、国の役割が大きく、県でも様々な取り組みを実施している中、市とし

てできる範囲は限られる。女性向けや高齢者向けの就職支援セミナーは開

催しているが、予算・人員の限りがあるので、その前後におけるデータ分

析までは行っていない。 

 

施策の目的の中で、セグメントを分けて記載している。例えば、健康長

寿課では高齢者の就業率に関するデータを持っているか。 

 

持っていない。 

 

第４次総合振興計画では、「高齢者の社会参加の促進」という施策があ

ったと思うが、現行計画の施策３２「市民活動の活性化と地域交流の促進」

に統合されたのか。 

 

施策１１「高齢者福祉環境の整備・充実」に統合された。 

 

戸田市ふるさとハローワークを介した就職者については、年代別のデー

タを把握している。 

 

市内事業所における女性従業員の比率や、女性管理者の比率は把握して

いるか。 

 

把握していない。 

 

女性の就労に特化した取り組みは行っているか。 

 

「起業支援事業」や「労働対策事業」の中で、女性を対象とした就職支
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佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

 

佐藤委員長 

 

担当部局 

 

 

佐藤委員長 

 

 

担当部局 

 

饗󠄀場委員 

 

担当部局 

援セミナーを開催しているが、女性に特化した事務事業は設けていない。 

 

男女共同参画の観点で、他の所属が女性向けの取り組みを事業化してい

る可能性はあるのではないか。もし事業化しているのであれば、本施策に

再掲すべきである。 

 

他部署で女性向けの起業支援や就職支援を行っていない。以前は、経済

戦略室に女性活躍応援担当があったが、第５次総合振興計画開始時に同担

当が廃止され、基本的には男女の区別なく取り組みを実施することとなっ

た。 

 

女性だけでなく男性に関する市独自のデータは扱っていない。 

 

政策判断として女性活躍応援担当を廃止したと思われるが、結果として

よかったか否かの判断は必要である。併せて、事務事業も廃止されたのか。 

 

女性活躍応援担当は廃止したが、取組としては継続しており、事務事業

の中で女性に特化した支援は継続して行っている。 

 

具体的な事務事業名を教えてほしい。 

 

例えば、「起業支援事業」の中で、対象を女性に絞った起業支援セミナ

ーやチャレンジショップを開催している。 

 

「起業支援事業」の目標達成状況では、性別の数値が掲載されていない

が、内訳を教えてほしい。 

 

起業支援セミナーは、全１２回のうち７回が女性向けである。 

 

市役所でも開催していたか。 

 

セミナーは商工会館で、あいパルではチャレンジショップを開催してい
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長野委員 

 

担当部局 

 

 

 

 

長野委員 

 

担当部局 

 

 

 

濱田委員 

 

 

る。 

 

実施しているが、事務事業評価シート上はデータを掲載していないとい

うことか。 

 

そのとおりである。 

 

若者を対象とした事業は実施しているか。 

 

若者のみを対象としたセミナーは実施していないが、多くのセミナーで

対象年齢を絞っておらず、実際には若者もシニアの方も参加しているとい

うのが実態である。 

 

多様な働き方を掲げている一方で、資料上は行っている取り組みが見え

にくい。実際に実施しているのであれば、見える化してほしい。 

 

戸田市役所に相談で来庁した人の統計は取っているのか。 

 

統計を取っており、男女比では男性が若干多く、昨年度のふるさとハロ

ーワークの就職決定者は男性１３４人、女性が１１９人だった。ふるさと

ハローワークなので、地元で働きたい人の相談が多く、シニアの男性が比

較的多い。 

 

障害者に関する統計は取っているか。 

 

障害者と外国人はふるさとハローワークで対応しておらず、ハローワー

ク川口を案内している。 

 

〇資源の方向性、その他 

施策評価シート上の予算の方向性に関して、「令和８年度からの戸田市

若者奨学金返済サポート補助金の実施に伴い、予算の増加を見込んでい

る。」とあるが、概要を教えてほしい。 
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濱田委員 
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市内在住の４０歳未満の若者で、市内に所在する中小企業等に就労する

者を対象に、奨学金の返済額の一部を最大５年間補助する、申請主義の制

度である。金額としては、月額最大１万円、初年度は年間最大６万円の補

助を受けられる。 

 

贈与型か。 

 

奨学金の返済をサポートする補助金であり、返還義務のない贈与型であ

る。 

 

「工業振興事業」の事業費について、令和８年度及び令和９年度と比較

して、令和１０年度及び令和１１年度が増額している理由を教えてほし

い。 

 

産業立地をより一層推進するべく、産業立地推進事業のメニュー変更を

見込んでいるためである。 

事務事業評価シート上、令和７年度は決算額、令和８年度は予算額が掲

載されており、実際に令和７年度の予算額は令和８年度と同規模であった

が、執行率が低かった。 

産業立地支援推進事業は、立地した翌年度の固定資産税の支払いに充て

てもらう内容である。申請主義ではあるが、産業立地が多い場合は、翌年

度の補助額が増えることになる。 

 

「工業振興事業」の事務事業評価シートについて、受益・負担の公平性

の評価に当たり、「補助金以上に事業者からの税収が期待できるため」と

の記載があるが、単年度ではなく複数年度で捉えているか。また、どのよ

うにモニタリングを行っているか。 

 

補助金を活用して立地が進めば、市内で数年間は継続して事業を実施し

てもらえる可能性が高く、市外への移転防止にもつながり、税収が増える

と見込んでいるが、実際の税収の計算までは行っていない。 
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再掲の事務事業については、本施策の資源の方向性の評価には含めない

という理解でよいか。例えば、「工業振興事業」は施策３０が本籍である

が、本施策に再掲されている。 

 

そのとおりである。施策評価シート上の事業費には、再掲の事務事業の

事業費は含まれていない。 

 

若者奨学金返済サポート補助金について、対象枠の拡大や補助額の増額

は見込んでいるか。 

 

現状は、今年４月から９月までの期間、月額１万円を補助することが決

まっており、来年度は１０月から翌年９月までが対象となる。対象枠の拡

大や補助額の増額については、実績を見て検討する。 

 

このような補助金制度は、なぜ支給しているのかが曖昧になりがちであ

る。例えば、音楽系の公益法人では、奨学金を支給した人が将来的にどの

ような成果を出しているのかモニタリングし、効果検証を行っている事例

もある。戸田市においても、成果が見える形でアピールすると、政策の意

義がより市民に伝わるのではないか。 

 

効果検証を行う予定はあるか。 

 

事後の申請・交付であるため、実績の把握を行う予定である。市内企業

に若者を呼び込む一助になることを期待しているため、今後企業からの声

を拾っていきたい。 

 

５ 閉 会 
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希望の保

育園に入

れる

保育施設

職員の保

育に対する

意識が高

まる

望ましい教育、保育環境が確

保できる
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施 策

【施策の目的】
市民の多様な保育・教育ニーズに対応するため、必要なサービスの量と質を
確保し、環境整備を図ります。また、幼稚園、保育施設、小学校の連携を強化し、
子育てに関する切れ目のない支援の充実を図ります。

2 乳幼児期の保育・教育の充実

現況と課題

	● �戸田市では、待機児童数がピークとなった平成28年度（2016年度）に待機児童緊急対策室を設置し、受入枠

の緊急拡大、保育人材の緊急確保を進めました。この待機児童対策により認可保育所や小規模保育事業所※

の新設などが進み、保育の量を拡大しましたが、一方で保育の質の確保が課題となっています。

	● �令和元年（2019年）10月から実施された幼児教育・保育の無償化により、保育施設及び幼稚園を利用する世

帯の経済的負担は軽減されましたが、無償化により新たに保育施設等を利用する希望者の増加による待機児

童の発生が懸念されます。

	● �全国的な保育士不足のなか、質の高い魅力的な保育を行っていくためには、保育人材の確保・定着化が課題

です。このため、各保育施設の保育士が学習できる機会の提供や各保育施設の交流により、それぞれのつなが

りを作ることで経験を共有する場を設けるなど、保育士が働きやすい環境を作ることが必要です。

	● �特別支援保育や虐待、貧困等による個別に配慮が必要な子どもが増加しており、小学校での生活の変化に対

応が難しい子どもへの支援が課題となっています。子どもの発達や学びの連続性を踏まえ、幼稚園や保育施設

から小学校へ子どもの健やかな育ちをつないでいく必要があります。
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基本目標 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまちI
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計
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取り組みの方針

（１）保育の質の確保
	■ �市民の多様な保育ニーズに応えるため、保育コンシェルジュ※による相談対応などにより、希望に沿った保育施

設や保育サービスに関する情報を提供します。

	■ �保育の質の向上のため、専門職による各保育施設への指導監査や巡回指導を実施するほか、市内合同研修を

充実します。

（２）保育人材の確保・定着化
	■ �戸田市の保育の魅力アップのため、運営事業者間の垣根を越えて交流や連携を図り、働きやすい職場環境づく

りや安定的な運営の維持などに取り組みます。

	■ 地域の資源や人材とのつながりを深め、多様な保育の担い手を確保します。

（３）幼保小の切れ目ない支援
	■ �幼稚園や保育施設から小学校の生活にスムーズに移行できるよう、保育園等の保育施設や幼稚園と市、市教

育委員会、その他地域の関係団体等の連携強化に積極的に取り組みます。

関連計画

	● 第２期戸田市子ども・子育て支援事業計画

指標名 指標説明 当初値 目標値 備考

待機児童数 保育所等の待機児童数（毎
年４月１日現在） 0人 ０人 ０人を維持

幼児教育・保育の無償
化対象施設数

幼児教育・保育の無償化対
象の確認を受けた施設数 52施設 58施設 年度当たり１施設増

小学校への接続カリ
キュラム実施施設数

小学校就学に向けた就学接
続カリキュラム（アプローチ
カリキュラム）の実施施設数

15施設 44施設 市内全保育所で実施（100％）

主要指標
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施策の目的

市民の多様な保育・教育ニーズに対応するため、必要なサービスの量と質を確保し、環境整
備を図ります。また、幼稚園や保育施設、小学校の連携を強化し、子育てに関する切れ目のな
い支援の充実を図ります。

 ■ 現況と課題

 ● 全国的に急速に少子化が進行する中、女性就業率の上昇や就労環境の多様化により、保育所の申込率が上
昇しています。

 ● 令和５年（2023 年）12 月に策定された「こども未来戦略」では、こども誰でも通園制度※や保育士配置
基準の改善、医療的ケア児等の支援体制強化などが示されたことから、本市の環境に合った事業を検討し
ていく必要があります。同時に、特別な支援が必要なこどもの増加や、保育が必要な医療的ケア児の受入
体制の拡充などに適切に対応する必要があります。

 ● 全国的に深刻な保育士不足の中、保育士の処遇改善や労働環境の改善等が求められており、戸田市におい
ても保育士不足は喫緊の課題です。

 ● 保育士の負担増や保育施設の利用定員減少を招くおそれがあることから、保育人材の確保や定着化、離職
防止等を早急に行うとともに、保育の質と魅力の向上を図り、保護者が安心してこどもを預けられ、保育
士が安心して働ける保育園づくりを行っていく必要があります。

 ● 特別支援保育や虐待などによる個々に配慮が必要なこどもが増加しており、こどもの発達や、幼稚園や保
育施設から小学校への学びの連続性を踏まえ、こどもの健やかな育ちをつないでいく必要があります。

第二領域

第三領域 第四領域

第一領域
0.4

0.3

0.2

0.1

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

満
足
度

重要度

重要度平均値
0.15

満足度平均値
0.17

乳幼児期の保育・
教育の充実｠

乳幼児期の保育・教育の充実施策
2
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 ■ 取組の方針

（１）安心して利用できる保育サービスの提供　 総合戦略

 ● 保育サービスを必要とする人が安心してこどもを預けることができるよう、保育コンシェルジュ※による
相談やニーズに応じた情報を提供します。

 ● 「こども未来戦略」の各種取組（こども誰でも通園制度等）をはじめ、一時預かりや病児・病後児保育事
業などの多様な保育ニーズに対応した事業見直しや展開を行います。また、公立保育園に求められる役割
等についても検討していきます。

（２）質の高い幼児教育・保育の充実
 ● 保育士の確保と定着化に関する実効性ある取組を行うとともに、保育士や看護師、栄養士、保育アドバイ
ザーの専門チームによる各保育施設への指導監査や巡回指導、市内合同研修の充実などにより保育士のス
キルや保育の安全性・利便性を高めます。

 ● 公立や民間保育施設、行政の連携により、戸田市全体の保育の質と魅力の向上を図ることで、利用者や保
育士に選ばれる保育園づくりを推進します。

 ● 幼稚園や保育施設から小学校への生活にスムーズに移行できるよう、幼稚園や保育施設、小学校、市教育
委員会との連携を強化し、継続的な成長と学びを支える環境を整えます。

（３）配慮が必要なこどもへの支援
 ● 医療的ケアが必要なこどもを含む一人ひとりの育ちを保障し、集団生活を通して相互に豊かな関わりを持
てるよう、保育環境の整備や専門的な研修を行います。

 ● 保育施設や専門機関等と連携し、乳幼児の発達などについて観察、把握を行い、保育士や保護者への支援
を行います。

施策指標
指標名 指標説明 当初値 目標値 備考

待機児童数 保育所等の待機児童数（毎年
4 月 1 日現在） 18 人 0 人 待機児童ゼロを目指す

研修修得度合
保育施設向け研修会における
参加者の修得度合（アンケー
ト結果）

－ 85.0% 過去の類似実績から勘案して設定

小学校への架け橋期のカリ
キュラム（アプローチカリ
キュラム）実施施設割合

小学校就学に向けた架け橋期
のカリキュラム（アプローチ
カリキュラム）を実施する施
設の割合

74.0％ 100％ 市内全ての保育所、幼稚園におけ
る実施を目指す

 ■ 関連計画
 ● 戸田市こども計画



等が懸念さ 材確保等を支援する。

れるだけでなく、保育士の負担増や保育の質の低下を招くこと 　また、戸田市内の公立・私立や園の規模の垣根を超え、市全

にも繋がりかねないため、保育人材の確保や定着化、離職防止 体で手を取り合う独自の仕組み「とだモデル」を推進し、保育

等を早急に図る必要がある。 の質と魅力を向上させ、利用者や保育士に選ばれる保育園づく

　また、国の「こども未来戦略」に掲げる保育に係る取組（こ りを目指す。

ども誰でも通園制度、保育士配置基準改善、医療的ケア児等の 　さらに、国の「こども未来戦略」の各種取組及び幼保小の接

支援体制強化等）を実施する必要がある。 続カリキュラムの実施については、現状と課題等を整理しなが

ら、より効果的な体制が構築できるよう努めていく。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 8年 6月18日 作成部局名 こども健やか部 担当部局名

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

保育幼稚園課

01
子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち

02
乳幼児期の保育・教育の充実

市民の多様な保育・教育ニーズに対応するため、必要なサービスの量と質を確保し、環境整備を図ります。また、幼稚園、

保育施設、小学校の連携を強化し、子育てに関する切れ目のない支援の充実を図ります。

民間保育所事業

認定こども園事業

小規模保育事業

施設等利用給付事業

保育園管理運営費

待機児童数 保育所等の待機児童数(4月1日現在)
人 0 0 8 0 0 0 18

(「子育て安心プラン」に基づく目標 )

幼児教育・保育の無償化対 無償化対象の確認を受けた施設数
施設 58 52 54 54 50 52 53

象施設数 (年に1施設ずつ増加 )

小学校への接続カリキュラ 就学接続カリキュラムの実施施設数
施設 44 15 20 20 20 40 41

ム実施施設数 (市内全保育所での実施 )

　令和４年４月以降は、これまで様々な対策を行ってきたこと 　保育人材の確保等については、給与月額の上乗せ補助制度で

から、待機児童は生じていなかったが、令和７年度は１歳児ク ある「とだ保育士応援手当」を継続するとともに、期間限定で

ラスの児童数が増加したこと等により待機児童が発生した。 あった「宿舎借上げ支援補助制度」を引き続き実施していくこ

　また、全国的に深刻化している保育士不足は、本市も例外で とで、これらの事業の更なる周知を図りつつ、民間保育所の人

はなく厳しい状況が続いており、保留児童数の増加



）

保育園管理運営費 107,123

132,638

－ － １ － － － － 予01 01 03 02 04 01 01 132,638

フルタイム会計年度任用職員 132,638

について、適正な任用及び運 0

03 保育園事務費　（保育幼稚園課）

保育園事務費

義
務

19,241

5,819

－ － １ － － － － 予01 01 03 02 01 03 01 5,819

－ 4,814

0

保育料等管理事業

義
務

5,366

8,902

－ ○ １ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 義02 01 03 02 01 03 02 8,902

児童福祉法第５６条第３項及 8,902

び子ども・子育て支援法附則 13,528

01 施設型給付事業　（保育幼稚園課）

民間保育所事業

義
務

5,460,901

6,118,654

－ － １ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ 義01 01 03 02 02 01 01 6,118,654

民間の認可保育所に負担金及 1,949,686

び補助金等の助成を行って、 13,528

幼稚園事業

義
務

37,746

186,533

－ － １ Ａ Ａ Ａ Ａ 義02 01 03 02 02 01 02 186,533

文部科学省の基準や子ども子 58,976

育て支援法、戸田市例規等の 4,058

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 8年 6月18日 作成部局名 こども健やか部 担当部局名

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０８年度（事業費総額） 令和０９年度 令和１０年度 令和１１年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０８年度（人件費総額） 令和０９年度 令和１０年度 令和１１年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R7決算額
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靱
化
計
画
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合
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事
業
の
方
向
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施
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画
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策
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先
度
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策
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献
度

経
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準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
9

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

待機児童数については、令和４年４月以降０人を維持していたところ、令和７年度は１歳児
クラスの児童数が増加したこと等により待機児童が発生したが、一時的なものであり令和８
年度は０人に解消したことから、今後も就学前児童数や保育需要の動向を見極めながら、待
機児童数及び保留児童数の減少を目指していく。

Ｂ
また、「とだの保育の質・魅力向上プロジェクト」として各種課題の解決に向けた協議の場
を立ち上げ、実効性ある取組を継続的に実施しながら、「安心して、預けられ、働ける保育
園づくり」に努めていく。

8,611,806 → 8,611,806 → 8,611,806 → 8,611,806
民間保育所等に対する処遇改善等の給付費増額、公立保育園の大規模改修や修繕など人件費や物価の高騰に伴い、将来的には増加が見込ま
れる。

955,077 → 955,077 → 955,077 → 955,077
保育施設の増加等による指導・監査や補助業務の事務負担、幼児教育・保育無償化業務、保育現場業務の多様化、さらに複雑専門化してい
く保育制度への対応など、業務量の増加に伴う人員増が見込まれる。

01 保育園管理運営費　（人事課



健

施設等

や

利用給付事業

任
意

35

か

0,229

306,7

部

08

－ － １ ○ Ａ Ａ Ｂ Ａ

担

義01 01 03 02 0

当

2 11 01 306,7

部

08

支給要件を満たし

局

た認定子ど 77,30

名

9

もが利用した際に要

５

した費用 6,764

．

12 私立幼稚園

事

事業　（保育幼稚園課

務

）

事業の

私立幼稚園事業

義
務

1

検

3,865

16,35

討

1

－ ○ １ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 義0

【

1 01 03 02 02 1

一

2 01 16,351

法

般

令や戸田市例規等の基

会

準に 14,085

基づ

計

いて､幼稚園設置者等

】

に 3,382

（

16 乳児等通園支援事

単

業　（保育幼稚園課）

位：千

乳

円

児等通園支援事業

義
務

）

0 （令和８年度から実

事

施する事業）

9,25

務

9

－ － １ ○ － － － － 義

事

01 01 03 02 02

業

16 01 9,259

0

評

歳6か月以上満3歳未

価

満の保 1,546

育所

の

等に通っていないこど

結

も 16,910

果 担当部局の評価
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事業費R コメント
9

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

認定こども園事業

義
務

221,193

304,540

－ － １ Ａ Ａ Ａ Ａ 義03 01 03 02 02 01 03 304,540

子ども子育て支援法、戸田市 113,910

例規等の基準に基づいて､施 3,382

02 地域型保育給付事業　（保育幼稚園課）

小規模保育事業

義
務

516,650

670,481

－ － １ Ａ Ａ Ａ Ａ 義01 01 03 02 02 02 01 670,481

小規模保育施設を運営する事 175,600

業者に対し、運営費等の補助 4,735

事業所内保育事業

義
務

39,927

81,267

－ ○ １ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ 義02 01 03 02 02 02 02 81,267

事業所内保育施設を運営する 29,821

事業者に対し、運営費等の補 2,029

03 一時保育事業　（保育幼稚園課）

戸

一時保

田

育事業費

義
務

9,39

市

3

10,093

－ － １

施

○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 義01 01

策

03 02 02 03 01

評

10,093

公立保育

価

園において、満1歳 3

シ

,203

以上の未就学

ー

児に対して、1 20,

ト

292

05 病

作

児・病後児保育事業　

成

（保育幼稚園課）

日 令和

病児・

 

病後児保育事業

任
意

3

8

4,650 共働き・共

年

育ての定着や安心して

 

子

34,789 育てが

6

できる環境の充実を図

月

るため

－ ○ １ ○ Ａ Ｂ Ｂ

1

Ｂ Ｂ01 01 03 02

8

02 05 01 34,7

日

89 継続していく。

日

作

常的疾患、伝染病疾患

成

、慢 17,649

性疾

部

患等の病児・病後児回

局

復 676

11

名

施設等利用給付事業　

こ

（保育幼稚園課）

ども



健やか部 担当部局名

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R7決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R8予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
9

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

18 認可外保育施設運営支援事業　（保育幼稚園課）

認可外保育施設運営支援事業

任
意

3,684

0

－ － ９ Ａ Ａ Ａ Ａ 終01 01 03 02 02 18 01 0

認可外保育施設を運営する事 0

業者に対し、物価高騰に係る 0

01 保育園管理運営費　（保育幼稚園課）

保育園管理運営費

義
務

608,499

725,772

－ ○ １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 義01 01 03 02 04 01 01 725,772

公立保育園の安全かつ安心な 573,375

保育を運営するため、入所児 865,792

R7決算額 R8計画額 R9予算額
計（千円） 事業費 7,428,467 8,611,806 8,611,806

う

戸

ち一般財源 2,677

田

,778 3,126,

市

514 3,161,5

施

14

事業の方向性： １

策

現状で継続　 ２拡大し

評

て継続 ３縮小して継続

価

　　　４他事業と統合

シ

　　　５休止　　　６

ー

その他見直し

７令和9

ト

年度で終了 ８令和8年

作

度で終了 ９令和7年度

成

で終了

日 令和 8年 6月18日 作成部局名 こども



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 23362 保育園事務費

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 入所・認定担当

組織コード
R8 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 01 03 01

記入日 令和 8年 6月 4日
R7 18 04 00 R7 01 03 02 01 03 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ○ 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ● 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 子ども・子育て支援法 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
保育が必要な子育て家庭の児童及び保育を必要とする保護者

※予算編成用シート

事業目的

－

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 19,241 5,819 5,819 5,819 5,819

財
源
内
訳

国庫支出金 7,728 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 1,005 1,005 1,005 1,005

一般財源 11,513 4,814 4,814 4,814 4,814

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 19,241 5,819 5,819 5,819 5,819



2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



等管理 保育料等管理 保育料等管理

事業 事業 事業 事業 事業

事　業　費 5,366 8,902 8,902 8,902 8,902

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 5,366 8,902 8,902 8,902 8,902

人　件　費 14,280 13,528 13,528 13,528 13,528

投入 常勤職員 2人 2人 2人 2人 2人

人員 非常勤職員 1人 1人 1人 1人 1人

事業費＋人件費 19,646 22,430 22,430 22,430 22,430

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 23364 保育料等管理事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 入所・認定担当

組織コード
R8 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 01 03 02

記入日 令和 8年 6月10日
R7 18 04 00 R7 01 03 02 01 03 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ○ 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ● 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法第５６条第３項・第１０項、戸田市保育

根拠法令 料の徴収に関する規則、地方税法及び国税徴収法 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－１、２－２

対象
保育所入所児童保護者

保育園管理システムにより入所児童の管理をして､迅速な市民対応を行う｡また､保育料等の徴収･収納において保護者が納付

事業目的
しやすい環境を整え､収入未済額を圧縮し、健全な保育所運営のため財源確保を図る｡

児童福祉法第５６条第３項及び子ども・子育て支援法附則第６条第４項に規定する費用の徴収のために口座振替を勧奨し､

その件数を増やす｡また､保育料の現年度内徴収に努め､繰り越したものについては児童福祉法第５６条第６項及び子ども・

子育て支援法附則第６条第６項による滞納処分を執行し、滞納事案をなくす。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

保育料等管理 保育料等管理 保育料



果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 効率的な徴収事務により必要最低限の人件費に抑制出来ている。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 現年度分の保育料については口座振替を推奨し、未納者に対しては督促状の送付や電話催告等を行

うことで、収納率の向上を図っている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 保育料の徴収を適正に行うことは、公平な保育サービスの提供につながる。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
年２回実施される「戸田市未収金回収強化期間」における全件への電話催告をはじめ、催告書や督促状の送付、

令和７年度に キャッシュレス決済の拡大により、納付機会を増やし、収納率の向上に努めた。また、滞納者に対しては、預金

実施した 口座情報の調査や預金差押えを実施し、適正な保育料管理業務を行った。特に延長保育料については、在園中に

取組内容・効果 保育園と連携を図り、卒園前の完納を促した。

滞納者に対し給与照会予告等を行い、収納率を更に向上させる。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
本事業については現状継続とし、催告等を頻繁に実施できる体制を確保して、保育料収納率のさらなる上昇を目

事業の方向性・
指す。

取組方針
また、口座振替の勧奨については、市民の利便性向上のためスマートフォン決済を導入したことにより減少傾向
にあるが、今後は新規利用者を中心に口座振替の利用を伸ばすための促進活動を行い、口座振替登録件数の増加
を目指す。

4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 保育料口座振替勧奨 3月分保育料の口座振替 ％ 73 74 75 76 77
活動① 件数/調定件数 75.5 64.6 60.2 61.4 62.4
事務事業 滞納処分件数（滞納処分停止件数 滞納処分の執行件数及び 件 3 3 3 3 3
活動② を含む） 滞納処分の停止処分件数 3 10 6 3 7
事務事業 保育料収納率（公立） 保育料収納額÷保育料調 ％ 99 99 99 99 99
成果① 定額 99.2 98.7 99.5 98.2 99.2
事務事業 保育料滞納繰越額収納率（年度末 滞納繰越分収納額（年度 ％ 19.5 20 20.5 21 21.5
成果② ） 末）÷滞納繰越分調定額 17.3 22.3 23.7 22.7 34.7
事務事業 保育料収納率（私立） 保育料収納額÷保育料調 ％ 99 99 99 99 99
成果③ 定額 99.2 98.9 98.7 99.4 99.5
総合戦略 保育料収納率（私立） 保育料収納額÷保育料調 ％ 99 99 99 99 99
KPI① 定額 99.2 98.9 98.7 99.4 99.5

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
市民の利便性向上のため、納付書のバーコードを読み取ることで保育料の支払いが可能となるスマートフォン決済を導入して

状況
以降、口座振替件数はほぼ横ばいにとどまり、目標を下回る結果となった。一方、滞納整理については、催告・差押・執行停

の分析 止等滞納処分を重点的に実施したことで、目標を大幅に上回る実績に繋げることができた。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 保育所運営において、保護者から徴収する保育料は重要な財源である。したがって、保育料滞納額

の減少は、保育環境の充実につながると考えられる。

評価結



460,901 6,118,654 6,118,654 6,118,654 6,118,654

財
源
内
訳

国庫支出金 2,178,288 2,610,386 2,610,386 2,610,386 2,610,386

県支出金 1,013,572 1,118,528 1,118,528 1,118,528 1,118,528

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 500,189 440,054 440,054 440,054 440,054

一般財源 1,768,852 1,949,686 1,949,686 1,949,686 1,949,686

人　件　費 14,280 13,528 13,528 13,528 13,528

投入 常勤職員 2人 2人 2人 2人 2人

人員 非常勤職員 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

事業費＋人件費 5,475,181 6,132,182 6,132,182 6,132,182 6,132,182

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 20612 民間保育所事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R8 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 02 01 01

記入日 令和 8年 6月10日
R7 18 04 00 R7 01 03 02 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

子ども・子育て支援法 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 児童福祉法第５１条第４項（市町村の支弁）　　　 関連計画

通 達 等 戸田市民間保育所補助金交付要綱 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
民間の認可保育所に入所する児童とその保護者

民間の認可保育所が日中保育が必要な家庭の児童（０歳児から５歳児）を保育し、児童を心身ともに健やかに育成する。ま

事業目的
た、施設の健全な運営と児童及び職員の処遇を改善し、保育の充実を図る。

民間の認可保育所に負担金及び補助金等の助成を行って、保育が必要な児童の保育を民間の認可保育所に委託している。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

民間保育所運 民間保育所運 民間保育所運 民間保育所運 民間保育所運

営費等補助金 営費等補助金 営費等補助金 営費等補助金 営費等補助金

等事務事業 等事務事業 等事務事業 等事務事業 等事務事業

事　業　費 5,



ION＞
保育士に対する処遇改善等加算の増額に伴う保育所運営費の適正な支出に加え、上記の各種補助事業を適切に実

令和７年度に 施することにより、安全で安心な保育環境の整備に寄与していく。

実施した
取組内容・効果

保育士に対する処遇改善等加算の増額に伴う保育所運営費の適正な支出に加え、上記の各種補助事業を適切に実
施することにより、安全で安心な保育環境の整備に寄与していく。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
民間保育所への補助事業について、必要性、妥当性及び実効性を検討しながら、保育を必要とする保護者が安心

事業の方向性・
安全な保育を受けられるための事業を実施し、選ばれる保育園づくりの実現に向け、さまざまな取組みを継続し

取組方針
ていく。

6 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 補助金支給保育園数 運営費・補助金を支給す 園 37 37 37 37 37
活動① る市内民間保育所数 37 37 37 37 37
事務事業 民間保育所入所児童数 民間保育所入所児童延べ 人 33,100 33,100 33,100 33,100 33,100
成果① 人数 34,948 34,349 34,723 34,721 34,618

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
民間保育所の入所状況は、年間を通して定員に近い入所率で推移しているが、一部の年齢クラスでは定員に空きが生じている

状況
保育園もある。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 子ども・子育て支援制度の計画に沿った保育施設受け入れ枠を設定しており、必要な保育ニーズに

対応していると考える

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 国、県、市の負担割合が規定されており適正な執行が実施できていると判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 民間事業者の活力を生かした事業であり、保育の委託を通じて必要な給付を実施している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 利用者負担額は、市が住民税額に応じて保育料を決定しており、受益の公平性と負担の適正化は図

られている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACT



8,969 58,969

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 15,685 58,976 58,976 58,976 58,976

人　件　費 4,284 4,058.4 4,058.4 4,058.4 4,058.4

投入 常勤職員 0.6人 0.6人 0.6人 0.6人 0.6人

人員 非常勤職員 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人

事業費＋人件費 42,030 190,591 190,591 190,591 190,591

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 44860 幼稚園事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R8 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 02 01 02

記入日 令和 8年 6月10日
R7 18 04 00 R7 01 03 02 02 01 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ○ 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ● 対象外

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

子ども・子育て支援法第３４条 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
施設型給付の対象施設のうち、学校教育法第１条に規定する幼稚園

幼稚園経営の健全発展及び教職員の資質の向上を図ることにより､本市幼児教育の振興に寄与することを目的とする｡

事業目的

文部科学省の基準や子ども子育て支援法、戸田市例規等の基準に基づいて､施設型給付等を行う｡

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

幼稚園施設型 幼稚園施設型 幼稚園施設型 幼稚園施設型 幼稚園施設型

給付費給付事 給付費給付事 給付費給付事 給付費給付事 給付費給付事

業 業 業 業 業

事　業　費 37,746 186,533 186,533 186,533 186,533

財
源
内
訳

国庫支出金 15,056 68,588 68,588 68,588 68,588

県支出金 7,005 58,969 58,969 5



業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
現在、市内の幼稚園１園が新制度幼稚園に移行している。今後も引き続き、実績及び状況を把握しながら、適切

事業の方向性・
な給付を行っていく。

取組方針

8 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 対象施設数 施設型給付を支給する施 園 2 2 2 2 2
活動① 設数 6 4 4 7 4
事務事業 教育・保育給付児童数 給付を受けた児童数 人 100 100 100 100 100
成果① 117 92 73 57 33

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
施設型給付幼稚園に適正な給付を実施することができた。一方、幼稚園の入園児数は年々減少傾向であり、給付児童数につい

状況
ては目標を下回った。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 子ども・子育て支援制度において、幼児教育の質の向上につながっている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 国・県・市の負担割合が規定されており、適正な執行が出来ていると判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ａ Ａ 幼児教育の質の向上において、当該業務の効果は大きい。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 利用者負担額は、3歳児クラス以上無償化となっているため、適正化は図られていると判断する。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし。

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

特になし。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事



3 304,540 304,540 304,540 304,540

財
源
内
訳

国庫支出金 88,231 114,720 114,720 114,720 114,720

県支出金 41,054 75,910 75,910 75,910 75,910

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 91,908 113,910 113,910 113,910 113,910

人　件　費 3,570 3,382 3,382 3,382 3,382

投入 常勤職員 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 224,763 307,922 307,922 307,922 307,922

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 44861 認定こども園事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R8 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 02 01 03

記入日 令和 8年 6月10日
R7 18 04 00 R7 01 03 02 02 01 03

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ○ 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ● 対象外

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

子ども・子育て支援法第３４条 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提 関連計画

通 達 等 供の推進に関する法律第２条第６項 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
施設型給付の対象施設のうち、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第６項に規

定する認定こども園

認定こども園経営の健全発展及び教職員の資質の向上を図ることにより､本市幼児教育及び保育の振興に寄与することを目

事業目的
的とする｡

子ども子育て支援法、戸田市例規等の基準に基づいて､施設型給付等を行う｡

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

認定こども園 認定こども園 認定こども園 認定こども園 認定こども園

施設型給付費 施設型給付費 施設型給付費 施設型給付費 施設型給付費

給付事業 給付事業 給付事業 給付事業 給付事業

事　業　費 221,19



９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
認定こども園が適正に運営されるよう、支援を継続していく。

事業の方向性・
取組方針

10 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 対象施設数 施設型給付を支給する施 園 1 1 1 1 1
活動① 設数 2 6 5 6 9
事務事業 教育・保育給付児童数 給付を受けた児童数 人 2 2 2 3 3
成果① 3 7 18 21 232

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
令和７年度から市内の幼稚園が認定こども園となったため、給付児童数が増加した。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
令和7年4月に、つつじ幼稚園が市内初の認定こども園（幼稚園型）として開設されることに伴い、認可権者であ

令和７年度に る県や法人と密に調整の上、国・県補助を活用し施設整備を推進した。また、市単独での物価高騰対策として、

実施した 給食費の無償化（R5.10～R6.3）を実施し、市外の認定こども園を利用する保護者に対する経済的支援を行った

取組内容・効果 。

令和7年4月の認定こども園開設に向け、施設整備事業費の補助を継続するとともに、開設後の運営に必要な技術
的支援のほか、運営費や補助金等の調査、検討、予算措置等を行う。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和



1 370,398 370,398 370,398 370,398

県支出金 102,826 124,483 124,483 124,483 124,483

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 126,783 175,600 175,600 175,600 175,600

人　件　費 4,998 4,734.8 4,734.8 4,734.8 4,734.8

投入 常勤職員 0.7人 0.7人 0.7人 0.7人 0.7人

人員 非常勤職員 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人

事業費＋人件費 521,648 675,216 675,216 675,216 675,216

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 44286 小規模保育事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R8 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 02 02 01

記入日 令和 8年 6月10日
R7 18 04 00 R7 01 03 02 02 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ○ 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ● 対象外

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法第３４条、子ども・子育て支援法第３４ 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 条 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
地域型保育給付の対象施設のうち、小規模保育事業（定員１９名以下）に該当する施設

定員１９名以下の小規模保育施設への補助を行い、日中保育が必要な家庭の児童（０歳児から２歳児）を保育し、児童を心

事業目的
身ともに健やかに育成する。また、保育の充実を図る。

小規模保育施設を運営する事業者に対し、運営費等の補助を行う。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

小規模保育施 小規模保育施 小規模保育施 小規模保育施 小規模保育施

設運営費等補 設運営費等補 設運営費等補 設運営費等補 設運営費等補

助事業 助事業 助事業 助事業 助事業

事　業　費 516,650 670,481 670,481 670,481 670,481

財
源
内
訳

国庫支出金 287,04



５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
「保育士確保・定着促進事業補助金」を実施し、保育士確保、離職防止に寄与することができた。また、ゼロ歳

令和７年度に 児クラスの空きが保育施設の経営に大きく影響していることを受け、「乳児途中入所推進補助金」を市単独事業

実施した として実施することで、小規模保育施設の健全な施設運営に向けた支援を行うことができた。

取組内容・効果

引き続き、上記補助事業等を実施することで、小規模保育施設の健全な施設運営に向けた支援を継続して行う。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
今後も、小規模保育施設の適正運営及び保育の質の維持・向上を図るため、保育運営や保健衛生等の指導監督を

事業の方向性・
強化する。

取組方針

12 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 補助金支給保育施設数 運営費及び補助金を支給 園 11 11 11 11 11
活動① する施設数 11 11 11 11 11
事務事業 入所児童数 小規模保育施設入所児童 人 2,050 2,050 2,050 2,050 2,050
成果① 延べ人数 2,092 2,143 2,193 2,128 1,999

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
小規模保育施設の入所児童数は、認可保育所の入所児童数の増減に左右される部分があるが、認可保育所の１、２歳児クラス

状況
に空きが少ない状況から小規模保育施設を選ぶ保護者が多く入所児童数は横ばいで推移している。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 子ども・子育て支援事業計画に沿った保育施設受け入れ枠を設定しており、必要な保育ニーズに対

応していると考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 国、県、市の負担割合が規定されており、適正な執行が実施できていると判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 民間事業者の活力を生かした事業であり、保育の委託を通じて必要な給付を実施している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 利用者負担額は、市が住民税額に応じて保育料を決定しており、受益の公平性と負担の適正化は図

られている。



516 38,516 38,516 38,516

県支出金 7,946 12,930 12,930 12,930 12,930

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 9,799 29,821 29,821 29,821 29,821

人　件　費 0 2,029.2 2,029.2 2,029.2 2,029.2

投入 常勤職員 0人 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人

人員 非常勤職員 0人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

事業費＋人件費 39,927 83,296 83,296 83,296 83,296

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 44287 事業所内保育事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R8 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 02 02 02

記入日 令和 8年 6月10日
R7 18 04 00 R7 01 03 02 02 02 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法第３４条、子ども・子育て支援法第３４ 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 条 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－１、３－１

対象
地域型保育給付の対象施設のうち、事業所内保育事業を行う施設

事業所内保育施設への補助を行い、従業員の子どもの保育以外に地域の子どもを一定割合で受入れて保育し、児童を心身と

事業目的
もに健やかに育成する。また、保育の充実を図る。

事業所内保育施設を運営する事業者に対し、運営費等の補助を行う。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事業所内保育 事業所内保育 事業所内保育 事業所内保育 事業所内保育

施設運営費等 施設運営費等 施設運営費等 施設運営費等 施設運営費等

補助事業 補助事業 補助事業 補助事業 補助事業

事　業　費 39,927 81,267 81,267 81,267 81,267

財
源
内
訳

国庫支出金 22,182 38,



図
られている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
地域型保育給付事業として、運営費の支出に加え、第３子以降の多子世帯への保育料軽減事業を実施し、事業所

令和７年度に 内保育事業所の健全な施設運営に向けた支援及び保護者支援を行うことができた。

実施した
取組内容・効果

上記に加え、ゼロ歳児クラスの空きが保育施設の経営に大きく影響していることを受け、「乳児途中入所推進補
助金」を市単独事業として引き続き実施することで、事業所内保育事業所の健全な施設運営に向けた支援を継続

令和８年度に
して行う。

実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
事業所内保育事業所の適正運営及び保育の質の維持・向上を図るため、保育運営や保健衛生等の指導監督を強化

事業の方向性・
する。

取組方針

14 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 運営費支給対象事業所数 運営費及び補助金の給付 園 2 2 2 2 2
活動① 対象となる施設数 2 2 2 2 2
事務事業 入所児童数 事業所内保育施設入所児 人 160 160 160 160 160
成果① 童延べ人数 128 136 187 232 182
総合戦略 事業所内保育実施事業所数 地域型保育及び企業主導 園 4 5 5 5 5
KPI① 型保育事業による施設数 3 5 5 5 5

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
事業所内保育事業所に適正な給付を実施することができた。

状況
認可保育所の１、２歳児クラスに空きが少ない状況から事業所内保育事業所の入所児童数は横ばいで推移している。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 子ども・子育て支援事業計画に沿った保育施設受け入れ枠を設定しており、必要な保育ニーズに対

応していると考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 国、県、市の負担割合が規定されており、適正な執行が実施できていると判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 民間事業者の活力を生かした事業であり、保育の委託を通じて必要な給付を実施している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 利用者負担額は、市が住民税額に応じて保育料を決定しており、受益の公平性と負担の適正化は



9,393 10,093 10,093 10,093 10,093

財
源
内
訳

国庫支出金 2,191 2,160 2,160 2,160 2,160

県支出金 2,191 2,160 2,160 2,160 2,160

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 2,586 2,570 2,570 2,570 2,570

一般財源 2,425 3,203 3,203 3,203 3,203

人　件　費 21,420 20,292 20,292 20,292 20,292

投入 常勤職員 3人 3人 3人 3人 3人

人員 非常勤職員 3人 3人 3人 3人 3人

事業費＋人件費 30,813 30,385 30,385 30,385 30,385

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 7097 一時保育事業費

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R8 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 02 03 01

記入日 令和 8年 6月10日
R7 18 04 00 R7 01 03 02 02 03 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成６年度 ～ 令和１２年度

戸田市一時保育事業実施及び戸田市一時保育利用者 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 負担軽減事業補助金交付要綱　　　保育対策等促進 関連計画

通 達 等 事業の実施について(平成20年6月9日雇児発第06090 施政方針

01号）厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市内在住の現在保育園入所をしていない集団保育可能な満1歳以上の未就学児、及び緊急的、一時的に保育が必要な保護者

等

保護者の就労形態による一時的な保育需要及び傷病等による緊急時保育需要に対応することにより、保育園児以外の子ども

事業目的
を養育する親の子育て支援を行う。

公立保育園において、満1歳以上の未就学児に対して、1日及び半日単位の保育を提供する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

一時保育の実 一時保育の実 一時保育の実 一時保育の実 一時保育の実

施 施 施 施 施

事　業　費



財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし。

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

特になし。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
今後も保護者の利用ニーズに対応できるような事業を実施していく。

事業の方向性・
取組方針

16 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 開所日数 年間の開所日数（月～金 日 240 240 240 240 240
活動① 曜日） 242 243 243 243 242
事務事業 一時保育利用者数 一時保育利用延べ児童数 人 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
成果① 1,521 1,619 1,894 1,475 1,390

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
保育所に入所していない児童の一時的な保育需要に、十分対応していると考える。なお、定員に空きが生じている保育所も一

状況
部に見られるが、幼稚園等の利用や保育が必要な児童として認可保育所に入所できていること等が考えられる。

の分析 利用人数については、市内就学前児童数の減少に伴い目標は達成しなかった。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 保育施設を利用していない児童の保護者の一時的な保育需要に応えている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 担当保育士2名を配置し、適切な保育サービスの提供を行っている。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 利用形態に応じて月の利用回数の上限を設定しており、適正であると考える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 利用料は、1日利用2,000円、半日利用1,000円であり、適正な受益負担の範囲であると判断してい

る。

５．事業の見直し・行



施 保育事業実施 保育事業実施 保育事業実施

（３ヶ所） （３ヶ所） （３ヶ所） （３ヶ所） （３ヶ所）

事　業　費 34,650 34,789 34,789 34,789 34,789

財
源
内
訳

国庫支出金 6,648 8,570 8,570 8,570 8,570

県支出金 6,648 8,570 8,570 8,570 8,570

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 21,354 17,649 17,649 17,649 17,649

人　件　費 714 676.4 676.4 676.4 676.4

投入 常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 35,364 35,465 35,465 35,465 35,465

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 17 頁

事務事業名 24630 病児・病後児保育事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 指導・監査担当

組織コード
R8 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 02 05 01

記入日 令和 8年 6月 3日
R7 18 04 00 R7 01 03 02 02 05 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成１９年度 ～ 令和１２年度

戸田市病児・病後児保育事業実施要綱 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 病児保育事業実施要綱（平成27年7月17日雇児発071 関連計画

通 達 等 7第12号）厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－１

対象
病気・病気回復期の児童及びその保護者

市内に居住する生後５７日から満１２歳に達した日以降の最初の３月３１日までの児童が病気又は病気回復期にあり、かつ

事業目的
保護者が勤務等の都合により家庭で育児を行うことが困難な場合にその児童の保育を行い、児童を持つ働く親の子育て支援

を図ることを目的とする。

日常的疾患、伝染病疾患、慢性疾患等の病児・病後児回復期の児童を、医療機関等で日中の間保育をする。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

病児・病後児 病児・病後児 病児・病後児 病児・病後児 病児・病後児

保育事業実施 保育事業実



である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 利用料は１日２，０００円としており、適正は範囲と考える。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし。

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

特になし。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
事業者と連携して病児保育事業の市民への周知を図り、一層の利用促進を図る。

事業の方向性・
取組方針

18 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 実施施設への委託 運営委託先への委託額 千円 34,560 34,560 34,560 34,560 34,560
活動① 43,606 43,596 34,566 34,568 34,568
事務事業 受入体制整備日数 利用者の受入体制を確保 日 240 240 240 240 240
成果① した日数 242 243 243 243 242
総合戦略 病児・病後児保育利用者数 病児・病後児保育利用延 人 350 350 350 350 350
KPI① べ児童数 234 140 212 191 145

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
病児保育室の市民への周知を図り、病児・病後児保育の利用を促進した。

状況
利用児童数は、新型コロナウイルス感染症の影響等からの回復により、増加傾向にあるものの、目標値を下回っている。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 児童の病気又は病気回復期において、集団保育が困難な児童の預け先として機能している。また、

保護者就労形態に応じた対応を整えている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 施設の安定的な運営のため、国・県補助金を活用して委託料を支出しており、適正と判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 利用手続きにおける必要書類等を施設に提出していただくなど、利用者の負担軽減を図っている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲



画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

法令に基づく 法令に基づく 法令に基づく 法令に基づく 法令に基づく

施設等利用費 施設等利用費 施設等利用費 施設等利用費 施設等利用費

の支給を行う の支給を行う の支給を行う の支給を行う の支給を行う

事　業　費 350,229 306,708 306,708 306,708 306,708

財
源
内
訳

国庫支出金 164,379 152,933 152,933 152,933 152,933

県支出金 84,987 76,466 76,466 76,466 76,466

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 100,863 77,309 77,309 77,309 77,309

人　件　費 7,140 6,764 6,764 6,764 6,764

投入 常勤職員 1人 1人 1人 1人 1人

人員 非常勤職員 1人 1人 1人 1人 1人

事業費＋人件費 357,369 313,472 313,472 313,472 313,472

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 19 頁

事務事業名 51439 施設等利用給付事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R8 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 02 11 01

記入日 令和 8年 6月10日
R7 18 04 00 R7 01 03 02 02 11 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 令和元年度 ～ 令和１２年度

子ども・子育て支援法 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
子育てのための施設等利用給付の認定を受けた申請者

急速な少子化の進行並びに幼児期の教育及び保育の重要性に鑑み、総合的な少子化対策を推進する一環として、子育てを行

事業目的
う家庭の経済的負担の軽減を図るため、市の確認を受けた幼児期の教育及び保育等を行なう施設等の利用に関する給付を行

う。

支給要件を満たした認定子どもが利用した際に要した費用（子育てのための施設等利用費）を給付する。

利用した施設や利用方法に応じ、現物給付や償還払いを実施する。

主な対象は、未移行幼稚園の保育料、未移行幼稚園の預かり保育利用料及び認可外保育施設の保育料並びに一時預かり保育

事業、病児保育事業及びファミリー・サポート・センター事業等を利用した際の利用料となる。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計



施しているため、適正であると考える。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし。

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

特になし。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
関係機関や近隣市等と調整しながら、より効率的な給付方法について検討し、引き続き適正な給付を行っていく

事業の方向性・
。

取組方針

20 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 給付対象施設数 確認を受けた特定・子ど 園 52 52 52 52 52
活動① も子育て支援施設数 54 54 50 52 53
事務事業 給付費支給人数 施設等利用給付認定者数 人 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300
成果① 2,114 1,844 1,628 1,616 1,225

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
施設数については、市内幼稚園が新制度幼稚園や認定こども園に移行し給付対象外施設となったが、ベビーシッターの新規届

状況
出等があり達成できた。給付費支給対象人数については、幼稚園や認可外保育施設利用者数が伸び悩んだことや、市内幼稚園

の分析 が新制度幼稚園や認定こども園に移行し給付対象外となったことにより、目標を下回った。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 幼児教育・保育施設を利用する対象者全てへ給付を行うことで、子育て世帯の経済的負担の軽減を

図っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 国、県、市の負担割合が規定されており、給付を適正に行うことができている。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 事業者（幼稚園・保育施設等）と連携して、支給方法等の事務を工夫して実施している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 国が示す給付水準に基づき実



1,324 1,324 1,324

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 12,513 14,085 14,085 14,085 14,085

人　件　費 3,570 3,382 3,382 3,382 3,382

投入 常勤職員 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

人員 非常勤職員 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人

事業費＋人件費 17,435 19,733 19,733 19,733 19,733

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 21 頁

事務事業名 51693 私立幼稚園事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R8 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 02 12 01

記入日 令和 8年 6月10日
R7 18 04 00 R7 01 03 02 02 12 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ○ 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ● 対象外

事業期間 昭和４７年度 ～ 令和１２年度

子ども・子育て支援法

根拠法令 戸田市私立幼稚園振興補助金交付要綱 関連計画

通 達 等 戸田市副食費の実費徴収に係る補足給付事業費交付 施政方針

要綱

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－１

対象
市内私立幼稚園設置者・市内在住の私立幼稚園児等の保護者

幼稚園経営の健全発展及び教職員の資質の向上を図ることにより､本市幼児教育の振興に寄与することを目的とする｡

事業目的

法令や戸田市例規等の基準に基づいて､幼稚園設置者等に対して補助金･助成金の交付を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

幼稚園設置者 幼稚園設置者 幼稚園設置者 幼稚園設置者 幼稚園設置者

・保護者への ・保護者への ・保護者への ・保護者への ・保護者への

給付 給付 給付 給付 給付

事　業　費 13,865 16,351 16,351 16,351 16,351

財
源
内
訳

国庫支出金 676 942 942 942 942

県支出金 676 1,324



に則って行う事業であり、基準に沿った事業を行っている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 保護者への補助額について、国の基準に基づき決定しているので、公平性があると判断する。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし。

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

特になし。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
私立幼稚園及び在園児保護者への補助事業について、必要性、妥当性及び実効性を検討しながら、引き続き適正

事業の方向性・
な給付を行っていく。

取組方針

22 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 入園児童数 毎年5月1日現在の市内園 人 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100
活動① に在籍している児童数 1,792 1,792 1,604 1,433 1,216
事務事業 補助金給付額 市内私立幼稚園への補助 千円 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000
成果① 金給付総額 16,892 30,419 46,103 14,940 13,841
総合戦略 市内私立幼稚園の預かり保育実施 教育時間後も保護者の就 園 7 7 8 8 9
KPI① 園数 労等による預かる制度 8 9 9 9 9

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
入園児童数は年々減少傾向であり、目標を下回った。補助金給付額については、補助対象となる入園児童数の減少や、市内私

状況
立幼稚園が認定こども園に移行したことで補助対象外施設となったこと等により目標を下回ったが、申請のあった補助事業に

の分析 ついては、各幼稚園に適正に給付することができた。預かり保育実施園については、入園児童の保護者の就労等によるニーズ
の増加を受け、各幼稚園で実施内容が拡充している。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 幼稚園及び保護者への補助を通じて、幼児教育の充実に貢献していると考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 幼稚園及び保護者への補助額について、事業費の水準は適正であると判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 国の補助金要綱等



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 23 頁

事務事業名 55216 認可外保育施設運営支援事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R8 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 02 18 01

記入日 令和 8年 6月10日
R7 18 04 00 R7 01 03 02 02 16 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ○ 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ● 対象外

事業期間 令和６年度 ～ 令和７年度

埼玉県保育所等物価高騰対策給付事業補助金交付要

根拠法令 綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
認可外保育施設

物価高騰の影響により、認可外保育施設の運営に支障がないよう支援する。

事業目的

認可外保育施設を運営する事業者に対し、物価高騰に係る経費につき給付を行う。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

認可外保育施

設運営支援事

業

事　業　費 3,684 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,813 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 1,871 0 0 0 0

人　件　費 3,570 0 0 0 0

投入 常勤職員 0.5人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 7,254 0 0 0 0



方針＞
県の補助事業により、実施するため、今後の事業の継続については、国県の動向を注視していきたい。

事業の方向性・
取組方針

24 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 補助金を受給する認可外保育施設 補助金を受給する認可外 施設 2 12
活動① 保育施設数 1 12

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
補助対象となる認可外保育施設に適正に補助を行うことができた。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ Ａ Ａ 適正な支援を実施することで、認可外保育施設での安全な保育施設運営に貢献できた。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
－ Ａ Ａ 県の補助事業に基づき実施しており、適正であると判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
－ Ａ Ａ 事業については、県の補助要綱等に基づき執行している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
－ Ａ Ａ 県が示す給付水準に基づき実施しているため、適正であると考える。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
認可外保育施設を運営する事業者に対し、光熱費、食材料費の物価高騰に係る経費につき給付を行った。

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

予定無し

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ●令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組



年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

公立保育所管 公立保育所管 公立保育所管 公立保育所管 公立保育所管

理運営 理運営 理運営 理運営 理運営

事　業　費 608,499 725,772 725,772 725,772 725,772

財
源
内
訳

国庫支出金 4,516 5,374 5,374 5,374 5,374

県支出金 7,407 4,295 4,295 4,295 4,295

起　　　債 58,600 35,000 0 0 0

そ　の　他 136,253 142,728 142,728 142,728 142,728

一般財源 401,723 538,375 573,375 573,375 573,375

人　件　費 856,800 865,792 865,792 865,792 865,792

投入 常勤職員 120人 128人 128人 128人 128人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,465,299 1,591,564 1,591,564 1,591,564 1,591,564

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 25 頁

事務事業名 7102 保育園管理運営費

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 指導・監査担当

組織コード
R8 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 04 01 01

記入日 令和 8年 6月10日
R7 18 04 00 R7 01 03 02 04 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 戸田市立保育所設置及び管理条例 関連計画

通 達 等 戸田市立保育所設置及び管理条例施行規則 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－１

対象
保育園入園児童及び保護者

効率的で適切な公立保育園運営により、良好な保育の提供を行う。

事業目的

公立保育園の安全かつ安心な保育を運営するため、入所児童及び職員の処遇や施設維持管理等を行い、安定的に保育を提供

する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

ＤＸの導入による業務の効率化として、令和６年度に公立保育園に関する事務にＤＸの手続を拡充し、保護者サービスの向

行財政改革 上及び業務改善による保育の質の向上を図った。具体的には、システム導入検証やシステム調達を行い、令和7年2月にシス

テムを導入し、公立保育園業務のICT化を実施した。また、保育園の職員向けのオリエンテーションを実施し、園児登録や
の取り組み 運用における確認事項の申し合わせを行うなど丁寧な準備を行い、令和7年4月からの本格運用を開始した。

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９



組内容 ＜ACTION＞
公立保育園のＩＣＴ化を進め、保護者の利便性と保育者の業務効率の向上を図ることができた。保育参加や、時

令和７年度に 間が選択できる保育参観を実施し、保護者の、自身の子どもや保育園への理解につながった。

実施した
取組内容・効果

公立保育園のＩＣＴ活用を本格実施し、保護者の利便性と保育者の業務効率の向上を図り、更なる保育の質の向
上を目指す。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
引き続き、保育の質の向上及び施設維持管理について適正な内容で取り組んでいく。

事業の方向性・
取組方針

26 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 入所定員 ４月１日現在の受入定員 人 793 793 793 793 793
活動① 793 777 776 776 776
事務事業 入所率 ４月１日現在入所児童/ ％ 100 100 100 100 100
成果① 入所定員 89.5 87.5 87.6 84.02 84.79
総合戦略 事故件数 重大事故の発生件数 件 0 0 0 0 0
KPI① 0 0 0 0 0

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
入所定員及び入所率については新規申込者の減少もあり、目標を下回ってしまったが、５月以降の入所により年間を通しての

状況
入所定員、入所率については例年どおりであった。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 公立保育園入所児童へ安全、安心な保育の提供を行っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 公立保育園の安定的な運営のため、適正な人員配置を行っている。経費についても、保育所運営に

必要な水準を保っている。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 公立保育園の運営を安定的に継続することで、入所児童への安全かつ安心な保育の提供につながっ

ていると判断する。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 利用者負担は、市が住民税額に応じて保育料を決定しており、また、3歳児クラス以上は無償化と

なっている為、適正と考える。

５．事業の見直し・行財政改革の取



施策２︓乳幼児期の保育・教育の充実　[中心となる部局︓こども健やか部]
No. 区分 事前質問事項 回答

1 第３回外部評価
委員会

施策指標「待機児童数」について、令和６年度は０人、令和７年度
は１８人、令和８年度は０人との説明があった。今回評価すべきは
令和７年度の実績のみか。

（以下、事務局）
令和8年度第3回外部評価委員にてお伝えしましたとおり、本施策に
限らず、これまでの経過や、場合によっては令和８年度以降の情報も
含めて、総合的に評価してください。

2 事前質問

ロジックモデルシート「施策目的」にある「必要なサービスの量と質」につ
いて、ここでの「質」はどのような方法を用いて測定・評価しているので
しょうか。

3 事前質問

令和7年度の最終成果目標にある①「保育サービス等の量と質が確
保されてた状態」のうち、「保育サービス等の“質”」を測る指標、または
成果はどこを見ればよろしいでしょうか。

4 事前質問

総合振興計画の「取り組みの方針」（51頁）にある「多様な保育の
担い手」の定義と、「確保」されたことを確認するために実施された測定
方法をお示しください。

認可保育所だけでなく、幼稚園における預かり保育や認可外保育施
設、ベビーシッターなど幼児教育・保育無償化の対象となる施設を「多
様な保育の担い手」と定義しています。
また、測定方法については、事務事業名「施設等利用給付事業」の
３．目標達成状況における「給付対象施設数」を指標にしておりま
す。

5 事前質問

施策評価シート内の「〇結果と今後の方向性」について下記ご教示く
ださい。資料の読み方等に誤りがございましたら恐縮ですが仰って頂け
れば幸いです。
 今後の方向性（予算）について令和8年度8,611,806(千円︖)
→令和11年度8,385,039(千円︖)と減少しております。給付費総
額等、今後上昇が見込まれる中で直近減少傾向の背景をご教示くだ
さい。

幼稚園事業及び保育園管理運営費の事業費について、入力誤りが
ございました。正しい金額に修正した結果、 今後の方向性（予算）
は、令和9年度から令和11年度まで、いずれも令和8年度と同額の
8,611,806千円となっております。（差し替え後の施策評価シートを
ご確認ください。)

6 事前質問

 今後の方向性（人員）について令和8年度955,077(千円︖)→
令和9年度以降も据え置きとなっております。保育士不足の環境下・
賃金上昇のインフレの中予算据え置きで「保育士の確保と定着化」が
見込まれる背景をご教示ください。若しくは、IT化で保育士自体の人
数は減少・ベースアップ等が前提にございますか︖

「今後の方向性（人員）」につきましては市職員の人件費総額を表
しており、事務職員と公立保育園の保育士の人件費の合計額となっ
ております。
なお、「保育士の確保と定着化」について、公立保育園においては、
ICT化や休暇取得の推進等により職場環境改善を図っており、加えて
副主任保育士という役職を設定することでモチベーションの向上も図っ
ております。

（以下、事務局）
施策2に限らず、賃金上昇や物価変動については、社会経済情勢や
国の経済政策等の影響を受けるため、中長期的な水準や推移を合
理的に見込むことが困難であります。そのため、基本的には、現時点で
確実に見込める内容を前提として、翌年度以降の予算額を試算して
います。物価や賃金の動向については毎年度の予算編成時に最新の
状況を反映しています。

7 事前質問

施策評価シート内の5.事務事業の検討　03保育園事務費/01保
育園事務費について、R7決算額19,241千円に対して、R8 5,819
千円と記載されております。他の費用関連はR7決算額に対してR8予
算額が上回っている中で、本事務費について、半分以上低下する背
景をご教示ください。（別の費用として運用することになった等でしょう
か︖）

下記２点の理由によりR8予算額が大幅に減少しています。
①R7において子ども子育て支援支援システム（保育園の入退所管
理、認定、運営費算定など）の標準化対応業務があり、単年度で業
務が終了したため。
②R6、７の２年度で実施していたプロジェクトの委託業務が終了した
ため。

8 事前質問

事務事業評価シート「保育料等管理事業」の目標達成状況につい
て、「保育料収納率」が公立・私立で99%程度となっている中で、4.
評価結果の事業手法（収納率向上）がBの背景をご教示ください。
一般的には90%を超えているためで評価結果はAでも妥当と考えてお
りますので、100%が達成可能という前提で厳格に採点されたとの事
でしょうか︖

適正な事業手法で実施しているため、評価結果を「B︓事業手法は
適正な内容である」といたしました。

（以下、事務局）
施策2に限らず、当初の計画を上回るなど、特筆すべき成果が得られ
た場合にのみ、評価を「A」とする基準としています。具体的には、事業
手法については、「A︓事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的
である。」としています。

9 事前質問

保育の無償化対象施設は全ての保育施設に適用されるのか、又対
象になる条件があれば知りたい。

３歳以上の子どもを預かる幼児教育・保育施設のうち、保育所に加
えて、子ども・子育て支援法による基準を満たす施設を「特定子ども・
子育て支援施設」として確認し、無償化対象施設としています。国の
基準通りに実施しており、例えば幼稚園の場合、幼稚園の設置基準
を満たしていれば、給付上限額まで無償化対象となります。

令和８年度外部評価ヒアリング事前質問回答用紙

指導監査や巡回指導、研修会の実施を通して保育の質の向上に努
めております。
また、公立保育園においては、事務事業名「保育園管理運営費」の
３．目標達成状況における「事故件数（重大事故の発生件数）」
を指標にしており、０件となっております。
後期計画においては、新たに施策指標として「研修習得度合」を設定
しております。



施策２︓乳幼児期の保育・教育の充実　[中心となる部局︓こども健やか部]
No. 区分 事前質問事項 回答

10 事前質問
令和7年度までの保育施設の数、保育士の人数、施設利用希望乳
幼児数の推移がわかるグラフがほしい。

別添のとおりグラフを作成いたしました。

11 事前質問

全国的に保育士不足のようだが、現在戸田市内で保育士は足りてい
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減少しております。保育士不足は継続しておりますが、一定程度の改
善傾向になっております。対策といたしましては、保育士の確保・定着
化推進事業として、保育士に対して「とだ保育士応援手当（月額
34,000円）」を支給する事業者に対して補助しております。また宿
舎借り上げ支援事業や保育士の子どもに対する保育所等の優先入
所など、様々な対策を実施しています。
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保育日和 ーほいくびよりー

埼玉県戸田市
2026年4月TODAys

戸田市保育士募集案内
ー私立保育施設ー

首都高速や東京外かく環状道路、国道17号が縦横に走る交通の要衝です。
通勤や買い物、レジャーの際の車移動など、毎日がとても便利！

☎048-441-1800

お問合せ

（東洋経済新報社）

（東洋経済新報社）

県内1位の若さ

東京圏23位子育てしやすい自治体ランキング

県内1位財政力指数

県内4位住みよさランキング

市の平均年齢 42.6歳

1.229 （1を超えると豊か！)

◆家賃相場

7.8万円/月

※ワンルーム、1K、1DKの場合

年間で

おトク戸田市

板橋区 9.4万円/月 19万円以上も

新青森

新函館北斗

盛岡

新庄

山形

新潟

高崎

大宮
東京

戸田

仙台

福島

秋田

東北新幹線

上越新幹線

秋田新幹線

山形新幹線

北海道新幹線

約240分

約180分

約120分

約220分

約200分

約150分

約100分

約85分

約90分

約40分

約23分

約15分

東京方面から
戸田公園駅まで

新宿方面から
戸田公園駅まで

約21分

大宮方面から
戸田公園駅まで
約19分

快速 約15分
約23分

約5分

東京駅 新宿駅 大宮駅

JR上野
東京ライン 約6分

JR埼京線
JR湘南新宿
ライン

JR埼京線
JR湘南新宿
ライン

約11分

上野駅

JR上野
東京ライン

約7分 JR埼京線

約3分 JR埼京線

約2分 JR埼京線

約3分 JR埼京線

約2分 JR埼京線

約3分 JR埼京線

約8分

JR埼京線約11分池袋駅

赤羽駅

戸田公園駅

戸田駅

北戸田駅

武蔵浦和駅

北戸田駅

戸田駅

戸田公園駅

鉄道

※各都市までの所要時
間は、戸田公園駅ま
でのおおよその時間
を掲載しています

（快速）

埼玉県戸田市
こども健やか部 保育幼稚園課

車の移動もラクラク！

JR埼京線なら、池袋・新宿・渋谷まで乗り換えなしで30分以内！
電車の移動もラクラク！

詳しい情報は、戸田市ホームページを
ご覧ください。

　戸田市は荒川を境に東京都に隣接して
いる、水と緑のオアシス都市です。緑や公園
の数は都市部の市では県内トップクラス！
自然を感じながらのランニングやサイクリ
ング、散歩はリフレッシュにおススメ。四季を
通して様々なイベントが盛りだくさんなのも
戸田市の魅力！
　また、地域子育て応援タウンとして、認定
制度当初（2007年）から選ばれるなど、“暮
らしやすい街”として子育て世代からも注目
の街です。

こんな困った出来事があるから

聞いてほしいけど誰に相談しよう…

子どもがなかなか懐いてくれなくて…

保育に関する専門的知識を有する「保育コンシェルジュ」が保護者からの
相談だけでなく、保育現場で働く保育士さんからの相談にも対応していま
す。一人では解決できない悩みなどに寄り添い、サポートします。もちろ
ん、相談内容やプライバシーに関する秘密は厳守します。

その不安や悩み、保育コンシェルジュに話してみませんか？

相談は、事前予約を
おすすめしています！直通ダイヤル 048-443-5611

●毎月第1日曜日は休日相談も行っています。（1月を除く）
●受付時間：月～金 9:00～17:00（12:00～13:00を除く）

保育士資格はあるけど保育士業務ってどんな感じだろう…。久しぶりの保育ってなんだか心配・・・。
そんなあなたには、「潜在保育士再就職支援事業」がおすすめ！
市内保育施設の見学や保育体験をきっかけに、職場復帰に対する迷いや不安を解消しませんか？
戸田市ではあなたを全力でサポートします。詳しくは右の2次元コードよりご確認ください。

潜在保育士再就職支援事業

プロジェクトの概要についてはYouTubeでも公開中！
右の2次元コードよりご確認ください。

ハローワーク　×　

令和元年より、大手保育士求人サイト「保育士バンク」
を運営する、株式会社ネクストビートと連携協定を締
結しています。ホームページ上での戸田市特集ページ
の掲載や、セミナーの開催を通して、より良い保育を
一緒に目指しています。

×　

公立や私立、園の規模といった垣根を超えた「つながり」も戸田市の魅力のひとつ！
市内保育関係者が一丸となって「とだの保育の質・魅力向上プロジェクト」として、実践
的な研修や園見学等を開催しています。
「とだ保育スタイル」のスローガンには、こども、保護者、地域、そして保育者が手を取り
合い、共通の願いのもとで「とだ保育」という未来へのバトンをつなげていく、強い決意
が込められています。
私らしく「とだ」の保育を一緒に盛り上げていきましょう♪

都心からちょっと離れてちょうどいい！

とだの保育の質・魅力向上プロジェクト

※令和7年4月1日現在

18.19㎢
埼玉県

東京都

戸田市

142,182人人口

面積

大丈夫！大丈夫！大丈夫！

「とだの保育の質・魅力向上プロジェクト」メンバー

ハローワーク川口・埼玉県社会福祉協議会・戸田市が
地域密着の就職相談会を共催で開催しています。
市内の保育施設が参加するため、各園の特色や雰囲気
をその場で聞くことができるチャンスです。
私らしく働ける保育園を見つけましょう！
詳細は市ホームページでお知らせします。
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合い、共通の願いのもとで「とだ保育」という未来へのバトンをつなげていく、強い決意
が込められています。
私らしく「とだ」の保育を一緒に盛り上げていきましょう♪

都心からちょっと離れてちょうどいい！

とだの保育の質・魅力向上プロジェクト

※令和7年4月1日現在

18.19㎢
埼玉県

東京都

戸田市

142,182人人口

面積

大丈夫！大丈夫！大丈夫！

「とだの保育の質・魅力向上プロジェクト」メンバー

ハローワーク川口・埼玉県社会福祉協議会・戸田市が
地域密着の就職相談会を共催で開催しています。
市内の保育施設が参加するため、各園の特色や雰囲気
をその場で聞くことができるチャンスです。
私らしく働ける保育園を見つけましょう！
詳細は市ホームページでお知らせします。







保育日和 ーほいくびよりー

埼玉県戸田市
2026年4月TODAys

戸田市保育士募集案内
ー私立保育施設ー

首都高速や東京外かく環状道路、国道17号が縦横に走る交通の要衝です。
通勤や買い物、レジャーの際の車移動など、毎日がとても便利！

☎048-441-1800

お問合せ

（東洋経済新報社）

（東洋経済新報社）
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　戸田市は荒川を境に東京都に隣接して
いる、水と緑のオアシス都市です。緑や公園
の数は都市部の市では県内トップクラス！
自然を感じながらのランニングやサイクリ
ング、散歩はリフレッシュにおススメ。四季を
通して様々なイベントが盛りだくさんなのも
戸田市の魅力！
　また、地域子育て応援タウンとして、認定
制度当初（2007年）から選ばれるなど、“暮
らしやすい街”として子育て世代からも注目
の街です。

こんな困った出来事があるから

聞いてほしいけど誰に相談しよう…

子どもがなかなか懐いてくれなくて…

保育に関する専門的知識を有する「保育コンシェルジュ」が保護者からの
相談だけでなく、保育現場で働く保育士さんからの相談にも対応していま
す。一人では解決できない悩みなどに寄り添い、サポートします。もちろ
ん、相談内容やプライバシーに関する秘密は厳守します。

その不安や悩み、保育コンシェルジュに話してみませんか？

相談は、事前予約を
おすすめしています！直通ダイヤル 048-443-5611

●毎月第1日曜日は休日相談も行っています。（1月を除く）
●受付時間：月～金 9:00～17:00（12:00～13:00を除く）

保育士資格はあるけど保育士業務ってどんな感じだろう…。久しぶりの保育ってなんだか心配・・・。
そんなあなたには、「潜在保育士再就職支援事業」がおすすめ！
市内保育施設の見学や保育体験をきっかけに、職場復帰に対する迷いや不安を解消しませんか？
戸田市ではあなたを全力でサポートします。詳しくは右の2次元コードよりご確認ください。

潜在保育士再就職支援事業

プロジェクトの概要についてはYouTubeでも公開中！
右の2次元コードよりご確認ください。

ハローワーク　×　

令和元年より、大手保育士求人サイト「保育士バンク」
を運営する、株式会社ネクストビートと連携協定を締
結しています。ホームページ上での戸田市特集ページ
の掲載や、セミナーの開催を通して、より良い保育を
一緒に目指しています。

×　

公立や私立、園の規模といった垣根を超えた「つながり」も戸田市の魅力のひとつ！
市内保育関係者が一丸となって「とだの保育の質・魅力向上プロジェクト」として、実践
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合い、共通の願いのもとで「とだ保育」という未来へのバトンをつなげていく、強い決意
が込められています。
私らしく「とだ」の保育を一緒に盛り上げていきましょう♪

都心からちょっと離れてちょうどいい！

とだの保育の質・魅力向上プロジェクト
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ハローワーク川口・埼玉県社会福祉協議会・戸田市が
地域密着の就職相談会を共催で開催しています。
市内の保育施設が参加するため、各園の特色や雰囲気
をその場で聞くことができるチャンスです。
私らしく働ける保育園を見つけましょう！
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中間
成果

事務事業の
活動成果

による
中期的な

成果

最終成果①：主体的で多彩な芸術文化活動が創造できる環
境が整備される状態

最終成果②：市民が等しく質の高い芸術文化を鑑賞できる
状態

最終成果③：戸田市の文化財に対する市民の意識が向上している状態

施策6:芸術文化活動の推進 目的：市民の芸術文化に対する関心を高めるために、質の高い音楽や芸術に触れることのできる環境を整えるとともに、市民自らが活躍  できる機会
をつくるなど、市民の芸術文化活動を促進します。また、現在残されている文化財の記録保存を含め後世に継承するとともに、まちづくりに文化財を活
用しつつ、歴史的な特色を活かした新しい価値を創造し、地域文化の向上を図ります。

直接
成果

事務事業の
活動成果

による
短期的な

成果

【投入】
事務事業

【産出】
「活動」の
直接的な

結果

【活動】
具体的
に行う

取り組み

団体活動へ参

加したり、個人

で創作を始め

る

文化財について、よ

り深く知るため、郷

土博物館等の来館

者が増える

文化財を後世に継

承したいと考える

人が増える

市民が興味

を抱く芸術・

文化教室を

開催する

市民・市民団体等の文化芸

術活動の活性化が図られる

市民の芸術文化に対

する興味関心が増す

施策指標：文化財の認知度施策指標：指定管理業務における文化事業の参加者数及び鑑賞者数 施策指標：文化祭、音楽祭、美術展覧会の出品者数・参加者数及び鑑賞者数

文化会館管理運営

費→施策10

文化スポーツ課

文化財保護事業

生涯学習課

展示及び教育普及事

業【再掲】←5（文化財）

生涯学習課

発表・展示

などの場を

提供する

個人・団体

が発表・展

示などがで

きる

市民・市民

団体等が主

体的に活動

を行うことが

できる

市民が芸術

文化を鑑賞

できる

文化財につい

て調査を行う
文化財講座を

開催する

文化財について、

知識が増え、理

解を深めること

ができる

団体へ補助

金を交付す

る

資金面にお

いて団体活

動を行うこと

ができる

活動のため

の貸館を行

う

芸術文化活

動の場が確

保できる

市民・市民

団体等の活

動の幅が広

がる

市民が事業に参

加できる

市民が事業を鑑

賞できる

文化会館の

管理運営を委

託する

イベントの開催

など、芸術文化

の推進や効果

的な管理運営

が行われる

市民が講座に

参加することで

興味がわく

芸術文化振興事業

文化スポーツ課

市民が展示を見

ることで文化財に

ついて学び、興味

がわく

文化財を通して、

地域の歴史を学

ぶことができる

文化財の展示や

郷土資料の貸出

を行う

郷土博物館資料収集・保

存利用事業【再掲】←5

（文化財）

生涯学習課
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施 策

【施策の目的】

市民の芸術文化に対する関心を高めるために、質の高い音楽や芸術に触れることのできる環
境を整えるとともに、市民自らが活躍できる機会をつくるなど、市民の芸術文化活動を促進しま
す。また、現在残されている文化財の記録保存を含め後世に継承するとともに、まちづくりに文
化財を活用しつつ、歴史的な特色を活かした新しい価値を創造し、地域文化の向上を図ります。

芸術文化活動の推進6

現況と課題

	● �地域の芸術文化活動を取り巻く環境の急激な変化によって、後継者育成や適切な人材の確保が困難となって

います。また、趣味や娯楽の多様化、生活様式の変化による芸術文化に対する多様なニーズへの対応、関心を

抱いてもらうきっかけの創出が難しくなっています。さらに、地域の既存団体に所属して活動することへの抵抗感

や無関心が存在しており、他分野との連携による総合的な芸術文化政策の展開が必要となっています。

	● �市内で活動する文化団体については、構成員の高齢化や新規加入者の減少、団体存続の危機などの問題があ

るため、サークル同士や連盟同士の横のつながりを強化するなど、芸術文化活動に参加しやすい環境を整える

必要があります。また、幅広い世代、中でも若い世代が芸術文化に興味を持ち、活動ができるよう、身近な学び

の機会を創出するとともに、効果的に情報を発信する必要があります。

	● �平成31年（2019年）4月に文化財保護法の大幅な改正が行われ、未指定を含めた有形・無形文化財をまちづ

くりに活かしつつ、文化財継承の担い手を確保し、地域における文化財の総合的な保存・活用と体制づくりの

整備などが求められています。

	● �流動的な人口、世代の変化に起因する郷土史や地域の文化財などに対する関心の希薄化などにより、市民の

郷土愛を育むことが難しくなっています。また、文化財保有者の代替わりによる文化財の喪失や、インターネット

での売買による流出防止に向けた対策が必要となっています。



61

基本目標 創造性や豊かな心を育むまちII

基
本
目
標

創
造
性
や
豊
か
な
心
を
育
む
ま
ち

II

計
画
推
進
の
た
め
に

戸
田
市
国
土
強
靱
化
地
域
計
画

戸
田
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略

取り組みの方針

（１）芸術文化活動の環境整備
	● �芸術文化活動に関する事業のPRについて、幅広い世代に広報活動を行うため、学校や企業に対しても実施し

ます。

	● �芸術文化活動に関する効果的な情報発信を行い、参加者を募るとともに、事業に参加した市民に対して、関連

する団体の活動を紹介するなど、周知を強化します。

	● �興味関心を抱いてもらうきっかけとして、芸術文化活動の各分野でプロとして活躍している人を講師として招

き、講師から直接学ぶことができる質の高い体験型の教室などを積極的に開催します。

	● �興味関心のある活動を行っている団体への橋渡しや、新たな芸術文化活動を行うコミュニティ形成の支援を行

います。

	● �戸田市文化会館については、多様化する市民ニーズを把握したうえで、芸術文化に関する様々な鑑賞や体験プ

ログラムを提供し、利用者満足度が高い市民の芸術文化活動の拠点を目指します。

	● �子育て世代が多い戸田市では、心豊かな次代を担う人材の育成に力を入れる必要があることから、子どもや親

子をターゲットとした芸術文化事業の充実を図ります。

（２）文化財の保護と活用促進
	● �文化財保護法等に基づき、従来の指定文化財を保存するとともに、より広範な文化財の保存・活用の方策を検

討します。

	● �歴史や文化に触れる機会をつくることで市民の郷土愛を育み、魅力あるイベントを提供することで、より多くの

市民が文化財保護事業に参画できる環境を整備します。

関連計画

	● 第４次戸田市教育振興計画

	● 第5次戸田市生涯学習推進計画

指標名 指標説明 当初値 目標値 備考

文化祭、音楽祭、美術
展覧会の出品者数・参
加者数及び鑑賞者数

文化祭や音楽祭、美術
展覧会に関わる年間の
総数
①出品者数・参加者数
②鑑賞者数

出品者・参加者
数

2,012人

鑑賞者数
12,947人

出品者・参加者
数

2,012人以上

鑑賞者数
12,947人以上

①②ともに減少傾向を改善

指定管理業務における
文化事業の参加者数
及び鑑賞者数

指定管理業務における
文化事業に関わる年間
の総数
①参加者数
②鑑賞者数

参加者数
94人

鑑賞者数
20,165人

参加者数
102人

鑑賞者数
20,165人以上

①直近３年間の最高値
②減少傾向を改善

文化財の認知度 戸田市の文化財を認知
している市民の割合 18.4％ 30.9％ 【生涯学習に関する市民意識調査】

年2.5%増で推計

主要指標
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施策の目的

市民の芸術・文化に対する関心を高めるために、質の高い音楽や芸術に触れることのできる
環境を整えるとともに、市民自らが活躍できる機会をつくるなど、市民の芸術・文化活動を促
進します。また、現在残されている文化財の記録保存を含め後世に継承するとともに、まちづ
くりに文化財を活用しつつ、歴史的な特色を生かした新しい価値を創造し、地域文化の向上を
図ります。

 ■ 現況と課題

 ● 国は、芸術・文化を通じたまちづくりにも力を入れており、更なる活性化が求められます。また、令和 5
年（2023 年）4 月に博物館法が改正され、目的に「文化芸術基本法の精神に基づく」ことが明記された
ことから、郷土博物館においても文化施設としての機能や役割を意識した取組が必要となります。

 ● 商工祭や朝市、商店街でのワークショップ※等、経済活動とコラボレーションした芸術・文化活動が、草
の根的に市民に浸透してきています。

 ● 令和７年（2025 年）4 月に「戸田市文化芸術推進条例」を制定し、基本理念を定めました。また、郷土
博物館も文化施設としてアートミュージアム※機能の展開を図るなど、芸術・文化活動の推進が加速しつ
つあります。

 ● 一方で、芸術・文化活動の場や発表する機会が少なく、更なる拡充や提供が求められています。

 ● アートミュージアムを年間通して常時展開するためには、常設的な展示施設・設備の整備の進め方やマネ
ジメントの手法、専門人材の確保等の検討が必要となっています。

 ● 人口動態や世代の変化により、郷土史や地域の文化財等に対する市民の関心が希薄化しています。また、
文化財所有者等の世代交代にも対応した文化財保護の取組が求められています。

 ● 文化財等の収蔵スペースの確保が課題となっているとともに、博物館所蔵資料や市内文化財等の情報のデ
ジタル化が求められています。

第二領域

第三領域 第四領域

第一領域
0.4

0.3

0.2

0.1

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

満
足
度

重要度

重要度平均値
0.15

満足度平均値
0.17

芸術文化活動の
推進

芸術文化活動の推進施策
6
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 ■ 取組の方針

（１）芸術・文化活動の環境整備 
 ● 芸術・文化活動の各分野におけるプロフェッショナルの公演など質の高い芸術・文化を鑑賞し体験する機
会を設けることで市民の興味関心を高めます。また、小さな頃から芸術・文化に触れることができるよう、
こどもや親子をターゲットとした事業の充実も図ります。

 ● 芸術・文化を振興する団体と連携した事業 PR を行うとともに、主体的な活動を行う市民や新たに芸術・
文化活動を行うコミュニティ形成への支援を行い、芸術・文化を発信できる機会の創出を図ります。

 ● 郷土博物館におけるアートミュージアムの常設的展示などによる機能拡大、学芸員などの専門人材の確保
について検討を進めます。

 ● 郷土博物館と学校による博学連携の取組を拡充します。

（２）文化財の保護と活用促進
 ● 歴史や文化に触れる機会や魅力あるイベントを開催することで、郷土史や地域の文化財などに対する関心
を高めます。

 ● 文化財保護法に基づく文化財の保存に加え、収蔵品管理システムを活用した博物館所蔵資料情報のデジタ
ル化を引き続き進めるとともに、市指定無形民俗文化財等の動画コンテンツの作成や配信を行うことによ
り、文化財に対する関心を高めます。

施策指標
指標名 指標説明 当初値 目標値 備考

文化祭・音楽祭・美術展覧会
の出品者数・参加者数及び鑑
賞者数

市が主体となって開催してい
るイベントへの年間出品者
数・参加者数及び鑑賞者数

出品者・参加者数
1,213 人
鑑賞者数

11,401 人

出品者・参加者数
1,511 人
鑑賞者数

17,723 人

令和３年度（2021 年度）から令
和 6 年度（2024 年度）までの平
均増加割合を令和 6 年度（2024
年度）実績値に乗じて得た値から
推計

指定管理業務における文化事
業の参加者数及び鑑賞者数

指定管理業務における文化事
業に関わる年間の参加者数及
び鑑賞者数

参加者数
468 人

鑑賞者数
27,110 人

参加者数
1,278 人
鑑賞者数

34,210 人

令和３年度（2021 年度）から令
和 6 年度（2024 年度）までの平
均増加割合を令和 6 年度（2024
年度）実績値に乗じて得た値から
推計

戸田市の文化財の認知度 戸田市の文化財を認知してい
る市民の割合 8.8% 9.8% 【市民意識調査】

年 0.2 ポイント増で推計

 ■ 関連計画
 ● 戸田市文化芸術推進基本計画
 ● 戸田市郷土博物館ビジョン



題を踏まえて、市民の芸術文化に対する関心の高まりや活動

り質の高い音楽や芸術に触れることのできる環境を整えるとと 団体の活性化を目指すため、今年度策定した「文化芸術推進基

もに、市民自らの活躍できる機会をつくる取り組みをしている 本計画」において各種事業を進めていく。

が、直近で実施した市民アンケートにおいて、市民の文化芸術 この中で、特に、課題解決に大きな効果が期待される、市内で

に対する関心が低い結果となった。 行われている文化芸術情報の一元化やアーティストバンクの創

また、市の文化芸術活動推進の中心的な存在である各活動団体 設、運営に力を入れていく。

からは、会員数の減少や高齢化の課題が挙げられている。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 8年 6月10日 作成部局名 市民生活部 担当部局名 教育委員会事務局

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

文化スポーツ課

02
創造性や豊かな心を育むまち

生涯学習課

06
芸術文化活動の推進

市民の芸術文化に対する関心を高めるために、質の高い音楽や芸術に触れることのできる環境を整えるとともに、市民自ら

の活躍できる機会をつくるなど、市民の芸術文化活動を促進します。また、現在残されている文化財の記録保存を含め後世

に継承するとともに、まちづくりに文化財を活用しつつ、歴史的な特色を活かした新しい価値を創造し、地域文化の向上を

文化会館管理運営費

芸術文化振興事業

文化祭、音楽祭、美術展覧 出品者数・参加者数
人 2012以上 2,012 628 1,138 1,179 1,213 1,355

会の出品者数・参加者数

文化祭、音楽祭、美術展覧 来場者数
人 12,947 12,947 3,035 7,224 10,833 11,401 11,634

会の鑑賞者数 (目標値12,947以上 )

指定管理業務における文化 年間の参加者数
人 102 94 23 166 164 468 871

事業の参加者数

指定管理業務における文化 年間の鑑賞者数
人 20,165 20,165 13,492 19,935 18,802 27,110 21,966

事業の鑑賞者数 (目標値20,165以上 )

市の文化財の認知度 文化財を認知している市民の割合
％ 30.9 18.4 - - 9.4 - 8.8

(生涯学習に関する市民意識調査 )

文化芸術推進計画策定

市展や文化祭、音楽祭、また、文化会館を主とした事業等によ 課



芸術文化振興事業

任
意

9,148 芸術文化関連団体の高齢化や出展の

5,430 固定化が課題となっている中、本事

－ － １ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 02 01 17 01 01 4,541 業において団体への支援や市民の文

文化祭、美術展覧会の開催。 4,476 化芸術に触れる機会の創出による課

文化活動団体の支援。 14,881 題解消を図ることは重要である。

02 文化会館管理運営費　（文化スポーツ課）

文化会館管理運営費

任
意

294,137 文化会館は、市の文化芸術活動の重

290,094 要拠点であることから、施設を安全

○ － １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ01 01 02 01 17 02 01 290,094 に保つ必要がある。また、文化会館

文化会館の効果的かつ効率的 289,854 事業は、鑑賞事業や市民参加型事業

な管理運営 2,367 の推進を図る最重要事業である。

01 文化財保護事業　（生涯学習課）

文化財保護事業

義
務

8,955 文化財の保護、啓発に努める。

13,423

－ － １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 義01 01 10 04 04 01 01 13,423

文化財の調査、保護活用の充 13,422

実。文化財学習指導者及び郷 6,291

02 郷土博物館運営費　（生涯学習課）

（再掲）郷土博物館資料収集

任
意

＜（再掲）について＞

・保存利用事
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　展示事業につ
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いては、常設 掲の事務

成

事業」として、参考に

部

掲載しています。

展の

局

ほか企画系展覧会を開

名

催 ※事業内容は、当該

市

事務事業評価シートを

民

参照

生活

R7決

部

算額 R8計画額 R9予

担

算額
計（千円） 事業費

当

312,240 308

部

,947 308,05

局

8
うち一般財源 306

名

,329 308,62

教

7 307,752

育委員会事務局

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０８年度（事業費総額） 令和０９年度 令和１０年度 令和１１年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０８年度（人件費総額） 令和０９年度 令和１０年度 令和１１年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業
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業
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分
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画
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事業費R コメント
9

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

　指定管理における文化事業の参加者数や鑑賞者数は当初目標値を超える結果となった。一
方で、市の文化事業の三大イベントである文化祭、音楽祭、市展については、コロナ禍以降
参加者数や鑑賞者数は回復傾向にあるものの目標には届かなかった。特に、文化祭や市展に
ついては、出演者や出展者など固定化、高齢化が課題となっている。今後は、新たに策定し

Ｂ
た「文化芸術推進基本計画」に基づき事業を進めていく。

308,947 ↓ 308,058 → 308,058 → 308,058
芸術・文化関連事業については、策定した「文化芸術推進基本計画」のもと、同規模予算にて事業を推進していく。また、市の文化芸術拠
点となる文化会館を指定管理者にて安全に管理していく。
文化財の調査や標柱等の改修事業を今後も継続して実施していく。

23,539 → 23,539 → 23,539 → 23,539
芸術・文化関連事業については、引き続き、同規模人員にて文化会館の指定管理者や文化芸術団体と連携し取り組む。
文化財の調査や標柱等の改修事業を今後も継続して実施していく。

01 芸術文化振興事業　（文化スポーツ課）



3人

事業費＋人件費 24,856 20,311 19,422 19,422 19,422

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 29756 芸術文化振興事業

担当組織 市民生活部 文化スポーツ課 担当 文化担当

組織コード
R8 13 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 02 01 17 01 01

記入日 令和 8年 6月 4日
R7 13 10 00 R7 01 02 01 17 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 02 創造性や豊かな心を育むまち ○ 対象
再掲施策

施策 06 芸術文化活動の推進 ● 対象外

事業期間 平成２０年度 ～ 令和１２年度

社会教育法、文化芸術基本法 戸田市生涯学習推進計画、文化芸術推進基本計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民等

芸術文化活動の振興、推進を図り、広く市民に普及させる。

事業目的

文化祭、美術展覧会の開催。文化活動団体の支援。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 実行委員会 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

芸術文化振興 芸術文化振興 芸術文化振興 芸術文化振興 芸術文化振興

事業 事業 事業 事業 事業

事　業　費 9,148 5,430 4,541 4,541 4,541

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 58 60 65 65 65

一般財源 9,090 5,370 4,476 4,476 4,476

人　件　費 15,708 14,880.8 14,880.8 14,880.8 14,880.8

投入 常勤職員 2.2人 2.2人 2.2人 2.2人 2.2人

人員 非常勤職員 0.15人 0.3人 0.3人 0.3人 0.



金を徴取しているが、活動が維持向上できるレベルでの金額を設定していると考
える。運営費も必要最小限としており、適正の範囲と考える。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
令和７年４月に戸田市文化芸術推進条例を施行し、全５回の文化芸術推進審議会を経て、令和８年３月に文化芸

令和７年度に 術推進基本計画を策定した。

実施した
取組内容・効果

戸田市文化芸術推進基本計画に基づき各施策の取り組みを行っていく。今年度はアーティストバンクの制度設計
も予定しており、施策と取り組みの進捗管理を文化芸術推進審議会にて行っていく。また、市展、文化祭につい

令和８年度に
ても来場者数の増加を目指し工夫を凝らしながら実施していく。

実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
本市の文化芸術の活性化を図るため、令和8年3月に策定した文化芸術推進基本計画に基づき計画的に文化芸術活

事業の方向性・
動の推進、施策展開を図る。

取組方針

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 補助件数 文化祭、美術展覧会の開 件 3 3 2 2 2
活動① 催への補助 3 3 2 2 2
事務事業 実施団体数 文化祭のプログラム・事 件 25 25 14 14 14
成果① 業実施団体数 14 19 12 11 13
事務事業 一日平均来場者数 戸田市美術展覧会への一 人 373 375 377 379 381
成果② 日平均の来場者数 － 317 342 411 345

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
活動①については、文化祭及び市展の円滑な運営に繋がる必要な補助を行うことができ、目標を達成した。

状況
成果①については、R5,6年度に比べて増加したが、高齢化や会員減少等により活動が低迷しており、目標は未達成となった。

の分析 成果②については、昨年度は、出展数や入場者数が例年より多かった。コロナ禍以降出展数や入場者数が回復傾向にはあるが
、R7年度は共に例年並みとなり目標を達成できなかった。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 市民が芸術活動に触れる機会を創出できた。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 業務量に比して、適当な人員数である。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 文化祭や市展は、活動団体構成員である実行委員会形式で運営していることにより、効率的に事業

を実施できている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 出展料や加盟分担



0.35人 0.35人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 296,636 292,461 292,461 292,461 292,461

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 21182 文化会館管理運営費

担当組織 市民生活部 文化スポーツ課 担当 文化担当

組織コード
R8 13 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 02 01 17 02 01

記入日 令和 8年 6月 8日
R7 13 10 00 R7 01 02 01 17 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 02 創造性や豊かな心を育むまち 10 ● 対象
再掲施策

施策 06 芸術文化活動の推進 ○ 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

・戸田市文化会館条例

根拠法令 ・戸田市文化会館条例施行規則 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 ■ リスクシナリオ番号：１－４、３－１

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
施設の利用者等

地域文化の拠点として、施設の適正管理に努めるとともに、市民文化の向上を図る。

事業目的

文化会館の効果的かつ効率的な管理運営

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

文化会館管理 文化会館管理 文化会館管理 文化会館管理 文化会館管理

運営費 運営費 運営費 運営費 運営費

事　業　費 294,137 290,094 290,094 290,094 290,094

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 5,853 259 240 240 240

一般財源 288,284 289,835 289,854 289,854 289,854

人　件　費 2,499 2,367.4 2,367.4 2,367.4 2,367.4

投入 常勤職員 0.35人 0.35人 0.35人



より効果をあげられる指定管理者により運営できてい
る。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 安価で質の高い芸術に触れることができており、また、多世代の鑑賞機会を創出しており、公共性

が高い。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
好評を得ているスタインウェイピアノ体験、戸田音楽祭等の既存事業に加え、市民参加型事業の「紅白歌合戦」

令和７年度に 、令和7年4月1日に施行した「文化芸術推進条例」の制定記念として「市民で創る『第九コンサート』」を実施

実施した した。

取組内容・効果 本事業の効果として、文化芸術の推進のみならず、音楽を通じて市民間並びに世代間の交流につながった。

既存事業の実施に加え、市制施行60周年を記念し市民参加型合唱公演である「市民で創る『第九コンサート』」
を令和9年1月17日に実施する。オーケストラによる生演奏やプロのオペラ歌手との共演により、質の高い芸術に

令和８年度に
触れる機会の創出及び鑑賞の機会を提供する。

実施する取組内容
また、指定管理者により「四季の食文化プロジェクト」と称し、四季の特徴を取り入れた食文化と音楽を融合さ
せた事業や「ＴＯＤＡ×架ける×アート」と称した、アート分野の事業を新たに実施する。

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
令和8年3月に策定した「戸田市文化芸術推進基本計画」においては、施策2番として「文化芸術活動の充実」を

事業の方向性・
掲げており、具体的な取り組みとして、「指定管理業務における文化事業の充実」を挙げている。

取組方針
令和8年度以降の次期指定管理期間においては、音楽・子ども・地域創出・四季の食文化・ひろがるアートの各
プロジェクトの総称である「TODA創生PROJECT」を実施し、事業数を増やすことで文化事業の機会の充実を図る
ため、令和9年度においても現状で計画している事業を全て実施できるよう調整していく。

4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 文化事業数 指定管理業務で実施する 回 7 14 14 14 14
活動① 文化事業数 6 13 17 32 27
事務事業 文化事業の鑑賞者数 指定管理業務における文 人 20,165 20,165 20,165 20,165 20,165
成果① 化事業の年間鑑賞者数 13,492 19,935 18,802 27,110 21,966
事務事業 参加者数 指定管理業務における文 人 47 96 98 100 102
成果② 化事業の年間参加者数 33 166 164 468 871
強靱化 実施回数 指定管理者へのモニタリ 回 5 5 5 5 5
KPI① ング実施回数 5 5 5 5 5

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
すべての項目で目標達成となった。毎年度実施している共催事業は、出演者の人気度により鑑賞者数は上下する。また、文化

状況
会館にて実施する市の主催事業数により指定管理者による事業数は上下するが、指定管理者により事業の実施状況によりブラ

の分析 ッシュアップを図っており、事業数、鑑賞者数、参加者数は増加傾向にある。これらの事業実施について、定期的にモニタリ
ングも実施しており適切な運営が維持されていると考える。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 市民参加型事業を実施することで、芸術文化活動の裾野を広げることができた。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 業務量に比して、適正な人員である。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 市の直営よりもコストを抑え専門的な運営に



護事 文化財保護事 文化財保護事 文化財保護事 文化財保護事

業 業 業 業 業

事　業　費 8,955 13,423 13,423 13,423 13,423

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 1 1 1 1

一般財源 8,955 13,422 13,422 13,422 13,422

人　件　費 6,640.2 6,290.52 6,290.52 6,290.52 6,290.52

投入 常勤職員 0.93人 0.93人 0.93人 0.93人 0.93人

人員 非常勤職員 1.69人 1.69人 1.69人 1.69人 1.69人

事業費＋人件費 15,595 19,714 19,714 19,714 19,714

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 7247 文化財保護事業

担当組織 教育委員会 生涯学習課 担当 郷土博物館担当

組織コード
R8 62 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 10 04 04 01 01

記入日 令和 8年 6月11日
R7 62 10 00 R7 01 10 04 04 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 02 創造性や豊かな心を育むまち ● 対象
再掲施策

施策 06 芸術文化活動の推進 ○ 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

文化財保護法 戸田市生涯学習推進計画

根拠法令 戸田市文化財保護条例 関連計画

通 達 等 戸田市文化財保護条例施行規則 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
全市民、学校、各種団体

戸田市文化財保護条例の定めるところにより、文化財の保護活用を図り、市民の郷土に対する愛護精神を深め、文化の向上

事業目的
に資するように努める。文化財の保護・継承活動及び活用。

文化財の調査、保護活用の充実。文化財学習指導者及び郷土文化の後継者等の育成。郷土学習活動充実。埋蔵文化財発掘調

査の実施。埋蔵文化財の整理および報告書作成業務。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

重点戦略２　テーマ①　取組名：デジタル化による市内文化財周知の取組

行財政改革 内容：埋蔵文化財報告書や解説冊子等のデジタル化を実施する。

重点戦略２　テーマ①　取組名：ＤＸの導入による博学連携（博物館利用）の推進
の取り組み 内容：講座のオンデマンド配信を実施する。

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

文化財保



者負担の原則に基づき発掘費用は開発事業者負担としていて、適正な範囲である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
重点戦略２　テーマ①　取組名：デジタル化による市内文化財周知の取組

令和７年度に その他の効果：発掘調査報告書のデジタル化とインターネットサイトでの公開、デジタル冊子『「モノ」が語る

実施した 三つの時代』の公開等により、市民等への文化財の公開・活用を推進することができた。

取組内容・効果 重点戦略２　テーマ①　取組名：ＤＸの導入による博学連携（博物館利用）の推進
その他の効果：講座のオンデマンド配信により、時間や場所を選ばずに学ぶ環境を提供することができた。
重点戦略２　テーマ①　取組名：ＤＸの導入による博学連携（博物館利用）の推進
内容：講座のオンデマンド配信を実施する。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　これまで継続して実施してきた文化財保護事業については、関係法令に基づき引き続き適正に実施していく。

事業の方向性・
また、埋蔵文化財については、関係法令を遵守しながら埋蔵文化財の記録・保存に努めていくとともに、発掘調

取組方針
査報告書を順次刊行することで資料の公開・活用を図る。
　今後も市の事業として、文化財の保護と公開・活用を効果的に行っていく必要がある。

6 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 文化財に関する講座の開催回数 文化財に関する講座の開 回 5 3 3 4 4
活動① 催回数（年度） 2 2 2 4 2
事務事業 文化財に関する講座の受講者数 文化財に関する講座の受 人 70 60 60 70 70
成果① 講者数（年度） 32 36 34 70 40

Ｃ：全ての目標が達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞
　文化財に関する講座については、埋蔵文化財発掘調査業務が複数発生した影響で、講座事業規模を調整しての実施とせざる

状況
を得なかったこともあり、開催回数及び受講者数とも目標を達成することができなかった。オンデマンド配信１講座（文化財

の分析 講座：会場受講３２人、オンデマンド受講１６人）。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 広報特集記事での市内文化財の周知や文化財講座の開催により、市民等が市の歴史や文化に触れる

機会を提供していることから、施策の目標達成に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 市内における埋蔵文化財の試掘確認調査、本発掘調査等に係る費用は適正な範囲である。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 文化財保護法等の法令に基づき、市の事業として適正に実施している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 埋蔵文化財については国・県の方針に従い、営利を伴う開発行為を起因とした発掘調査の場合は、

原因



資料の収集、 資料の収集、 資料の収集、 資料の収集、 資料の収集、

整理、保存及 整理、保存及 整理、保存及 整理、保存及 整理、保存及

び活用 び活用 び活用 び活用 び活用

事　業　費 1,214 1,374 1,374 1,374 1,374

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 1,214 1,374 1,374 1,374 1,374

人　件　費 3,498.6 3,314.36 3,314.36 3,314.36 3,314.36

投入 常勤職員 0.49人 0.49人 0.49人 0.49人 0.49人

人員 非常勤職員 0.69人 0.24人 0.24人 0.24人 0.24人

事業費＋人件費 4,713 4,688 4,688 4,688 4,688

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 7578 郷土博物館資料収集・保存利用事業

担当組織 教育委員会 生涯学習課 担当 郷土博物館担当

組織コード
R8 62 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 10 04 06 02 02

記入日 令和 8年 6月11日
R7 62 10 00 R7 01 10 04 06 02 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 02 創造性や豊かな心を育むまち 06 ● 対象
再掲施策

施策 05 生涯学習活動の推進 ○ 対象外

事業期間 昭和５９年度 ～ 令和１２年度

博物館法及び博物館法施行規則 戸田市教育振興計画

根拠法令 公立博物館の設置及び運営上の望ましい基準 関連計画 戸田市生涯学習推進計画

通 達 等 文化財保護法 施政方針

戸田市立郷土博物館条例及び同条例施行規則

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
博物館利用者

博物館の基礎となる郷土資料を収集・保存し、市民生活の足跡を市民の共通の遺産として伝え残す。市民や学校、研究者等

事業目的
の求めに応じて閲覧、利用できるようにする。

戸田市に関わる自然・歴史・民俗・考古資料等を収集、整理、保存及び整備し、展示資料として公開、活用できるよう収蔵

に努める。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

重点戦略２　テーマ①　取組名：ＤＸの導入による博学連携（博物館利用）の推進

行財政改革 内容：収蔵資料情報のデジタル化、各種展示に関する動画コンテンツ等の充実により、デジタルミュージアム（デジタルア

ーカイブ）を推進する。
の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容



、業務委託を効果的に行っている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 本事業は現在の戸田市民のみならず、後世の戸田市民の貴重な財産として資料を継承していくため

の事業であり、その効果は広く市民に還元されるものである。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
重点戦略２　テーマ①　取組名：ＤＸの導入による博学連携（博物館利用）の推進

令和７年度に その他の効果：収蔵品管理システム（郷土博物館収蔵資料データベース）の資料情報の逐次更新や同システムと

実施した 連動した音声ガイドアプリによる常設展示資料音声案内の継続運用、常設展示学習サポートやデジタル冊子『「

取組内容・効果 モノ」が語る三つの時代－戸田市の中世・近世・近代－』の館ホームページでの公開等により、利用者に対し新
たな観覧方法・機会を提供することができた。
重点戦略２　テーマ①　取組名：ＤＸの導入による博学連携（博物館利用）の推進
内容：収蔵資料情報のデジタル化、各種展示に関する動画コンテンツ等の充実により、デジタルミュージアム（

令和８年度に
デジタルアーカイブ）を推進する。

実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　収蔵資料の定期的な確認・再整理や収蔵庫内の清掃作業により、良好な状態での資料保存に引き続き努めてい

事業の方向性・
く。また、防虫剤や調湿剤等の定期的な入れ替えを計画的に行っていく。

取組方針
　飽和状態になりつつある収蔵庫や前室的な設備については、施設上の物理的な問題であることから、今後も検
討課題として引き続き対応していく必要がある。
　デジタルアーカイブ（デジタルミュージアム）の取組が求められていくことから、収蔵資料情報等のデジタル
化に引き続き努める必要がある。

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 整理した資料の数 寄贈資料と収蔵資料の整 点 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
活動① 理点数 8,782 3,998 27,657 5,604 10,547
事務事業 資料の貸出・利用数 館外貸出又は館内利用し 件 20 20 25 25 30
成果① た資料の件数 222 168 77 84 101

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　整理資料数は寄贈資料数とはイコールではなく、既収蔵資料において必要となる再整理等も含んでいる。資料の再整理にも

状況
計画的に取り組み、目標を達成することができた。資料貸出・利用数については、地域の研究者や行政関係者等の文書、地図

の分析 資料、写真資料等の利用が多く、目標を達成することができた。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 資料の収集・保存を適切に行うことで、市民の学習活動や研究者の研究活動に貢献している。小学

校授業等への資料館外貸出を行うことで、教育機関としてのニーズに応えている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 新規収蔵資料の燻蒸処理や、日常的に資料の良好な保存状態を保つための防虫対策に要する費用に

ついては、必要かつ最低限の範囲にとどめるよう努めており、経費は適正といえる。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 日常的なＩＰＭ（総合的有害生物管理）による管理のほか、殺カビや殺卵を目的とした資料の燻蒸

処理は専門業者による業務委託で対応しており



示に関する動画コンテンツ等の充実により、デジタルミュージアム（デジタルア

ーカイブ）を推進する。講座のオンデマンド配信を実施する。
の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

特別展・企画 特別展・企画 特別展・企画 特別展・企画 特別展・企画

展、教育普及 展、教育普及 展、教育普及 展、教育普及 展、教育普及

活動、博学連 活動、博学連 活動、博学連 活動、博学連 活動、博学連

携事業実施 携事業実施 携事業実施 携事業実施 携事業実施

事　業　費 5,728 4,802 4,802 4,802 4,802

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 8 17 17 17 17

一般財源 5,720 4,785 4,785 4,785 4,785

人　件　費 6,211.8 5,749.4 5,749.4 5,749.4 5,749.4

投入 常勤職員 0.87人 0.85人 0.85人 0.85人 0.85人

人員 非常勤職員 1.46人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

事業費＋人件費 11,940 10,551 10,551 10,551 10,551

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 7669 展示及び教育普及事業

担当組織 教育委員会 生涯学習課 担当 郷土博物館担当

組織コード
R8 62 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 10 04 06 02 03

記入日 令和 8年 6月11日
R7 62 10 00 R7 01 10 04 06 02 03

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 02 創造性や豊かな心を育むまち 06 ● 対象
再掲施策

施策 05 生涯学習活動の推進 ○ 対象外

事業期間 昭和５９年度 ～ 令和１２年度

博物館法 戸田市教育振興計画

根拠法令 公立博物館の設置及び運営上の望ましい基準 関連計画 戸田市生涯学習推進計画

通 達 等 文化財保護法 施政方針 市長公約№43　郷土博物館のリニューアルとアート

戸田市立郷土博物館条例及び同条例施行規則 ミュージアム設置の検討

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
博物館利用者

　展示事業は、資料収集機能、資料整理保管機能及び調査研究機能の成果を活用又は公開することで、市民の文化的関心と

事業目的
教養を高めることを目的とする。また、教育普及機能の一環として、博学連携事業を促進するとともに、文化的な郷土の醸

成を目指す。

　展示事業については、常設展のほか企画系展覧会を開催し、郷土戸田を様々な角度から紹介する。展覧会に関連した催し

物を企画し、展覧会の理解を深める。

　教育普及事業については、子供、親子又は市民を対象とした講座を年間を通して企画する。学校教育との連携を図り、郷

土を愛する心を育てる。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

重点戦略２　テーマ①　取組名：ＤＸの導入による博学連携（博物館利用）の推進

行財政改革 内容：収蔵資料情報のデジタル化、各種展



学芸員等が検討を重ねた適切な展
示仕様に基づいた質が高いものとなっており、経費も適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 学芸員有資格者の市職員のほか、学芸員資格を有する専門性が高い会計年度任用職員を配置し、各

種展示や教育普及事業の実施に努めており、事業手法は適正である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 本事業は、博学連携の取組等により子供を含めた幅広い市民に係る内容のものであって、事業の効

果は広く市民に還元されるものである。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
重点戦略２　テーマ①　取組名：ＤＸの導入による博学連携（博物館利用）の推進

令和７年度に その他の効果：収蔵品管理システム（郷土博物館収蔵資料データベース）の資料情報の逐次更新や同システムと

実施した 連動した音声ガイドアプリによる常設展示資料音声案内の継続運用、常設展示学習サポートやデジタル冊子『「

取組内容・効果 モノ」が語る三つの時代－戸田市の中世・近世・近代－』の館ホームページでの公開等により、利用者に対し新
たな観覧方法・機会を提供することができた。
重点戦略２　テーマ①　取組名：ＤＸの導入による博学連携（博物館利用）の推進
内容：収蔵資料情報のデジタル化、各種展示に関する動画コンテンツ等の充実により、デジタルミュージアム（

令和８年度に
デジタルアーカイブ）を推進する。

実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　各種展示や教育普及事業については、郷土戸田に関する特色ある収蔵資料を活かした内容を検討し、一層の展

事業の方向性・
開に努める。博物館授業をはじめとする博学連携事業については、博物館への来館方式を中心に事業の実施に取

取組方針
り組む。
　市長マニフェスト№１９「図書館を居場所に」については、アートギャラリーを施設内に設けること等の検討
を行うとともに、近隣学校等との連携によるアート展示や市所有の絵画・芸術作品等の展示の実施に引き続き努
める。

4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 展示会の開催回数 特別展示等の実施回数 回 2 3 3 3 3
活動① 4 4 4 7 5
事務事業 教育普及活動の企画数 講座、講演会等の企画数 件 5 10 11 12 12
活動② 6 12 9 22 12
事務事業 展示会への入場者数 展示会への入場者数 人 3,000 4,000 5,000 5,500 5,500
成果① 5,226 5,205 4,388 7,214 6,409
事務事業 教育普及活動への延べ参加者数 郷土博物館の主催・共催 人 100 200 220 240 240
成果② 講座への参加者数 82 177 153 874 211

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　展示会については、企画展や近隣学校との連携展示の開催により活動指標、成果指標とも目標を達成することができた。ま

状況
た、近隣学校などとの連携展示では、新たな来館者層も迎え入れることができた。教育普及活動については、活動指標は目標

の分析 を達成することができたが、成果指標の教育普及活動延べ参加者数に関しては講座当日の欠席等もあって目標を達成すること
ができなかった。オンデマンド配信１講座（文化財講座：会場受講３２人、オンデマンド受講１６人）。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 近隣学校等との連携展示や戸田に関連した展示・講座を開催するとともに、市内全小学校対象の博

物館授業にも継続して取り組む等、市民等に事業サービスを広く提供することができた。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 各種展示会に必要な業務委託は、入札を経て契約を行っている。



施策６︓芸術文化活動の推進　[中心となる部局︓市民生活部]
No. 区分 事前質問事項 回答

1 第３回外部評価
委員会

戸田市文化芸術推進条例の内容を知りたい。 市公式ホームページにて、当該条例の内容について公開しております
ので、ご覧ください。

https://www.city.toda.saitama.jp/soshiki/194/bunka-
sport-bunkageijutsusuishinjourei.html

また、条例を別紙のとおり添付いたします。

2 第３回外部評価
委員会

施策指標で設定している参加者数・来場者数は、戸田市民に限定し
たことか。ロジック・モデルシートの中間成果欄には「市民・市民団体等
の文化芸術活動の活性化が図られる」、「市民の芸術文化に対する
興味関心が増す」等の記載があり、戸田市民に焦点を当てていると感
じた。

施策の目的として市民の芸術文化に対する関心を高めることを前提と
しているため、基本的に市民に焦点を当てているものですが、来場者
数や鑑賞者数については、特段戸田市民に限定しておりません。

3 第３回外部評価
委員会

施策の目的として「質の高い音楽や芸術に触れることのできる環境を
整える」とあるが、質の高低どのように測っているか。

4 事前質問
ロジックモデルシート「施策目的」にある「質の高い音楽や芸術」という
目的設定に関して、音楽や芸術の「質」の「高さ」はどのような定義と方
法により測定しているのでしょうか︖

5 事前質問

文化財の認知度の測定に当たり調査対象者に示される調査票の上
で説明されている文化財の定義・範囲はどのようなものなのでしょうか。

用語としては、文化財保護法や自治体の文化財保護条例で位置づ
けられた狭義の文化財として、市内にある県・市指定文化財や埋蔵
文化財を想定しております。

6 事前質問

施策評価シートの成果のうち、指定管理者による文化事業の参加者
数が急増した理由を教えてください。（特筆すべきイベントや事業の成
功例があったのか）

令和5年度から令和6年度への増加につきましては、令和６年度に戸
田ピアノウィークを実施したこと、また令和6年度から令和7年度への増
加につきましては、令和7年度に紅白歌合戦や第九コンサートを実施
したことによる増加となります。

7 事前質問

同様に、文化事業の鑑賞者数令和6年度に急増し、令和7年度に
例年トレンドに戻った理由も教えていただけますか。

大きくは共催事業数が影響しております。1件（1公演）で約1,000
人の差がでる場合があります。
※共済事業とは、文化会館のホールで民間事業者がプロミュージシャ
ン等のコンサートを行う事業です。民間事業者の事業実施の有無によ
り毎年の件数に波があります。
R5︓9件　R6︓16件　R7︓10件

8 事前質問

事務事業評価シート「文化財保護事業」の目標達成状況について、
「文化財に関する講座の受講者数」がR3~R7の中でR６を除いて未達
となっております。実施回数と紐づけて管理されていらっしゃると思います
が、例えば説明が堅苦しくて参加者が伸びていない等の背景はござい
ませんでしょうか︖（もしそのような背景があれば、例えば学生等をメイ
ンターゲットにして、説明等もカジュアルにするのはいかがでしょうかという
趣旨です。）

文化財という分野の性質上、内容的に専門用語が多くなりがちで、一
般には分かりづらくなるという傾向があることは認識しておりますので、で
きるだけ分かりやすい言葉に置き換える、補足で説明をするなど、講師
側も工夫を行っております。講座対象については、学生等の若年層は
最も参加の少ない年代層であることから、今後いかにしてそれらの年代
層も取り込み、参加者のすそ野を広げていくかが課題となっております。

9 事前質問

音楽活動において練習場所の不足が課題となっている、学校施設開
放など練習場所を増やす計画はあるか 。

現状、学校開放の対象施設は、校庭、体育館、武道場でのスポーツ
開放が対象となっております。現時点では、音楽活動の練習場所を確
保する計画は特段ございませんが、仮に体育館等で音楽活動を実施
する場合は、ピアノ等の高価な学校備品を使用することになることから
学校から許可をもらうなど十分な調整が必要になります。また、団体所
有の音楽器材の保管場所がないことから都度持ち込みをしていただく
必要もでてきます。

10 事前質問

以前やっていた市民ミュージカルは戸田市の子どもたちにとって憧れの
舞台だった、復活の予定は無いのか。

本市では文化会館が主体となり2006年度から15回にわたり「市民
ミュージカル」を上演しておりましたが、15年という節目であることや新型
コロナウィルスの感染拡大を受け終了いたしました。現在では、「市民で
創る第九コンサート」などの市民参加イベントが企画・実施されておりま
す。従前の市民ミュージカルを再度開催する予定はございません。

11 事前質問

戸田市の伝統事業には具体的どんなものがあるのか（獅子舞・和太
鼓・神楽など︖）

市指定文化財（無形民俗文化財）に指定されているものとして、
「下戸田ささら獅子舞」と「沖内囃子」の2つがあります。「下戸田ささら
獅子舞」は、中町の氷川神社で夏祭りと秋祭りに疫病退散・五穀豊
穣を祈願して奉納されます。「沖内囃子」は新曽の沖内で夏祭りに奉
納される祭囃子です。

令和８年度外部評価ヒアリング事前質問回答用紙

「質」の高低に関しては、クラシック音楽公演や著名な絵画の展示等
社会的に一定の知名度があるものを市民が鑑賞したりできるようにす
ることと捉えています。これらに係る事業を実施した際の来場者数や鑑
賞者数、来場者アンケートの評価が良いものを質が高いものと判断し
ております。

https://www.city.toda.saitama.jp/soshiki/194/bunka-


○戸田市文化芸術推進条例 

令和７年３月３１日 

条例第５号 

市は、豊かな荒川の流れとうるわしい武蔵野の大地を故郷とする緑豊かなま

ちです。古くから、戸田の渡しとして知られる戸田渡船場を中心とした物流の

拠点として発展し、その長い歴史と風土の中で、多様な文化芸術を育んできま

した。なかでも、文化芸術の持つ創造性や人と人とをつなぐ力は、私たちの暮

らしを彩り、生きる活力となってきました。 

こうして、今日まで発展してきた市の文化芸術を継承し、更に発展させ、ま

た、新たに創造していくことは、私たちの生活や子どもたちの成長にとってな

くてはならないものです。 

ここに、市における文化芸術に関する施策の基本理念を定め、文化芸術に関

する施策を総合的かつ計画的に推進することで、心豊かな市民生活と魅力ある

地域社会の実現を目指し、この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、文化芸術基本法（平成１３年法律第１４８号）の趣旨を

踏まえ、文化芸術活動の促進を旨とした文化芸術に関する施策に関し、基本

理念を定め、市の責務並びに市民及び文化芸術団体の役割を明らかにし、相

互の連携の強化を図るとともに、当該施策を総合的かつ計画的に推進し、も

って心豊かな市民生活と魅力ある地域社会の実現に寄与することを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 市民 次に掲げるものをいう。 

ア 市内に住所を有する者 

イ 市内に通勤し、又は通学する者 

ウ 市内で事業を営む者 

エ 町会・自治会その他の地域における公共的活動を行う団体 

オ 市内で奉仕活動その他の社会貢献活動を行う個人又は団体 

(2) 文化芸術 次に掲げる芸術等であって、鑑賞の対象となりうる表現や技

芸をいう。 



ア 文化芸術基本法（以下「法」という。）第８条に規定する芸術 

イ 法第９条に規定するメディア芸術 

ウ 法第１０条に規定する伝統芸能 

エ 法第１１条に規定する芸能 

オ 法第１２条に規定する生活文化及び国民娯楽 

(3) 文化芸術活動 文化芸術を鑑賞し、これに参加し、又はこれを創造する

ことをいう。 

(4) 文化芸術団体 市内において文化芸術活動を行っている団体及び市の

文化芸術に関係する団体をいう。 

（基本理念） 

第３条 文化芸術に関する施策（以下「施策」という。）の推進に当たっては、

次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

(1) 文化芸術活動を行う市民及び文化芸術団体の自主性が十分に尊重され

ること。 

(2) 文化芸術活動を行う市民及び文化芸術団体の創造性が十分に尊重され

るとともに、その地位の向上が図られ、その能力が十分に発揮されること。 

(3) 全ての市民が、その年齢、性別、障害の有無等にかかわらず等しく、文

化芸術活動に取り組むことができる環境の整備が図られること。 

(4) 多様な文化芸術の保護及び発展が図られること。 

(5) 文化芸術活動を行う市民及び文化芸術団体の相互の連携が図られるこ

と。 

(6) 市民及び文化芸術団体の意見が施策に反映されるよう十分配慮される

こと。 

(7) 文化芸術により生み出される様々な価値を文化芸術の継承、発展及び創

造に活用することが重要であることに鑑み、文化芸術の固有の意義と価値

を尊重しつつ、まちづくりにおける各分野の施策との積極的な連携が図ら

れること。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理念にのっとり、施策を総合的かつ計画的

に推進するものとする。 

２ 市は、施策の実施に当たっては、市民及び文化芸術団体の協力を求め、又

は市民及び文化芸術団体の人材、情報その他の資源を活用するよう努めるも



のとする。 

３ 市は、施策を推進するため、財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

４ 市は、施策を推進するため、文化芸術活動に係る環境の整備に努めるもの

とする。 

５ 市は、施策を推進するため、文化芸術活動に係る周知が図られるよう努め

るものとする。 

６ 市は、市が行う他の施策の推進においても、文化芸術活動の促進を図る視

点を取り入れるよう努めるものとする。 

（市民の役割） 

第５条 市民は、地域社会の一員として、文化芸術の果たす役割と自らがその

担い手であることを意識するとともに、相互の文化芸術を尊重しつつ、その

推進に寄与するよう努めるものとする。 

（文化芸術団体の役割） 

第６条 文化芸術団体は、自身の活動の充実を図るとともに、市民の文化芸術

活動を主体的に支援することにより、その推進に寄与するよう努めるものと

する。 

（文化芸術推進基本計画） 

第７条 市は、施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、文化芸術の推進に

関する基本的な計画（以下「文化芸術推進基本計画」という。）を策定する

ものとする。 

２ 市は、文化芸術推進基本計画を策定し、又は変更したときは、速やかにこ

れを公表するものとする。 

（審議会） 

第８条 この条例に基づく施策の適正かつ円滑な運営を推進するため、法第３

７条の規定に基づき、戸田市文化芸術推進審議会（以下「審議会」という。）

を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、その

結果を答申し、又は意見を建議する。 

(1) 文化芸術推進基本計画の策定、変更及び進行管理に関すること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、施策の推進に関し必要な事項 

３ 審議会は、委員１０人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから市長

が委嘱し、又は任命する。 



(1) 学識経験を有する者 

(2) 専門知識を有する者 

(3) 文化芸術団体を代表する者 

(4) 公募による市民（個人に限る。） 

(5) 市職員 

(6) その他市長が必要と認める者 

４ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じた場

合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 前各項で定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 

（文化芸術活動を担う人材の育成、活用等） 

第９条 市は、文化芸術活動を担う人材を育成し、活用するとともに、その活

躍の場を広げるための環境の整備に取り組むものとする。 

（文化芸術活動の充実） 

第１０条 市は、市民が文化芸術に親しめる機会の充実を図るため、市民及び

文化芸術団体の自主的な活動の支援に努めるとともに、参加しやすい環境を

整備するものとする。 

（文化芸術によるまちづくりの推進） 

第１１条 市は、教育、子育て、健康、福祉、産業、観光、環境等の分野にお

いて、文化芸術を活用することで、課題の解決及び地域の活性化を図り、魅

力あるまちづくりの推進に取り組むものとする。 

（文化芸術を通じた出会い及び交流の創出） 

第１２条 市は、文化芸術の発展及び創造を促進するため、世代、地域及び分

野を超えた文化芸術を通じた出会い並びに交流の創出に取り組むものとする。 

（文化的資産の継承及び活用） 

第１３条 市は、先人たちの営みによって創造され、保存されてきた有形及び

無形の文化財、景観等の文化的資産を次世代に継承するとともに、それらの

魅力及び価値を高めるための活用に取り組むものとする。 

（委任） 

第１４条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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最終成果①：就労による経済的自立ができる状態 最終成果②、③：地域社会の一員として充実した生活を送る社会生活的自立、自
分の健康や生活管理などを行う日常生活的自立ができる状態

目的：生活保護制度や生活困窮者自立支援事業の適正な運用により、それぞれの実情に応じた適切な支援を行い、生活困窮者
等の生活安定と自立を図ることを目指します。

施策13:生活困窮者支援の充実
令和７年度

1ページ
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施 策

【施策の目的】
生活保護※制度や生活困窮者自立支援事業の適正な運用により、
それぞれの実情に応じた適切な支援を行い、
生活困窮者等の生活安定と自立を図ることを目指します。

13 生活困窮者支援の充実

現況と課題

	● �高齢化の進行や非正規労働者の増加により、生活困窮者が増加しています。

	● 今後更に高齢化が進むため、生活困窮者が増加していくことが予想されます。

	● 単身世帯の増加や核家族化の進行により、親族同士が助け合う機会が減少しています。

	● �生活保護に至る前の生活困窮者や生活保護受給世帯に対し、それぞれの状況や課題に応じて生活の安定と

自立に向けた支援を充実させていく必要があります。

	● 貧困が世代を超えて親から子へと受け継がれてしまう、いわゆる貧困の連鎖の解消が求められています。

	● �生活保護受給者の高齢化に伴い、医療扶助費※や介護扶助費が増大していることから、生活保護受給者の健

康の維持・増進や医療扶助等の更なる適正化が必要です。
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基本目標 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち
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取り組みの方針

（１）生活保護世帯への支援
	■ �就労可能な生活保護受給者に対し、生活保護担当職員や就労支援相談員が定期的に訪問や面談を行い、ふ

るさとハローワークへの同行や求人情報の提供など、求職活動の支援を行うことにより生活保護からの自立を

促します。

	● 就労が困難な場合は、地域社会において安定した日常生活や社会生活が送れるよう支援します。

	■ �貧困の連鎖の解消に向けて、教育支援員の派遣や小中学生に対する学習支援を行い、学習意欲や学習内容

の理解度向上に努めます。

（２）生活自立相談センターによる生活困窮者支援の充実
	■ �生活自立相談センターについては、関係機関や関連部署と連携して、生活困窮者それぞれの実情に応じた支援

プランを策定し、自立に向けた具体的な支援を行います。 

（３）医療扶助等の適正化
	● �増大している医療扶助費や介護扶助費については、後発医薬品 の使用促進や健康管理支援事業により、医

療扶助等の適正化を推進します。

関連計画

	● 第４期戸田市地域福祉計画

指標名 指標説明 当初値 目標値 備考

生活保護受給者の就労
支援事業参加者数

生活保護受給者の自立促進に向
けた就労支援事業の参加者数 96人 96人以上 高齢化に伴い就労不可能者が

増加する中、当初値以上を目指す

就労支援事業参加者の
就労・収入増加者数

生活保護受給者の自立促進に向
けた就労支援事業参加者のうち、
就労につながり、収入が増えた人
の数

31人 31人以上 高齢化に伴い就労不可能者が
増加する中、当初値以上を目指す

主要指標

※
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施策の目的

生活保護※制度や生活困窮者自立支援事業の適正な運用により、それぞれの実情に応じた適
切な支援を行い、生活困窮者等の生活安定と自立を図ることを目指します。

 ■ 現況と課題

 ● 収入減少や物価高騰の影響により生活費が圧迫され貯蓄が減少した人、単身高齢者など、様々な課題を抱
える人からの相談が増えています。

 ● 生活困窮者自立支援事業で実施してきた「生活困窮者自立相談支援」及び「住居確保給付金事業」に加え、
令和５年度（2023 年度）から新たに「就労準備支援」及び「家計改善支援」を開始し、自立支援の取組
を拡充しています。

 ● 高齢化が進んでおり、就労指導や就労意欲があっても就職に結びつかない事例が多くなっています。また、
健康管理の指導に加え、増加している医療扶助や介護扶助について、重症化予防や医療費の更なる適正化
が必要となっています。

 ● 生活保護受給世帯数は横ばいとなっていますが、近年の社会状況の変化から、多様な相談が増加していま
す。適切な支援につなげるためには、相談に対応できるスキルの向上や相談体制の連携や強化が必要となっ
ています。

 ● 生活保護に至る前の生活困窮者や生活保護受給世帯に対し、それぞれの状況や課題に応じて生活の安定自
立に向けた支援を充実させていく必要があります。

 ● 貧困が世代を超えて親から子へと受け継がれてしまういわゆる貧困の連鎖の解消が求められています。

第二領域

第三領域 第四領域

第一領域
0.4

0.3

0.2

0.1

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

満
足
度

重要度

重要度平均値
0.15

満足度平均値
0.17

生活困窮者支援の充実

生活困窮者支援の充実施策
13
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 ■ 取組の方針

（１）生活保護世帯への支援　 総合戦略

 ● 生活保護担当職員や就労支援相談員が、生活保護受給者に対し、定期的な面接やふるさとハローワーク※

への同行、求職活動の支援を行うことにより、生活保護からの自立を支援します。
 ● 貧困の連鎖に対しては、小中学生や高校生などに対する教育支援員の派遣や学習支援事業を行い、学習に
おける理解や学力の向上を図るとともに、進学に向けた支援を行っていきます。

（２）生活自立相談センターによる生活困窮者支援の充実 
 ● 関係機関との連携を深め、生活困窮者の早期把握を行うとともに、生活自立相談センターにおいて、庁内
関係各課と連携や調整を図りながら生活困窮者に対する包括的な支援を行います。

（３）医療扶助等の適正化 
 ● 生活保護受給者の高齢化に伴い、増加している医療扶助や介護扶助については、後発医薬品※の使用促進
などにより医療扶助等の適正化を推進します。

 ● 健診受診勧奨や生活習慣病に関する保健指導などの重症化予防対策を進め、医療と生活の両面から健康管
理に対する支援を行うことで、医療費の抑制に取り組みます。

施策指標
指標名 指標説明 当初値 目標値 備考

生活保護受給者のうち就労年
齢層 (15 ～ 64 歳 ) の就労支
援事業参加者数

生活保護受給者の自立促進に
向けた就労支援事業の参加者
数

95 人 95 人以上 高齢化に伴い就労不可能者が増加
する中、当初値以上を目指す

就労支援事業参加者のうち就
労年齢層 (15 ～ 64 歳 ) の就
労・収入増加者数

生活保護受給者の自立促進に
向けた就労支援事業のうち、
就労につながり、収入が増え
た人の数

20 人 20 人以上 高齢化に伴い就労不可能者が増加
する中、当初値以上を目指す

 ■ 関連計画
 ● 第 5 期戸田市地域福祉計画



医 〇生活に困窮している世帯の小中学生、高校生に対して、教育

療扶助等の更なる適正化が必要となっている。 支援員や学習支援事業（学習教室）を活用し、学習意欲や学習

内容の理解度の向上に努め、進学等に伴う支援を行う。

〇増大していく医療扶助費・介護扶助費抑制に向け、後発医薬

品の使用促進、健康管理支援事業により、医療扶助の適正化を

推進していく。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 8年 6月18日 作成部局名 健康福祉部 担当部局名 こども健やか部

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

生活支援課

03
共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち

子育て支援課

13
生活困窮者支援の充実

親子健やか室

生活保護制度や生活困窮者自立支援事業の適正な運用により、それぞれの実情に応じた適切な支援を行い、生活困窮者等の

生活安定と自立を図ることを目指します。

生活保護事務費

生活困窮者自立支援事業

生活保護受給者の就労支援 就労支援事業の参加者数
人 96以上 96 94 84 87 95 84

事業の参加者数

生活保護受給者の就労・収 就労支援事業で収入が増加した人数
人 31以上 31 37 28 30 21 30

入増加者数 (就労支援事業参加者のうち )

〇物価高の影響による雇用情勢の悪化などにより、生活困窮者 〇生活保護受給者に対しては、法に基づき適切に生活支援を行

が増加している。 うとともに、就労可能な生活保護受給者には就労支援相談員に

〇単身世帯の増加や家族の小規模化に伴い、親族間における相 よる就労支援に加え、ハローワーク川口等への案内を行うなど

互扶助の機能が低下している。 、就職に向けた支援を行う。

〇貧困が世代を超えて受け継がれてしまう、貧困の連鎖の解消 〇生活保護に至る前の生活困窮者に対して、生活困窮状態から

が求められている。 の自立に向けた支援として、相談業務とともに、就労準備や家

〇生活保護受給者の高齢化に伴い医療扶助費や介護扶助費が増 計改善に伴う支援を行う。

大していることから、生活保護受給者の健康の維持・増進や



１ － － － － 義01 01 03 01 01 03 01 2,255

行旅死亡人の身元調査を実施 31

し、葬祭執行人のいない死亡 3,044

04 ホームレス総合相談事業　（生活支援課）

ホームレス総合相談事業

義
務

5,552 ホームレスに対する相談支援を通じ

4,842 て、必要な支援を引き続き実施して

－ － １ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 義01 01 03 01 01 04 01 4,842 いく。

ホームレス巡回相談員が市内 1,215

を巡回し、これらの者と直に 1,691

05 生活困窮者自立支援事業　（生活支援課）

生活困窮者自立支援事業

法
定

44,065 生活困窮者自立支援事業において、

44,473 家計改善支援や就労準備支援などの

－ ○ １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 法01 01 03 01 01 05 01 44,473 様々な事業に取り組み、包括的な支

自立相談支援事業において、 15,708 援を実施していく。

相談窓口で生活困窮者の相談 5,749

住居確保給付金

法
定

5,488 申請件数が急増したコロナ禍後、現

7,190 在は申請動向は落ち着きつつあるが

－ － １ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 法02 01 03 01 01 05 02 7,190 、引き続き動向を注視し、適切に対

支援対象者に対し、家賃相当 1,829 応していく。

分及び転居費用相当分の住居 4,397

98 定額減税補足給付金（不足額給

戸

付）事業　（生活支援

田

課）

市 施策

定額減税補足給付金

評

（不足額

法
定

325,

価

540

給付）事業 0

－

シ

－ ９ － － － － 法98 0

ー

1 03 01 96 98 9

ト

8 0

令和6年度に実施

作

した定額減 0

税補足給

成

付金（調整給付）の 0

日 令和 8年 6月18日 作成部局名 健康福祉部 担当部局名 こども健やか部

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０８年度（事業費総額） 令和０９年度 令和１０年度 令和１１年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０８年度（人件費総額） 令和０９年度 令和１０年度 令和１１年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R7決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R8予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
9

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

就労支援については目標値を達成することはできなかったものの、概ね目標値となったため
進捗を「予定通り」と判断した。
また、生活保護者や生活困窮者支援を必要としている者は増加傾向にあるが、関係機関と連
携しながら支援を行うことができた。

Ｂ

5,390,965 ↓ 5,021,468 → 5,021,468 → 5,021,468
高齢化や物価高騰に伴う影響により、生活支援を必要としている方は増加傾向であることから、扶助費などは増大が見込まれている。また
、生活困窮者の自立に向けた支援については、現行の予算規模を維持して、取り組んでいく。

54,924 ↓ 41,937 → 41,937 → 41,937
現行のケースワーカーの配置数が、社会福祉法第１６条に規定されている標準数に比して１名不足していることから、適正に生活保護制度
の事務を執行していくためにも増員が必要な状況である。

03 行旅死亡人及び行旅病人取扱費　（生活支援課）

行旅死亡人及び行旅病人取扱

義
務

641 行旅死亡人及び墓地埋葬法に係る葬

事業 2,255 祭等の措置を行う。

－ －
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（再掲
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5 5,021,468
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業

0,739 1,235

名

,693 1,151,

事

693

事業の方向性：

業

１現状で継続　 ２拡大

区

して継続 ３縮小して継
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事業費R コメント
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事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

02 生活保護事務費　（生活支援課）

生活保護事務費

法
定

120,652 今後も増加する生活保護事務に備え

62,457 、事務の効率化など必要な業務体制

－ － １ Ａ Ｂ Ａ Ｂ 法01 01 03 03 01 02 01 62,457 の整備に努めていく。

①生活困窮者の相談・助言及 46,598

び生活保護の申請受理　②被 14,543

01 生活保護扶助費　（生活支援課）

生活保護扶助費

法
定

4,757,761 今後も増加する生活保護事務に備え

4,900,251 、ケースワーカーの増員等、必要な

－ － １ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 法01 01 03 03 02 01 01 4,900,251 業務体制の整備に努める。

生活保護の被保護者（世帯主 1,086,312

）に対し、毎月１回定期的に 12,513

01 生活保護費追加給付事業　（生活支援課）

戸

生

田

活保護費追加給付事業

市

法
定

0

369,497

施

－ － ８ － － － －01 0

策

1 03 03 03 01 0

評

1 0

平成25年8月か

価
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シ

間において、戸田市に

ー

て 0

xx 令和

ト

６年度戸田市物価高騰

作

対策給付金事業　（生

成

活支援課）
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田市物価高騰対

義
務

1
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9,129

策給付金事

年

業 0

－ － ９ － － － － 終

 

00 01 xx xx xx
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①令和６年

月

度住民税非課税等 0

世

1

帯に対して、一世帯当

8

たり 0

03 ひ

日

とり親家庭等医療費支

作

給事業　（子育て支援

成

課）

部

（

局

再掲）ひとり親家庭等

名

医療

任
意

＜（再掲）に

健

ついて＞

費支給事業 本

康

事業は、他の施策を主

福

たる施策として構成す



祉部 担当部局名 こども健やか部

５．事務事業の検討 【特別会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R7決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R8予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
9

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

00 　（）

法
定

0 他市からの移管等により対象者が生

0 ずることも想定されるが、現時点で

－ － ５ ○ － － － －00 00 00 00 00 00 00 0 は対象者がいないため休止とする。

生活に困窮する中国残留邦人 0

等に対し、支援金を支給する 0

R7決算額 R8計画額 R9予算額
計（千円） 事業費 0 0 0

うち一般財源 0 0 0

事業の方向性： １現状で継続　 ２拡大して継続 ３縮小して継続　　　４他事業と統合　　　５休止　　　６その他見直し

７令和9年度で終了 ８令和8年度で終了 ９令和7年度で終了

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 8年 6月18日 作成部局名 健康福



13 3,043.8 3,043.8 3,043.8 3,043.8

投入 常勤職員 0.45人 0.45人 0.45人 0.45人 0.45人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 3,854 5,299 5,299 5,299 5,299

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 7047 行旅死亡人及び行旅病人取扱事業

担当組織 健康福祉部 生活支援課 担当 生活支援担当

組織コード
R8 17 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 01 03 01

記入日 令和 8年 6月 8日
R7 17 03 00 R7 01 03 01 01 03 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 13 生活困窮者支援の充実 ● 対象外

事業期間 令和３年度 ～ 令和１２年度

行旅病人及行旅死亡人取扱法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
戸田市内における行旅病人及び行旅死亡人及び墓地埋葬法により葬祭執行人のいない死亡者

行旅死亡人等の埋火葬を行う。

事業目的

行旅死亡人の身元調査を実施し、葬祭執行人のいない死亡者に対しては「行旅病人及行旅死亡人取扱法」に基づき、また、

自宅等で死亡した方で、引き取り手がいない場合は、「墓地、埋葬等に関する法律」に基づき、それぞれ埋火葬を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

行旅死亡人取 行旅死亡人取 行旅死亡人取 行旅死亡人取 行旅死亡人取

扱 扱 扱 扱 扱

事　業　費 641 2,255 2,255 2,255 2,255

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 2,224 2,224 2,224 2,224

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 641 31 31 31 31

人　件　費 3,2



2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 行旅死亡人等発生件数 行旅死亡人と思われる事 件
活動① 案の発生件数 9 2 1 1 1
事務事業 事案対応件数 警察署からの通報に基づ 件
成果① き対応した件数 9 18 7 12 7

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞
発生した行旅死亡人の処置であり、目標を設定することはなじまない業務であり、目標値は設定しない。

状況
発生した行旅死亡人全てについて適切に処置を行った。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
行旅死亡人の連絡が警察署等関係機関からあった場合には早急に対応していく。

事業の方向性・
取組方針



7 3,627 3,627

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 27 0 0 0 0

一般財源 3,365 1,215 1,215 1,215 1,215

人　件　費 1,785 1,691 1,691 1,691 1,691

投入 常勤職員 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人

人員 非常勤職員 0.91人 0.91人 0.91人 0.91人 0.91人

事業費＋人件費 7,337 6,533 6,533 6,533 6,533

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 7049 ホームレス総合相談事業

担当組織 健康福祉部 生活支援課 担当 生活支援担当

組織コード
R8 17 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 01 04 01

記入日 令和 8年 6月11日
R7 17 03 00 R7 01 03 01 01 04 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 13 生活困窮者支援の充実 ● 対象外

事業期間 令和３年度 ～ 令和１２年度

ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法 ホームレスの自立の支援等に関する基本方針

根拠法令 生活困窮者自立支援法 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
戸田市内におけるホームレス

ホームレスの相談活動を行い、これらの者の抱える問題を把握し、必要な援助が受けられるようにすることにより、その者

事業目的
の自立を支援すること。

ホームレス巡回相談員が市内を巡回し、これらの者と直に面接を行い、日常生活に関する相談等を行う。相談の結果、各種

施策の活用にかかる助言、関係機関との連携を行い、必要な支援を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

ホームレス総 ホームレス総 ホームレス総 ホームレス総 ホームレス総

合相談事業 合相談事業 合相談事業 合相談事業 合相談事業

事　業　費 5,552 4,842 4,842 4,842 4,842

財
源
内
訳

国庫支出金 2,160 3,627 3,62



●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　市内のホームレスのほとんどが荒川河川敷に居住していることから、これまで同様に荒川河川敷を中心に巡回

事業の方向性・
し、訪問及び支援を行っていく。物価高騰の影響による解雇及び事業破綻による失職で、ホームレスが増えるこ

取組方針
とが考えられるが、継続的にホームレスの自立促進に向けて支援していく。
　また、公園や高架下などのホームレスに対しても関係機関と連携しながら、現状把握と支援への働きかけを継
続していく。

4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 巡回相談日数 年間の巡回相談日数 日 200 200 200 130 130
活動① 114 139 144 76 93
事務事業 ホームレス減少率 前年度ホームレスからの ％ 5 5 5 5 5
成果① 減少率 15 5 0 3 5

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
令和６年度は、巡回相談日数については、一時的な人員の減員もあり前年度より減少した。また、ホームレスの人数は令和６

状況
年度末（令和７年３月）は１９人だったが、令和７年度末（令和８年３月）には１８人となった。近年は、ホームレスの高齢

の分析 化等の理由で減少傾向であったが、令和６年度についても、前年度から１人の減少となった。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ｂ 当初の計画を上回るような、特筆すべき結果が得られなかったため「Ｂ」とした。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ｂ 当初の計画を上回るような、特筆すべき結果が得られなかったため「Ｂ」とした。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ｂ 当初の計画を上回るような、特筆すべき結果が得られなかったため「Ｂ」とした。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞



実施 援事業を実施 援事業を実施

する。 する。 する。 する。 する。

事　業　費 44,065 44,473 44,473 44,473 44,473

財
源
内
訳

国庫支出金 15,988 28,765 28,765 28,765 28,765

県支出金 17,909 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 10,168 15,708 15,708 15,708 15,708

人　件　費 2,856 5,749.4 5,749.4 5,749.4 5,749.4

投入 常勤職員 0.4人 0.85人 0.85人 0.85人 0.85人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 46,921 50,222 50,222 50,222 50,222

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 44306 生活困窮者自立支援事業

担当組織 健康福祉部 生活支援課 担当 支援庶務担当

組織コード
R8 17 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 01 05 01

記入日 令和 8年 6月11日
R7 17 03 00 R7 01 03 01 01 05 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 29 ● 対象
再掲施策

施策 13 生活困窮者支援の充実 ○ 対象外

事業期間 令和３年度 ～ 令和１２年度

生活困窮者自立支援法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－２、３－１

対象
市内に居住している生活上の問題を抱えている生活困窮者

生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し自立相談支援事業を実施し、自立した生活が営

事業目的
めるよう支援をする。

自立相談支援事業において、相談窓口で生活困窮者の相談を受け、①生活困窮者の抱えている課題を評価・分析し、そのニ

ーズを把握　②ニーズに応じた支援が計画的かつ継続的に行われるよう、自立支援計画を策定　③自立支援計画に基づく各

種支援が包括的に行われるよう、関係機関との連絡調整を実施。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 ■市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

自立相談支援 自立相談支援 自立相談支援 自立相談支援 自立相談支援

事業等の各支 事業等の各支 事業等の各支 事業等の各支 事業等の各支

援事業を実施 援事業を実施 援事業を



組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
市民への周知活動に努めるとともに、関係各所と連携を図りながら支援を行っていく。

事業の方向性・
また、令和8年度においても必須事業である「生活困窮者自立相談支援事業」、「住居確保給付金給付事業」と

取組方針
ともに、任意事業である「就労準備支援事業」、「家計改善支援事業」、「被保護者地域居住支援事業」と、困
窮者に対する複合的な支援を継続的に実施していく。

6 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 新規相談件数 年間延べ相談件数 件 850 870 890 300 300
活動① 858 317 292 237 292
事務事業 支援対象者件数 プラン作成件数 件 62 63 64 65 66
成果① 76 79 107 36 50
総合戦略 支援対象者件数 プラン作成件数 件 62 63 64 65 66
KPI① 76 79 107 36 50

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
新規相談件数は微増になったが継続した相談件数は増加傾向にある。物価高騰の影響により、今年度新たに対象となった住居

状況
確保給付金（転居費用）の相談もあった。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ｂ 当初の計画を上回るような、特筆すべき結果が得られなかったため「B」とした。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ｂ 当初の計画を上回るような、特筆すべき結果が得られなかったため「B」とした。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

引き続き必須事業である「生活困窮者自立相談支援事業」、「住居確保給付金給付事業」とともに、任意事業で
ある「就労準備支援事業」、「家計改善支援事業」、「被保護者地域居住支援事業」を継続していく。

令和８年度に
実施する取



5,361 5,361 5,361

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 3,412 1,829 1,829 1,829 1,829

人　件　費 4,284 4,396.6 4,396.6 4,396.6 4,396.6

投入 常勤職員 0.6人 0.65人 0.65人 0.65人 0.65人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 9,772 11,587 11,587 11,587 11,587

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 44689 住居確保給付金

担当組織 健康福祉部 生活支援課 担当 支援庶務担当

組織コード
R8 17 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 01 05 02

記入日 令和 8年 6月11日
R7 17 03 00 R7 01 03 01 01 05 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 13 生活困窮者支援の充実 ● 対象外

事業期間 令和３年度 ～ 令和１２年度

生活困窮者自立支援法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
離職等により経済的に困窮し、住居喪失者又は住居喪失のおそれのある者で、法的支給要件を満たしている者

離職等により経済的に困窮し、住宅を喪失した者又は住宅を喪失するおそれのある者に対し、家賃相当分及び転居費用相当

事業目的
分の住居確保給付金を支給することにより、これらの者の住宅及び就労機会の確保に向けた支援を行う。

支援対象者に対し、家賃相当分及び転居費用相当分の住居確保給付金を支給することにより生活を安定させ、就労機会の確

保に向けた支援を行っていく。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

住居確保給付 住居確保給付 住居確保給付 住居確保給付 住居確保給付

金の支給 金の支給 金の支給 金の支給 金の支給

事　業　費 5,488 7,190 7,190 7,190 7,190

財
源
内
訳

国庫支出金 2,076 5,361



見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
国が提唱する第２のセーフティーネットとしての事業の一端であり、今後も生活困窮者自立支援制度との連携を

事業の方向性・
図り、効果的に事業を実施していく。

取組方針

8 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 相談件数 相談受付件数 件 140 150 150 100 100
活動① 143 158 117 134 88
事務事業 支給件数 延べ支給件数 件 20 620 620 162 162
成果① 620 379 127 61 50

Ｃ：全ての目標が達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞
物価高騰の影響を踏まえ目標値を昨年度同様で設定したが、目標値を下回る結果となった。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ｂ 当初の計画を上回るような、特筆すべき結果が得られなかったため「B」とした。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ｂ 当初の計画を上回るような、特筆すべき結果が得られなかったため「B」とした。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
令和7年度から住居確保給付金において、家計を改善するため新たな住居を確保する必要があると認められる生

令和７年度に 活困窮者が、新たに住居確保給付金（転居費用分）の支給対象者として追加されたことから、転居費用の補助を

実施した 実施した（2件）

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 55218 定額減税補足給付金（不足額給付）事業

担当組織 健康福祉部 生活支援課 担当 支援庶務担当

組織コード
R8 17 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 96 98 98

記入日 令和 8年 6月11日
R7 17 03 00 R7 01 03 01 08 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 13 生活困窮者支援の充実 ● 対象外

事業期間

令和7年度戸田市定額減税補足給付金（不足額給付

根拠法令 ）実施要項 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

デフレ完全脱却のための総合経済対策として、定額減税を補足する給付金事業を実施する。

事業目的

令和6年度に実施した定額減税補足給付金（調整給付）の支給額に不足が生じる者等に対し、その不足額を給付する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

R6に実施した

定額減税補足

給付金（調整

給付）の支給

事　業　費 325,540 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 325,540 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 9,996 0 0 0 0

投入 常勤職員 1.4人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 335,536 0 0 0 0



10 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ●令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
給付金は、今回限りとされており、令和6年度に実施した定額減税補足給付金（調整給付）の支給額に不足が生

事業の方向性・
じる方に、不足額を支給し令和7年6月から事業を開始し令和7年9月末をもって申請受付終了となり、本事業は終

取組方針
了。



2,495 2,495 2,495

一般財源 105,972 46,598 46,598 46,598 46,598

人　件　費 21,205.8 14,542.6 14,542.6 14,542.6 14,542.6

投入 常勤職員 2.97人 2.15人 2.15人 2.15人 2.15人

人員 非常勤職員 2人 2.03人 2.03人 2.03人 2.03人

事業費＋人件費 141,858 77,000 77,000 77,000 77,000

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 21169 生活保護事務費

担当組織 健康福祉部 生活支援課 担当 生活支援担当

組織コード
R8 17 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 03 01 02 01

記入日 令和 8年 6月11日
R7 17 03 00 R7 01 03 03 01 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 13 生活困窮者支援の充実 ● 対象外

事業期間 令和３年度 ～ 令和１２年度

生活保護法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
戸田市内に居住する生活困窮者及び生活保護の要保護者・被保護者

市民あるいは市内の住所不定者であって、生活に困窮している者の最低限度の生活を保障する。また、被保護者の自立の可

事業目的
能性を見い出し、その能力を生かして社会生活に適応できるよう援助していく。

①生活困窮者の相談・助言及び生活保護の申請受理　②被保護者の資産・能力・他法他施策の活用・指導　③被保護者の自

立支援

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

生活保護事務 生活保護事務 生活保護事務 生活保護事務 生活保護事務

費 費 費 費 費

事　業　費 120,652 62,457 62,457 62,457 62,457

財
源
内
訳

国庫支出金 12,735 13,364 13,364 13,364 13,364

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 1,945 2,495



に実施して、自立へ繋げていく。
事業の方向性・

　また、生活困窮者自立支援制度等、他法を積極的に活用して事業費を抑制していくとともに、必要な人員の確
取組方針

保、事務フローの見直し等を行っていく。

12 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 訪問回数 ケースワーカー等による 件 4,546 4,546 4,546 4,625 4,546
活動① 調査件数 1,598 2,167 4,272 4,337 3,741
事務事業 自立世帯数 自立し生活保護を廃止し 世帯 50 50 50 23 23
成果① た世帯数 16 31 21 39 40

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
世帯類型に基づき策定した計画訪問回数 4,546回に対して訪問回数の実績が 3,741回となり、目標をやや下回った。

状況
就労等による自立世帯数は、40件となり目標を上回った。就労支援のほか、年金の受給を促す指導・支援が実績に結び付いた

の分析 。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　生活保護受給者への支援を効果的



0 40,000

一般財源 1,067,181 1,086,312 1,086,312 1,086,312 1,086,312

人　件　費 10,353 12,513.4 12,513.4 12,513.4 12,513.4

投入 常勤職員 1.45人 1.85人 1.85人 1.85人 1.85人

人員 非常勤職員 0.7人 0.7人 0.7人 0.7人 0.7人

事業費＋人件費 4,768,114 4,912,764 4,912,764 4,912,764 4,912,764

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 20797 生活保護扶助費

担当組織 健康福祉部 生活支援課 担当 支援庶務担当

組織コード
R8 17 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 03 02 01 01

記入日 令和 8年 6月11日
R7 17 03 00 R7 01 03 03 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 29 ○ 対象
再掲施策

施策 13 生活困窮者支援の充実 ● 対象外

事業期間 令和３年度 ～ 令和１２年度

生活保護法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
生活保護の被保護者

生活困窮者の最低限度の生活保障を実施する。

事業目的

生活保護の被保護者（世帯主）に対し、毎月１回定期的に生活保護費を支給する。また、定期的な支給が出来なかった場合

、随時支給（毎月2回）により生活保護費を支給する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

保護費の支給 保護費の支給 保護費の支給 保護費の支給 保護費の支給

事　業　費 4,757,761 4,900,251 4,900,251 4,900,251 4,900,251

財
源
内
訳

国庫支出金 3,526,780 3,652,688 3,652,688 3,652,688 3,652,688

県支出金 120,509 121,251 121,251 121,251 121,251

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 43,291 40,000 40,000 40,00



施し、就労にむけた支援を行い自立へ繋げていくなど、生活困窮者自
事業の方向性・

立支援制度との連携を行っていく。
取組方針

14 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 保護世帯数 延べ保護世帯数 世帯 22,470 22,650 22,660 22,670 22,680
活動① 22,639 22,665 22,863 22,788 22,994
事務事業 保護人員 延べ保護人員 延べ人 28,170 28,200 28,220 28,240 28,270
活動② 27,819 27,613 27,805 27,651 27,700

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
保護世帯数の目標指数は達成したが、保護人員は未達成となった。保護世帯数・保護人員ともに概ね横ばいの状態が続いてい

状況
る。物価高騰の影響等もあり、今後も増加傾向が推察される。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
生活保護受給者への支援をより効果的に実



0 0

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 55190 令和６年度戸田市物価高騰対策給付金事業

担当組織 健康福祉部 生活支援課 担当 支援庶務担当

組織コード
R8 17 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 xx xx xx xx 00

記入日 令和 8年 6月11日
R7 17 03 00 R7 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 13 生活困窮者支援の充実 ● 対象外

事業期間

令和6年度戸田市物価高騰対策給付金支給事務実施

根拠法令 要綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

政府による国民の安心・安全と持続的な成長に向けた新たな総合経済対策における物価高への支援として、令和６年度住民

事業目的
税非課税世帯を対象とした給付金事業を実施する。

①令和６年度住民税非課税等世帯に対して、一世帯当たり三万円を給付する。

②令和６年度低所得者の子育て世帯に対して、児童一人当たり二万円を加算し給付する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

戸田市物価高

騰対策給付金

事業

事　業　費 19,129 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 19,129 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 11,067 0 0 0 0

投入 常勤職員 1.55人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 30,196 0 0



16 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ●令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
本給付金は今回限りとされており、令和6年度に繰越明許を設定。令和6年度住民税非課税世帯を対象に一世帯当

事業の方向性・
たり三万円、その世帯の子どもに対して一人当たり二万円の給付を行うため、令和7年1月から事業を開始し令和

取組方針
7年5月末をもって申請受付終了となり、本事業は終了。



等医療費支給 等医療費支給 等医療費支給

事業 事業 事業 事業 事業

事　業　費 61,252 67,033 62,915 61,657 60,424

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 16,382 17,986 16,798 16,462 16,133

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 44,870 49,047 46,117 45,195 44,291

人　件　費 5,497.8 5,073 5,073 5,073 5,073

投入 常勤職員 0.77人 0.75人 0.75人 0.75人 0.75人

人員 非常勤職員 1人 1人 1人 1人 1人

事業費＋人件費 66,750 72,106 67,988 66,730 65,497

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 7095 ひとり親家庭等医療費支給事業

担当組織 こども健やか部 子育て支援課 担当 医療・手当担当　

組織コード
R8 18 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 03 03 01

記入日 令和 8年 6月 7日
R7 18 02 00 R7 01 03 02 03 03 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち 13 ○ 対象
再掲施策

施策 01 子育て支援の充実 ● 対象外

事業期間 平成４年度 ～ 令和１２年度

戸田市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例 戸田市こども計画

根拠法令 戸田市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例 関連計画 市長公約04こども医療費・ひとり親家庭等医療費の

通 達 等 施行規則 施政方針 現物給付を県内他市へ拡大

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市内に居住しているひとり親家庭等の18歳年度末までの児童(児童に一定の障害がある場合は20歳まで)とその母(父)又は養

育者で、前年所得が所得制限限度額を超えていない者

医療費の自己負担分を支給することにより、ひとり親家庭等の生活の安定と自立を支援し、ひとり親家庭等の福祉の増進を

事業目的
図る。

医療保険制度で医療にかかった場合に、医療費の自己負担分を支給する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 市内医療機関等 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

ひとり親家庭 ひとり親家庭 ひとり親家庭 ひとり親家庭 ひとり親家庭

等医療費支給 等医療費支給



県が一
括で委託し、効率的に実施している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 適正な所得制限を設けることで、受益・負担は適正である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
児童扶養手当法の改正により、ひとり親家庭等医療の所得制限額が緩和されたため、市民に周知し、改正内容に

令和７年度に 基づき、適正に認定、支給事務を実施した。

実施した
取組内容・効果

制度改正後の内容に基づき、引き続き適正に認定、支給事務を実施する。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
引き続き、改正後の内容について周知し、適正に支給事務等を実施する。

事業の方向性・
取組方針

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 広報紙・HP等による事業ＰＲ 広報紙・HP等への掲載回 回 2 2 2 2 2
活動① 数 2 4 2 2 2
事務事業 支給件数 振込件数 件 21,989 22,283 22,283 22,283 19,000
活動② 19,605 19,355 20,618 19,950 19,284
事務事業 受給者数 年度末受給者数 人 1,680 1,550 1,550 1,550 1,300
成果① 1,444 1,365 1,300 1,306 1,196
事務事業 支給金額 総振込金額 円 60,535,71761,189,00061,189,00061,189,00056,177,000
成果② 52,954,16854,057,00258,259,56157,323,86057,372,580

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
適正な医療機関への受診を周知していることで、支給件数が減少した。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ ひとり親世帯に対して、申請漏れのないよう本制度の周知を行っており、医療費の一部負担金の全

額補助により、経済的負担の軽減に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 広報やホームページ等で適正受診を周知し、関係課及び関係機関との連携により、他方優先を徹底

し、最小限の経費で行っている。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 市条例等に基づき、事務を適正に遂行しており、現物給付については、審査支払機関に埼玉



3

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 12 420 420 420 420

一般財源 4,415 16,997 16,997 16,997 16,997

人　件　費 2,856 2,705.6 2,705.6 2,705.6 2,705.6

投入 常勤職員 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 24,522 71,103 71,103 71,103 71,103

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 7099 母子生活支援施設入所事業

担当組織 こども健やか部 親子健やか室 担当 こども家庭相談担当

組織コード
R8 18 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 03 01 01

記入日 令和 8年 6月10日
R7 18 03 00 R7 01 03 02 03 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち 13 ○ 対象
再掲施策

施策 01 子育て支援の充実 ● 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
子供の福祉を必要とする、配偶者のいない女性とその養育すべき１８歳未満の子どもの世帯

母子生活支援施設における母子保護を実施し、もって母子家庭の福祉に資するものとする。

事業目的

経済的に困窮する母子家庭に住居の提供及び生活指導を行い、生活の安定を図るとともに自立を促進する。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

母子生活支援 母子生活支援 母子生活支援 母子生活支援 母子生活支援

施設入所事業 施設入所事業 施設入所事業 施設入所事業 施設入所事業

事　業　費 21,666 68,397 68,397 68,397 68,397

財
源
内
訳

国庫支出金 11,493 33,987 33,987 33,987 33,987

県支出金 5,746 16,993 16,993 16,993 16,99



組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
施設と協力しながら、入所者に必要な助言・指導等を行い、子育て支援及び自立に向けた支援の充実を図ってい

事業の方向性・
く。

取組方針
なお、同業務については、マイナンバー対応事務であることから、情報連携等必要な取り組みに関しては遅滞な
く進めていく。

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 入所者への年間延べ指導回数 入所者面談など処遇上の 回 20 20 20 20 20
活動① 指導回数 17 12 11 7 13
事務事業 施設退所者数 年間施設退所者数 人 5 5 5 5 5
成果① 4 5 5 1 6

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
入所者数が減少していることから、実績値が目標を下回っている。このため、指導回数の目標を達成できなかったが、入所者

状況
全員には細やかに定期面談を実施し、助言、指導を行っているところである。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 母子保護による自立に向けた経済的な支援等の適切な実施により、福祉の向上が図られた。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 入所措置等は、国によって基準が定められているため、適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 母子保護の実施については、所管する福祉事務所が児童福祉法に則り適切に実施した。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 児童福祉法にて、１８歳未満の子を養育する母子家庭を対象とし、「戸田市社会福祉施設入所者に

係る費用の徴収に関する規則」に則り適正化を図っている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

特になし

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取



にし、ボランティアによる学習の支援を行う事業。ひとり親家庭高等学

事業内容
校卒業程度認定試験合格支援事業は親の学び直しを支援するための、講座等の費用助成。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

ひとり親家庭 ひとり親家庭 ひとり親家庭 ひとり親家庭 ひとり親家庭

の自立支援の の自立支援の の自立支援の の自立支援の の自立支援の

ための支援事 ための支援事 ための支援事 ための支援事 ための支援事

業 業 業 業 業

事　業　費 11,844 11,280 11,280 11,280 11,280

財
源
内
訳

国庫支出金 6,465 6,668 6,668 6,668 6,668

県支出金 0 1,289 1,289 1,289 1,289

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 27 27 27 27

一般財源 5,379 3,296 3,296 3,296 3,296

人　件　費 3,213 3,043.8 3,043.8 3,043.8 3,043.8

投入 常勤職員 0.45人 0.45人 0.45人 0.45人 0.45人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 15,057 14,324 14,324 14,324 14,324

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 27763 ひとり親家庭等支援事業

担当組織 こども健やか部 親子健やか室 担当 こども家庭相談担当

組織コード
R8 18 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 03 05 01

記入日 令和 8年 6月10日
R7 18 03 00 R7 01 03 02 03 05 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち 13 29 ● 対象
再掲施策

施策 01 子育て支援の充実 ○ 対象外

事業期間 平成２０年度 ～ 令和１２年度

母子及び父子並びに寡婦福祉法、障害者及びひとり 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 親世帯民間賃貸住宅家賃差額助成要綱、高齢者等民 関連計画

通 達 等 間賃貸住宅入居支援事業実施要綱、他 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－２

対象
自立支援教育訓練給付及びひとり親家庭高等職業訓練促進給付金：児童扶養手当の支給を受けているか、又は同様の所得水

準にあるひとり親家庭の父母

ひとり親家庭の自立支援のため、ひとり親の就職に役立つ能力開発及び就職に有利な資格取得などの就業支援をし、ひとり

事業目的
親家庭の雇用の促進を図る。また、住宅に関する支援の実施や、ヘルパー派遣の実施により、ひとり親家庭の居住の安定と

福祉の向上を図る。

自立支援教育訓練給付金は教育訓練講座を受けた場合の費用を一部助成。高等職業訓練促進給付金は看護師などの資格取得

のための修学中の生活費負担軽減のための助成。住宅関連支援は立ち退きによる転居の際の家賃差額の補助や債務保証料の

助成。日常生活支援事業は病気などの際にヘルパーを派遣し、家事・育児の支援を行う事業。子どもの学習支援事業は学習

機会に恵まれないひとり親家庭等の小中学生を対象



ワーク等と連携し行っている。

令和７年度に 相談者に応じた利用を検討し、利用開始につなげている。

実施した
取組内容・効果

就労支援として、児童扶養手当の手続時に制度の周知とハローワーク等へつなぎを実施するため、子育て支援課
と連携を図る。

令和８年度に
引き続き、ひとり親家庭が経済的に自立するために、相談者に応じた利用をともに検討し、利用開始につなげて

実施する取組内容
いく。

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ●４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
制度の周知と相談者に応じた利用を図っていく。また、就労支援として、児童扶養手当の手続時に制度の周知と

事業の方向性・
ハローワーク等へつなぎを実施するため、子育て支援課と連携を図り、引き続きひとり親家庭の経済的な自立に

取組方針
向けた支援を行っていく。
なお、養育費の保証促進補助金事業と本事業を統合し、ひとり親への支援事業として引き続き実施していく。

4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 広報紙・ＨＰ等による事業PR 広報・ＨＰ等掲載回数 回 2 2 2 2 2
活動① 2 2 2 2 2
事務事業 自立支援教育訓練給付助成年間件 年間助成件数 件 3 3 3 3 3
活動② 数 3 2 1 1 3
事務事業 ひとり親家庭高等職業修了支援給 修了支援給付金給付者件 件 2 2 2 2 2
成果① 付金 数 2 4 1 0 3
事務事業 ひとり親家庭高等職業訓練促進給 年間助成件数 件 8 8 8 8 8
成果② 付金年間助成件数 7 5 1 6 7
総合戦略 広報・ＨＰ等によるPR 広報・ＨＰ等掲載回数 回 2 2 2 2 2
KPI① 2 2 2 2 2

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金については、助成件数が7件あり、ひとり親家庭等の自立支援につながった。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ ひとり親家庭の就労を支援し、自立するために貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 国・県の補助対象額に従っているため適正な範囲である。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 給付金により、就労のための支援を受けられる事業として実施している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 所得や課税証明により助成額の決定を適正に行っている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
制度の周知を児童扶養手当の手続時のほか、福祉部門やハロー



施策13︓生活困窮者支援の充実　[中心となる部局︓健康福祉部]
No. 区分 事前質問事項 回答

1 第３回外部評価
委員会

生活困窮者の定義を教えてほしい。 就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情によ
り、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくな
る恐れのある者をいいます。(生活困窮者自立支援法第3条）

2 第３回外部評価
委員会

戸田市内における生活困窮者やホームレス、ひとり親の人数や割合を
示してほしい。

生活困窮者自立相談支援事業として実施している生活自立相談セ
ンターの相談窓口において、令和8年6月の新規相談件数は27件
で、引き続き対応している相談件数は６月末現在で75件ございま
す。
ホームレス巡回によって、把握している市内のホームレス人数は、令和
8年6月29日時点で17名です。
（以下、子育て支援課回答）
令和8年7月1日時点のひとり親家庭等医療費対象世帯は、658世
帯となっております。なお、ひとり親家庭等医療費は、所得制限により
受給できない世帯があるほか、ひとり親か否かに関わらず親に障害があ
る場合や、父又は母と生計を同じくしていない児童を育てている方にも
受給権があるなど、ひとり親に限定されていないサービスであるため、ひと
り親の割合は不明です。

3 事前質問

本施策の基本的な理解のために、戸田市における生活保護世帯、就
学援助受給世帯の数と人口比の推移をお教えください。生活保護世
帯の動向を理解するために可能であれば、80歳以上、あるいは後期
高齢者医療保険対象年代の世帯数、対人口割合もお教えいただけ
ればと思います。

令和8年5月1日時点の生活保護世帯数は1,915世帯で、受給者
は2,306人となっており、戸田市の人口比で1.61％となっています。戸
田市は人口の増加が続いており、生活保護受給者数も増加しており
ますが、割合は平成24年から1.6％程度での推移となっております。
なお、生活保護受給者のうち、75歳以上の人数は782人で、全体の
34.0％であり、80歳以上で区切ると453人で全体の19.6%を占め
ております。

（以下、事務局）
令和7年度における就学援助事業（教育委員会学務課が所掌）の
実績は以下のとおりです。
＊就学援助認定数︓1,110人（実数）
＊戸田市立小・中学校の在籍児童・生徒数︓11,360人
＊認定割合︓約9.8%
なお、就学援助事業は施策4「世界で活躍できる人間の育成」に紐づ
く事務事業です。

4 事前質問
現在、ホームレスは何名か︖ 令和8年6月29日時点で、市内で確認しているホームレスの人数は

17名となっています。

5 事前質問

現在、生活保護受給者は何名か︖
そのうち、外国籍の方は何名か︖

令和8年5月1日時点の生活保受給者は2,306人のうち、世帯主が
外国籍である世帯は45世帯75人です。なお、この75人には、日本国
籍の世帯員も含まれています。

6 事前質問
戸田市に生活保護受給者は何人くらいいるのか、又給付金はいくら位
支給されているのか。

令和8年5月1日時点の生活保受給者は2,306人で、R8.5月の支
出扶助費計3億7,474万3,451円となっています。

7 事前質問

ホームレスがどのくらいいるのか、救済はどのようにされているか具体的な
方法や例があれば知りたい。

令和8年6月29日時点で17名です。支援としては、ホームレス巡回員
が、定期的に市内を巡回し、ホームレスの方に対し、入所できる施設の
案内をしたり、病院受診を促す等の対応を行っております。

8 事前質問

市内のホームレスが純減とありますが、この数年で新たにホームレスに
なった人はいないという理解であっていますか。それとも増減あり、プラス
マイナスで、マイナスになったということでしょうか。

市内のホームレスは減少傾向にありますが、新たにホームレスになった人
がいないのではなく、入れ替わりの増減があり、その結果、減少している
という考え方になります。

令和８年度外部評価ヒアリング事前質問回答用紙



施策13︓生活困窮者支援の充実　[中心となる部局︓健康福祉部]
No. 区分 事前質問事項 回答

9 事前質問

事務事業評価シート「ホームレス総合相談事業」の目標達成状況に
ついて、ホームレス減少率＝自立を促すための指標と理解しておりま
す。目標値が5%ずつの減少とありますが、
毎年1名ずつホームレスを減らしていくことを意図されている理解でしょう
か︖その場合には事業目的としては、単にホームレスの自立を促すより
も、最終的にはホームレスを0にすることが適切になりますか︖

市内におけるホームレスの人数は、令和8年6月29日時点で17名で
あるため、目標値である５％ずつの減少は、毎年少なくとも1名ずつ減
らしていくことを意図しております。
事業目的としては、ホームレスの自立を促しながら、最終的には市内の
ホームレスが０人になることが適切であると考えております。

10 第３回外部評価
委員会

施策評価シートの「結果と今後の方向性」において、現行のケースワー
カーの配置数が、社会福祉法第１６条に規定されている標準数に比
して１名不足していると記載されている。あくまで標準なので、十分な
成果が上がっているのであれば問題ないと思うが、市としては体制として
充足している認識か、あるいは不足しているが十分な人数を配置でき
ていない状況なのか教えてほしい。

ケースワーカーの人員配置については、年々増員され改善が図られてい
るものの、社会福祉法第１６条に規定されている標準数に比して１
名不足となっています。
この標準数には、産前産後や育児休業者等も含まれるため、ケース
ワーカー１人あたりの受持ち世帯数は100世帯を超える状況であり、
訪問調査活動等に影響がないとはいえず、今後も、十分な人数の確
保を継続して取組む必要があると考えております。なお、不足分につい
ては、毎年度人事部局に補充を要望しております。

11 事前質問

施策評価シート「施策の展開」では「雇用情勢の悪化」とあります。一
方、施策No.29「多様な働き方への支援・充実」の施策評価シート
「施策の展開」では「慢性的な人手不足」が問題として提起されていま
す。施策No.13における「雇用情勢の悪化」とはどのような統計を根拠
にして判断されたものかお示しください。

ハローワーク川口が発表している、管内（就業場所︓川口市・戸田
市・蕨市）の有効求人倍率が、令和4年度は0.95だったものが令和
7年度では0.92になるなど、低下傾向にあることを根拠としております。

12 事前質問

事務事業評価シート「住居確保給付金」の事業内容について、「住居
確保給付金を支給することにより、就労機会の確保」と記載がございま
す。目標達成状況については、相談件数と支給件数を記載されており
ますが、支給後に実際の就労機会が確保されていることをモニタリングさ
れる検証を実施されておりますでしょうか︖また、特段無い場合には、
実際に確認する場合にはどのような検証方法があるか、もし現時点で
あればご教示ください。

家賃補助の支給期間は3か月間（最長9か月間）で、1か月ごとに
支給いたします。申請された月以降は、毎月「支給に伴う求職活動等
状況報告書」をご提出いただくことで、モニタリングができております。

13 事前質問

施策に（適切な支援を行う）としています。支援内容はどのような基
準で決定されているのでしょうか。また、支援期間や支援内容の見直し
について、状況に応じた基準や期限は設けられているのでしょうか。さら
に、一部では不正受給者に関する報道や指摘もありますが、本市では
不正受給防止のためにどのような対策を論じているのでしょうか。

生活に困窮する世帯に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護が
実施できるよう、国で定める生活保護法に基づき支援を行っています。
支援の内容や期間については、世帯が抱える問題点や収入状況を適
宜確認し、生活保護法で定められた基準と照らし合わせながら、援助
方針を策定し実施しております。
また、保護受給者に対し、収入及び資産状況の調査を行うための収
入申告や資産申告を適切に提出させ、不正受給の防止に努めており
ます。

14 事前質問

ケースワーカーによる支援の判断については、どのような基準やマニュアル
に基づいて運用されているのかお聞かせください。

ケースワーカーによる支援については、主に生活保護手帳や生活保護
手帳別冊問答集、埼玉県の生活保護マニュアルに基づき判断し、運
用しております。

15 事前質問

生活困窮者のための低価格の住居や施設はあるのか。 生活困窮者に対して低額で一時的な居住場所を提供する社会福祉
施設として無料低額宿泊所という施設があります。

16 事前質問

生活困窮者の就労支援が目標に至らなかった理由を教えてください。 要因としては、雇用情勢は全体として緩やかな回復傾向にある一方、
物価高騰等の影響により生活基盤が不安定な相談者が増加してい
ることに加え、支援対象者には高齢者、障害や疾病を抱える方、長期
間の離職者など、直ちに就労が困難なケースが多く含まれていることが
挙げられます。また、人手不足が続く業種では一定の求人があるもの
の、勤務条件や就労時間、本人の健康状態や能力とのミスマッチが生
じ、就労に結び付かない事例も見られました。



最終成果：障がいのある人が住み慣れた自宅や地域で安心して日常生活及び社会生活を送ることができる状態
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施 策

【施策の目的】
障がい者（児）が、住み慣れた地域において、自らの選択と決定に基づき、
社会のあらゆる活動に主体的に参加できるよう、社会のバリアフリー化を
推進するとともに、必要なサービス等の基盤整備と支援体制の充実を図ります。

障がい福祉環境の整備・充実14

現況と課題

	● �障がい者（児）への基本的な福祉サービスについては、地域社会における共生の実現に向けた理念の下、障害

者総合支援法に規定されています。平成30年（2018年）の法改正により、障がい者（児）自らの望む地域生活

を営むことができるよう、生活と就労に対する支援の一層の充実や高齢障がい者による介護保険サービスの円

滑な利用を促進するための見直しが行われるとともに、障がい者（児）支援のニーズの多様化にきめ細かく対応

するための支援の拡充が図られました。

	● �障がい者が住み慣れた自宅や地域で安心して生活を送ることができ、専門的な知識を必要とする困難なケースに

も対応するため、総合的で継続性のある相談体制づくりや相談担当者の資質の向上、連携強化が求められてい

ます。また、障がい者（児）支援体制を充実させるため、障がい者（児）支援に従事する担い手の確保が重要です。

	● �障がい者への就労支援については、特別支援学校を卒業した後、障がい者（児）が社会と接する機会が不足し

ているため、障がい者の自立や就労定着に向けた更なる支援が求められており、就労の場の確保や就労につな

がる機会の拡大に向けた施策展開が必要です。

	● �発達障害※が広く世間に認知されてきたことに伴い、戸田市では就学相談の件数や通級指導教室※の対象者

が増加傾向にあります。教育センターにおいては、平成27年度（2015年度）から早期の就学相談をスタートし、

発達支援に係るきめ細やかで切れ目ない体制の充実を図っており、早期の就学相談を実施しています。しかし、

一定程度保護者のニーズに応えられているものの、就学相談の件数は年々増加しており、時間と質を担保した

相談を継続的に実施していくことが課題となっています。
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取り組みの方針

（１）相談体制の更なる充実
	● �障がい者（児）に関する総合的な相談に対応できるよう、更なる相談支援体制の充実を図ります。

	● 市民の身近な相談場所として、相談支援事業所 の周知を図ります。

	● 担い手の確保については、仕事内容のPRをはじめ、障がい者福祉への理解促進を図る機会を創出します。

（２）障がい者への就労支援
	■ �戸田市障害者就労支援センター※を中心に、企業への積極的な働きかけを行うとともに、障害者就労プロセス

マップ※を活用し、本人や家族に対する就労支援を推進します。

	■ �障がい者が安定して就労できるように、職場の定着を図る指導・助言等（就労定着支援）サービスの利用を促

進します。

（３）質の高い教育・就学相談体制の確保
	● �就学相談に関するニーズを把握し、質の高い教育相談や就学相談ができる人員を確保するとともに、適切な配

置を行います。

関連計画

	● 戸田市障がい者総合計画

	● 第４期戸田市地域福祉計画

指標名 指標説明 当初値 目標値 備考

障がい者（児）が相談支援
専門員によるサービスの
利用支援等を受けた数

障がい者（児）が相談支援専門
員によるサービスの利用支援等
を受けた数

3,021件 3,861件 戸田市障がい者総合計画の指標
を適用し年140件を加算

障がい者（児）への理解促
進を深めた人数

障がい者（児）への理解促進に関
する参加型講座の受講者総数 1,227人 7,200人 年当たり1,000人程度増の累計

値

障がい者に対する就労支
援サービス件数

障がい者が就労支援サービスを
受けた件数 2,187件 2,967件 戸田市障がい者総合計画の指標

を適用し年130件を加算

主要指標

※
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施策の目的

障がい者（児）が、住み慣れた地域において、自らの選択と決定に基づき、社会のあらゆる
活動に主体的に参加できるよう、社会のバリアフリー化を推進するとともに、必要なサービス
等の基盤整備と支援体制の充実を図ります。

 ■ 現況と課題

 ● 地域社会における共生の実現に向けた国の理念の下、障がい者（児）が自ら望む地域生活を営むことがで
きるよう、多様化するニーズへのきめ細かい対応が求められています。

 ● 「障がいを理由とする差別の解消の推進に関する法律」では、これまで努力義務となっていた民間事業者
による合理的配慮※の提供が令和６年（2024 年）４月から義務化されています。

 ● 令和６年（2024 年）４月に「戸田市障がいを理由とする差別のない共生社会づくり条例」を制定し、障
がいを理由とする差別をなくし、障がいのある人もない人も分け隔てなく、誰もが人格と個性を尊重し合
いながら、共に安心して暮らすことのできる社会づくりの推進に努めています。

 ● 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」に基づき、相談支援の中核的な役割を
担う機関となる戸田市障害者基幹相談支援センターを令和３年（2021 年）10 月に開設し、相談支援体制
の充実に向けた取組を推進しています。

 ● 令和４年（2022 年）３月に「戸田市特別支援教育推進計画」を策定し、全ての学校における特別支援教
育の充実に向けた取組を推進しています。また、特別支援教育への理解が深まる中、医療的ケア児や様々
な障がいのある児童生徒の学びの場として、市内小中学校を選択するケースも増えてきており、体制整備
の必要性が高まっています。

 ● 発達・情緒通級指導教室※や早期からの就学に関する相談のニーズが増加しており、体制の強化を図る必
要があります。

第二領域
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障がい福祉環境の整備・充実

障がい福祉環境の整備・充実施策
14
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 ■ 取組の方針

（１）相談体制・情報提供体制の充実・強化
 ● 全ての障がい者（児）等の自己選択や自己決定を尊重し、適切な障害福祉サービス等を利用できるよう、
障害者基幹相談支援センターを中心に、総合的で継続性のある相談体制づくりを推進するとともに、相談
担当者の資質の向上、関係機関の連携強化を図ります。

 ● 共生社会づくりに係る周知・啓発活動と理解促進、制度改正や障害福祉サービスの利用促進など、障がい
者（児）への幅広い情報の提供を行うことで、全ての障がい者 ( 児 ) が、必要とする障害福祉サービス等
を受けつつ、自立と社会参加の実現を図ります。

（２）地域生活や就労に向けた支援の充実　 総合戦略

 ● 障がいのある人が生きがいを持つとともに、地域の一員として安心して自分らしい生活を送れるように、
生活支援などの取組の充実を図ります。

 ● 障がい者の就労に対する理解について啓発を行っていくとともに、障がい者の職場定着を図るための支援
を行います。

（３）健やかな育ちと学びへの支援 
 ● 障がいの早期発見・早期療育に努め、関係機関が連携して切れ目のない一貫した支援を行います。
 ● 関係機関が連携し、医療的ケア児や重症心身障がい児への包括的な支援の充実を図ります。
 ● 全ての学校における特別支援教育を推進するとともに、医療的ケア児を受け入れるための環境の充実を図
ります。

 ● 発達・情緒通級指導教室の巡回指導や早期からの就学相談の拡充など、適切な教育サービスを受けること
ができる環境を整備します。

施策指標
指標名 指標説明 当初値 目標値 備考

障がい者（児）が相談支援専
門員によるサービスの利用支
援等を受けた件数

障がい者（児）が相談支援専
門員によるサービスの利用支
援を受けた数

5,426 件 7,586 件 戸田市障がい者総合計画の指標を
適用し、年 432 件を加算

障がい者（児）への理解促進
に関する参加型講座受講者の
知識の習得度合

事後アンケートによる障がい
者（児）への理解促進に関す
る参加型講座の受講者総数の
知識の習得度合

94.0％ 100％ 講座等の意義を踏まえ 100％とし
た

障がい者が就労支援サービス
を受けた件数

障がい者が就労支援サービス
を受けた件数 4,041 件 5,961 件 戸田市障がい者総合計画の指標を

適用し、年 384 件を加算

 ■ 関連計画
 ● 戸田市障がい者総合計画
 ● 第５期戸田市地域福祉計画
 ● 戸田市特別支援教育推進計画



障がい者（児）への理解促進を深めた人数、障が や情報提供の充実を図っていく。

い者に対する就労支援サービス件数は、年々増加傾向にある。 　また、身近な相談場所として市民への周知も行っていく。

　引き続き、取組の継続が求められている。 　障害者の就労については、戸田市障害者就労支援センターを

　また、障がい者の就労支援については、障がい者の自立や就 中心に、就労系施設や一般企業への積極的な働きかけを行うと

労定着に向けたさらなる支援が求められており、就労の場の確 ともに、就労推進部会で作成した「障害者就労プロセスマップ

保や就労につながる機会の拡大に向けた取組が必要となってい 障害者本人編」や「戸田市福祉就労施設ご案内パンフレット」

る。 を活用し、障害者の社会参加や就労の促進につながるように、

関係機関と連携していく。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 8年 6月12日 作成部局名 健康福祉部 担当部局名 教育委員会事務局

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

障害福祉課

03
共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち

教育政策室

14
障がい福祉環境の整備・充実

障がい者（児）が、住み慣れた地域において、自らの選択と決定に基づき、社会のあらゆる活動に主体的に参加できるよう

、社会のバリアフリー化を推進するとともに、必要なサービス等の基盤整備と支援体制の充実を図ります。

地域生活支援事業

相談支援専門員による障が 相談支援専門員による支援件数
件 3,861 3,021 3,897 4,439 5,283 5,428 5,948

い者(児)への支援件数 (サービス利用支援等を受けた件数 )

障がい者（児）への理解促 理解促進に関する参加型講座
人 7,200 1,227 2,492 2,914 3,637 3,882 4,498

進を深めた人数 (各年受講者数の累計総数 )

障がい者に対する就労支援 障がい者に対する就労支援サービス
件 2,967 2,187 2,907 3,245 3,794 4,041 4,496

サービス件数 (就労支援サービスを受けた件数 )

　国の方向性では障がい者（児）支援のニーズの多様化に対応 　基幹相談支援センターを中心とする各相談支援事業所の相談

するため、きめ細やかなサービスの提供が求められている。 体制における、相談支援事業の質を高めるとともに、事業所の

　主な指標に掲げる相談支援専門員による障がい者（児）への 役割を明確化し、相談者のニーズの多様化に対応する相談支援

支援件数及び



ているものの、事務事業の整理や、業務の効率化を図ることで人件費については、横ばいとなる見込
みである。

01 障害者福祉事務費　（障害福祉課）

障害者福祉事務費

任
意

324,335

72,288

－ － － － － － － 予01 01 03 01 03 01 01 69,868

障害者福祉事業に係る事務経 45,960

費 29,085

02 障害者施設事業　（障害福祉課）

障害者施設事業

任
意

256,083 指定管理施設の運営費などであり、

282,085 今後、経年劣化による施設修繕にか

－ ○ １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ01 01 03 01 03 02 01 274,475 かる費用の増加が見込まれる。

　福祉作業所等の運営委託・ 270,556

助成等 8,793

03 障害者居宅生活援護事業　（障害福祉課）

障害者居宅生活援護事業

任
意

16,097 障害児(者)生活サポート事業の助成

22,933 などであり、対象者数は横ばいであ

－ － １ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 03 01 03 03 01 22,933 るから、事業費についても大きな変

身体障害児者・知的障害児者 20,034 化は見込んでいない。

が、地域で自立した生活を送 5,141

04 障害者手当支給事業　（障害福祉課）

障害者手当等支給事業

戸

法
定

220,531

2

田

49,991

－ － １ Ａ

市

Ａ Ａ Ａ 法01 01 03

施

01 03 04 01 24

策

9,991

特別障害者

評

手当：月30,450

価

円 194,799

を3

シ

ヶ月毎に支給 6,15

ー

5

05 重度心

ト

身障害者医療費支給事

作

業　（障害福祉課）

成日 令

重度

和

心身障害者医療費支給

 

事

任
意

251,803

8

重度心身障害者医療費

年

支給に関わる

業 276

 

,394 事業であり、

6

近年、対象者数はほぼ

月

－ － １ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ01

1

01 03 01 03 05

2

01 276,394 横

日

ばいである。令和８年

作

１月から助

　医療保険

成

が適用される医療 20

部

4,926 成対象を拡

局

大したことから、今後

名

の

費のうち、その保険

健

適用後の 2,367 事

康

業費について精査して

福

いく。

祉部 担当部局名 教育委員会事務局

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０８年度（事業費総額） 令和０９年度 令和１０年度 令和１１年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０８年度（人件費総額） 令和０９年度 令和１０年度 令和１１年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
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業
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事
業
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公
平
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事業費R コメント
9

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

　相談支援専門員による支援件数は、障がい者（児）の増加や支援ニーズの多様化により年
々増加し、昨年度から目標値を上回っている。また、障がい者の就労促進につながる障がい
者に対する就労支援サービス件数も年々増加しており、当該施策は、予定どおり進捗してい
る。引き続き、継続した取組を実施していく。

Ｂ
　なお、施策の指標における成果の達成値については、令和６年度の達成値入力時において
過去のものを含め、確定値に修正しております。

5,565,763 ↑ 5,851,714 ↑ 6,027,828 ↑ 6,218,960
　障害福祉サービスの利用者が増加していることから、予算増が見込まれている。「戸田市障がい者総合計画」について令和８年度に中間
見直しを実施することから、その見込量に基づき引き続き対応していくとともに、障害福祉サービスについては、各事業を安定して継続し
ていくため適宜見直しを実施していく。また、令和１０年度以降に老朽化している心身障害者福祉センターの改修工事を実施予定である。

100,648 → 100,648 → 100,648 → 100,648
　障害福祉サービスの利用者は増加し



祉部 担

R7決算額 R

当

8計画額 R9予算額
計

部

（千円） 事業費 5,2

局

27,230 5,56

名

5,763 5,851

教
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育
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令和7年度で終了

事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価
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事業費R コメント
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事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

06 障害者自立支援事業　（障害福祉課）

自立支援給付事業

義
務

3,600,496

4,010,971

－ ○ １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 義01 01 03 01 03 06 01 4,310,971

障害者等がサービスを選択し 1,160,305

、事業者や施設と対等な立場 17,045

地域生活支援事業

義
務

371,189

430,836

－ － １ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 義02 01 03 01 03 06 02 430,836

　障害者総合支援法に基づき 221,310

、市町村の判断により地域の 25,906

医療費給付事業

義
務

175,992

207,378

－ － １ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 義03 01 03 01 03 06 03 207,378

　自立支援医療費（更生医療 51,919

・育成医療）、療養介護医療 6,155

02 就学・教育相談事業　（教育政策室）

戸田市

発達支

施

援事業

任
意

10,70

策

4

12,887

－ － １

評

－ － － － Ｂ02 01 1

価

0 01 05 02 02 8

シ

,868

・発達相談に

ー

係わる窓口業務 8,8

ト

68

　・相談事業、相

作

談支援ファ 0

成日

（再掲）就学・

令

教育相談事業

任
意

＜（

和

再掲）について＞

本事

 

業は、他の施策を主た

8

る施策として構成する

年

事

01 01 10 01 0

 

5 02 01 務事業です

6

が、一部が本施策にも

月

寄与するため「再

特別

1

支援学級就学相談、発

2

達 掲の事務事業」とし

日

て、参考に掲載してい

作

ます。

情緒通級指導、

成

難聴言語通級 ※事業内

部

容は、当該事務事業評

局

価シートを参照

名 健康福



,085.2 29,085.2 29,085.2

投入 常勤職員 4.3人 4.3人 4.3人 4.3人 4.3人

人員 非常勤職員 1.1人 1.1人 1.1人 1.1人 1.1人

事業費＋人件費 355,037 101,373 98,953 75,067 75,067

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 21171 障害者福祉事務費

担当組織 健康福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R8 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 03 01 01

記入日 令和 8年 6月12日
R7 17 05 00 R7 01 03 01 03 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１６年度 ～ 令和１２年度

13　差別をなくし認め合う共生社会を推進する条例

根拠法令 関連計画 の制定と施策の推進

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

障害者等福祉事業に関する事務の効率化

事業目的
※予算編成用シート（評価除外事業）

障害者福祉事業に係る事務経費

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ 市民、団体等 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

障害者福祉全 障害者福祉全 障害者福祉全 障害者福祉全 障害者福祉全

般事務的経費 般事務的経費 般事務的経費 般事務的経費 般事務的経費

事　業　費 324,335 72,288 69,868 45,982 45,982

財
源
内
訳

国庫支出金 1,210 25,096 23,886 0 0

県支出金 1,022 22 22 22 22

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 178 0 0 0 0

一般財源 321,925 47,170 45,960 45,960 45,960

人　件　費 30,702 29,085.2 29



2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



助成等

施設改修工事 施設改修工事

事　業　費 256,083 282,085 274,475 274,475 274,475

財
源
内
訳

国庫支出金 1,648 1,648 1,648 1,648 1,648

県支出金 824 824 824 824 824

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 1,447 1,447 1,447 1,447 1,447

一般財源 252,164 278,166 270,556 270,556 270,556

人　件　費 9,282 8,793.2 8,793.2 8,793.2 8,793.2

投入 常勤職員 1.3人 1.3人 1.3人 1.3人 1.3人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 265,365 290,878 283,268 283,268 283,268

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 7058 障害者施設事業

担当組織 健康福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R8 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 03 02 01

記入日 令和 8年 6月12日
R7 17 05 00 R7 01 03 01 03 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 29 ● 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 昭和６１年度 ～ 令和１２年度

身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 び精神障害者福祉に関する法律、戸田市立心身障害 関連計画 14　児童発達支援センターの充実による発達障がい

通 達 等 者福祉センター条例、戸田市障害者施設条例 施政方針 支援の推進　15　企業や学校との連携による障がい

者の雇用機会の創出

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：３－１

対象
身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を有する者及びその介護者

　地域での生活が困難な障害者の生活の安定を図るとともに、更生訓練や作業訓練を行い、障害者の自立と社会参加の促進

事業目的
を図る。

　福祉作業所等の運営委託・助成等

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 ■市民･NPO） ■協働･協力（ 補助団体 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

福祉作業所等 福祉作業所等 福祉作業所等 福祉作業所等 福祉作業所等

の運営委託・ の運営委託・ の運営委託・ の運営委託・ の運営委託・

助成等 助成等 助成等 助成等



理施設への指定管理料、当課所管の補助金交付施設への補助金額の精査を行うことで、一層の適正化
事業の方向性・

を図る。
取組方針

　また、心身障害者福祉センターについては、大規模改修工事の開始時期が延伸したが、令和８年度に再積算を
した上で令和９年度以降の予算を確保し、令和１０年度からの工事実施に向けて入札を実施するとともに、必要
最小限の修繕を実施していく。

4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 市立福祉作業所数 市立福祉作業所（指定管 箇所 3 3 3 3 3
活動① 理）の数 3 3 3 3 3
事務事業 市立福祉作業所利用者数 市立福祉作業所（指定管 人 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000
成果① 理）の延べ利用者数 15,970 16,238 16,135 15,979 16,333
総合戦略 市立福祉作業所利用者数 市立福祉作業所（指定管 人 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000
KPI① 理）の延べ利用者数 15,970 16,238 16,135 15,979 16,333

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　作業所数・利用者数ともに目標値を達成することができた。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　各指定管



0 0

一般財源 14,242 20,034 20,034 20,034 20,034

人　件　費 5,426.4 5,140.64 5,140.64 5,140.64 5,140.64

投入 常勤職員 0.76人 0.76人 0.76人 0.76人 0.76人

人員 非常勤職員 0.75人 0.75人 0.75人 0.75人 0.75人

事業費＋人件費 21,523 28,074 28,074 28,074 28,074

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 7059 障害者居宅生活援護事業

担当組織 健康福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R8 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 03 03 01

記入日 令和 8年 6月12日
R7 17 05 00 R7 01 03 01 03 03 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１５年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法・身体障害者福祉法・知的障害者福祉法 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
障害児・者及びその家族と介護者

障害者やその家族が、住みなれた地域で豊かに自立した生活を送るよう、居宅生活支援体制の整備やサービスの充実を図る

事業目的
。

身体障害児者・知的障害児者が、地域で自立した生活を送るよう障害者総合支援法によらないサービスを提供することで、

居宅生活の支援を図る。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 ■企業 ■市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

各種居宅サー 各種居宅サー 各種居宅サー 各種居宅サー 各種居宅サー

ビスの実施 ビスの実施 ビスの実施 ビスの実施 ビスの実施

事　業　費 16,097 22,933 22,933 22,933 22,933

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,855 2,899 2,899 2,899 2,899

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0



福祉サービス以外の在宅福
事業の方向性・

祉サービスを有効に活用して、居宅生活の支援を行う。
取組方針

6 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 生活サポート事業実施団体数 生活サポート事業を実施 団体 6 6 6 6 6
活動① する団体数 5 7 6 6 6
事務事業 生活サポート事業利用者数 生活サポート事業の利用 人 30 30 30 30 30
成果① 者数 25 25 23 23 24

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　生活サポート事業を実施する団体数が目標を達成し、ニーズに応じたサービスを提供できる体制が整った。利用者数は目標

状況
を下回ったが、サービス利用を必要とする方への利用につながった。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

　埼玉県心身障害者扶養共済制度掛金助成制度（市単独事業）については、見直しを実施する。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　障害者とその家族が地域で安心して暮らせるよう、障害者総合支援法に基づく障害



32,062 32,062

県支出金 21,795 23,130 23,130 23,130 23,130

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 169,729 194,799 194,799 194,799 194,799

人　件　費 6,497.4 6,155.24 6,155.24 6,155.24 6,155.24

投入 常勤職員 0.91人 0.91人 0.91人 0.91人 0.91人

人員 非常勤職員 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

事業費＋人件費 227,028 256,146 256,146 256,146 256,146

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 7060 障害者手当等支給事業

担当組織 健康福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R8 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 03 04 01

記入日 令和 8年 6月12日
R7 17 05 00 R7 01 03 01 03 04 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１６年度 ～ 令和１２年度

特別児童扶養手当等の支給に関する法律 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 国民年金法等の一部を改正する法律 関連計画

通 達 等 戸田市重度心身障害者福祉金支給条例 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
戸田市に住民登録している障害児・者で各支給対象要件に該当する者

重度心身障害者等の生活の安定及び健全な発育を促進し、また介護等の負担を軽減し、福祉の増進を図る。

事業目的

特別障害者手当：月30,450円を3ヶ月毎に支給

障害児福祉手当及び経過的福祉手当：月16,560円を3ヶ月毎に支給

福祉金：月8,000円または4,000円を4ヶ月毎に支給

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

各手当の支給 各手当の支給 各手当の支給 各手当の支給 各手当の支給

事　業　費 220,531 249,991 249,991 249,991 249,991

財
源
内
訳

国庫支出金 29,007 32,062 32,062



事業の方向性・
つ円滑な事務の執行を実施していく。

取組方針

8 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 障害者手当等支給回数 障害者手当等（4種類） 回 15 15 15 15 15
活動① の定期支給回数 15 15 15 15 15
事務事業 障害者手当等支給件数 障害者手当等（4種類） 件 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
成果① の延べ支給件数 24,073 24,758 25,997 26,641 27,039

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　障害者手帳の所持者の増加傾向に伴い年々受給者数は増加しているが、適切に対応することができた。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　年々、障害者数は増加傾向にあるが、受給者資格の正確な管理を行うとともに確実な予算措置により、適切か



な事業内容

重度心身障害 重度心身障害 重度心身障害 重度心身障害 重度心身障害

者医療費の支 者医療費の支 者医療費の支 者医療費の支 者医療費の支

給 給 給 給 給

事　業　費 251,803 276,394 276,394 276,394 276,394

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 67,595 71,468 71,468 71,468 71,468

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 184,208 204,926 204,926 204,926 204,926

人　件　費 2,499 2,367.4 2,367.4 2,367.4 2,367.4

投入 常勤職員 0.35人 0.35人 0.35人 0.35人 0.35人

人員 非常勤職員 0.6人 0.6人 0.6人 0.6人 0.6人

事業費＋人件費 254,302 278,761 278,761 278,761 278,761

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 7061 重度心身障害者医療費支給事業

担当組織 健康福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R8 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 03 05 01

記入日 令和 8年 6月12日
R7 17 05 00 R7 01 03 01 03 05 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 昭和４９年度 ～ 令和１２年度

戸田市重度心身障害者医療費の支給に関する条例 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
　戸田市に住所を有する重度心身障害者、戸田市が援護を実施する施設入所者、戸田市国民健康保険及び後期高齢者医療制

度の住所地特例の対象となる施設入所者

　重度心身障害者の医療費を助成することで、本人やその家族の経済的負担を軽減する。

事業目的

　医療保険が適用される医療費のうち、その保険適用後の負担額（医療費の３割等）から、高額療養費、他法負担分等を控

除した残りの額、および入院時食事療養費等を支給する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

重点戦略１ テーマ① 取組名：入院時の食事療養標準負担額等の助成廃止 

行財政改革 内容：埼玉県の補助対象外となって以降、市単独制度として助成してきた継続してきた入院時の食事療養標準負担額等の助

成を廃止する。
の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主



果 ※この事業見直しにより、年間約20,000,000円程度の削減が見込まれる。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　国・県・他自治体の動向を注視しつつ、ジェネリック医薬品等の利用も促しながら、引き続き、適切に事業を

事業の方向性・
実施していく。

取組方針

10 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 重度心身障害者医療費受給者数 重度心身障害者医療費の 人 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800
活動① 受給者数 1,997 1,756 1,727 1,736 2,187
事務事業 重度心身障害者医療費支給件数 重度心身障害者医療費の 件 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000
成果① 延べ支給件数 49,112 48,028 48,125 48,751 49,089

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
令和８年１月１日から精神障害者保健福祉手帳２級所持者（自立支援医療（精神通院医療費）に限る。）を新たに対象者とし

状況
たことにより、支援が必要な重度心身障害者またはその家族の身体的、経済的負担の更なる軽減を図った。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
取組名：入院時の食事療養標準負担額等の助成廃止

令和７年度に その他効果：受給対象拡大（R8.1月条例改正）に合わせて、上記の市単独助成を廃止した。ただし、経過措置と

実施した してR8.10月診療分から適用される。

取組内容・効



92 1,050,692 1,100,692 1,150,692

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 824,300 1,010,305 1,160,305 1,210,305 1,260,305

人　件　費 17,992.8 17,045.28 17,045.28 17,045.28 17,045.28

投入 常勤職員 2.52人 2.52人 2.52人 2.52人 2.52人

人員 非常勤職員 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人

事業費＋人件費 3,618,489 4,028,016 4,328,016 4,528,016 4,728,016

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 24446 自立支援給付事業

担当組織 健康福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R8 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 03 06 01

記入日 令和 8年 6月12日
R7 17 05 00 R7 01 03 01 03 06 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 29 ● 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

障害者総合支援法 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：３－１

対象
障害児・者

障害者等が能力や適正に応じ、できるだけ自立した生活が送れるような地域社会の実現をめざす。

事業目的

障害者等がサービスを選択し、事業者や施設と対等な立場で契約しサービスを利用する。また、自立支援給付を中心に、地

域での自立と安心を支える。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 ■企業 ■市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

介護給付、訓 介護給付、訓 介護給付、訓 介護給付、訓 介護給付、訓

練等給付など 練等給付など 練等給付など 練等給付など 練等給付など

事　業　費 3,600,496 4,010,971 4,310,971 4,510,971 4,710,971

財
源
内
訳

国庫支出金 1,845,295 1,999,974 2,099,974 2,199,974 2,299,974

県支出金 930,901 1,000,6



加率は、93.3％と高い水準を維持することができた。

取組内容・効果 財政効果（実績値）：112千円　積算根拠：2,000円×56名＝112,000円

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　障がい者総合計画に基づき、サービスの提供体制の確保に努めるとともに、平成３０年度に策定した戸田市障

事業の方向性・
害福祉サービス等支給決定基準の導入により、給付に係る費用の適正化を図っていく。

取組方針
　また、障がい者総合計画に基づき、見込量と実績値等の確実な把握に努めていく。

12 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 障害支援区分認定件数 障害支援区分の認定件数 件 150 150 150 150 150
活動① 185 206 244 225 249
事務事業 障害福祉サービス等・障害児通所 当該サービス等の延べ利 人 18,000 18,500 19,000 19,500 20,000
成果① サービス等利用者数 用者数 18,982 18,260 24,516 26,881 29,913
総合戦略 障がい者就労支援サービス利用者 延べ利用者数 人 2,447 2,577 2,707 2,837 2,967
KPI① 数 2,921 3,221 3,637 3,934 4,496

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　すべての指標において、市内に障害児者の事業所が開設されたこと等などから目標値を上回る結果となった。引き続き、事

状況
業者からの開設相談に速やかに対応する。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
取組名：効率的な会議実施手法の実践

令和７年度に 戸田市介護給付費等の支給に関する審査会において、全12回をZoom形式にて実施することで、費用弁償の支払い

実施した が不要となり、審査会の参



移 外出の際の移

動の介護、相 動の介護、相 動の介護、相 動の介護、相 動の介護、相

談支援 談支援 談支援 談支援 談支援

事　業　費 371,189 430,836 430,836 430,836 430,836

財
源
内
訳

国庫支出金 69,814 138,960 138,960 138,960 138,960

県支出金 34,907 70,537 70,537 70,537 70,537

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 26 0 29 29 0

一般財源 266,442 221,339 221,310 221,310 221,339

人　件　費 27,346.2 25,906.12 25,906.12 25,906.12 25,906.12

投入 常勤職員 3.83人 3.83人 3.83人 3.83人 3.83人

人員 非常勤職員 1.9人 1.9人 1.9人 1.9人 1.9人

事業費＋人件費 398,535 456,742 456,742 456,742 456,742

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 24447 地域生活支援事業

担当組織 健康福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R8 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 03 06 02

記入日 令和 8年 6月12日
R7 17 05 00 R7 01 03 01 03 06 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

障害者総合支援法 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 関連計画 16　障がい者アート展の実施やパラスポーツに触れ

通 達 等 施政方針 る機会の創出

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
　障害児・者

　障害者及び障害児がその有する能力及び適正に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の特

事業目的
性や利用者の状況に応じた事業を効率的・効果的に実施する。

　障害者総合支援法に基づき、市町村の判断により地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な支援事業を実施。必須事業と

しては、相談支援事業、意思疎通支援事業、日常生活用具給付等事業、移動支援事業、地域活動支援センター事業があり、

その他に、日中一時支援事業、自動車改造費や自動車運転免許取得費の助成、訪問入浴サービス等を実施している。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 ■企業 ■市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

外出の際の移 外出の際の移 外出の際の移 外出の際の



修会を三市（川口市、蕨市、戸田市）合同で実施した。このことにより、より多く

取組内容・効果 の方に障がい理解を深める機会を設け、当事者の社会参加のきっかけづくりとするだけでなく、広く障がいに対
する理解促進を図った。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　引き続き、地域の特性や利用者の状況に応じて効率的・効果的に事業を実施していく。

事業の方向性・
　また、令和8年度に策定する「第8期障がい福祉計画」「第4期障がい児福祉計画」に基づき、提供体制の計画

取組方針
的な確保を行っていく。

14 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 相談支援事業所数 相談支援事業を委託する 箇所 4 4 4 4 4
活動① 事業所数 4 4 4 4 4
事務事業 相談支援事業利用者数 相談支援事業の延べ利用 人 19,000 19,500 20,000 20,500 21,000
成果① 者数 35,535 33,438 43,395 42,149 31,371

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　相談支援事業所数及び相談支援事業の延べ利用者数について目標値を達成した。特に、相談支援事業の延べ利用者数が目標

状況
値を大きく上回った。その要因として、相談支援事業の定着が考えられ、障害者等の日常生活に必要な援助を行うことができ

の分析 、地域の特性や利用者の状況を把握し、自立した日常生活を営めるための一助となっている。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
　障害者週間（毎年12月3日から12月9日）に、市役所2階会計課前と、郷土博物館との連携により障がい者アー

令和７年度に ト展を実施した。また、障害者差別解消法において、合理的配慮の提供が義務化されたことによる、円滑な施行

実施した に向け、民間事業者向けに研



介護 費、療養介護

医療費等の給 医療費等の給 医療費等の給 医療費等の給 医療費等の給

付事業 付事業 付事業 付事業 付事業

事　業　費 175,992 207,378 207,378 207,378 207,378

財
源
内
訳

国庫支出金 112,261 103,639 103,639 103,639 103,639

県支出金 48,327 51,820 51,820 51,820 51,820

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 15,404 51,919 51,919 51,919 51,919

人　件　費 6,497.4 6,155.24 6,155.24 6,155.24 6,155.24

投入 常勤職員 0.91人 0.91人 0.91人 0.91人 0.91人

人員 非常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

事業費＋人件費 182,489 213,533 213,533 213,533 213,533

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 24449 医療費給付事業

担当組織 健康福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R8 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 03 06 03

記入日 令和 8年 6月12日
R7 17 05 00 R7 01 03 01 03 06 03

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

障害者総合支援法、障害者総合支援法施行令、障害 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 者総合支援法施行規則、更生医療運営要領（厚労省 関連計画

通 達 等 社会・援護局長通知） 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
　更生医療・育成医療：身体の障害を除去・軽減する手術等の治療により確実に効果が期待できる者　療養介護：医療及び

　常時の介護を必要とし、長期の入院による医療的ケアを要する者　肢体不自由児：医療型児童発達支援を利用する者

身体の障害を除去または軽減するための治療や、障害者が生活を送るうえで必要な医療的ケアに係る医療費を給付する。

事業目的

　自立支援医療費（更生医療・育成医療）、療養介護医療費及び肢体不自由児通所医療費の給付

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

自立支援医療 自立支援医療 自立支援医療 自立支援医療 自立支援医療

費、療養介護 費、療養介護 費、療養介護 費、療養



・
取組方針

16 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 障害者医療費受給者数 更生・育成医療、療養介 人 180 180 180 180 180
活動① 護、肢体不自由児通所 198 180 169 168 175
事務事業 障害者医療費延べ給付件数 更生・育成医療、療養介 件 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700
成果① 護、肢体不自由児通所 1,895 1,870 1,855 1,917 1,953

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
  受給者数については目標値を下回ったが、給付件数については目標値を達成した。申請されたものについて、適正に認定を

状況
行い速やかに給付した。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　今後も適正かつ速やかな給付決定など、円滑な事務を実施する。

事業の方向性



704 12,887 12,887 12,887 12,887

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 2人 2人 2人 2人 2人

事業費＋人件費 10,704 12,887 12,887 12,887 12,887

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 33124 発達支援事業

担当組織 教育委員会事務局 教育政策室 担当 教育センター担当

組織コード
R8 62 06 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 10 01 05 02 02

記入日 令和 8年 8月 3日
R7 62 06 00 R7 01 10 01 05 02 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成２２年度 ～ 令和５年度

児童福祉法、学校教育法、学校教育法施行令、学校 第４次戸田市教育振興計画、戸田市教育委員会指導

根拠法令 教育法施行規則 関連計画 課「指導の重点・主な施策」

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
幼児、児童生徒、保護者、教職員

発達障害等に係わる幼児児童生徒の継続的な支援を行うために教育・医療・保健・福祉等の関係機関が連携した支援体制の

事業目的
充実を図る。

・発達相談に係わる窓口業務　・相談事業、相談支援ファイル活用事業、関係諸機関連携事業　・巡回相談員派遣事業　・

特別支援教育研修事業

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

発達支援事業 発達支援事業 発達支援事業 発達支援事業 発達支援事業

事　業　費 10,704 12,887 12,887 12,887 12,887

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 10,



９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
発達支援事業に対する市民のニーズは年々高まるとともに多様化している。そのニーズに応えられるように早期

事業の方向性・
就学相談の充実や業務内容の見直し、発達の段階に応じた効果的な支援の在り方について工夫改善を図る。障害

取組方針
福祉課や福祉保健センターなど関係機関との連携を図り、「サポート手帳」や「就学についての相談会」をより
多くの保護者に紹介できるようにしていく。

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 巡回相談件数 巡回相談により巡回相談 回 35 35 35 35 35
活動① 員を学校へ派遣した回数 38 40 40 36 42

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
巡回相談員派遣件数は42回で目標を達成できた。専門的知識を有する巡回相談員による教員への指導・助言を通して、児童生

状況
徒への支援の充実が図られた。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 多様なニーズに応じた学校支援、保護者・児童生徒支援を行うことができている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 質の高い巡回相談員を派遣できていることから、経費は適正な範囲である。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 社会のニーズに合わせた、質の高い事業が展開できており、事業手法は効率的かつ効果的である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 多様なニーズに合わせて事業が行われており、受益・負担は適正である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
早期からの就学相談、巡回相談

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

早期からの就学相談、巡回相談

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和



相

談 談体制の充実 談体制の充実 談体制の充実 談体制の充実

及び活用促進 及び活用促進 及び活用促進 及び活用促進

事　業　費 181,496 200,357 200,357 200,357 200,357

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 4,812 4,812 4,812 4,812

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 103 103 103

一般財源 181,496 195,545 195,442 195,442 195,442

人　件　費 9,282 8,793.2 8,793.2 8,793.2 8,793.2

投入 常勤職員 1.3人 1.3人 1.3人 1.3人 1.3人

人員 非常勤職員 24人 24人 24人 24人 24人

事業費＋人件費 190,778 209,150 209,150 209,150 209,150

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 7233 就学・教育相談事業

担当組織 教育委員会 教育政策室 担当 教育センター担当

組織コード
R8 62 06 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 10 01 05 02 01

記入日 令和 7年 6月17日
R7 62 06 00 R7 01 10 01 05 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち 14 ● 対象
再掲施策

施策 04 世界で活躍できる人間の育成 ○ 対象外

事業期間 平成１１年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法、学校教育法、学校教育法施行令、学校 第４次戸田市教育振興計画、戸田市教育委員会教育

根拠法令 教育法施行規則 関連計画 政策室「指導の重点・主な施策」

通 達 等 施政方針 第５次総合振興計画

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
児童生徒、保護者、教職員

特別支援学級への入級相談、発達情緒及び難聴言語による通級指導等の相談に応じることにより、よりよい就学相談の在り

事業目的
方を考える。また、不登校児童生徒の学校適応指導教室への相談やさまざまな電話相談、一般来所相談、外国人児童生徒へ

の日本語指導により、心の教育の充実に努める。

特別支援学級就学相談、発達情緒通級指導、難聴言語通級指導、学校適応指導教室運営、教育相談、外国人児童生徒の日本

語指導等の就学・教育相談事業

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

就学・教育相 就学・教育相 就学・教育相 就学・教育相 就学・教育



ため、質の高い専門職を任用するための事業費や人件費は適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 多様な教育的ニーズに対応するため、事業手法は適正である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 個々の児童生徒の教育的ニーズを踏まえた支援体制について、受益・負担は適正である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
中学校の校内サポートルームにサポートスタッフを配置し、学習支援を実施した。

令和７年度に ＳＮＳ教育相談を実施するなど、多様な相談方法の場を設置した。

実施した
取組内容・効果

学校や家庭と多様な学びの場の有機的連携の推進

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　業務委託による相談業務の効率化と質の高い相談体制の構築を推進するとともに、その効果について検証を進

事業の方向性・
める。また、教育相談事案に起因する不登校への対策を検討する体制を整える。さらには、ぱれっとルームや教

取組方針
育支援センターすてっぷの連携について推進していく。

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 教育相談の充実 祝日以外の教育相談の実 日 350 280 280 280 280
活動① 施日数 280 280 280 280 280
事務事業 「すてっぷ」（教育支援センター すてっぷ開催日数 日 200 200 200 200 200
活動② ）の設置 200 200 184 200 200
事務事業 教育相談件数 教育センター心理専門員 件 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000
成果① の相談件数 3,330 2,160 2,604 2,646 2,503
事務事業 「すてっぷ」活動の充実 すてっぷ在籍児童生徒数 人 25 25 25 25 25
成果② 30 40 65 54 35

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
市内全小・中学校にはスクールカウンセラーを、教育センターには心理専門員を配置しており、保護者や児童生徒の相談を受

状況
け付けている。相談内容は、不登校、性格・行動から、発達障害にかかわる内容まで多岐にわたっている。また、教育支援セ

の分析 ンター「すてっぷ」「西すてっぷ」は、在籍児童生徒のニーズに応じながら、学習と基本的生活習慣確立の両面から支援を行
っている。市民ニーズの面から、就学・教育相談事業の果たす役割の重要性が増している。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 個々の児童生徒の教育的ニーズを踏まえた支援体制を構築し、目標の達成に大きく貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 本事業には、専門的知見をもった人員を配置し、多様な相談事業に対応できる体制を整備する必要

がある。その



施策14︓障がい福祉環境の整備・充実[中心となる部局︓健康福祉部]
No. 区分 事前質問事項 回答

1 第３回外部評価
委員会

障害者雇用を行っている戸田市内の企業数を教えてほしい。 （以下、事務局）
戸田市を含む埼玉県内の企業における障害者雇用の状況について
は、施策29のNo.3をご参照ください。

2 事前質問 商工会としても障がいのある方が働ける職場があるか確認します。

3 事前質問

市役所や戸田市関連で障害者雇用数または雇用率はどの程度です
か。

（以下、事務局）
戸田市の市長部局及び教育委員会における障害者数は32人で、実
雇用率は2.93％です。（令和7年6月1日時点）
また、戸田市上下水道事業のおける障害者数は1人で、実雇用率は
2.63％です。（令和7年6月1日時点）
いずれも、上記時点での法定雇用率（2.5%）を達成しています。
https://www.city.toda.saitama.jp/soshiki/153/jinji-
syougai.html

4 事前質問

障害にもいろいろな状態があると思うが、自立支援はどこまでが自立と
なるのか（一人暮らし・収入を得る等）

障害者の自立については、障害者基本法及び障害者総合支援法の
理念を踏まえ、障害のある方が自らの意思に基づいて生活のあり方を
選択し、必要な支援や福祉サービスを活用しながら、地域社会の一員
として自立した日常生活及び社会生活を営むことができる状態であると
認識しています。

5 第３回外部評価
委員会

ロジック・モデルシートの中間成果欄に「障害者の日常生活における不
安の一部が解消される」とあるが、一部としている理由を教えてほしい。

具体的な部分を示す意図はなく、ロジックモデルの最終成果「～地域
で安心して日常生活及び社会生活を送ることができる状態」に繋がる
状態を表現するために、一部という言葉を用いたものです。

6 第３回外部評価
委員会

ロジック・モデルシートの活動欄に「特別支援教育担当者に対する指導
助言について支援する」とあるが、「特別支援教育担当者に対して指
導助言する」の誤りではないか。

本事業は、「市が直接担当者へ指導・助言を行う」のではなく、「外部
の専門指導者を派遣し、その指導者を通じて特別支援教育担当者
への指導・助言が行われるよう市が支援（コーディネート等）」しており
ます。
そのため「支援する」という表記を用いておりましたが、ご指摘の通り、誤
解を招きやすい表現となっておりました。事業の実態（指導者の派
遣）と施策の意図がより明確に伝わるよう、表記を見直し「特別支援
教育担当者への指導・助言を行う専門指導者を派遣する」に修正い
たします。

7 事前質問

 ロジックモデルシートにおいて、施策指標の障がい者に対する就労支援
サービス件数に対しては教育委員会系統の事業が全く作用していませ
ん。一方、障がい者（児）が相談支援専門によるサービスの利用支
援等を受けた数に対しては障害福祉課系統の事業が全く作用してい
ません。なぜでしょうか︖

ロジックモデルの中間成果から上部に伸びる矢印については、最終成
果全体につながるものとして、ロジックモデルを作成したところです。しかし
ながら、例えば、右２本が「障害者（児）が相談支援専門員による
サービスの利用支援を受けた数」に繋がっているように見えるなど、分か
りにくい配置となっていることから、分かりやすいものとなるよう事務局と調
整させていただきます。

（以下、事務局）
令和8年度第2回外部評価委員にてお示ししたとおり、ロジック・モデル
シートと後期基本計画の関係性を強化すべく、令和8年度版ロジック・
モデルシートから、以下のとおりとします。
＊最終成果=後期基本計画の「施策の目的」 及び「施策指標」
＊中間成果=後期基本計画の「取組の方針」
また、施策14に限らず、中間成果のロジックが施策指標ではなく、最
終成果に繋がるよう変更します。その結果、複数の中間成果が、1つの
最終成果に結びつくことが視覚的に読み取れるよう改善され、ご指摘
いただいたような点は解消されると認識しております。

令和８年度外部評価ヒアリング事前質問回答用紙

https://www.city.toda.saitama.jp/soshiki/153/jinji-


施策14︓障がい福祉環境の整備・充実[中心となる部局︓健康福祉部]
No. 区分 事前質問事項 回答

8 第３回外部評価
委員会

発達障害者の人数はどのように計上しているか。例えば、家族が発達
障害であると思っていなくても、学校や専門機関が発達障害とみなした
場合は人数に計上されるのか。その結果として、発達障害の人数が増
えているのか。

「発達障害」は、発達障害者支援法で、「自閉症、アスペルガー症候
群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害、そ
の他これに類する脳機能障害であってその症状が通常低年齢において
発現するもの」と定義されております。
市では、医師の診断と本人等の申請により、精神障害者保健福祉手
帳や療育手帳、障害福祉サービス受給者証などが交付された方を人
数として把握しております。
一方で、教育や保育現場では、診断の有無に関わらず「特別な支援
を必要とする児童・生徒」として実態を把握し、支援体制の構築に繋
げています。
近年の増加傾向は、発達障害への社会的な理解が広まり、現場での
早期発見や保護者との面談を通じた理解促進が、医療機関への受
診や福祉サービスの申請に結びつき、結果として各種サービスの利用の
増加に表れているものと認識してます。

9 事前質問 障害者手当の内訳は市と国と県でどのくらいの割合になっているのか。

事務事業「障害者手当等支給事業」においては、大きく以下の２種
類の手当に分かれます。
①法律に基づき支給する特別障害者手当など
　→負担割合は、国1/2、県1/4、市1/4となります。
　　　【参考】R7年度実績︓延べ1,683人　38,644,800円
②市条例に基づき支給する重度障害者等福祉金
　→負担割合は、県1/2、市1/2となります（これに市独自の金額を
上乗せして支給）
　　　【参考】R7年度実績︓延べ25,356人　181,168,000円

10 事前質問

戸田市の障害者施設にはどんなものがあるか、どこにあり、収容人数と
利用人数が見合っているか。

制度上、障害者施設には、日中活動を支援する「生活介護」や、「就
労継続支援」、居住を支援する「グループホーム」、相談を担う「相談
支援事業所」など様々なサービスを提供する施設があります。
各サービスを提供する施設の収容定員と利用人数の見合いについて
は、現在進行中の第7期戸田市障がい福祉計画に基づき、必要な
サービス量の見込みを把握し、民間事業所の拡充などにより、ニーズに
見合った基盤整備を行っています。
また、施設は市内全域に点在していますので、民営を含めた障害者福
祉施設等については、参考資料１「障害者福祉施設等一覧」を御参
照ください。

11 事前質問

現在の市内の福祉作業所は何ヶ所あるのでしょうか。 戸田市立福祉作業所は、「もくせい園・かがやき・ゆうゆう」の３か所
で、日中の生活支援を行う「生活介護」や就労に向けた支援「就労継
続B型」など障害福祉サービスを提供しています。（民営を含めた障害
者福祉施設等については、参考資料１「障害者福祉施設等一覧」を
御参照ください。）

12 事前質問

教育政策室の中間成果では、（発達障害の児童生徒が安心して学
校生活を送れるようになる）としています。そこでお伺いいたします。現
在、市内には支援学級、何校設置されているのでしょうか。また戸田公
園、戸田周辺は足りているようですが、美女木エリアにはなく不便との
声も耳にします。地域的な偏りについてどのように認識しているのか。ま
た。今後、支援学級を増設する予定があるのかお聞かせください。

本市では、小学校１２校、中学校６校全１８校に特別支援学級を
設置しております。特別支援学級の設置については法律が定める基準
に基づいて設置することとされており、対象となる児童生徒や保護者の
障がい種やニーズを踏まえ検討し設置しております。よって、市内の各
地域における設置状況は、それぞれの学校・エリアにおける対象児童
生徒数や障がい種、ニーズを踏まえたものとなっており、意図的に特定
の地域に集中させたり、偏りが生じるような設置は行っておりません。今
後の増設につきましても、あらかじめ地域ごとに増設を計画するものでは
なく、毎年度各学校において対象となる児童生徒の入学や在籍の状
況を踏まえて、その都度、検討を行い設置を行ってまいります。



施策14︓障がい福祉環境の整備・充実[中心となる部局︓健康福祉部]
No. 区分 事前質問事項 回答

13 事前質問

障害者福祉以外に、施策評価シートとにある“社会のバリアフリー化を
推進”という取り組みには、どんな施策があるのでしょうか。

施策評価シートの「施策の目的」欄に記載している「社会のあらゆる活
動に主体的に参加できるよう社会のバリアフリー化を推進」については、
心や意識のバリアフリー(不安等の解消)の取組として、「地域社会にお
ける共生の実現に向けた、①障害者福祉への理解②障害者の自立
や就労③発達支援や就学相談」など、前期基本計画の「取り組み方
針」の中で取り組んできました。
また、今年度スタートした第5次戸田市教育振興計画において、新た
に誰一人取り残されない教育の実現を目指し、「戸田型インクルーシブ
教育モデルの推進」を掲げております。具体的には、各学校において、
学校経営、学級経営、授業改善の３つの観点から現在の学校の取
組をインクルーシブ教育の視点から捉え、各学校でインクルーシブ教育
実践計画を策定を目指し、これまでの取組の見直しを行うなど全ての
子どもが安心して学び、成長できる教育に向けて取り組んでいるところ
です。
なお、いわゆる「物理的なバリアフリー」への取組については、施策21
「快適で秩序ある美しい市街地の形成」が中心となって取り組んでおり
ます。
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最終成果：バス・電車を利用できる環境が維持・実現された状態

令和７年度

1ページ

目的：市内外を結ぶ公共交通の利便性を高め、市民の誰もが公共交通機関を利用して、
　　　快適に移動できる環境を整えます。

施策24:公共交通が利用しやすい環境の整備・推進

交通対策事務費

都市交通課

施策指標：市内３駅駅前自転車駐車場の満車回数施策指標：ｔｏｃｏバス利用人数施策指標：公共交通機関の利便性向上の満足度

コミュニティバス運行事業

都市交通課

自転車駐車場管理事業

都市交通課

放置自転車対策事業【再掲】

←20（円滑な通行空間）

都市交通課

路線バスのうち

収支の均衡が困

難な路線に対し

て補助を行う

路線バス事業者

が、市が補助した

路線の運行を行

う

ノンステップバス

を導入する事業

者に対して補助

を行う

市内を運行する

ノンステップバス

の台数が増加す

る

障がい者やベ

ビーカー利用者

などのバス乗車

利便性が向上す

る

市内3駅の安全性

や利便性の向上

などについて鉄道

事業者に要望する

鉄道事業者が要

望内容を把握し、

市の問題意識を

認識する

鉄道事業者が要

望内容に沿って

改善の検討を行

う

路線バスの運行

が維持・継続され

る

コミュニティバス

運行事業者に対

して運行補助を

行う

車両が更新され、

安全性や快適性

が向上する

駅前等に撤去作

業員を配置し、自

転車の放置防止

に向けた啓発や

指導等を行う

駅前などの放置

自転車に警告札

を貼付する

駅周辺の自転車

駐車場の管理運

営を専門の経営

ノウハウを有する

民間事業者に委

任して行わせる

駅前などの放置

自転車を撤去す

る

駅前等における

自転車の放置が

抑制され、放置

自転車が減少す

る

地域公共交通計

画の策定に向け

て地域公共交通

協議会を運営す

る

地域公共交通計

画策定に向けた

協議が行われる

計画に位置付け

られた施策・事

業が実施される

シェアサイクル

の実証実験を継

続して実施する

公有地・私有地

へのシェアサイ

クルポートの設

置が進む

シェアサイクルの

利用者数、利用

回数が増加する

コミュニティバス

車両更新に係る

補助を行う

路線バスが運行

していない地域

でコミュニティバ

スを運行する

コミュニティバスの安全

かつ安定的な運行が維

持される

自転車駐車場利

用者が増加する

委任された民間

事業者が利用状

況に応じた定期

利用・一時利用

の台数調整を行

う

誰もが自転車駐

車場を利用でき

る環境が維持さ

れる

市内路線バス

の交通利便性

が維持される

鉄道事業者が

要望内容に

沿って改善し、

安全性・利便

性などが向上

する

公共交通の利

便性が向上す

る

公共交通機関を

補完する新たな

交通手段として、

シェアサイクルの

利用が定着する

高齢者や障が

い者等の交通

弱者に対する

市内の移動利

便性が向上す

る

駅前等の公共

の場所におけ

る通行の安全

性や快適性が

向上する

駅への接続が

良くなり、鉄道・

バスへの乗り

継ぎ利便性が

向上する

公共交通サー

ビス水準が低

い地域が解消

される

地域公共交通計

画が策定される
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施 策

【施策の目的】 市内外を結ぶ公共交通の利便性を高め、
市民の誰もが公共交通機関を利用して、快適に移動できる環境を整えます。

公共交通が利用しやすい環境の整備・推進24

現況と課題

	● �今後、人口の増加幅が減少に転じるとともに、高齢化が進み、市内の人口分布や生活形態の変化が交通の流れ

にも影響を及ぼすことが想定されるなか、公共交通の利便性の向上に向けた対応が求められています。

	● �路線バスで補完しきれない交通不便地域の解消を目的として、戸田市ではtocoバス※を運行させてきました。路

線バスとtocoバスは共に市内公共交通における重要な手段であり、両者が共存共栄していく必要があります。一

方で、tocoバスの乗客数の増加が路線バスの乗客数の減少につながる側面があるほか、自転車の利用者の増加

もバスの乗客数の減少要因となっており、安定的な公共交通網の維持に向けた対策が求められています。

	● �JR埼京線については、終電時間の後ろ倒しによる運行時間の延長やホームドアの設置、通勤・通学時の混雑の

解消が課題となっています。

	● �安全な通行区間を維持するため、放置自転車に対する継続的な対策が求められています。また、戸田市に関係す

る新たな公共交通に関する情報を把握し、対策を講じていく必要があります。

埼玉県立南稜高等学校 協力・提供
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基本目標 快適に過ごせる生活基盤が整備されたまち

基
本
目
標
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適
に
過
ご
せ
る
生
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基
盤
が
整
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れ
た
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V

計
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取り組みの方針

（１）安定的な地域公共交通網の確保
	■ �tocoバスと路線バス乗客数のバランスを取るため、市民のニーズを把握した上で、各運行事業者と協議しつ

つ、バスの乗車状況や採算性を考慮し、対策を講じます。

	■ 路線バスとtocoバスとの共存関係を維持するとともに、路線の維持を図ります。

（２）鉄道利用の利便性向上
	● JR埼京線の利便性向上に向け、東日本旅客鉄道株式会社に対する働き掛けを継続的に行います。

（３）駅前通行区間の維持
	● �放置自転車の撤去を引き続き実施するとともに、自転車駐車場を適切に管理運営することで、自転車の放置を

防止します。

関連計画

	● 戸田市都市交通マスタープラン

	● 戸田市交通安全計画

指標名 指標説明 当初値 目標値 備考

公共交通機関の利便
性向上の満足度

公共交通の利便性の向上に満
足している市民の割合 28.3% 30.0%

【市民意識調査】
平成26年度（2014年度）の値に
改善

tocoバス利用人数 tocoバスの年間利用者数 367,996人 370,000人 平成30年度（2018年度）の値以
上に改善

市内３駅駅前自転車
駐車場の満車回数

駅前自転車駐車場の満車回数
（一時利用） ０回 ０回 誰もが自転車駐車場を使用できる

状態を維持

主要指標
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施策の目的

市内外を結ぶ公共交通の利便性を高め、市民の誰もが公共交通機関を利用して、快適に移動
できる環境を整えます。

 ■ 現況と課題

 ● 全国的な傾向として、鉄道やバスの利用者数はコロナ禍以前の水準まで回復せず、路線バスの系統廃止や
運行回数の減少など、公共交通サービス水準が低下しつつあります。

 ● 令和 6 年（2024 年）4 月に「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」が改正され、時間外労働
の上限規制や拘束時間などの基準が変更されたことで、既に顕著であったバスやタクシーの運転手不足が
深刻化しています。

 ● 将来にわたり市民が利用しやすく、持続可能な公共交通の維持、向上を図るため、人口動態の変化や地域
性、人流の動向を踏まえた上で、移動ニーズに対応した市内公共交通サービスの維持とともに、公共交通
サービス水準の低い地域における改善が必要です。

 ● 駅ホーム上における転落事故や接触事故を防止するため、市内３駅のホームドアの早期設置が求められて
います。

 ● 路線バスと toco バス※の役割分担に応じた相互補完関係を構築するとともに、バスの利便性向上や利用促
進を図る必要があります。

 ● 本市は、交通分担における自転車の利用率が埼玉県内１位であり、市内の移動手段として自転車が盛んに
活用されていることから、公共交通を補完する手段として、令和 4 年（2022 年）3 月から官民連携によ
るシェアサイクルの実証実験に取り組んでいます。

 ● 交通拠点である市内３駅は自転車を利用する市民が多く、自転車等の駐車需要に対応した環境整備と放置
自転車の防止を図る必要があります。

第二領域

第三領域 第四領域

第一領域
0.4

0.3

0.2

0.1

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

満
足
度

重要度

重要度平均値
0.15

満足度平均値
0.17公共交通が利用しやすい

環境の整備･推進

公共交通が利用しやすい環境の整備
・推進

施策
24
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 ■ 取組の方針

（１）持続可能な公共交通の維持・確保　 総合戦略

 ● 各交通モードにおける地域の関係者の連携、協働（共創）を通じて、平坦でコンパクトな地域特性を生か
しつつ、様々な移動手段を選択可能で、誰もが安全で快適に移動できる交通環境の形成に向けて取り組み
ます。

 ● 鉄道やバス、タクシーなど、現状の公共交通ネットワークの維持、確保を図るとともに、自家用車に過度
に依存しない持続可能な交通体系の構築を目指します。

 ● 交通事業者や関係機関などと連携し、バス等の運転手確保に向けた支援策を検討します。

（２）市民の移動ニーズに対応した公共交通サービスの提供　 総合戦略

 ● 公共交通は市民の日常生活に欠かせない移動手段であることから、公共交通サービス水準の維持、改善、
鉄道やバスなどの乗り継ぎ機能の強化、新たな公共交通サービスの検討に努めます。

 ● 鉄道駅ホームドアの早期設置に向けて、東日本旅客鉄道株式会社に対する働きかけを行うとともに、支援
策を検討します。

（３）自転車駐車場の適切な管理運営
 ● 民間事業者との連携により、適切な管理運営を行うことで、誰もが駅前自転車駐車場を利用できる状態を
維持するとともに、駅を中心に自転車の放置を防止します。

施策指標
指標名 指標説明 当初値 目標値 備考

公共交通が利用しやすい環境
の整備・推進に関する満足度

公共交通が利用しやすい環境
の整備・推進に満足している
市民の割合

37.7％ 44.0％

【市民意識調査】
令和 3 年度（2021 年度）から令
和 7 年度（2025 年度）までの増
加率の平均値（年 1.26 ポイント）
を加算

toco バスの利用者数 toco バスの全循環の年間利
用者数 390,649 人 403,000 人 令和 12 年度（2030 年度）の時

点で約 3％増を推計

市立自転車駐車場（8 ヶ所）
の稼働率

自転車駐車場の利用台数を収
容可能台数で割った割合 68.9% 70.0%

 ■ 関連計画
 ● 第 3 次戸田市都市マスタープラン
 ● 戸田市立地適正化計画
 ● 戸田市バイシクルシティ推進プラン
 ● 戸田市地域公共交通計画



持確保を図ると

などにより、公共交通事業者の経営は厳しさを増し、路線バス ともに、「戸田市地域公共交通協議会」の議論を経て、コミュ

の系統廃止などサービス水準が低下しつつある。将来にわたり ニティバスの運行体制の見直し等を検討していく。

市民が利用しやすく、持続可能な公共交通の維持、向上が求め

られている。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 8年 6月19日 作成部局名 都市整備部 担当部局名

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

都市交通課

05
快適に過ごせる生活基盤が整備されたまち

24
公共交通が利用しやすい環境の整備・推進

市内外を結ぶ公共交通の利便性を高め、市民の誰もが公共交通機関を利用して、快適に移動できる環境を整えます。

交通対策事務費

コミュニティバス運行事業

自転車駐車場管理事業

ｔｏｃｏバス利用人数 tocoバスの年間利用者数
人 370,000 367,996 289,715 305,333 342,008 390,649 418,777

市内３駅駅前自転車駐車場 駅前自転車駐車場満車回数(一時利用)
回 0 0 0 0 0 0 0

の満車回数 (誰もが使用できる状態を維持 )

公共交通機関の利便性向上 利便性向上に満足している市民の割合
％ 30 28.3 31.4 － 43.1 － 37.7

の満足度 (市民意識調査 )

運転手のなりて不足に加え、自動車運転者の労働時間等の改善 　公共交通は市民の移動手段として欠かせないものであること

のための基準が適用された「2024年問題」によって運転手不足 から、令和８年３月策定の「戸田市地域公共交通計画」に基づ

に拍車がかかり、市民生活の基盤を支える地域公共交通の維持 き地域公共交通の維持・確保や利便性の向上に努めるとともに

・確保が困難な状況となっている。利用者数はコロナ禍前の水 、公共交通事業者に対する支援を行う。また、鉄道、バス、タ

準に回復しつつあるが、人件費の上昇やエネルギー価格の高騰 クシーなど、現状の公共交通ネットワークの維



交通対策事務費

任
意

19,809 路線バスの運行維持や各駅ホームド

17,988 アの設置について交通事業者と協議

－ － ２ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ01 01 02 01 12 01 01 274,988 を図っていく。

路線バスへのノンステップバ 153,988

ス導入や、市の東西公共交通 10,484

02 コミュニティバス運行事業　（都市交通課）

コミュニティバス運行事業

任
意

130,269 移動需要や利用ニーズ等を踏まえた

155,246 運行体制の見直しを図っていく。

－ ○ １ ○ Ａ Ｃ Ｂ Ｃ Ａ01 01 02 01 12 02 01 151,854

駅や病院、公共施設等を結び 151,854

、使いやすく安心して利用で 6,764

03 自転車駐車場管理事業　（都市交通課）

自転車駐車場管理事業

任
意

17,283 指定管理者と協議しながら、利便性

30,121 の向上を図っていく。

－ － １ ○ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ01 01 08 01 02 03 01 21,664

市立自転車駐車場8箇所の効 0

果的・効率的な管理運営を実 3,382

02 放置自転車対策事業　（都市交通課）

（再掲）放置自転車対策事業

任
意

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 08 01 02 02 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため

戸

「再

放置禁止区域や自

田

転車駐車場 掲の事務事

市

業」として、参考に掲

施

載しています。

、公共

策

の場所に放置されてい

評

※事業内容は、当該事

価

務事業評価シートを参

シ

照

ート

作

R7決算

成

額 R8計画額 R9予算

日

額
計（千円） 事業費 1

令

67,361 203,

和

355 448,506

 

うち一般財源 149,

8

078 171,719

年

305,842

 6月19日 作成部局名 都市整備部 担当部局名

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０８年度（事業費総額） 令和０９年度 令和１０年度 令和１１年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０８年度（人件費総額） 令和０９年度 令和１０年度 令和１１年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R7決算額
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靱
化
計
画
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合
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業
の
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向
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画
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度

事業コード R8予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
9

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

全ての指標に対して目標を達成することができた。市民の移動手段を確保するため、厳しい
経営環境にある路線バス運行事業者の支援や、移動需要や利用ニーズ等を踏まえ、コミュニ
ティバスの運行体制を見直す必要がある。また、市内３駅のホームドア整備やノンステップ
バスの導入に対する運行事業者への支援を行い、公共交通のバリアフリー化の促進を図る必

Ｂ
要がある。さらに、平坦で自転車利用率の高い本市の状況から、駅前自転車駐車場の適切な
運営や、戸田市バイシクルシティ推進プランに基づき事業展開を図る必要がある。

203,355 ↑ 448,506 ↓ 327,332 ↓ 193,058
令和９年度からJR埼京線各駅へのホームドア整備が実施されることから、事業費が増額となっている。また、既存の公共交通網を維持・確
保していくために、継続的な公共交通事業者への支援は必要である。

20,630 → 20,630 → 20,630 → 20,630
公共交通の維持確保に向けた施策を展開するにあたって、コミュニティバスの運行体制を見直すため、現行の人員体制を維持していく必要
がある。

01 交通対策事務費　（都市交通課）



容
地域公共交通のあり方について戸田市地域公共交通協議会で議論し、令和８年３月の完成に向けて戸田市地域公共交通計画

の策定作業を進める。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 交通事業者 ）

該当無し

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

公共交通対策 公共交通対策 公共交通対策 公共交通対策 公共交通対策

事　業　費 19,809 17,988 274,988 151,988 20,988

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,000 1,000 121,000 61,000 1,000

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 18,809 16,988 153,988 90,988 19,988

人　件　費 11,067 10,484.2 10,484.2 10,484.2 10,484.2

投入 常勤職員 1.55人 1.55人 1.55人 1.55人 1.55人

人員 非常勤職員 0.05人 0.05人 0.05人 0.05人 0.05人

事業費＋人件費 30,876 28,472 285,472 162,472 31,472

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 6888 交通対策事務費

担当組織 都市整備部 都市交通課 担当 地域公共交通担当

組織コード
R8 20 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 02 01 12 01 01

記入日 令和 8年 6月18日
R7 20 05 00 R7 01 02 01 12 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 05 快適に過ごせる生活基盤が整備されたまち ● 対象
再掲施策

施策 24 公共交通が利用しやすい環境の整備・推進 ○ 対象外

事業期間 平成２３年度 ～ 令和１２年度

高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移 戸田市都市交通マスタープラン

根拠法令 動の円滑化の促進に関する法律（交通バリアフリー 関連計画 戸田市バイシクシティ推進プラン

通 達 等 法） 施政方針 64「戸田市バイシクルシティ推進プラン」の策定と

自転車まちづくりの推進

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民、交通事業者

市内の公共交通体系の円滑化を図るため、鉄道事業者や路線バス事業者等に対する要望等の連絡調整を行う。

事業目的
交通バリアフリー化に向けて、事業者と協力した取り組みを進めていく。

自転車まちづくりの推進に向けて、戸田市バイシクルシティ推進プランに基づく自転車関連施策を進める。

公共交通の維持・確保に向けたマスタープランとして、戸田市地域公共交通計画を策定する。

路線バスへのノンステップバス導入や、市の東西公共交通の根幹を成すバス路線の維持に向けた事業者支援を行う。

鉄道事業者へホームドアの設置やＪＲ埼京線の快速電車の増便等を要望するとともに、鉄道事業が実施する駅のバリアフリ

ー化への支援等を検討する。

自転車のまちづくりを推進するため、戸田市バイシクルシティ推進プランに基づく各施策を実施する。

事業内



る段階であることから、実証実験による事業手法は適切である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 路線バスは多くの市民が利用する公共交通機関であり、路線の維持や利便性の向上を図るうえで、

受益と負担の公平性は適正である

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
地域公共交通協議会において、地域公共交通のあり方や維持・確保に向けた協議を行い、地域公共交通に関する

令和７年度に マスタープランとなる「戸田市地域公共交通計画」を策定した。

実施した また、北戸田駅及び戸田駅について、鉄道事業者からホームドア設置に関する方向性が示されたことから、ホー

取組内容・効果 ムドアの早期設置を促進すべく、鉄道事業者に財政的支援を図ることを決定し、補助金交付要綱を制定した。

地域公共交通の維持・確保に向けて戸田市地域公共交通協議会の議論を踏まえ、戸田市地域公共交通計画の取組
を実施していく。

令和８年度に
また、北戸田駅及び戸田駅へのホームドアの施工が2か年度にわたることから、令和8年度は一括設計審査を実施

実施する取組内容
したうえで、補助金の交付決定及び埼玉県の補助金を受けるべく、必要となる申請等（一括設計審査、補助金の
交付申請）を行う。併せて戸田公園駅へのホームドア早期設置に向けて、鉄道事業者への要望活動を実施する。

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
戸田市地域公共交通計画の目標達成に向けて、計画に定める取組を順次推進していく。

事業の方向性・
また、収支の均衡が困難なバス路線に対して継続して補助を行うとともに、ノンステップバスの導入支援を引き

取組方針
続き実施する。なお、バス路線への補助額は利用状況等を踏まえ、バス事業者と協議し、見直しを図っていく。
市内3駅へのホームドア整備推進に向けて鉄道事業者に財政的支援を行うとともに、鉄道の安全利用に向けた標
語の募集や鉄道駅への標語の掲載を行うことで、安全意識啓発を図る。
自転車を活用したまちづくりを進めるべく、戸田市バイシクルシティ推進プランに基づき事業を展開する。

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 ノンステップバス導入補助 補助金交付件数 台 1 1 1 1 1
活動① 0 1 1 1 1
事務事業 ＪＲ東日本大宮支社への要望事項 直接要望事項の数 件 2 4 3 3 3
活動② 0 4 3 6 4
事務事業 ノンステップバス導入台数 導入台数 台 4 2 2 2 2
成果① 4 2 2 2 2
事務事業 ＪＲ東日本大宮支社への要望事項 要望事項への対応数 数 1 1 1 1 1
成果② に対する対応 1 1 1 1 1
事務事業 シェアサイクルポート数（公民合 シェアサイクルポート数 箇所 0 40 50 60 90
成果③ 計） （公民合計） 0 48 66 85 101

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
ノンステップバスについては、西川62系統にて2台の新規導入を実施した。鉄道事業者への要望については、県を通じて4項目

状況
の要望事項を提出した。シェアサイクルポート数は、令和7年度末時点で公有地、民有地合わせて101箇所に達した。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 路線バスへの補助等により公共交通の維持や利便性の向上、バリアフリー化が図られた。また、シ

ェアサイクルの拡充により自転車交通の利便性向上に寄与した。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 路線バスへの補助金は、実績に基づいて事業者と協議した上で決定していることから、経費水準は

適正な範囲である。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 補助金方式による路線バスの運行維持は効率的で適正である。また、シェアサイクルは有効性を検

証してい



0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 130,269 154,731 151,854 153,680 150,406

人　件　費 7,140 6,764 6,764 6,764 6,764

投入 常勤職員 1人 1人 1人 1人 1人

人員 非常勤職員 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人

事業費＋人件費 137,409 162,010 158,618 160,444 157,170

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 6986 コミュニティバス運行事業

担当組織 都市整備部 都市交通課 担当 地域公共交通担当

組織コード
R8 20 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 02 01 12 02 01

記入日 令和 8年 6月 8日
R7 20 05 00 R7 01 02 01 12 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 05 快適に過ごせる生活基盤が整備されたまち ● 対象
再掲施策

施策 24 公共交通が利用しやすい環境の整備・推進 ○ 対象外

事業期間 平成１１年度 ～ 令和１２年度

戸田市都市交通マスタープラン

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：１－１

対象
コミュニティバス利用者、コミュニティバス運行事業者

路線バスを補完するため、コミュニティバス（喜沢・川岸循環、西循環、南西循環、美笹循環）を運行することで、交通弱

事業目的
者やバスアクセス不便地域の緩和・解消を図る。

駅や病院、公共施設等を結び、使いやすく安心して利用できる市内循環バスの運行

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

該当無し

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

コミュニティ コミュニティ コミュニティ コミュニティ コミュニティ

バス各路線の バス各路線の バス各路線の バス各路線の バス各路線の

運行管理 運行管理 運行管理 運行管理 運行管理

事　業　費 130,269 155,246 151,854 153,680 150,406

財
源
内
訳

国庫支出金 0 515 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0



法
＜判断理由＞

Ｂ Ｂ Ｂ 本市における路線バスを補完する交通手段として、コミュニティバスの運行は適正な手法であり、
交通事業者との運行協定により安定的な運行を維持できている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｃ：受益・負担の一部に見直しが必要である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｃ Ｃ Ｃ 運賃が低廉であることから、補助金の交付により運行を維持しており、受益と負担の公平性の観点

から運賃の見直しを検討する必要がある。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
バス車両の経年劣化による交通サービスの持続性の低下を防ぐため、美笹循環及び南西循環の車両更新の準備を

令和７年度に 進めた（納車及び運行開始は令和8年度以降見込み）。

実施した また、令和8年3月に戸田市地域公共交通計画を策定し、「コミュニティバス運行体制の見直し」を重点取組に位

取組内容・効果 置付けた。

令和8年3月に策定した戸田市地域公共交通計画に基づき、移動需要や利用ニーズ等を踏まえた運行体制の見直し
を検討する。また、バス運行の安全性向上や乗務員の労働環境改善（運転操作性の向上等）を目的として、喜沢

令和８年度に
・川岸循環における車両更新の準備を進めるとともに、美笹循環にバスロケーションシステムを導入し、バスの

実施する取組内容
位置情報や到着予測時刻、遅延情報などをスマートフォン等で確認できるようにすることで、利用者の利便性向
上と利用促進を図っていく。

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
令和8年3月策定の戸田市地域公共交通計画に基づき、移動需要や利用ニーズ等を踏まえた運行体制の見直しを検

事業の方向性・
討する。

取組方針
また、定期的にバスの利用状況を調査し、利便性の向上に向けた見直しを図るとともに、バス車両の経年劣化に
備え、計画的に車両更新（入れ替え）を実施していく。

4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 運行日数 年間の運行日数 日 359 359 360 359 359
活動① 359 359 360 359 359
事務事業 利用人数 年間の延べ利用者数 人 247,500 294,300 312,800 313,800 394,550
成果① 289,715 305,333 342,008 390,649 418,777
総合戦略 利用人数 年間の延べ利用者数 人 247,500 294,300 312,800 313,800 394,550
KPI① 289,715 305,333 342,008 390,649 418,777

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
運行日数については、年末年始の定期運休日以外は災害などの影響による臨時運休もなく、年間の運行日数の目標値を達成す

状況
ることができた。利用人数についても目標を達成した。なお、令和7年度実績は令和元年度実績に対して113％となり、コロナ

の分析 禍を超える水準まで回復が見られている。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ａ Ａ 路線バスを補完する公共交通機関として5路線を運行することで、公共交通空白地域及び公共交通

サービス水準が低い地域の解消が図られており、施策の目標達成に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｃ：経費の一部に見直しが必要である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｃ Ｃ Ｃ 運行収入の赤字分に対して補助金を交付しているが、補助割合が大きいため、利便性を維持しなが

らも、収支の健全化に向けた見直しを実施していく。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手



度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

自転車駐車場 自転車駐車場 自転車駐車場 自転車駐車場 自転車駐車場

の管理運営 の管理運営 の管理運営 の管理運営 の管理運営

事　業　費 17,283 30,121 21,664 21,664 21,664

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 17,283 30,121 21,664 21,664 21,664

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 3,570 3,382 3,382 3,382 3,382

投入 常勤職員 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

人員 非常勤職員 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人

事業費＋人件費 20,853 33,503 25,046 25,046 25,046

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 6995 自転車駐車場管理事業

担当組織 都市整備部 都市交通課 担当 地域公共交通担当

組織コード
R8 20 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 08 01 02 03 01

記入日 令和 8年 6月 5日
R7 20 05 00 R7 01 08 01 02 03 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 05 快適に過ごせる生活基盤が整備されたまち ● 対象
再掲施策

施策 24 公共交通が利用しやすい環境の整備・推進 ○ 対象外

事業期間 昭和６０年度 ～ 令和１２年度

戸田市自転車駐車場条例、戸田市自転車駐車場条例 戸田市バイシクルシティ推進プラン

根拠法令 施行規則 関連計画 64「戸田市バイシクルシティ推進プラン」の策定と

通 達 等 施政方針 自転車まちづくりの推進

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
ＪＲ及び駅周辺店舗利用者

駅へ行くための補助交通用具として、自転車を利用する市民の利便性向上を図るとともに、駅周辺の良好な環境を保持する

事業目的
。

市立自転車駐車場8箇所の効果的・効率的な管理運営を実施し、自転車等利用者の多様なニーズに応じた質の高いサービス

を提供することで、自転車等利用者の利便性向上と放置自転車の抑止による良好な駅周辺環境を保持する。

自転車駐車場の管理運営にあたっては、民間事業者の柔軟な発想や専門的知見の活用による市民サービスの向上を目的とし

て平成28年度より指定管理者制度を導入。令和7年度をもって指定管理期間が終了となることから、次期指定管理者の選定

事業内容
を実施する。

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

該当無し

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年



しており、効果的な手法である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 近隣自治体の施設と比較しても低廉な利用料金を維持しており、周辺の民間駐輪場の利用料金とも

均衡が保たれていることから、受益者負担の適正化が図られている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
全8施設で利用が多い箇所や照明が不十分な箇所に人感センサーライトを設置し、夜間利用時の視認性を確保す

令和７年度に ることで安全性及び防犯性の向上を図った。また、指定管理者候補者選定委員会の審査により次期指定管理者を

実施した 選定するとともに、新たな指定管理期間に向けて、駐輪設備の入れ替えやキャッシュレス決済の拡充、専用ポー

取組内容・効果 タルサイトの開設準備など、利用者の利便性向上や施設の効果的かつ効率的な管理運営を安定的に実施していく
ための見直しを行った。
新たな運用体制の定着を図るとともに、運用の見直しによって生じた課題に対応するため、指定管理者と連携し
ながら施設の稼働状況等を確認し、必要に応じて改善を図ることで良好な利用環境を確保する。

令和８年度に
また、北戸田駅北自転車駐車場1階の雨水滞留を解消するための排水対策工事を実施するとともに、高い利用需

実施する取組内容
要に対応するため、同施設の拡張工事を行う。

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
自転車駐車場の利便性向上と効果的かつ効率的な管理運営を安定的に実施していくため、指定管理者と協議のう

事業の方向性・
え、サービス内容の充実や運営体制の見直しを検討していく。

取組方針
また、設備の耐用年数経過に伴い、設備更新を検討する段階にあることから、各自転車駐車場の利用状況や周辺
環境、社会情勢の変化などを勘案しつつ、今後の自転車駐車場の管理運営の長期的な方向性（あり方）を検討し
ていく。
なお、令和8年度末で賃貸借契約が満了となる駐輪場用地について、令和9年度以降、周辺の地価上昇に伴い賃借
料の増加が見込まれることから、令和9年度以降の事業費を増額している。

6 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 自転車収納総台数 ８箇所の自転車駐車場収 台 10,020 10,020 10,020 10,020 10,020
活動① 納総台数 10,020 10,020 10,020 10,020 10,020
事務事業 駐車場定期利用総登録台数 定期利用の月平均登録台 台 7,915 7,939 6,826 6,860 6,894
成果① 数 6,532 6,817 7,093 7,184 7,175
事務事業 駐車場一時利用総台数 月平均利用台数 台 62,993 63,497 66,614 67,280 67,953
成果② 61,067 67,719 70,214 70,152 70,683

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
サービス水準や利便性の向上に向けた取組を実施し、すべての目標を達成した。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 放置自転車対策と併せて実施することで、相乗効果により駅周辺の良好な交通環境を保全すること

ができており、目標達成に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 指定管理者制度導入後10年目を迎え、民間企業のノウハウを活かした運営管理はもとより、人件費

やその他運営経費等を徹底的に見直すことで支出削減を図っている。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 24時間体制のサポートセンター、有人管理による利用者補助など、利用者が安全かつ便利に利用で

きるよう創意工夫を凝らしたサービスを指定管理者が提供



撤去、保管、

引渡、再利用 引渡、再利用 引渡、再利用 引渡、再利用 引渡、再利用

事　業　費 27,930 28,386 29,007 29,007 29,007

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 1,145 856 856 856 856

一般財源 26,785 27,530 28,151 28,151 28,151

人　件　費 5,355 5,073 5,073 5,073 5,073

投入 常勤職員 0.75人 0.75人 0.75人 0.75人 0.75人

人員 非常勤職員 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人

事業費＋人件費 33,285 33,459 34,080 34,080 34,080

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 6994 放置自転車対策事業

担当組織 都市整備部 都市交通課 担当 地域公共交通担当

組織コード
R8 20 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 08 01 02 02 01

記入日 令和 8年 6月 9日
R7 20 05 00 R7 01 08 01 02 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 04 安全な暮らしを守るまち 24 ● 対象
再掲施策

施策 20 安全な道路環境の整備・推進 ○ 対象外

事業期間 昭和６１年度 ～ 令和１２年度

戸田市自転車放置防止条例、戸田市自転車放置防止 戸田市バイシクルシティ推進プラン

根拠法令 条例施行規則 関連計画 64「戸田市バイシクルシティ推進プラン」の策定と

通 達 等 施政方針 自転車まちづくりの推進

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
ＪＲ及び駅周辺店舗の利用者等

放置自転車があることにより、歩行者や自転車の通行を妨げたり、緊急活動や災害時の避難に支障を来たすおそれがあるこ

事業目的
とから、これらの弊害を除去することによって、良好な生活環境の保持を図る。

放置禁止区域や自転車駐車場、公共の場所に放置されている自転車等への警告札の貼付や放置禁止啓発活動、放置自転車の

整理・撤去

撤去自転車等保管所における撤去自転車等の保管・引渡し

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

該当無し

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

放置自転車の 放置自転車の 放置自転車の 放置自転車の 放置自転車の

撤去、保管、 撤去、保管、 撤去、保管、 撤去、保管、



率的・効果的に実施されている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 放置自転車の撤去・保管に関する費用を勘案すると、返還金の負担は適正である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
放置自転車の警告・撤去の実績や、道路交通法施行令の一部改正に伴い、自転車等の交通違反に対する交通反則

令和７年度に 通告制度による取り締まりの動向（令和8年4月施行）について、蕨警察署地域課などと情報を交換し、放置禁止

実施した 区域外の放置車両の実態把握強化を目指した。

取組内容・効果

撤去台数が年々減少していることから、撤去事業の実施内容を見直すことで、経費の節減に努める。また、実施
内容を見直したことで、放置自転車が増加に転じることが無いよう、放置自転車数の推移に留意していく。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
土地区画整理事業などにより新しい道路が築造された場合は、新たな自転車放置箇所が発生しないよう注視して

事業の方向性・
いく。

取組方針
駅周辺は放置禁止区域としているため、必要に応じて即時撤去を実施するとともに、警告札の貼付を強化するこ
とで、放置自転車の減少を図り、駅周辺や市域全体における良好な交通環境を維持していく。

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 放置自転車等への警告数 警告札貼付年間延台数 台 2,000 1,950 1,900 1,850 1,800
活動① 1,481 1,753 1,652 1,388 1,313
事務事業 放置自転車等撤去台数 年間の撤去台数 台 1,200 1,150 1,100 1,050 1,000
成果① 830 874 811 704 668

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
駅周辺概ね300ｍ以内を範囲として警告・撤去活動を実施しており、これまでの取組の効果により、駅周辺における不適切な

状況
駐輪台数の規模は縮小しているものと考える。警告台数・撤去台数ともに前年度に比べ減少傾向にあり、目標を達成した。

の分析 なお、数値が減少する＝放置自転車数の減少となるため、目標値を下回ることで目標達成としている。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 道路上の放置自転車を減少させ、安全な道路環境を整備するためには、放置自転車が多く発生する

駅前を中心に放置自転車への警告・撤去を実施することが不可欠である。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 事業経費や人件費については、放置自転車への警告・撤去及び保管業務を実施するうえで、必要不

可欠な経費であり、適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ トラブル防止を考慮した撤去業務手法や保管業務における台帳管理の実施により、スムーズに撤去

自転車の返還を行うなど効



施策24︓公共交通が利用しやすい環境の整備・推進　[中心となる部局︓都市整備部]
No. 区分 事前質問事項 回答

1 第３回外部評価
委員会

施策の目的として「市内外を結ぶ公共交通の利便性を高め」とある
が、評価にあたり、認識しておくべき市外の要因があれば教えてほしい。

広域や地域間を結ぶ、鉄道や路線バスが対象になると捉えており、戸
田市周辺における市外の人口や利用者の増減、他自治体における公
共交通に関する取り組みにより、影響があると認識しております。

2 第３回外部評価
委員会

ロジック・モデルシートの活動欄に「シェアサイクルの実証実験を継続して
実施する」とあるが、実証実験なので失敗することも想定され、場合に
よっては事業の本実施を見送ることも考えられる。実証実験の効果検
証はいつどのように行うか。

本市では、令和4年3月から令和10年3月までを実証実験期間として
います。効果測定については、令和9年度に実証実験事業者から提
出されるレポートを基に、地域、学識経験者、自転車関連団体・事業
者等で組織する「戸田市バイシクルシティ推進プラン推進委員会」で確
認作業を行う予定としています。

3 事前質問

市内にシェアサイクルポートが急増していますが、利用率というのはわか
りますか。（失礼ながら、場所によりあまり利用されていないような実感
あり）

令和8年6月末時点でポート数は103か所、同月の利用回数は
32,651回、利用者数は9,766人となっており、利用は年々増加傾
向にあります。なお、シェアサイクル自転車は、市内・市外への転入転
出があるため、総自転車数(母数)が日々変動することから、利用率の
算出は困難です。
その代わりとして、自転車回転率(1台あたりの1日の利用回数)は、同
月で2.98回となっています。
場所にもよりますが、シェアサイクル自転車の1回当たりの利用時間は、
30分以内が全体の約85%を占めているため、あまり利用されていない
と感じているものと考えます。

4 事前質問

総合振興計画の「取り組みの方針」（103頁）にJR東日本への交
渉が掲げられています。事務事業評評価シート（交通対策事業費）
では要望事項1件実現が成果だと記載されています。交渉の成果物と
はどのようなものを指すのでしょうか。

本市では、市内3駅におけるホーム上での転落・接触事故件数「ゼロ」
を理想と捉えています。
そのため、交渉の成果物は「JR埼京線ホームドア設置」の実現化として
おります。

5 事前質問

戸田公園駅のホームドア設置は見送られているのか。 「戸田公園駅」についても、JR東日本にできる限り早期にホームドアを
設置するよう強く要請しております。
なお、ホームドアの設置については、JR東日本が令和4年4月に公表し
た資料によると、首都圏在来線の主要路線について、令和13年度末
頃までの整備を目指すとされています。

6 事前質問

事務事業評価シート「コミュニティバス運行事業」の評価結果内も経
費水準について、「収支の健全化に向けた見直しを実施」とございます
が、具体的な内容（便を少なくする・燃料の効率化等︖）をご教示く
ださい。また、本件については、経費というよりも例えば運賃の値上げと
いった収入面から改善するアプローチもあるかと存じますが、仮に運賃の
値上げが叶い収支が黒字となった場合委は経費水準はAに変わるので
しょうか︖

令和8年3月策定の「戸田市地域公共交通計画」において、収支の
健全化も含めコミュニティバスの運行体制(ラウンドダイヤ・一方向運
行・ワンコイン運賃等)について検討していくこととしています。
今後、地域・学識経験者・交通事業者・公募市民等で組織する「戸
田市地域公共交通協議会」において、具体的な議論を進めてまいりま
す。
なお、今後健全化が図られ黒字になった際には、経費水準は「A(経費
の精査が十分になされている)」になり得ると考えております。

7 事前質問

同頁の受益・負担の公平性について運賃の見直しを検討する必要が
あるとされておりますが、検討状況などをご教示ください。（現状の単
価・今後の単価推移等）

コミュニティバスの運賃は、未就学児を除き、大人・子供ともに100円で
す。令和8年3月策定の「戸田市地域公共交通計画」において、コミュ
ニティバスの運行体制を検討していくことになっており、今後、「戸田市
地域公共交通協議会」の中で、議論を進めてまいります。

8 事前質問

tocoバスは市と事業者と、どのくらいの割合で運営がなされているか。
車両代や運転手への報酬は市からか。

コミュニティバスは、市と協定を締結した事業者が運行しています。令和
7年度決算では、料金収入が約25%、市からの補助金が約75%で
あり、事業者の負担はありません。なお、車両代や運転手の賃金につ
いても、料金収入と補助金で賄っております。

9 事前質問

 tocoバスの利用者数は順調に増えているようですが、一方で、都内の
都営バスの利用のように、シニアへの交通機関補助などの施策が戸田
市は少ないように思います。tocoバスの利用者の内訳（年齢や性別、
戸田市内外など）がわかる資料というのはありますか。

令和5年7月17日から8月25日までの40日間実施したAIカメラを活
用したコミュニティバス乗降調査では、AI解析システムによる年齢判別
になりますが、9歳未満19％、10～19歳3％、20～39歳58％、40
～64歳15％、65歳以上5％という結果が出ています。また、令和6
年6月に実施したコミュニティバス利用者アンケートでは、市内利用者
79.4％、市外利用者18.9％、無回答1.7％という回答結果になって
います。

令和８年度外部評価ヒアリング事前質問回答用紙
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No. 区分 事前質問事項 回答

10 事前質問

自動運転によるコミュニティバスの研究は︖ 自動運転技術を活用したコミュニティバスの導入研究は、将来的な公
共交通ネットワークの維持・確保を担保するための有力な選択肢であ
り、先進地における実証実験の動向や成果等について注視していま
す。
今年度、埼玉県において、自動運転の導入及び活用を推進するた
め、自動運転に関する最新動向の共有や先進事例の紹介、自動運
転に取り組む事業者との意見交換等を行う研究会を設立したことか
ら、当該研究会に参加し、情報収集等を進めてまいります。

11 事前質問

放置自転車の撤去に経費はかかっているのか、無料でどこかが引き取っ
てくれるのか。

放置自転車対策業務は市から民間事業者に委託しており、令和7年
度の決算額は20,790千円です。この委託費には、放置自転車の撤
去のほか、放置自転車等への警告札の添付、放置しようとする者への
マナー啓発や自転車駐車場への誘導を行っており、実施体制は次のと
おりです。
・平日昼間【月・火・木・金】 7:30～16:00
・土・日 7:30～16:00 (年30回を上限)
・平日夜間 16:00～20:00のうち3時間 (年24回を上限)
このように、当該委託費は単なる撤去作業のみならず、放置自転車の
発生を未然に防ぐための巡回・啓発活動を含む総合的な対策経費で
す。
撤去した自転車等は、所有者に引き取り通知を行い、引き取りがない
場合は、防犯登録の抹消手続きを行った上で、自転車商組合加盟
店舗に無償譲渡しています。
自転車商組合加盟店舗が引き受けなかった自転車等は業者に売却
しています。なお、所有者に返却する際、自転車1台につき2,200円、
原動機付自転車1台につき3,300円の撤去費用を徴収しています。

12 事前質問

今後のドローンによる配達の研究は︖ ドローンを活用した配達は、今後、地域の生活インフラを維持するため
に有力な選択肢の一つであると考えられますが、現時点においては、本
施策として研究を行う予定はありません。
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施 策

【施策の目的】

女性や若者、高齢者、障がい者、外国人などの労働者それぞれの事情に合わせた
就労機会の創出、キャリア形成の実現を図るとともに、各支援機関と連携し、
起業相談などの充実を図り、起業家の育成支援を強化していくことで、
多様な働き方への支援をしていきます。

多様な働き方への支援・充実29

現況と課題

	● �女性や若者、高齢者、障がい者、外国人などの活用が進み、人材の多様性が高まっています。また、平成31年

（2019年）４月には、働き方改革を推進することを目的とした働き方改革関連法※が施行され、労働者がそれぞ

れの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会の実現が求められています。

	● �戸田市では、労働者それぞれの事情に合わせた就労機会の創出やキャリア形成の実現を図るため、市庁舎内の

戸田市ふるさとハローワーク（川口公共職業安定所附属施設）と連携した職業相談や各種セミナーなどを開催

し、多様な働き方への支援を推進しています。

	● �対象者（女性や若者、高齢者、障がい者、外国人など）によって求められる支援が異なることから、関係機関や団

体、関連部署が連携してそれぞれの役割を果たすことで、幅広い対応を進めていくことが重要です。

	● �起業については、戸田市創業支援等事業計画に基づき、戸田市がワンストップ窓口 となり、戸田市商工会をはじ

めとする各支援機関と連携し、セミナーや起業相談の充実を図り、起業家の育成支援を強化していく必要があり

ます。

	● �起業を志す人に対しては、戸田市商工会起業支援センター※オレンジキューブを拠点とし、施設の有効活用を呼

び掛けるとともに、役立つ情報提供や起業家に寄り添った切れ目のない支援を継続的に展開することが求められ

ます。

※
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取り組みの方針

（１）多様な働き方への支援
	■ �労働者それぞれの事情やニーズに合わせた就労機会の創出を図るため、戸田市ふるさとハローワークと連携し

た職業相談や各種セミナーなどを開催します。

	■ �女性や若者、高齢者、障がい者、外国人などを所管する関連部署間の連携により、多様な働き方への支援を強

化します。

（２）各支援機関との連携による多様で切れ目ない起業支援
	■ �戸田市がワンストップ窓口となり、戸田市商工会をはじめとする各支援機関と連携し、戸田市商工会起業支援

センターオレンジキューブを拠点に、セミナーや交流会、アドバイザーによる起業相談の充実を図るなど、垣根を

超えて、創業初期から起業家に寄り添った切れ目ない支援に努めます。

関連計画

	● 戸田市創業支援等事業計画（改定版）

指標名 指標説明 当初値 目標値 備考

市内事業所の従業者数 市内の事業所における従業
者数 64,913人 64,913人

以上
【経済センサス】
現状以上を目指す

多様な働き方実践企業数 埼玉県が認定する多様な働
き方実践企業数 75社 135社

【多様な働き方実践企業認定制度】
直近３年間の増加率の平均値
（年12社）を加算

創業比率
「新設事業所等を年平均に
ならした数/既存事業所数」
の割合

4.94% 5.04% 【経済センサス】
全国平均値を目指す

主要指標
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施策の目的

女性や若者、高齢者、障がい者、外国人などの労働者それぞれの事情に合わせた就労機会の
創出、キャリア形成の実現を図るとともに、各支援機関と連携し、起業相談などの充実を図り、
起業家の育成支援を強化していくことで、多様な働き方への支援をしていきます。

 ■ 現況と課題

 ● 平成 31 年（2019 年）４月に働き方改革関連法※が施行され、時間外労働の上限規制や年次有給休暇の取
得義務化、雇用形態に関わらない公正な待遇の確保など、働きやすい環境づくりが進みつつあります。

 ● 新たな職種や業務に適応するためのスキルを獲得するリスキリング※など、多様な働き方に向けた動きが
加速しています。

 ● 戸田市では、15 歳から 64 歳までの生産年齢人口が増加し、また、女性や高齢者などの就業率が上昇して
います。一方で、求職者と求人を行う事業所の間に業種や就労環境のミスマッチが生じており、市内事業
所の中には、慢性的な人手不足となっている業種があります。

 ● 市内で起業しやすい環境づくりや求職者に対する就労支援、市内事業所の事業承継などが課題となってい
ます。

 ● 「障害者の雇用の促進等に関する法律」等の改正により、令和６年（2024 年）４月から障がい者の法定
雇用率が 2.3％から 2.5％に引き上げられ、令和８年（2026 年）７月からは 2.7％となります。企業や学
校、各種関係機関と連携し、障害特性やニーズの多様性にも配慮した雇用機会の創出が求められています。

第二領域

第三領域 第四領域

第一領域
0.4

0.3

0.2

0.1

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

満
足
度

重要度

重要度平均値
0.15

満足度平均値
0.17

多様な働き方への支援・
充実

多様な働き方への支援・充実施策
29
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 ■ 取組の方針

（１）多様な働き方への支援　 総合戦略

 ● 戸田市ふるさとハローワーク※と連携し、職業相談や各種セミナーの開催、人手不足の業種と求職者との
マッチングなどを進め、それぞれの事情やニーズに合わせた就労機会の創出を図ります。

 ● 女性や若者、高齢者、障がい者、外国人などを所管する関連部署間の連携により、多様な働き方を支援し
ます。

（２）各支援機関との連携による多様で切れ目ない起業支援　 総合戦略

 ● 戸田市商工会起業支援センター※を拠点に、セミナーや起業相談の充実を図るなど、起業家に寄り添った
切れ目のない支援を継続的に展開します。

施策指標
指標名 指標説明 当初値 目標値 備考

市内事業所の従業者数 市内の事業所における従業者
数 68,173 人 70,000 人 【経済センサス】

年 0.5％の増加率を推計

戸田市ふるさとハローワーク
の就職決定者数

戸田市ふるさとハローワーク
の就職決定者数 285 人 292 人 年 0.5％の増加率を推計

創業者数
市・商工会・埼玉県産業振興
公社による支援を利用した年
間創業者数

38 人 40 人
戸田市創業支援等事業計画に基づ
く、市・商工会・埼玉県産業振興
公社による 2030 年目標を目標値
に設定

 ■ 関連計画
 ● 第２次戸田市経済戦略プラン
 ● 戸田市創業支援等事業計画
 ● 戸田市障がい者総合計画
 ● 戸田市こども計画
 ● 戸田市地域包括ケア計画（第 9 期戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画）



ワークと連携し、人手不足の業種と求職者との

業種がある等、求職者が働きたい業種と人手不足の業種が合わ マッチングに資する取り組みを進めていく。

ず、ミスマッチが生じている。 　創業については、引き続き戸田市商工会と連携し、セミナー

の開催等取り組みを進めていく。

　

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 8年 6月17日 作成部局名 環境経済部 担当部局名 健康福祉部 こども健やか部

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

経済戦略室

07
活力にあふれ人が集い心ふれあうまち

生活支援課 親子健やか室

29
多様な働き方への支援・充実

障害福祉課

健康長寿課

女性、若者、高齢者、障がい者、外国人等の労働者それぞれの事情に合わせた就労機会の創出、キャリア形成の実現を図る

とともに、各支援機関と連携し、起業相談などの充実を図り、起業家の育成支援を強化していくことで、多様な働き方への

支援をしていきます。

労働対策事業

起業支援事業

市内事業所の従業者数 経済センサス調査結果から算定
人 64,913 64,913 - - 68,173 - -

(調査結果の公表を受け適宜入力 )

多様な働き方実践企業数 埼玉県認定の多様な働き方実践企業数
社 135 75 103 111 124 125 131

創業比率 新設事業所等の年平均/既存事業所数
％ 5.04 4.94 - - - - -

(経済センサス調査結果から算定 )

　求職者と人手不足業種とのマッチングの機会を提供するため、ハローワークと連携し、求職者向け市内企業面

接会等を実施した。

　高齢者、障がい者、外国人など個々の状況が異なることに加 　多様な働き方に対する施策を展開していく必要があり、埼玉

え、育児・介護との両立やテレワークの推進など、働き方への 労働局との雇用対策協定のもと、関係部署との連携を強化し対

支援もより多様化が求められている。 応していく。

　また、市内事業者の中には、慢性的に人手不足となっている 　また、ハロー



Ｂ01 01 07 01 02 06 01 2,010 、切れ目のない支援を進める。

・起業支援セミナーや女性向 2,010

け起業支援セミナー、チャレ 4,194

05 工業振興事業　（経済戦略室）

（再掲）工業振興事業

任
意

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 07 01 02 05 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

・事業者が新たに工場や事業 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

所を立地したり、設備投資や ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

05 生活困窮者自立支援事業　（生活支援課）

（再掲）生活困窮者自立支援

法
定

＜（再掲）について＞

事業 本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 03 01 01 05 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

自立相談支援事業において、 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

相談窓口で生活困窮者の相談 ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

01 生活保護扶助費　（生活支援課）

（再掲）生活保護扶助費

法
定

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 03 03 02 01 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

生活保護の被保護者（世帯主 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

）に対し、毎月１

戸

回定期的に ※事業内容

田

は、当該事務事業評価

市

シートを参照

施策評価シート

作成日 令和 8年 6月17日 作成部局名 環境経済部 担当部局名 健康福祉部 こども健やか部

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０８年度（事業費総額） 令和０９年度 令和１０年度 令和１１年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０８年度（人件費総額） 令和０９年度 令和１０年度 令和１１年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R7決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R8予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
9

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

　今後は、就職を希望する高校生と市内事業者のマッチングが進むよう、ハローワークと連
携し、市内高校への働きかけを強化していく。
　

Ｂ

20,947 ↑ 23,347 ↑ 24,147 → 24,147
令和８年度からの戸田市若者奨学金返済サポート補助金の実施に伴い、予算の増加を見込んでいる。

13,866 → 13,866 → 13,866 → 13,866
現状の人員を維持しつつ、多様な働き方への支援を展開していく。

01 労働対策事業　（経済戦略室）

労働対策事業

任
意

16,437 就労支援や労働環境の整備へ直結す

18,937 る事業であり、今後も関係各所と連

－ ○ ２ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ01 01 05 01 01 01 01 21,337 携して取り組みを進める。

・就職支援セミナーや就職支 14,635

援相談、就職面接会・説明会 9,673

06 起業支援事業　（経済戦略室）

起業支援事業

任
意

774 多様な働き方の一つの形である起業

2,010 について、今後も関係各所と連携し

－ ○ １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ



済
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育訓練講座を受けた

部

場合の費 ※事業内容は

担

、当該事務事業評価シ

当

ートを参照

部局名 健康福祉

R7

部

決算額 R8計画額 R9

こ

予算額
計（千円） 事業

ど

費 17,211 20,

も

947 23,347
う

健
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14,245 16,6
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．
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　　　５休止　　　６

務

その他見直し

７令和9

事

年度で終了 ８令和8年

業

度で終了 ９令和7年度

の

で終了

検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価
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事
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事業費R コメント
9

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

02 障害者施設事業　（障害福祉課）

（再掲）障害者施設事業

任
意

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 03 01 03 02 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

　福祉作業所等の運営委託・ 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

助成等 ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

06 障害者自立支援事業　（障害福祉課）

（再掲）自立支援給付事業

義
務

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 03 01 03 06 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

障害者等がサービスを選択し 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

、事業者や施設と対等な立場 ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

04 シルバー人材センター支援事業　（健康長寿課）

戸

（再掲）シ

田

ルバー人材センタ

任
意

市

＜（再掲）について＞

施

ー支援事業 本事業は、

策

他の施策を主たる施策

評

として構成する事

01

価

01 03 01 04 04

シ

01 務事業ですが、一

ー

部が本施策にも寄与す

ト

るため「再

シルバー人

作

材センター運営資 掲の

成

事務事業」として、参

日

考に掲載しています。

令

金の助成等 ※事業内容

和

は、当該事務事業評価

 

シートを参照

8

05 ひとり親家庭等支
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室）
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（

月

再掲）ひとり親家庭等

1

支援

義
務

＜（再掲）に

7

ついて＞

事業 本事業は

日

、他の施策を主たる施

作

策として構成する事

0

成

1 01 03 02 03 0

部

5 01 務事業ですが、

局

一部が本施策にも寄与

名

するため「再

自立支援

環

教育訓練給付金は教 掲

境

の事務事業」として、

経

参考に掲載しています



度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

就職支援講座 就職支援講座 就職支援講座 就職支援講座 就職支援講座

、就職支援相 ・相談、就職 ・相談、就職 ・相談、就職 ・相談、就職

談、 面接会、奨学 面接会、奨学 面接会、奨学 面接会、奨学

企業面接会、 金返済補助　 金返済補助　 金返済補助　 金返済補助　

事　業　費 16,437 18,937 21,337 22,137 22,137

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 8,466 6,702 6,702 6,702 6,702

一般財源 7,971 12,235 14,635 15,435 15,435

人　件　費 9,210.6 9,672.52 9,672.52 9,672.52 9,672.52

投入 常勤職員 1.29人 1.43人 1.43人 1.43人 1.43人

人員 非常勤職員 0.02人 0.07人 0.07人 0.07人 0.07人

事業費＋人件費 25,648 28,610 31,010 31,810 31,810

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 21152 労働対策事業

担当組織 環境経済部 経済戦略室 担当 労働農政担当

組織コード
R8 15 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 05 01 01 01 01

記入日 令和 8年 6月16日
R7 15 01 00 R7 01 05 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 07 活力にあふれ人が集い心ふれあうまち 30 ● 対象
再掲施策

施策 29 多様な働き方への支援・充実 ○ 対象外

事業期間 平成１６年度 ～ 令和１２年度

戸田市中小企業退職金共済掛金補助要綱・戸田市ふ 戸田市経済戦略プラン

根拠法令 るさとハローワーク要綱・勤労者福祉向上助成金交 関連計画 58　事業者の人材確保等ニーズに応じた施策の推進

通 達 等 付要綱・戸田市求職者公的資格等取得支援事業補助 施政方針

金交付要綱

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－１、３－１

対象
就職希望者、市内勤労者

・就職支援セミナーや就職相談などを通じて、就職希望者の早期就職やキャリア形成の実現を図る。

事業目的
・市内勤労者の福利厚生の向上や労働環境の整備、求職者の資格取得支援などを通じて、多様な働き方を支援する。

・就職支援セミナーや就職支援相談、就職面接会・説明会等を実施する。

・求職者の就業機会の拡大を図るため、求職者の資格取得の補助を行う。

・ハローワーク川口と連携して市役所内に戸田市ふるさとハローワークを設置し、運営を行う。

・国中退共に加入した事業者に対する掛け金の一部の補助を行う。

事業内容
・労働団体を通した労働者福祉への補助を行う。

実施主体 □市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ ハローワーク等 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年



範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ｂ Ｂ ハローワーク川口との連携等により費用負担を抑えることができたため

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 埼玉労働局との雇用対策協定に基づき計画的に事業を実施することができたため

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 多様な就職希望者に対して、費用負担なく公平に就職支援を行うことで、市内での就職につなげる

ことができているため

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
求職者向け市内企業面接会・説明会の開催や、市内事業者と進路指導担当教諭との意見交換会（戸田市商工会連

令和７年度に 携事業）を実施し、雇用対策を図った。

実施した
取組内容・効果

戸田市若者奨学金返済サポート補助金の申請受付を開始し、若者の市内定住及び市内中小企業等への就労を促進
するとともに、働きやすいまちづくりへの環境整備の推進を図る。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
埼玉労働局との雇用対策協定に基づき策定された事業計画に取り組むとともに、双方で課題の共有を図り、必要

事業の方向性・
な就労対策について検討を行っていく。また、戸田市ふるさとハローワークと連携し、就職相談や各種セミナー

取組方針
の開催、市内企業と求職者とのマッチングなどを進めるとともに、令和８年度からスタートした若者奨学金返済
サポート補助金の補助対象期間を１年に拡大するなど、多様な働き方への支援を強化していく。

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 就職支援セミナー開催数 就職活動に役立つセミナ 回 12 12 12 12 12
活動① ーを開催する 14 17 17 18 26
事務事業 就職支援・キャリアデザイン相談 ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによる就職 回 90 90 90 90 90
活動② 回数 支援・ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ相談 90 92 92 94 98
事務事業 中小企業退職金共済への加入促進 国の運営する中小企業退 回 2 2 2 2 2
活動③ 職金共済制度の周知回数 2 2 2 2 2
事務事業 就職支援セミナー参加者数 市が主催、後援する就職 人 90 90 95 95 100
成果① 支援ｾﾐﾅｰに参加した人数 129 176 192 242 431
事務事業 就職支援・キャリアデザイン相談 ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによる就職 人 100 100 100 100 100
成果② 件数 支援・ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ相談 159 142 137 156 145
事務事業 中小企業退職金共済掛金補助 中小企業退職金共済掛金 者 100 100 100 100 100
成果③ の一部補助した事業者数 109 121 122 126 128

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
就職支援セミナーについて開催数及び参加人数の目標数を達成し、キャリアデザイン相談についても目標の回数及び相談件数

状況
を上回ることができたため、求職者支援として一定の成果を出すことができた。また、国の中退共の補助事業者数についても

の分析 、目標値を上回ることができた。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 就職支援に係る取組を通じて、就職希望者の就職につなげることができたため

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な



起

業支援セミナ 業支援セミナ 業支援セミナ 業支援セミナ 業支援セミナ

ー　等 ー　等 ー　等 ー　等 ー　等

事　業　費 774 2,010 2,010 2,010 2,010

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 774 2,010 2,010 2,010 2,010

人　件　費 4,355.4 4,193.68 4,193.68 4,193.68 4,193.68

投入 常勤職員 0.61人 0.62人 0.62人 0.62人 0.62人

人員 非常勤職員 0.07人 0.12人 0.12人 0.12人 0.12人

事業費＋人件費 5,129 6,204 6,204 6,204 6,204

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 7034 起業支援事業

担当組織 環境経済部 経済戦略室 担当 産業支援担当

組織コード
R8 15 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 07 01 02 06 01

記入日 令和 8年 6月16日
R7 15 01 00 R7 01 07 01 02 06 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 07 活力にあふれ人が集い心ふれあうまち ● 対象
再掲施策

施策 29 多様な働き方への支援・充実 ○ 対象外

事業期間 平成１５年度 ～ 令和１２年度

戸田市内起業支援補助金交付要綱　 戸田市経済戦略プラン

根拠法令 関連計画 戸田市創業支援等事業計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：３－２

対象
市民、起業希望者、起業後間もない個人及び小規模企業者

・起業に必要な知識の習得を目的としたセミナーや起業相談の充実を図り、市内での起業を促進する。

事業目的
・戸田市商工会起業支援センターと連携し、起業希望者や起業後間もない個人、小規模企業者等へ事業が軌道に乗るまでの

創業期を支援する。

・起業支援セミナーや女性向け起業支援セミナー、チャレンジショップ等を実施する。

・戸田市商工会起業支援センター及び公益財団法人埼玉県産業振興公社と連携し、創業支援を実施する。

　

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 県産業振興公社 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

創業ワンスト 創業ワンスト 創業ワンスト 創業ワンスト 創業ワンスト

ップ窓口、起 ップ窓口、起 ップ窓口、起 ップ窓口、起 ップ窓口、



の連携により、計画的に起業支援を進めることができたため

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ セミナー等の対象を限定するのではなく、誰でも参加できる内容としているため

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
起業支援セミナーや起業相談など、起業支援の充実を図るため、引き続き戸田市商工会（戸田市商工会起業支援

事業の方向性・
センター）や公益財団法人埼玉県産業振興公社等の各支援機関と連携し、起業家に寄り添った切れ目のない支援

取組方針
を継続的に取り組んでいく。

4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 起業支援セミナーの実施回数 市が主催、後援する起業 回 11 11 11 12 12
活動① 支援セミナーの実施回数 11 15 15 16 16
事務事業 起業相談の周知 戸田市商工会起業支援ｾﾝ 回 12 12 12 12 12
活動② ﾀｰの起業相談周知 12 12 12 12 12
事務事業 起業支援セミナー参加者数 市が主催、後援する起業 人 80 80 80 100 100
成果① 支援ｾﾐﾅｰに参加した人数 97 81 112 166 108
事務事業 起業相談件数 戸田市商工会起業支援セ 回 70 70 70 70 70
成果② ンターでの相談件数 75 94 91 71 65
総合戦略 起業支援セミナーの実施回数 市が主催、後援する起業 回 11 11 11 12 12
KPI① 支援セミナーの実施回数 11 15 15 16 16

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
起業支援セミナーは実施回数・参加人数ともに目標を上回ったが、起業相談件数は目標を下回った。今後も、ニーズを的確に

状況
捉えたテーマの設定や開催方法、起業相談体制等について検討し、全ての目標の達成を目指して取り組んでいく。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ａ Ｂ 起業支援セミナーや起業相談等を実施することで、市内での起業につながっているため

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 戸田市商工会や埼玉県産業振興公社との連携により、費用負担を抑えることができたため

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ｂ Ｂ 戸田市商工会や埼玉県産業振興公社と



80 21,730 21,730

人　件　費 3,570 2,976.16 2,976.16 2,976.16 2,976.16

投入 常勤職員 0.5人 0.44人 0.44人 0.44人 0.44人

人員 非常勤職員 0.1人 0.12人 0.12人 0.12人 0.12人

事業費＋人件費 7,967 21,556 21,556 24,706 24,706

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 7033 工業振興事業

担当組織 環境経済部 経済戦略室 担当 産業支援担当

組織コード
R8 15 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 07 01 02 05 01

記入日 令和 8年 6月16日
R7 15 01 00 R7 01 07 01 02 05 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 07 活力にあふれ人が集い心ふれあうまち 29 ● 対象
再掲施策

施策 30 産業振興の推進 ○ 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

戸田市産業立地推進事業補助金交付要綱 戸田市経済戦略プラン

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：１－１、１－２、３－２

対象
市内工業系事業者、市内への立地を検討する事業者

・工業系事業者等の誘致を推進し、産業の集積化及び集約化を図るとともに、市外への流出を防止することで、市内産業の

事業目的
活性化につなげる。

・事業者が新たに工場や事業所を立地したり、設備投資や施設改装を行ったりした場合に産業立地推進事業の補助を行う。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 戸田市商工会 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

産業立地推進 産業立地推進 産業立地推進 産業立地推進 産業立地推進

事業、工業見 事業 事業 事業 事業

える化事業　

等

事　業　費 4,397 18,580 18,580 21,730 21,730

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 4,397 18,580 18,5



について、企業誘致及び企業の流出防止に向け、より効果的な取り組みを検討する。

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
市の支援制度や中小企業等経営強化法に基づく導入促進基本計画をより一層周知し、設備投資等を支援していく

事業の方向性・
。また、産業立地推進事業は市内の雇用促進という側面もあり、市内の経済と雇用の循環を促すことにつながる

取組方針
ことから、ＰＲに取り組んでいく。さらに、企業誘致及び企業の流出防止に向け、より効果的な取り組みを進め
ていく。

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 工業見える化事業加入促進回数 工業見える化事業周知回 件 2 2 2 2 2
活動① 数 1 2 2 2 2
事務事業 工業見える化事業で紹介する事業 工業見える化マップへの 件 89 90 91 92 93
成果① 所数 掲載事業所数 82 83 85 83 82

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
工業見える化事業の加入促進については、適宜実施し、目標を達成することができた。一方で、工業見える化マップへの掲載

状況
については、ホームページやメールマガジン等で周知を行ったが、目標を達成できなかった。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 市内への立地や移転防止に貢献しているため

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ｂ Ｂ 補助金に関しては、市内への立地後に支出するものであるため

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 金銭面の支援だけでなく、住工混在地域における事業者のPRなども行っているため

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 補助金以上に事業者からの税収が期待できるため

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
工業見える化事業については、開始から長く事業を実施し、所期の目的を概ね達成できている状況であることか

令和７年度に ら、令和７年度をもって、事業を終了することとした。

実施した
取組内容・効果

産業立地推進事業



にし、ボランティアによる学習の支援を行う事業。ひとり親家庭高等学

事業内容
校卒業程度認定試験合格支援事業は親の学び直しを支援するための、講座等の費用助成。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

ひとり親家庭 ひとり親家庭 ひとり親家庭 ひとり親家庭 ひとり親家庭

の自立支援の の自立支援の の自立支援の の自立支援の の自立支援の

ための支援事 ための支援事 ための支援事 ための支援事 ための支援事

業 業 業 業 業

事　業　費 11,844 11,280 11,280 11,280 11,280

財
源
内
訳

国庫支出金 6,465 6,668 6,668 6,668 6,668

県支出金 0 1,289 1,289 1,289 1,289

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 27 27 27 27

一般財源 5,379 3,296 3,296 3,296 3,296

人　件　費 3,213 3,043.8 3,043.8 3,043.8 3,043.8

投入 常勤職員 0.45人 0.45人 0.45人 0.45人 0.45人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 15,057 14,324 14,324 14,324 14,324

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 27763 ひとり親家庭等支援事業

担当組織 こども健やか部 親子健やか室 担当 こども家庭相談担当

組織コード
R8 18 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 02 03 05 01

記入日 令和 8年 6月10日
R7 18 03 00 R7 01 03 02 03 05 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち 13 29 ● 対象
再掲施策

施策 01 子育て支援の充実 ○ 対象外

事業期間 平成２０年度 ～ 令和１２年度

母子及び父子並びに寡婦福祉法、障害者及びひとり 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 親世帯民間賃貸住宅家賃差額助成要綱、高齢者等民 関連計画

通 達 等 間賃貸住宅入居支援事業実施要綱、他 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－２

対象
自立支援教育訓練給付及びひとり親家庭高等職業訓練促進給付金：児童扶養手当の支給を受けているか、又は同様の所得水

準にあるひとり親家庭の父母

ひとり親家庭の自立支援のため、ひとり親の就職に役立つ能力開発及び就職に有利な資格取得などの就業支援をし、ひとり

事業目的
親家庭の雇用の促進を図る。また、住宅に関する支援の実施や、ヘルパー派遣の実施により、ひとり親家庭の居住の安定と

福祉の向上を図る。

自立支援教育訓練給付金は教育訓練講座を受けた場合の費用を一部助成。高等職業訓練促進給付金は看護師などの資格取得

のための修学中の生活費負担軽減のための助成。住宅関連支援は立ち退きによる転居の際の家賃差額の補助や債務保証料の

助成。日常生活支援事業は病気などの際にヘルパーを派遣し、家事・育児の支援を行う事業。子どもの学習支援事業は学習

機会に恵まれないひとり親家庭等の小中学生を対象



ワーク等と連携し行っている。

令和７年度に 相談者に応じた利用を検討し、利用開始につなげている。

実施した
取組内容・効果

就労支援として、児童扶養手当の手続時に制度の周知とハローワーク等へつなぎを実施するため、子育て支援課
と連携を図る。

令和８年度に
引き続き、ひとり親家庭が経済的に自立するために、相談者に応じた利用をともに検討し、利用開始につなげて

実施する取組内容
いく。

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ●４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
制度の周知と相談者に応じた利用を図っていく。また、就労支援として、児童扶養手当の手続時に制度の周知と

事業の方向性・
ハローワーク等へつなぎを実施するため、子育て支援課と連携を図り、引き続きひとり親家庭の経済的な自立に

取組方針
向けた支援を行っていく。
なお、養育費の保証促進補助金事業と本事業を統合し、ひとり親への支援事業として引き続き実施していく。

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 広報紙・ＨＰ等による事業PR 広報・ＨＰ等掲載回数 回 2 2 2 2 2
活動① 2 2 2 2 2
事務事業 自立支援教育訓練給付助成年間件 年間助成件数 件 3 3 3 3 3
活動② 数 3 2 1 1 3
事務事業 ひとり親家庭高等職業修了支援給 修了支援給付金給付者件 件 2 2 2 2 2
成果① 付金 数 2 4 1 0 3
事務事業 ひとり親家庭高等職業訓練促進給 年間助成件数 件 8 8 8 8 8
成果② 付金年間助成件数 7 5 1 6 7
総合戦略 広報・ＨＰ等によるPR 広報・ＨＰ等掲載回数 回 2 2 2 2 2
KPI① 2 2 2 2 2

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金については、助成件数が7件あり、ひとり親家庭等の自立支援につながった。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ ひとり親家庭の就労を支援し、自立するために貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 国・県の補助対象額に従っているため適正な範囲である。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 給付金により、就労のための支援を受けられる事業として実施している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 所得や課税証明により助成額の決定を適正に行っている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
制度の周知を児童扶養手当の手続時のほか、福祉部門やハロー



.4

投入 常勤職員 0.1人 0人 0.1人 0.1人 0.1人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 23,966 23,255 23,931 23,931 23,931

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 7074 シルバー人材センター支援事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 高齢者支援担当

組織コード
R8 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 04 04 01

記入日 令和 8年 6月10日
R7 17 10 00 R7 01 03 01 04 04 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 29 ● 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成１０年度 ～ 令和１２年度

戸田市シルバー人材センター補助金交付要綱 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：４－２

対象
概ね６０歳以上で、自分の持てる技術等を地域社会に役立てようとしている市民

高齢者が働くことを通じて健康維持や社会参加による生きがいづくりを進めることによって、高齢化社会に活力を生み出す

事業目的
。

シルバー人材センター運営資金の助成等

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

人件費等補助 人件費等補助 人件費等補助 人件費等補助 人件費等補助

事　業　費 23,252 23,255 23,255 23,255 23,255

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 23,252 23,255 23,255 23,255 23,255

人　件　費 714 0 676.4 676.4 676



組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
高齢者が働くことを通じて健康維持や社会参加による生きがいづくりができる事業である。今後においては、団

事業の方向性・
塊の世代が高齢期を迎えることや、女性会員による家事仕事へのニーズが高まっていることを踏まえ、会員数や

取組方針
作業受託件数の増加を目指し、市としては広報紙や窓口における啓発等の周知活動をさらに推進していく。

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 会員数 会員数 人 800 850 850 850 850
活動① 856 857 864 891 923
事務事業 作業受託件数 作業受託件数 件 1,900 1,900 1,900 1,700 1,700
成果① 1,817 1,805 1,730 1,754 1,676
総合戦略 会員数 会員数 人 800 850 850 850 850
KPI① 856 857 864 891 923

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
会員数、受託件数ともに増加した。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 就労やボランティア・サークル活動を通じて、高齢者の健康維持や生きがいづくりにつながってい

る。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ シルバー人材センターの人件費や予算については、「戸田市の外郭団体への関与に関する方針」に

基づき、適宜協議を行って定めている。

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 専門的なノウハウを有するシルバー人材センターによる事業実施は効率的である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 今後の事業展開に応じた見直しが必要だが、現時点では適正である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取



実施 援事業を実施 援事業を実施

する。 する。 する。 する。 する。

事　業　費 44,065 44,473 44,473 44,473 44,473

財
源
内
訳

国庫支出金 15,988 28,765 28,765 28,765 28,765

県支出金 17,909 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 10,168 15,708 15,708 15,708 15,708

人　件　費 2,856 5,749.4 5,749.4 5,749.4 5,749.4

投入 常勤職員 0.4人 0.85人 0.85人 0.85人 0.85人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 46,921 50,222 50,222 50,222 50,222

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 44306 生活困窮者自立支援事業

担当組織 健康福祉部 生活支援課 担当 支援庶務担当

組織コード
R8 17 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 01 05 01

記入日 令和 8年 6月11日
R7 17 03 00 R7 01 03 01 01 05 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 29 ● 対象
再掲施策

施策 13 生活困窮者支援の充実 ○ 対象外

事業期間 令和３年度 ～ 令和１２年度

生活困窮者自立支援法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－２、３－１

対象
市内に居住している生活上の問題を抱えている生活困窮者

生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し自立相談支援事業を実施し、自立した生活が営

事業目的
めるよう支援をする。

自立相談支援事業において、相談窓口で生活困窮者の相談を受け、①生活困窮者の抱えている課題を評価・分析し、そのニ

ーズを把握　②ニーズに応じた支援が計画的かつ継続的に行われるよう、自立支援計画を策定　③自立支援計画に基づく各

種支援が包括的に行われるよう、関係機関との連絡調整を実施。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 ■市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

自立相談支援 自立相談支援 自立相談支援 自立相談支援 自立相談支援

事業等の各支 事業等の各支 事業等の各支 事業等の各支 事業等の各支

援事業を実施 援事業を実施 援事業を



組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
市民への周知活動に努めるとともに、関係各所と連携を図りながら支援を行っていく。

事業の方向性・
また、令和8年度においても必須事業である「生活困窮者自立相談支援事業」、「住居確保給付金給付事業」と

取組方針
ともに、任意事業である「就労準備支援事業」、「家計改善支援事業」、「被保護者地域居住支援事業」と、困
窮者に対する複合的な支援を継続的に実施していく。

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 新規相談件数 年間延べ相談件数 件 850 870 890 300 300
活動① 858 317 292 237 292
事務事業 支援対象者件数 プラン作成件数 件 62 63 64 65 66
成果① 76 79 107 36 50
総合戦略 支援対象者件数 プラン作成件数 件 62 63 64 65 66
KPI① 76 79 107 36 50

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
新規相談件数は微増になったが継続した相談件数は増加傾向にある。物価高騰の影響により、今年度新たに対象となった住居

状況
確保給付金（転居費用）の相談もあった。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ｂ 当初の計画を上回るような、特筆すべき結果が得られなかったため「B」とした。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ｂ 当初の計画を上回るような、特筆すべき結果が得られなかったため「B」とした。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

引き続き必須事業である「生活困窮者自立相談支援事業」、「住居確保給付金給付事業」とともに、任意事業で
ある「就労準備支援事業」、「家計改善支援事業」、「被保護者地域居住支援事業」を継続していく。

令和８年度に
実施する取



40,000

一般財源 1,067,181 1,086,312 1,086,312 1,086,312 1,086,312

人　件　費 10,353 12,513.4 12,513.4 12,513.4 12,513.4

投入 常勤職員 1.45人 1.85人 1.85人 1.85人 1.85人

人員 非常勤職員 0.7人 0.7人 0.7人 0.7人 0.7人

事業費＋人件費 4,768,114 4,912,764 4,912,764 4,912,764 4,912,764

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 20797 生活保護扶助費

担当組織 健康福祉部 生活支援課 担当 支援庶務担当

組織コード
R8 17 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 03 02 01 01

記入日 令和 8年 6月11日
R7 17 03 00 R7 01 03 03 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 29 ○ 対象
再掲施策

施策 13 生活困窮者支援の充実 ● 対象外

事業期間 令和３年度 ～ 令和１２年度

生活保護法

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
生活保護の被保護者

生活困窮者の最低限度の生活保障を実施する。

事業目的

生活保護の被保護者（世帯主）に対し、毎月１回定期的に生活保護費を支給する。また、定期的な支給が出来なかった場合

、随時支給（毎月2回）により生活保護費を支給する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

保護費の支給 保護費の支給 保護費の支給 保護費の支給 保護費の支給

事　業　費 4,757,761 4,900,251 4,900,251 4,900,251 4,900,251

財
源
内
訳

国庫支出金 3,526,780 3,652,688 3,652,688 3,652,688 3,652,688

県支出金 120,509 121,251 121,251 121,251 121,251

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 43,291 40,000 40,000 40,000



し、就労にむけた支援を行い自立へ繋げていくなど、生活困窮者自
事業の方向性・

立支援制度との連携を行っていく。
取組方針

4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 保護世帯数 延べ保護世帯数 世帯 22,470 22,650 22,660 22,670 22,680
活動① 22,639 22,665 22,863 22,788 22,994
事務事業 保護人員 延べ保護人員 延べ人 28,170 28,200 28,220 28,240 28,270
活動② 27,819 27,613 27,805 27,651 27,700

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
保護世帯数の目標指数は達成したが、保護人員は未達成となった。保護世帯数・保護人員ともに概ね横ばいの状態が続いてい

状況
る。物価高騰の影響等もあり、今後も増加傾向が推察される。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
生活保護受給者への支援をより効果的に実施



助成等

施設改修工事 施設改修工事

事　業　費 256,083 282,085 274,475 274,475 274,475

財
源
内
訳

国庫支出金 1,648 1,648 1,648 1,648 1,648

県支出金 824 824 824 824 824

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 1,447 1,447 1,447 1,447 1,447

一般財源 252,164 278,166 270,556 270,556 270,556

人　件　費 9,282 8,793.2 8,793.2 8,793.2 8,793.2

投入 常勤職員 1.3人 1.3人 1.3人 1.3人 1.3人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 265,365 290,878 283,268 283,268 283,268

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 7058 障害者施設事業

担当組織 健康福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R8 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 03 02 01

記入日 令和 8年 6月12日
R7 17 05 00 R7 01 03 01 03 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 29 ● 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 昭和６１年度 ～ 令和１２年度

身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 び精神障害者福祉に関する法律、戸田市立心身障害 関連計画 14　児童発達支援センターの充実による発達障がい

通 達 等 者福祉センター条例、戸田市障害者施設条例 施政方針 支援の推進　15　企業や学校との連携による障がい

者の雇用機会の創出

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：３－１

対象
身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を有する者及びその介護者

　地域での生活が困難な障害者の生活の安定を図るとともに、更生訓練や作業訓練を行い、障害者の自立と社会参加の促進

事業目的
を図る。

　福祉作業所等の運営委託・助成等

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 ■市民･NPO） ■協働･協力（ 補助団体 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

福祉作業所等 福祉作業所等 福祉作業所等 福祉作業所等 福祉作業所等

の運営委託・ の運営委託・ の運営委託・ の運営委託・ の運営委託・

助成等 助成等 助成等 助成等



理施設への指定管理料、当課所管の補助金交付施設への補助金額の精査を行うことで、一層の適正化
事業の方向性・

を図る。
取組方針

　また、心身障害者福祉センターについては、大規模改修工事の開始時期が延伸したが、令和８年度に再積算を
した上で令和９年度以降の予算を確保し、令和１０年度からの工事実施に向けて入札を実施するとともに、必要
最小限の修繕を実施していく。

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 市立福祉作業所数 市立福祉作業所（指定管 箇所 3 3 3 3 3
活動① 理）の数 3 3 3 3 3
事務事業 市立福祉作業所利用者数 市立福祉作業所（指定管 人 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000
成果① 理）の延べ利用者数 15,970 16,238 16,135 15,979 16,333
総合戦略 市立福祉作業所利用者数 市立福祉作業所（指定管 人 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000
KPI① 理）の延べ利用者数 15,970 16,238 16,135 15,979 16,333

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　作業所数・利用者数ともに目標値を達成することができた。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和７年度に
実施した

取組内容・効果

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　各指定管



2 1,050,692 1,100,692 1,150,692

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 824,300 1,010,305 1,160,305 1,210,305 1,260,305

人　件　費 17,992.8 17,045.28 17,045.28 17,045.28 17,045.28

投入 常勤職員 2.52人 2.52人 2.52人 2.52人 2.52人

人員 非常勤職員 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人

事業費＋人件費 3,618,489 4,028,016 4,328,016 4,528,016 4,728,016

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 24446 自立支援給付事業

担当組織 健康福祉部 障害福祉課 担当 障害庶務担当

組織コード
R8 17 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R8 01 03 01 03 06 01

記入日 令和 8年 6月12日
R7 17 05 00 R7 01 03 01 03 06 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 29 ● 対象
再掲施策

施策 14 障がい福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

障害者総合支援法 戸田市障がい者総合計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：３－１

対象
障害児・者

障害者等が能力や適正に応じ、できるだけ自立した生活が送れるような地域社会の実現をめざす。

事業目的

障害者等がサービスを選択し、事業者や施設と対等な立場で契約しサービスを利用する。また、自立支援給付を中心に、地

域での自立と安心を支える。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 ■企業 ■市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

介護給付、訓 介護給付、訓 介護給付、訓 介護給付、訓 介護給付、訓

練等給付など 練等給付など 練等給付など 練等給付など 練等給付など

事　業　費 3,600,496 4,010,971 4,310,971 4,510,971 4,710,971

財
源
内
訳

国庫支出金 1,845,295 1,999,974 2,099,974 2,199,974 2,299,974

県支出金 930,901 1,000,69



率は、93.3％と高い水準を維持することができた。

取組内容・効果 財政効果（実績値）：112千円　積算根拠：2,000円×56名＝112,000円

令和８年度に
実施する取組内容

６．令和９年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和９年度で終了 ○令和８年度で終了 ○令和７年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　障がい者総合計画に基づき、サービスの提供体制の確保に努めるとともに、平成３０年度に策定した戸田市障

事業の方向性・
害福祉サービス等支給決定基準の導入により、給付に係る費用の適正化を図っていく。

取組方針
　また、障がい者総合計画に基づき、見込量と実績値等の確実な把握に努めていく。

4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 障害支援区分認定件数 障害支援区分の認定件数 件 150 150 150 150 150
活動① 185 206 244 225 249
事務事業 障害福祉サービス等・障害児通所 当該サービス等の延べ利 人 18,000 18,500 19,000 19,500 20,000
成果① サービス等利用者数 用者数 18,982 18,260 24,516 26,881 29,913
総合戦略 障がい者就労支援サービス利用者 延べ利用者数 人 2,447 2,577 2,707 2,837 2,967
KPI① 数 2,921 3,221 3,637 3,934 4,496

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　すべての指標において、市内に障害児者の事業所が開設されたこと等などから目標値を上回る結果となった。引き続き、事

状況
業者からの開設相談に速やかに対応する。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ５年度 ６年度 ７年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
取組名：効率的な会議実施手法の実践

令和７年度に 戸田市介護給付費等の支給に関する審査会において、全12回をZoom形式にて実施することで、費用弁償の支払い

実施した が不要となり、審査会の参加



施策29︓多様な働き方への支援・充実　[中心となる部局︓環境経済部]
No. 区分 事前質問事項 回答

1 第３回外部評価
委員会

施策指標「創業比率」は、事情により実績が出せないとの説明であった
が、類似する指標は示してもらえるか。

創業者（※）の実績としては、令和６年度53人、令和７年度15
人となっています。なお、後期基本計画では、施策指標を「創業比率」
から「創業者数」に変更し、目標値を「年間40人」に設定しています。
（※）創業支援等事業による支援を受けた人の内、創業した人

（以下、事務局）
令和8年度第3回外部評価委員会にてお伝えしましたとおり、経済セ
ンサスは５年ごとに実施しており、令和８年が実施年ですが、結果が
公表されるのは約１年後です。

2 第３回外部評価
委員会

施策の目的として「女性や若者、高齢者、障がい者、外国人などの労
働者それぞれの事情に合わせた」とあるが、それぞれのターゲットごとの
施策の効果がわかる資料は示してもらえるか︖

女性や若者、高齢者、障がい者、外国人などの個別指標は設定して
おらず、効果のわかる資料を示すことはできません。雇用対策に関して
は、国の役割が大きく、市で実施できる範囲が限られていることから、令
和元年度に埼玉県労働局と雇用対策協定を締結し、それぞれの取り
組む施策を定めた事業計画（※）を策定して取り組んでいます。
（※）同実施計画を参考に提供します

3 事前質問

女性や若者、高齢者、障害者、外国人などのそれぞれの就労機会の
増減を測る指標を教えてください。また、それぞれの母数（市民のうち
の、それぞれの内訳）を教えていただけますか。

上記No.２のとおり指標の設定はしていませんが、事業計画の中で、
民間企業の障害者雇用率のみ指標を設定しています（県内企業の
障害者雇用率2.5％以上（実績2.46％（令和７年６月１日現
在）））。また、市民142,070人（令和７年１月１日現在）の
内、女性69,888人、若者（20-39歳）39,686人、高齢者（65
歳以上）24,038人、外国人8,845人です。

4 事前質問

施策14の質問同様、戸田市役所や市関連施設での、それぞれの女
性・若者・高齢者・障害者・外国人それぞれに雇用数または雇用率が
わかれば、教えていただけますか。

（以下、事務局）
戸田市職員の女性の割合については、「女性職員の活躍の推進に関
する特定事業主行動計画」にて公表しており、令和6年4月1日時点
で39.0%となっております。
https://www.city.toda.saitama.jp/soshiki/153/jinji-
action-plan3.html?utm_source=chatgpt.com

若者や高齢者といった区分ではありませんが、年齢層別の職員数は
「戸田市の給与・定員管理等について」にて公表しています。
https://www.city.toda.saitama.jp/uploaded/attachment
/79464.pdf

障害者の雇用状況については、施策14のNo.3をご参照ください。
https://www.city.toda.saitama.jp/soshiki/153/jinji-
syougai.html

なお、正規職員に関しては受験資格として日本国籍を有していることを
設けております。

5 事前質問

ロジックモデルシートの目的の中で施策の対象として掲げられている外
国人を対象とした事業はロジックモデルシート内のどの事業が該当する
のでしょうか。

ロジックモデルシート内の事業に含まれていません。上記No.２の事業
計画において、外国人の就労支援は主に埼玉労働局が取り組む施
策としており、市では状況に応じてハローワークへの案内を行うとしていま
す。

6 事前質問

商工会でも外国人の方の店舗が増えている、戸田市は家賃が高い。
家賃の相場は︖家賃補助などの政策はどうなっていますか︖

物件の状況によって家賃は異なるため、相場として家賃（賃借料）は
把握していません。施策29の中で、求職者に対する家賃補助は実施
していませんが、施策30の中では、新規出店者に対して、商店等の空
き店舗に対する改修工事費（補助対象経費の２分の１（上限50
万円））を補助しています。

7 事前質問
シルバー人材センター会員の活動は報酬ありか、報酬ありならいくら支
給されるのか。

会員の業務には対価があります。また、発注者が会員に支払う対価
は、発注者とシルバー人材センターとの間で定めることとなっています。

8 事前質問
就職支援セミナーは全て参加費無料か。 市主催事業は、全て参加費無料で実施しています。

9 事前質問

事務事業評価シート「起業支援事業」の目標達成状況について、起
票支援のセミナー等の実施回数がございます。創業後に意図せず廃
業される方・会も一定数いらっしゃりますが、当該観点からのモニタリング
等の実施想定はございますか︖

創業後のモニタリングは実施していませんが、起業支援セミナーなどの創
業支援等事業の参加者に対し、実際の創業の有無などを調査してい
ます。

令和８年度外部評価ヒアリング事前質問回答用紙

https://www.city.toda.saitama.jp/soshiki/153/jinji-
https://www.city.toda.saitama.jp/uploaded/attachment
https://www.city.toda.saitama.jp/soshiki/153/jinji-


施策29︓多様な働き方への支援・充実　[中心となる部局︓環境経済部]
No. 区分 事前質問事項 回答

10 事前質問
戸田市内の起業はどのような職種が多いのか。 職種は把握していませんが、令和７年度実績として飲食業やサービス

業、運輸業など、様々な業種で起業されています。



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度 戸田市雇用対策協定に基づく事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戸田市・埼玉労働局 
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令和７年度 戸田市雇用対策協定に基づく事業計画 

 

戸田市長と埼玉労働局長の間で締結した戸田市雇用対策協定の第２条に基づき、令和７年

度の事業計画を次のとおり定める。 

 

Ⅰ 市内企業・人手不足業界等の人材確保支援  
 

・潜在保育士再就職支援事業を実施し、潜在保育士を対象に、市内認可保育所での見

学や職場体験の場を提供することで、職場復帰の際の不安を解消し、人材の定着化を

図る。 

・とだ保育士応援手当、保育士宿舎借上げ支援事業等の補助事業を実施することで、

保育人材の処遇を改善し、人材の確保・定着化を図る。 

・とだの保育の質・魅力向上プロジェクトを実施し、公立と民間保育園等が学識経験

者や保育専門業者支援のもと、実践的な研修や魅力アップのための事業を通して、保

育の質・魅力向上を図り、人材確保・定着化を図る。 

・保育に関する専門的知識を有する「保育コンシェルジュ」が保育士からの悩みや不

安などの相談に対応し、一人ひとりに寄り添った支援を行うことで、職場への定着を

内面からサポートする。 

・保育士募集リーフレットの作成や専用ホームページの充実、また、市内各施設での

ポスター掲示等により、市内民間保育施設で働くメリットや市の支援策を周知し、人

材確保を図る。 

・市内在住、市内保育施設等で働く保育士の子どもを保育施設の入所利用調整の際

に、優先的に入所できるように基準を設けることで、職場復帰を検討している保育士

を支援する。 

・人材確保支援の一環として、地元高等学校と求職及び就職状況に関する意見交換を

実施する。 

 

 

・戸田市及び地域の経済団体等と連携し、地元企業に対する募集、採用、職場定着ま

での一貫した支援を実施する。 

・人手不足が顕著な職種（医療・介護・保育・建設・運輸・保安分野）について、

「ハローワーク川口」に設置する「人材確保・就職支援コーナー」において、関係機

関と密接な連携の下、求人者・求職者の両面からマッチング支援を実施する。 

埼玉労働局が取り組む施策 

戸田市が取り組む施策 
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・保育職種については、待機児童解消のための保育士確保対策として、保育士マッチ

ング強化プロジェクトを実施し、戸田市や関係機関等と連携した、保育士に特化した

就職面接会の開催や保育事業所の職場見学会等を開催し、保育職種の求人充足サービ

スの強化を図る。 

 

 

・保育人材の就職面接会等を共同で開催する。 

・介護施設の見学会を共同で実施し、求人者と求職者のマッチングを支援する。 

・市内企業の人手不足業界への人材確保に関し、それぞれが実施する事業や支援につい

て相互に周知する。 

・シニア人材も対象とした就職面接会等を共同で開催する。 

 

Ⅱ 若年者等への就労支援  

・若年者向けイベント等の機会において、戸田市が実施する就職支援相談を周知し、職

業相談を希望する者に対し、キャリアカウンセラーによる職業相談を実施し、職業適職診断

に基づくアドバイスや職務経歴書の書き方、面接指導のアドバイス等就労への支援を行う。 

・パソコンを使用した応募書類の作成や面接対策の就職支援セミナーを実施する。 

・求職者への支援である公的資格等取得支援事業補助金については、市のホームページへの継

続的な掲載や関係機関でのチラシの配架を行い、認知度をさらに向上させる。 

 

 

・新規学卒者や既卒３年以内の者等の就職促進を図るため、「ハローワーク川口」は

「埼玉新卒応援ハローワーク」、「埼玉わかものハローワーク」（ハローワーク大宮の

附属施設）等と相互に連携し、担当者制によるきめ細かな職業相談を実施するほか、セ

ミナーや就職面接会を開催する。 

・若年者の早期離職を防止するため、ユースエール
※１

認定制度を積極的に推進するととも

に、職場定着に積極的に取り組む事業所として認定する「職場定着協力事業所」と連携

し、職場定着支援を実施する。 

※１ ユースエール認定制度：若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが優良な中小企業を厚生労働大臣が認定する制度。 

 
 

 

・戸田市が実施するサービスを利用した者で、就労準備が整った者等を「ハローワーク

川口」、「戸田市ふるさとハローワーク」につなぎ、「ハローワーク川口」、「戸田市

埼玉労働局が取り組む施策 

戸田市と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

戸田市が取り組む施策    
 
 

戸田市と埼玉労働局が連携して取り組む施策 
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ふるさとハローワーク」において、包括的な就労支援を実施する。 

・若年者等への就労支援に関し、それぞれが実施する事業や支援について相互に周知す

る。 

 

Ⅲ 中高年層への就職支援  

戸田市が取り組む施策 

・安定した仕事に就けずにいる中高年層に対し、キャリアカウンセラーによる職業相談

を実施し、職業適職診断に基づくアドバイスや職務経歴書の書き方、面接指導のアドバ

イス等、正社員就職実現への支援を行う。 

・パソコンを使用した応募書類の作成や面接対策の就職支援セミナーを実施する。 

・求職者への支援である公的資格等取得支援事業補助金については、市のＨＰへの継続的な掲

載や関係機関でのチラシの配架を行い、認知度をさらに向上させる。 

 

埼玉労働局が取り組む施策 

・「ハローワーク川口」に設置する「ミドル世代支援コーナー」において、就職氷河期

世代を含めた中高年層の不安定就労者の方々に対して、専門担当者による就職相談、職

業紹介、職場定着までの一貫した伴走型支援を実施する。 

 

戸田市と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・戸田市が実施するサービスを利用した者で、就労準備が整った者等を「ハローワーク

川口」、「戸田市ふるさとハローワーク」につなぎ、「ハローワーク川口」、「戸田市

ふるさとハローワーク」において、包括的な就労支援を実施する。 

・中高年層対象の就職支援セミナーを連携して実施する。 

・中高年層への就労支援に関し、それぞれが実施する事業や支援について相互に周知す

る。 

 

Ⅳ 高年齢者の活躍推進  
 

・「戸田市ふるさとハローワーク」において、地域住民の就職促進及び利便性向上の

ため、就職支援機関が主催する最新の各種就職支援セミナーや、就職説明会の情報な

どを提供する。 

・60 歳以上で就労する意欲と能力のある高齢者に対し、就労による生きがい、福祉の

向上、及び高齢者の地域社会への貢献を目的に、戸田市シルバー人材センターを活用

した就労支援を行う。 

戸田市が取り組む施策 



4  

・応募書類の書き方や面接対策等のシニア向けの就職支援セミナーを開催し、就職支

援相談へつなげて切れ目のない支援を行う。 

 

 

・60歳以上の方の再就職支援に重点的に取り組むため、「ハローワーク川口」に設置

する「生涯現役支援窓口」において、60歳以上の方が活躍できる求人の開拓等を推進

するとともに、支援チームによる効果的なマッチング支援、職業生活の再設計に係る

相談・援助、雇用によらない就業に係る相談・情報提供を行う。 

・70歳までの就業機会確保に向けた環境整備を図るため、65歳を超える定年引上げや 

継続雇用制度の導入等を行う企業、60歳から64歳までの高年齢労働者の処遇改善を行

う企業への相談・援助による支援を、70歳雇用推進プランナー等との連携により行

う。 

 

 

・戸田市が実施するサービスを利用した者で、就労準備が整った者等を「ハローワーク

川口」、「戸田市ふるさとハローワーク」につなぎ、「ハローワーク川口」、「戸田市

ふるさとハローワーク」において、包括的な就労支援を実施する。 

・生涯現役社会の実現に向けた気運の醸成を図るため、高年齢者雇用の必要性や重要性

の周知を行うとともに、それぞれが実施するセミナーや支援制度などの内容を相互に周

知する等により、雇用環境の整備や高年齢者の雇用促進等を事業主に働き掛ける。 

 

Ⅴ 女性の活躍推進  
 

 

・仕事と子育ての両立を希望する女性の就労を支援するため、「戸田公園駅前子育て広場」

等の子育て支援事業と連携し、職業相談を希望する者に対し、求人の探し方や応募の際の留

意点等具体的な情報の提供を行う。また、就職を希望する女性を対象に、託児付き就職支援セ

ミナーを実施する。 

・国や埼玉県の制度の認定を受けた「仕事と子育て等の両立支援を行っている企業」

に対して、戸田市の公共調達の際に加点を行い、女性の働きやすい、働き続けられる

環境整備の取り組みを推進する。 

・公的資格等取得支援事業補助金において、就職の支援となる資格取得の補助を行う。 

 

 

・「ハローワーク川口」に設置する「マザーズコーナー」においては、キッズコーナ
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ーを設置するなど子供連れで来所しやすい環境を確保するとともに、求職活動の準備

が整い、子育てをしながら就職を希望する女性等に対して、仕事と子育ての両立支援

に取り組む企業情報の提供や担当者制によるきめ細かな職業相談、就職支援セミナー

等を行う。 

・雇用環境・均等部において、報告徴収等を実施することにより、雇用管理の各ステ

ージにおける性別を理由とする差別の禁止をはじめとする男女雇用機会均等法の履行

確保を図るとともに、常時雇用する労働者数301人以上の事業主に義務付けられている

男女に賃金の差異に係る情報公表等について、女性活躍推進法の履行確保を図る。 

・女性の活躍推進に関する状況が優良な企業の「えるぼし認定」の取得促進、「女性

活躍推進データーベース」の積極的な活用勧奨を行う。 

・令和７年４月から段階的に施行される改正育児・介護休業法及び次世代育成支援対

策推進法の周知及び履行確保を図るとともに、両立支援助成金の支給等により、仕事

と育児・介護の両立支援に取り組む企業を支援する。 

・子育てサポート企業である「くるみん」、「プラチナくるみん」、「トライくるみ

ん」及び不妊治療や仕事の両立支援に関する認定制度「くるみんプラス」の認定基準

について広く周知するとともに、認定の取得促進に向けた働きかけを行う。 

 

 
 

 

・戸田市が実施するサービスを利用した者で、就労準備が整った者等を「ハローワー

ク川口」、「戸田市ふるさとハローワーク」につなぎ、「ハローワーク川口」、「戸

田市ふるさとハローワーク」において、包括的な就労支援を実施する。 

・就職を希望する女性を対象とした託児付き就職支援セミナー等を共同で開催する。 

・より一層女性が働きやすくなるよう環境整備を進めるため、女性への就労支援に関

し、それぞれが実施するセミナーや認定制度などの支援内容を相互に周知する。 

 

Ⅵ 生活困窮者への就労支援  

 

・生活保護受給者への就労支援を行うため、「健康福祉部・生活支援課」に就労支援

員を配置し、「戸田市ふるさとハローワーク」へ同行し、求職活動の支援をはじめ、

履歴書の書き方や面接の受け方のアドバイスなどの支援を実施する。 

・生活保護にまで至らない生活困窮者の就労を支援するため、「戸田市生活自立相談

センター」の相談員が求職活動や就労活動などの支援、必要に応じてパソコンの操作

指導などを実施する。 

戸田市と埼玉労働局が連携して取り組む施策 
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・経済的に困窮し、居住する住宅の家賃を支払うことが困難となり、居住する住宅を

喪失した又は喪失する恐れのある求職者が要件を満たした場合に、安定した住居の確

保と就労自立を図るため、住居確保給付金（家賃補助分）を支給する。 

・経済的に困窮し、居住する住宅を喪失した又は喪失する恐れのある求職者が転居に

伴い家計全体の支出が削減すると見込まれる場合に、住居確保給付金（転居費用分）

を支給する。 

 

 

・生活保護受給者等の生活困窮者を雇い入れた事業主に対し、特定求職者雇用開発助

成金を支給するとともに、就職後の定着を支援する。 

・生活保護受給者等の生活困窮者の中で、職業訓練を受講することにより就職の可能

性を高められる者に対し、職業訓練の周知、誘導及び受講勧奨を積極的に行う。 

 
 

 

・戸田市が実施するサービスを利用した者で、就労準備が整った者等を「ハローワー

ク川口」、「戸田市ふるさとハローワーク」につなぎ、「ハローワーク川口」、「戸

田市ふるさとハローワーク」において、包括的な支援を実施する。 

・生活困窮者等への就労支援に関し、それぞれが実施する事業や支援について相互に

周知する。 

 

Ⅶ 障がい者への就労支援  

 

・「戸田市障害者就労支援センター」と国・県から委託された「障害者就業・生活支

援センターみなみ」の２カ所の就労支援施設において、障がい者に対しての就労相

談、就職準備、職場定着等の支援を実施する。 

・事業主に対しては、障がい者雇用に関する情報提供、啓発活動の実施や、障がい者

受け入れ後の雇用管理方法等についての相談を受け付け、助言などの支援を実施す

る。 

・障がい者の就労施設や特別支援学校、ハローワークや商工会などで構成する「戸田

市障害者就労推進部会」において、障がい者就労に関する個々の課題の把握と支援方

法等について、情報共有や連携の協議を行う。 

・市内の福祉作業所をすでに利用している障がい者に対しては、就労支援に関するサ

ービスの利用を通して、就労に必要な知識及び能力の向上のための訓練や、一般企業

で実際に働く体験を行う職場実習などを行いながら、一般企業等への就労に向けた支
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援を実施する。 

 
 

 

・精神障害や発達障害等の多様な障害特性に対応するため、「ハローワーク川口」に精

神・発達障害者雇用サポーター等を配置し、地域の就労支援機関に加え、医療機関や発

達障害者就労支援センター等との連携体制を強化し、きめ細かな就労支援を実施する。 

・雇用率達成指導に当たって、個々の企業における雇用率未達成の要因を分析した上

で、提案型指導を行う。また、雇用率未達成企業を対象とした企業向けセミナー等を行

い、障害者雇用に対する理解を促進する。 

 

 

・戸田市が実施するサービスを利用した者で、就労準備が整った者等を「ハローワー

ク川口」につなぎ、「ハローワーク川口」において、包括的な支援を実施する。 

・障がい者への就労支援に関し、それぞれが実施する事業や支援について相互に周知

する。 

 

Ⅷ 外国人への就労支援  

 

・第２次戸田市多文化共生推進計画に基づき、多文化共生のまちづくりを進め、「公

益財団法人戸田市国際交流協会」や関係団体等と連携しながら、次のとおり取り組

む。 

・外国人が適切な情報や相談場所に迅速に到達できるよう、情報提供・相談を多言語

で行う相談窓口を通じ、状況に応じてハローワークへの案内を行う。 

・円滑なコミュニケーション支援に向けて、日本語や日本の習慣を学習する機会の提

供を促進していく。 
 

 

・外国人労働者の雇用管理の改善に向け、外国人を雇用する事業所に職員が訪問し、

必要な助言・指導を実施する。 

・海外進出に向けて優秀な外国人留学生を採用したいという県内企業を支援するた

め、事業主を対象とした「出入国管理及び難民認定法」などの関連法制度、人材活用

方法等に関するセミナーを開催する。 

・外国人留学生に対しては、「埼玉新卒応援ハローワーク」（ハローワーク大宮の附

属施設）に設置している「留学生コーナー」と連携を図りながら、担当者制によるき

埼玉労働局が取り組む施策 

埼玉労働局が取り組む施策 

戸田市と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

戸田市が取り組む施策 



8  

め細かな支援を実施する。 

・外国人留学生には、埼玉労働局が主催する留学生対象の企業説明会や新卒者対象の

就職面接会への積極的な誘導を図る。 

 
 

 

・戸田市から誘導された外国人に対して、「ハローワーク川口」において、包括的な 

支援を実施する。 

・外国人の採用意向がある戸田市内の事業主を対象とした、外国人の採用に向けた法

律面、人材活用方法等に関する雇用セミナーを開催するとともに、外国人に対して、

戸田市内企業について理解を促すための企業説明会や就業機会の確保を図るための面

接会等を連携して実施する。 

・外国人への就労支援に関し、それぞれが実施する事業や支援について相互に周知す

る。 

 

Ⅸ その他市及び労働局が必要と認めた事業  
 

 

・市内に大量の雇用調整事案が発生した場合、「戸田市」、「ハローワーク川口」及び

「埼玉労働局」が連携して、求人企業の開拓や離職者への就職に関する情報の提供など、

総合的な支援を実施する。 

・「戸田市」及び「埼玉労働局」が実施する働き方改革の推進、雇用対策に係る事業に

ついて、市民及び市事業主に対する周知・広報を積極的に行う。 

・その他、「戸田市」及び「埼玉労働局」が連携して重点的に取り組むことが必要と認

める課題について、「戸田市」及び「埼玉労働局」の施策を一体的に実施する。 

・「戸田市」が取り組む施策Ⅰ～Ⅷがより効果的に進められるよう、雇用全般に関する

情報の収集・発信に努める。 
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 Ⅹ   雇用施策に関する数値目標  
 

 

＊１ 川口所管内の数値 

＊２ 埼玉県内の数値 

項 目 目 標 

● 紹介就職率 

 

● 生涯現役窓口でのチーム支援による65歳以上の就職率 

 

● 託児付就職支援セミナー等の開催 

 

● 民間企業の障害者雇用率 

 

● 保育人材の就職面接会等の開催 

 

● 戸田市ふるさとハローワークの職業相談件数 

・川口所 17.9%＊1 

 

・川口所 83.4％＊1 

 

・年１回開催 

 

・2.5％＊2 

 

・年１回開催 

 

・4,332件 
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